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第 1部 総則 

第１章 計画の方針 

1 

 

修正計画 現行計画 

 

第 1部 総則 

第 1 章 計画の目的と位置付け 
 

第１節 計画の目的 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

逗子市地域防災計画は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、災害対

策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、逗子市防災会議が本市の地

域に関わる災害の対策について、災害の予防、災害応急対策及び災害復旧・復興につい

ての事項を定め、防災活動を総合的、かつ、効果的に実施することにより防災の万全を

期するとともに、社会秩序の維持及び公共福祉の確保に資することを目的とします。 

 

第２節 計画の構成 

 

主管課：防災安全課 

関係課：関係各課 

 

１ 計画の構成 

逗子市地域防災計画は、地震・津波災害に対処することを目的とした地震津波対策 

計画編、風水害等に対処することを目的とした風水害等対策計画編及び資料編からな

り、この計画は、逗子市地域防災計画「風水害等対策計画編」（以下「本計 

画」という。）です。 

逗子市及び関係機関等は、本計画に定める諸活動を行うに当たって具体的な行動計 

画等を定め、その推進に努めるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1部 総則 

第 1 章 計画の方針 
 

第１節 計画の目的 

 

主管課：防災課                                                  

関係課：関係各課 

 

逗子市地域防災計画は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、災害対

策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき、逗子市防災会議が本市の地

域に関わる災害の対策について、災害の予防、災害応急対策及び災害復旧・復興につい

ての事項を定め、防災活動を総合的、かつ、効果的に実施することにより防災の万全を

期するとともに、社会秩序の維持及び公共福祉の確保に資することを目的とする。 

 

第２節 計画の構成及び位置付け等 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

１ 計画の構成 

逗子市地域防災計画は、地震・津波災害に対処することを目的とした地震津波対策 

計画編、風水害等に対処することを目的とした風水害等対策計画編及び実施要領計画 

編からなり、この計画は、逗子市地域防災計画「風水害等対策計画編」（以下「本計 

画」という。）である。 

逗子市及び関係機関等は、本計画に定める諸活動を行うに当たって具体的な行動計 

画等を定め、その推進に努めるものとする。 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、市内の風水害等災害に対する基本的な対応策を定めるもので、本市の各  

部局及び防災関係機関等が各種の防災活動を行うに当たっての指針となるものです。 

(1) 国、県の計画との関係 

本計画は、国の防災基本計画及び神奈川県（以下「県」という。）の地域防災計画 

等他の防災関係計画との関連、整合に配慮したものです。 

 

(2) 市の総合計画との関係 

本計画に係る本市所管の施策又は事業等については、逗子市総合計画に位置付け 

るものとします。 

  

(3) 市の各部局及び防災関係機関の定める計画等との関係 

本計画に基づく防災上の諸活動に当たって必要と認められる細部的事項について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の位置付け 

本計画は、市内の風水害等災害に対する基本的な対応策を定めるもので、本市の各  

部局及び防災関係機関等が各種の防災活動を行うに当たっての指針となるものであ 

る。 

(1) 国、県の計画との関係 

本計画は、国の防災基本計画及び神奈川県（以下「県」という。）の地域防災計画 

等他の防災関係計画との関連、整合に配慮したものである。 

 

(2) 市の総合計画との関係 

本計画に係る本市所管の施策又は事業等については、逗子市総合計画に位置付け 

るものとする。 

  

(3) 市の各部局及び防災関係機関の定める計画等との関係 

逗子市地域防災計画 

地震津波対策計画編 

風水害等対策計画編 

 

総    則 

災害予防計画 

災害応急対策計画 

災害復旧・復興計

画 

○ 防災機関の役割分担、想定される風水害
被害等について定める。 

○ 災害の発生を未然に防止し、又は災害が
発生した場合にその被害を最小限に止め
得るための必要な事前措置について定め、
市は災害に強いまちづくりを目指しその
実現に努めるものとする。 

○ 災害が発生し、又は発生するおそれが
ある場合に災害の発生を防御し、又は応
急的救助を行う等災害の拡大を防止する
ための措置について定める。 

○ 市民生活や経済の安定のための緊急措
置、公共施設の災害復旧等について定め
る。 

○ 著しい被害を受けた地域の復興を総合
的に推進するための措置について定め
る。 

実 施 要 領 計 画 編   

編 

逗子市地域防災計画 

地震津波対策計画編 

風水害等対策計画編 

 

資 料 編 
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修正計画 現行計画 

は、市の各部局及び各防災関係機関において別に定めるものとします。 

 

 

３ 計画の修正 

本計画は、災害対策基本法第 42条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると 

認めるときは、速やかにこれを修正するものとします。このため、本市及び防災関係機

関等は、平素から研究、訓練その他の方法により、本計画及び本計画に関連する他の 

計画の習熟に努めるとともに、毎年３月末日までに計画の修正内容を逗子市防災会議 

事務局（防災安全課）へ提出するものとします。 

また、地域における災害対策の総合的な推進を図るため、特に必要な事項について 

は住民に公表します。 

 

第３節 逗子市地域防災計画「風水害等対策計画編」の方針 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

１ 計画の目的 

本計画は、本市、指定地方行政機関、県警察、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共

機関等の関係機関等がその対策を実施することにより、「安全で安心して暮らせる社会

の実現」を目指し市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とします。 

 

２ 計画の構成・内容 

本計画は、風水害等の対策に関して、総合的かつ基本的な性格を有するものであり、

本市が行うべき各種対策を、「予防」「応急対策」「復旧・復興」の時系列ごとに配する

ことにより、各部局の業務に応じた活動細部計画及び関係機関等の防災計画の策定、諸

活動の実施等における基本構成としています。 

本計画の構成及び主な内容は次のとおり。なお、地震津波対策計画編に準じて実施す

る対策の節については、地震津波対策計画編の参照先を示し、具体的な内容の記載を省

略しています。 

 

 

 

 

 

本計画に基づく防災上の諸活動に当たって必要と認められる細部的事項について 

は、市の各部局及び各防災関係機関において別に定めるものとする。 

 

３ 計画の修正 

本計画は、災害対策基本法第 42条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要があると 

認めるときは、速やかにこれを修正するものとする。このため、本市及び防災関係機 

関等は、平素から研究、訓練その他の方法により、本計画及び本計画に関連する他の 

計画の習熟に努めるとともに、毎年３月末日までに計画の修正内容を逗子市防災会議 

事務局へ提出するものとする。 

また、地域における災害対策の総合的な推進を図るため、特に必要な事項について 

は住民に公表する。 

 

第３節 逗子市地域防災計画「風水害等対策計画編」の方針 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

１ 計画の目的 

本計画は、本市、指定地方行政機関、県警察、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共

機関等の関係機関等がその対策を実施することにより、「安全で安心して暮らせる社会

の実現」を目指し市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。 

 

２ 計画の構成・内容 

本計画は、風水害等の対策に関して、総合的かつ基本的な性格を有するものであり、

本市が行うべき各種対策を、「予防」「応急対策」「復旧・復興」の時系列ごとに配する

ことにより、各部局の業務に応じた活動細部計画及び関係機関等の防災計画の策定、諸

活動の実施等における基本構成としている。 

本計画の構成及び主な内容は次のとおり。なお、地震津波対策計画編に準じて実施す

る対策の節については、地震津波対策計画編の参照先を示し、具体的な内容の記載を省

略している。 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

３ 活動細部計画 

部局長は、災害対策本部組織要綱に基づき、本計画に定める対策の実施に関し、活 

動細部計画を策定する。また、活動細部計画は毎年検討を加え、必要があると認める 

ときは、修正します。 

 

 

 

４ 計画の習熟 

本市各部局及び防災関係機関等は、日頃から災害対策に関する調査・研究に努める 

とともに、所属職員に対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育・訓練の実施 

などを通して、本計画及びこれに関連する他の細部計画等の習熟に努め、災害への対 

応能力を高めるものとします。 

 

 

 

 

構 成 主 な 内 容 

第１部 総  則 
本市における風水害の被害想定、本市及び防災関係機関等が

行うべき業務の大綱など 

第２部 災害予防計画 
被害を未然に防止又は最小限に止めるために、本市、防災関

係機関、市民、事業者等が行うべき措置など 

第３部 災害応急対策計画 
風水害への警戒から応急対策の終了に至るまでの間におけ

る、災害応急対策に関わる体制・措置など 

第４部 復旧・復興計画 
市民生活の早期回復と生活安定を図るための措置、公共施設

の復旧及び復興事業など 

第５部 災害種別対策計画 
海上災害、鉄道災害、道路災害、危険物等災害、大規模火災、

放射性物質等災害及び航空災害の対策など 

 

 

 

３ 活動細部計画 

部局長は、災害対策本部組織要綱に基づき、本計画に定める対策の実施に関し、活 

動細部計画を策定する。また、活動細部計画は毎年検討を加え、必要があると認める 

ときは、修正する。 

 

 

 

４ 計画の習熟 

本市各部局及び防災関係機関等は、日頃から災害対策に関する調査・研究に努める 

とともに、所属職員に対する災害時の役割などを踏まえた実践的な教育・訓練の実施 

などを通して、本計画及びこれに関連する他の細部計画等の習熟に努め、災害への対 

応能力を高めるものとする。 

 

 

 

 

構 成 主 な 内 容 

第１部 総  則 
本市における風水害の被害想定、本市及び防災関係機関等が

行うべき業務の大綱など 

第２部 災害予防計画 
被害を未然に防止又は最小限に止めるために、本市、防災関

係機関、市民、事業者等が行うべき措置など 

第３部 災害応急対策計画 
風水害への警戒から応急対策の終了に至るまでの間におけ

る、災害応急対策に関わる体制・措置など 

第４部 復旧・復興計画 
市民生活の早期回復と生活安定を図るための措置、公共施設

の復旧及び復興事業など 

第５部 災害種別対策計画 
海上災害、鉄道災害、道路災害、危険物等災害、大規模火災、

放射性物質等災害及び航空災害の対策など 

風水害等対策計画

編 

活動細部計画（実施細目・行動マニュアル等） 風水害等対策計画

編 

活動細部計画（実施細目・行動マニュアル等） 
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修正計画 現行計画 

 

第２章 本市の概況 
 

第１節 自然的条件 

  

１ 位置及び面積 

本市は、県の南東、三浦半島の頸部に当たり、東は横須賀市、北は横浜市、北西は 

鎌倉市、南は葉山町にそれぞれ境を接し、西は海岸線 4.16 ㎞で相模湾に面していま 

する。市域は東西 6.96 ㎞、南北 4.46 ㎞、周囲 21.20 ㎞、面積は、17.28 ㎞２となっ 

ています。 

 

２ 地形 

本市の地形は、市の南西から北北西にかけて三方を丘陵性の山地に馬蹄形に囲まれ 

た自然豊かな住宅都市で、西に海を臨む特徴的で独立性の高い地形構造を持ってい 

ます。河川は、市のほぼ中央部を田越川が東から西へ流れ、他の小河川の主流をなし 

ており、丘陵と平地が接する部分には谷戸と呼ばれる細かく入り組んだ谷がみられま 

す。 

また、本市は明治期の別荘地としての発展が市街化の契機となっていることから、 

その後の市街化も海側から山側へと進み、地形構造に沿った土地利用がなされていま 

す。 

 

３ 地盤 

逗子市を囲む丘陵地は新生代第三紀の堆積岩を基盤として、堆積岩の風化した礫 

や泥が覆い、その上に関東ローム層と腐植土が覆っています。第三紀の地層は東西方 

向に広がり、北に傾斜しています。南側の丘陵地の斜面はなだらかで崖地が少なく、 

北側の斜面は風化した第三紀の急峻な崖地となっている部分が多く見られます。 

市の中心部を形成する田越川と久木川が形成した沖積低地には二つの河川が運んだ 

砂泥が厚く堆積しており、最大でおよそ 30m になる場所もあります。南西部の田越川

の河口から国道 134 号線沿いに海岸砂丘が発達していて砂泥の上に砂の層が見られ

る。 

小坪地域では入り組んだ谷戸には砂泥が薄く堆積しています。小坪漁港南部では第 

三紀層と礫からなる磯浜海岸が見られるますが、漁港付近にはかつての砂浜は無く、 

大きく改変された人工地盤になっています。 

 

 

 

第２章 本市の概況 
 

第１節 自然的条件 

  

１ 位置及び面積 

本市は、県の南東、三浦半島の頸部に当たり、東は横須賀市、北は横浜市、北西は 

鎌倉市、南は葉山町にそれぞれ境を接し、西は海岸線 4.16 ㎞で相模湾に面してい 

る。市域は東西 6.96 ㎞、南北 4.46 ㎞、周囲 21.20 ㎞、面積は、17.34 ㎞２となって 

いる。 

 

２ 地形 

本市の地形は、市の南西から北北西にかけて三方を丘陵性の山地に馬蹄形に囲まれ 

た自然豊かな住宅都市で、西に海を臨む特徴的で独立性の高い地形構造を持ってい 

る。河川は、市のほぼ中央部を田越川が東から西へ流れ、他の小河川の主流をなして 

おり、丘陵と平地が接する部分には谷戸と呼ばれる細かく入り組んだ谷がみられる。 

また、本市は明治期の別荘地としての発展が市街化の契機となっていることから、 

その後の市街化も海側から山側へと進み、地形構造に沿った土地利用がなされてい 

る。 

 

 

３ 地盤 

逗子市を囲む丘陵地は新生代第三紀の堆積岩を基盤として、堆積岩の風化した礫 

や泥が覆い、その上に関東ローム層と腐植土が覆っている。第三紀の地層は東西方向 

に広がり、北に傾斜している。南側の丘陵地の斜面はなだらかで崖地が少なく、北側 

の斜面は風化した第三紀の急峻な崖地となっている部分が多く見られる。 

市の中心部を形成する田越川と久木川が形成した沖積低地には二つの河川が運んだ 

砂泥が厚く堆積しており、最大でおよそ 30m になる場所もある。南西部の田越川の河 

口から国道 134 号線沿いに海岸砂丘が発達していて砂泥の上に砂の層が見られる。 

小坪地域では入り組んだ谷戸には砂泥が薄く堆積している。小坪漁港南部では第三 

紀層と礫からなる磯浜海岸が見られるが、漁港付近にはかつての砂浜は無く、大き 

く改変された人工地盤になっている。 
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修正計画 現行計画 

４ 地質 

逗子市の基盤を形成するのはフィリピン海プレートの上に乗って運ばれてきた葉山 

層群（1800 万～1400 万年前）です。砂岩やシルト岩を主体に深海（2000～3000 

ｍ）でつくられ、本州に付加しました。 

この葉山層群を不整合に覆うのが逗子層（700 万～440 万年前）で、およそ 1500m 

の深海でつくられた地層で火山灰やシルト岩のほかに陸から供給された砂の層を含む 

ので、トラフ（海溝の浅いもの）の陸側に堆積した地層であることがわかります。 

逗子層の上にはおよそ 1000m の深海に多くの火山噴出物を堆積した池子層（420 万 

～250 万年前）が見られます。東の方を調査すると大小の同時礫を含むことから、火 

山のすそ野のような急傾斜地に堆積したことが想定されます。米軍の池子住宅建設に 

伴う調査では湧水に伴うシロウリガイ類化石のコロニーも確認されました。 

池子層の堆積後はプレートの動きによる圧縮を受けて地盤は隆起し、およそ 10万 

年前に陸地となりました。丘陵地には関東ローム層が堆積し、平地部分には砂や泥を

主体とする沖積層が堆積しました。また、プレートの圧縮に伴って三浦半島には５つ

の活断層も形成されて今日に至っています。 

 

第２節 社会的条件 

 

１ 人口及び世帯 

本市の人口は 56,981 人、世帯数は 24,879 世帯と、この 5年間で人口は 444 人減少 

し、世帯数は 776 世帯増加しています。 （注）令和２年国勢調査結果によります。 

 

２ 建物 

 本市の建物棟数は、約 24,000 棟であり、このうち約 71%が木造建物です。 

また、建築年別でみると昭和 56年以降に建築された建物が約 60%です。 

（注）平成 30 年住宅・土地統計調査によります。 

 

３ 道路 

本市の道路は、海岸沿いと谷筋に沿って幹線道路が延びており、他の自治体とは基 

本的にトンネルで連絡しますが、山上に住宅団地が造成されているため住宅地の区画

道路が市境となっている箇所も見られます。幹線道路を含め、大半の道路が２車線以

下です。 

本市における幹線道路は、横浜横須賀道路、逗葉新道、国道１３４号のほか、県道

24号（横須賀逗子）、県道 205 号（金沢逗子）、県道 207 号（森戸海岸）、県道 217 号

（逗子葉山横須賀）、県道 311 号（鎌倉葉山）の県道５路線が隣接地域への接続道路

４ 地質 

逗子市の基盤を形成するのはフィリピン海プレートの上に乗って運ばれてきた葉山 

層群（1800 万～1400 万年前）である。砂岩やシルト岩を主体に深海（2000～3000 

ｍ）でつくられ、本州に付加した。 

この葉山層群を不整合に覆うのが逗子層（700 万～440 万年前）で、およそ 1500m 

の深海でつくられた地層で火山灰やシルト岩のほかに陸から供給された砂の層を含む 

ので、トラフ（海溝の浅いもの）の陸側に堆積した地層であることがわかる。 

逗子層の上にはおよそ 1000m の深海に多くの火山噴出物を堆積した池子層（420 万 

～250 万年前）が見られる。東の方を調査すると大小の同時礫を含むことから、火山 

のすそ野のような急傾斜地に堆積したことが想定される。米軍の池子住宅建設に伴う 

調査では湧水に伴うシロウリガイ類化石のコロニーも確認された。 

池子層の堆積後はプレートの動きによる圧縮を受けて地盤は隆起し、およそ 10万 

年前に陸地となった。丘陵地には関東ローム層が堆積し、平地部分には砂や泥を主体 

とする沖積層が堆積した。また、プレートの圧縮に伴って三浦半島には 5つの活断層 

も形成されて今日に至っている。 

 

第２節 社会的条件 

 

１ 人口及び世帯 

本市の人口は 58,302 人、世帯数は 23,844 世帯と、この 5年間で人口は 269 人増加 

し、世帯数は 914 世帯増加している。 （注）平成 22 年国勢調査結果による。 

 

２ 建物 

 本市の建物棟数は、約 23,000 棟であり、このうち約 69%が木造建物である。 

また、建築年別でみると昭和 56年以降に建築された建物が約 58%である。 

（注）平成２０年住宅・土地統計調査による。 

 

３ 道路 

本市の道路は、海岸沿いと谷筋に沿って幹線道路が延びており、他の自治体とは基 

本的にトンネルで連絡するが、山上に住宅団地が造成されているため住宅地の区画道 

路が市境となっている箇所も見られる。幹線道路を含め、大半の道路が２車線以下で 

ある。 

本市における幹線道路は、横浜横須賀道路、逗葉新道、国道１３４号のほか、県道

24号（横須賀逗子）、県道 205 号（金沢逗子）、県道 207 号（森戸海岸）、県道 217 号

（逗子葉山横須賀）、県道 311 号（鎌倉葉山）の県道５路線が隣接地域への接続道路
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修正計画 現行計画 

となっています。 

 

４ 橋りょう 

本市内の道路橋りょうの総数は、７４橋となっており、幹線道路においては、国道 

１３４号線上に２橋、県道２４号線上に４橋、県道 205 号線上に４橋、県道３１１号 

線上に１橋が各々架橋されています。 

 

５ トンネル 

本市内の道路には２０箇所の供用中のトンネルがあり、隣接市町への接続がされて 

いるものは１４箇所であり、うち幹線道路に係るものは１３箇所となっています。 

 

６ 鉄道 

本市内には、東日本旅客鉄道（株）の横須賀線、京浜急行電鉄（株）の逗子線が運 

行しています。 

 

となっている。 

 

 

 

４ 橋りょう 

本市内の道路橋りょうの総数は、７４橋となっており、幹線道路においては、国道 

１３４号線上に２橋、県道２４号線上に４橋、県道 205 号線上に４橋、県道３１１号 

線上に１橋が各々架橋されている。 

 

５ トンネル 

本市内の道路には２０箇所の供用中のトンネルがあり、隣接市町への接続がされて 

いるものは１４箇所であり、うち幹線道路に係るものは１３箇所となっている。 

 

６ 鉄道 

本市内には、東日本旅客鉄道（株）の横須賀線、京浜急行電鉄（株）の逗子線が運 

行している。 
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修正計画 現行計画 

 

第３章 被害の想定 
 

第１節 風水害による被害の想定 

 

主管課：防災安全課 

 

１ 災害の履歴 

（1） 昭和 25 年以降の主な豪雨等による被害状況は次のとおりです。 
番号 発生年月日 災害の名称 被害状況 

１ 昭 31.10.30 集中豪雨 
死者 1、負傷者 3、全壊 8、半壊 2、一部破損 7、 

床上浸水 348、床下浸水 1,000、崖崩れ 30 

２ 昭 36.6.28 集中豪雨 
負傷者 3、全壊 3、半壊４、床上浸水 1,636、 

床下浸水 1,491、崖崩れ 40 

３ 昭 41.6.28 台風４号 
全壊 1、半壊 2、一部破損 3、床上浸水 120、 

床下浸水 320、崖崩れ 72 

４ 昭 41.9.2 台風 26 号 全壊 1、半壊 8、一部破損 16 

５ 昭 45.7.1 集中豪雨 
死者 2、負傷者 3、全壊 2、床上浸水 24、 

床下浸水 187、崖崩れ 33 

６ 昭 48.11.9 集中豪雨 
全壊 1、半壊 1、床上浸水 40、床下浸水 279、 

崖崩れ 49 

７ 昭 49.7.8 集中豪雨 一部破損 6、床上浸水 97、床下浸水 169、崖崩れ 43 

８ 昭 54.10.19 台風 20 号 
負傷者 3、一部破損 179、床上浸水 1、床下浸水 1、

崖崩れ 17 

９ 昭 55.10.22 台風 24 号 
床上浸水２戸、床下浸水 35 戸、崖崩れ６件 

道路冠水６件 

10 昭 57.8.1 台風 10 号 
仮設海の家損壊 75 戸、崖崩れ９件、樹木・堀の倒壊

５件、風害２件 

11 昭 57.9.11 台風 18 防 
家屋被害 25 戸、床上浸水 181 戸、床下浸水 219 戸 

崖崩れ 45 件、道路冠水 16 件 

12 昭 60.6.30 台風６号 崖崩れ 17 件、風害 34 件 

13 平 2.9.30 台風 20 号 
床上浸水１戸、床下浸水５戸、崖崩れ３件 

道路冠水５件 

14 平 16.10.9 台風 22 号 
家屋被害 24 戸、床上浸水２戸、床下浸水２戸 

崖崩れ 14 件、倒木 36 件 

15 平 23.9.21 台風 15 号 
家屋被害 70 戸、塀等倒壊 14 件、崖崩れ３件 

倒木 21 件、道路冠水２件 

16 平 24.6.19 台風４号 家屋被害 12 戸、塀等倒壊２件、倒木 15 件 

17 平 28.8.21 台風９号 建物被害２戸、倒木４件 

 

第３章 被害の想定 
 

第１節 風水害による被害の想定 

 

主管課：防災課 

 

風水害における被害の想定は、過去の風水害を基礎資料として被害の様相を想定する

もので、風水害による被害の予防やその被害に応じた災害応急対策、復旧対策及び復興

計画の検討をより効果的に進めることを目的とする。 

風水害の被害を想定する上での基準としては、過去に本土に上陸した最大級の台風と、

本市に最大の風水害被害をもたらした集中豪雨を対象とする。 

 

１ 想定する風水害 

(1) 台風 

想定する風水害のうち、台風としては、過去に本土に上陸した最大級の台風を基礎

とするものとし、昭和 34年の伊勢湾台風と同規模の台風が、昭和 24年のキティ台風

よりやや東のコースを進むとした場合を想定する。 

 

台風の諸元 

中 心 気 圧 929.5 hPa 

速 度 55 km/h 

暴 風 域 半径 300 km 

風 向 
北北東（通過前）・南南東（通

過後） 

最 大 風 速 37 m/s（最大瞬間風速 60 m/s） 

総 雨 量 400 mm 

波 高 相模湾：2.87 m 

 

(2) 集中豪雨 

想定する風水害のうち、台風によらない集中豪雨としては、概ね 10年に 1回の確 

率で降る大雨 (1 時間降水量 60mm) が 2時間以上連続し、かつ、昭和 49年の七夕水 

害時の 24 時間雨量 250mm を超える場合を想定する。 

 



第 1部 総則 

第３章 被害の想定 

9 

 

修正計画 現行計画 

18 平 29.8,1 大雨 
建物被害１戸、床上浸水１、床下浸水１、道路冠水

１ 

19 平 29.10.22 台風 21 号 
負傷者（軽症）１、塀等倒壊１、倒木８ 

約 4000 世帯の停電 

20 令元.9.8 台風 15 号 
建物被害 34 戸、崖崩れ９件、倒木 71 件、 

港湾被害 12 件、停電約 4,900 世帯 

21 令元.10.12  台風 19 号 
負傷者（軽症）１、建物被害 51 戸、崖崩れ３件、 

倒木 44 件、停電約 1,166 世帯 

 

(2) 近年の災害履歴 

近年では、平成 29年 10 月 22 日、台風 21 号の影響により高潮警報が発表され、 

消波工の崩落、護岸の損傷、フェンスの破損等、港湾において多数の被害がありま 

した。令和元年９月８日夜から９日未明にかけて暴風域を伴って神奈川県に接近し 

た台風 15 号では最大瞬間風速 36.8m/s を記録し、市は、土砂災害警戒情報の発表に 

伴い避難勧告を発令しました。市内では 20件を超える住居被害と 10件を超えるが 

け崩れ、70 件を超える倒木の被害が発生し、倒木の影響により約 4,900 世帯の停 

が発生しました。 

令和元年 10 月 12 日、台風 19 号は、降り続く雨により総雨量 174mm を記録し、50 

件を超える建物被害と 40件を超える倒木、約 1,166 世帯の停電が発生しました。ま 

た、倒木によるトンネルの片側通行や高潮の影響で国道 134 号線と県道 207 号の一 

部が通行止めとなるなど、市民生活に大きな影響を与えました。 

市は避難準備・高齢者等避難及び沿岸部に対して避難勧告を発令し、市内８箇所 

の避難所に延べ約 730 人が避難しました。  

 

２ 浸水想定 

(1) 浸水想定区域の指定 

   水防法第 14条では、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害の軽 

減を図るため、大雨等により河川がはん濫した場合に、浸水が想定される区域を浸 

水想定区域として指定することとされています。 

 この法に基づき、以下の河川が浸水想定区域の指定対象河川に指定されています。 

 

 

 

 

 

 

河川名 浸水想定区域指定年月日 想定（確率） 想定雨量 

田越川 
令和２年４月 28 日 

神奈川県告示第 186 号 

想定最大規模 24 時間総雨量 314mm 

計画規模 

（50 年に１度） 
１時間雨量 81mm 

 

(3) 災害の履歴 

昭和 25 年以降の主な豪雨等による被害状況は次のとおり。 

番号 発生年月日 災害の名称 被害状況 

１ 昭 31.10.30 集中豪雨 
死者 1、負傷者 3、全壊 8、半壊 2、一部破損 7、床上浸水

348、床下浸水 1,000、土砂がけ崩れ 30 

２ 昭 36.6.28 集中豪雨 
負傷者3、全壊3、半壊４、床上浸水1,636、床下浸水1,491、

土砂がけ崩れ 40 

３ 昭 41.6.28 台風４号 
全壊 1、半壊 2、一部破損 3、床上浸水 120、床下浸水 320、

土砂がけ崩れ 72 

４ 昭 41.9.2 台風２６号 全壊 1、半壊 8、一部破損 16 

５ 昭 45.7.1 集中豪雨 
死者 2、負傷者 3、全壊 2、床上浸水 24、 

床下浸水 187、土砂がけ崩れ 33 

６ 昭 48.11.9 集中豪雨 
全壊 1、半壊 1、床上浸水 40、床下浸水 279、土砂がけ崩

れ 49 

７ 昭 49.7.8 集中豪雨 一部破損 6、床上浸水 97、床下浸水 169、土砂がけ崩れ 43 

８ 昭 54.10.19 台風２０号 
負傷者 3、一部破損 179、床上浸水 1、床下浸水 1、土砂

がけ崩れ 17 
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修正計画 現行計画 

 

（2） 逗子市土砂災害ハザードマップ 

   県が土砂災害防止法に基づく基礎調査の後に指定をした土砂災害警戒区域（イ 

エローゾーン）及び土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）のほか、県が作成し 

た田越川洪水浸水想定区域図（想定雨量 24 時間総雨量 314mm）と、市が作成した 

内水による浸水想定区域（大規模な大雨（時間最大雨量 64.9mm）により、内水によ 

る浸水が発生した場合の浸水想定区域）をもとに、市内における浸水想定区域と浸 

水深等を示しています。 

 

 

第２節 都市災害の被害の想定 

 

１ 想定する災害 

本計画が対象とする災害は、災害対策基本法第 2条第 1号及び同施行令（昭和３７ 

年政令第２８８号）第 1条で定める災害のうち、大規模な火災若しくは爆発又はその 

他の大規模な事故等による災害であって、かつ、死傷者の発生などの人的被害や施設 

の損壊などの物的被害を伴い、社会的に著しい影響を与える災害とします。 

 

２ 想定災害の種別 

本計画において、災害応急対策を実施するために想定する都市災害の種別（概要） 

は次のとおりです。（詳細は、第５部災害種別対策計画の各章に記載） 

 

項  目 概    要 

火山灰災害 富士山の噴火による降灰災害の発生 

雪害 大雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶による孤立などの雪害の発生 

油流出等海上災害 船舶からの大規模な油等・危険物流出による著しい海洋汚染・大規模な火

災等の発生 

航空災害 
航空運送事業者の運航する航空機、米軍機及び自衛隊機の墜落等の大規模

な航空事故による多数の死傷者等の発生といった航空災害の発生 

鉄道災害 
鉄道（軌道を含む。）における列車の衝突等による多数の死傷者等の発生と

いった鉄道災害の発生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 都市災害の被害の想定 

 

１ 想定する災害 

本計画が対象とする災害は、災害対策基本法第 2条第 1号及び同施行令（昭和３７ 

年政令第２８８号）第 1条で定める災害のうち、大規模な火災若しくは爆発又はその 

他の大規模な事故等による災害であって、かつ、死傷者の発生などの人的被害や施設 

の損壊などの物的被害を伴い、社会的に著しい影響を与える災害とする。 

 

２ 想定災害の種別 

本計画において、災害応急対策を実施するために想定する都市災害の種別（概要） 

は次のとおり。（詳細は、第５部災害種別対策計画の各章に記載） 

 

項  目 概    要 

海上災害 油等の危険物の流出及び火災・爆発等を伴う船舶等の事故 

鉄道災害 
多数の人的被害、施設の損壊などの物的被害や危険物の流出等を伴う鉄道

事故 

道路災害 
多数の人的被害や危険物の流出等を伴う自動車専用道路における大規模な

事故 

危険物等災害 
危険物、高圧ガス、液化石油ガス、毒劇物、火薬類取扱施設における災害及

びこれらの物質を輸送中の災害 

大規模火災 大規模な延焼火災、高層建築物火災、大規模建築物火災、林野火災等 
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修正計画 現行計画 

道路災害 道路構造物の被災等による多数の死傷者等の発生といった道路災害の発生 

放射性物質等災害 放射性物質等を取り扱う事業所等における災害及び放射性物質等を輸送中

の災害の発生 

危険物等災害 

危険物、高圧ガス及び都市ガスの火災、爆発、漏洩・流出による多数の死傷

者等の発生、毒物・劇物の飛散、漏洩、流出等による多数の死傷者等の発

生、火薬類の火災、爆発による多数の死傷者等の発生 

大規模な火事災害 多数の死傷者等の発生といった大規模な火事災害の発生 

 

なお、上記にない災害種別であって、その態様が都市災害に類する災害について 

も、本計画の規定を準用して対応するものとします。 

 

 

放射性物質等災

害 

放射性物質等を取り扱う事業所等における災害及び放射性物質等を輸送中

の災害 

航空災害対策 
航空運送事業者の運航する航空機、米軍機及び自衛隊機の墜落等の大規模

な航空事故による多数の死傷者等の発生といった航空災害 

 

なお、上記にない災害種別であって、その態様が都市災害に類する災害について 

も、本計画の規定を準用して対応するものとする。 
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修正計画 現行計画 

 

第４章 計画の推進主体とその役割 
 

第１節 計画の進め方 

１ 防災力の向上に向けた取組及び連携 

(1) 地域の防災力を向上させるためには、市民、企業、県、その他防災関係機関が 

自らの責任を果たすと同時に、相互に協調した取組を進めることが基本です。 

(2) 本計画は、長期的には災害に強い安全なまちづくりを進めながら都市の防災性 

の向上を図ること、災害の発生に備えた事前準備を進めること、想定される被害 

の様相に対応した応急活動計画を定め、その実効性を確保するための訓練等に努 

めること、さらに復旧・復興対策の検討等との調和を保ちながら総合的に展開す 

ることが求められます。 

(3) これらの諸対策の推進に当たっては、市民、事業所等の主体的な取組と地域住 

民に最も密着した市の役割が大きくなります。 

(4) 特に、災害時には、市民、地域の主体的な取組と市町村の防災力が一体となっ 

た対応を図ることが、被害を軽減、減少させることになります。 

そのため、市民の一人ひとりが「自らの身は、自ら守る。皆のまちは、皆で守 

る。」ことが大切であるとの「自助・共助」の認識を持ち、平常時から食料、飲 

料水等の備蓄や防災訓練への参加などの事前の準備を行うとともに、災害時に 

は自らの安全を守る行動、初期消火活動、近隣の負傷者の救助、要配慮者（注） 

等への支援、避難所における自発的行動など、地域の自主防災組織、災害救援 

ボランティア、消防団等と連携した防災活動を実施することが重要です。 

(5) 市は、逗子市地域防災計画に沿って消防力等を最大限に発揮するとともに、被 

害状況と応急対策活動の状況を把握し、応援体制を活用するなど、防災活動を機 

動的に推進します。 

(6) このように、いずれの場面であっても関係者の主体的な取組と連携が大切であ 

り、平常時においては、逗子市防災会議において、各種対策の実施状況を把握し、 

計画の進捗の調整を図ります。また、災害発生時には、市の災害対策本部 

間で応急活動対策の調整を行います。 

（注） 高齢者、障がい者、乳幼児等の防災施策において特に配慮を要する方 

 

 ２ 市民運動の展開 

(1) いつでもどこでも起こりうる災害による人的被害・経済被害を軽減し、安全・ 

安心を確保するためには、行政の「公助」による活動には限界があります。 

(2) このため、個々人の自覚に根ざした「自助」、身近な地域コミュニティ等による 

 

第４章 市民及び事業者の役割 
 

風水害等の被害を最小限に抑えるためには、市、市民、自主防災組織、事業者それぞ

れの防災力を高め、連携することが重要である。 

市民、事業者が災害に対して適切な行動をとるための、日頃からの心構えや役割等は

次のとおりである。 
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修正計画 現行計画 

「共助」が不可欠であり、個人や家庭、地域、事業所・ボランティア等社会の様々 

な主体が連携して日常的に減災のための行動とその実践を促進する市民運動を展 

開する必要があります。 

 

３ 男女共同参画等の推進 

(1) 本計画は、多様な視点を反映した防災対策の実施により地域の防災力向上を図 

るため、男女双方の視点や要配慮者などの多様な視点に配慮して進めることが重 

要です。 

(2) 市の防災関係機関は、被災時における男女のニーズの違い等に十分 

配慮し、避難所において被災者の良好な生活環境が保たれるよう努めます。 

(3) 防災に関する政策・方針決定過程において女性の参画を拡大するなど、男女共 

同参画をはじめとした多様な視点を意識した計画の推進に努めます。 

 

 

第２節 防災関係機関の実施責任 

災害応急活動を推進するに当たって、県、市町村、その他の関係機関の果たすべき責

任は、次のとおりです。（注） 

１ 市 

市は、防災の第一義的責任を有する基礎的な自治体として、市地域並びに地域住 

民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機 

関、指定地方公共機関、公共的団体及び他の自治体の協力を得て防災活動を実施し 

ます。 

 

 ２ 県 

  県は、市町村を包括する広域的な自治体として、県土並びに県民の生命、身体及 

び財産を災害から保護するため、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共 

機関、公共的団体及び他の自治体の協力を得て防災活動を実施するとともに、市町  

村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を支援し、か 

つ、その総合調整を行います。 

 

３ 指定地方行政機関 

指定地方行政機関は、県土並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護する 

ため、指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し、防災活動を実施す 

るとともに、県及び市町村の活動が円滑に行われるよう勧告、指導、助言等の措置 

を行います。 
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修正計画 現行計画 

 

４ 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性に鑑み、自 

ら防災活動を実施するとともに、県及び市町村の活動が円滑に行われるようその業 

務に協力します。 

 

５ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は、平常時から災害予防体制の整備を 

図るとともに、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」とい 

う。）には災害応急活動を実施します。 

 

 

第３節 市民等の役割 

 

１ 市民 

(1) 「自らの身は、自ら守る。」という自主防災の観点から、最低３日分、推奨１週 

間分の食料、飲料水、携帯トイレ、トイレットペーパーの備蓄等の予防対策、 

災害時の家族の連絡体制、行動についてのルールづくりなど、市民自らが防災 

対策を行うとともに、災害教訓の伝承に努めます。 

(2) 「皆のまちは、皆で守る。」ため、自主防災組織等の結成及びその活動への積 

  極的な参画に努めます。 

(3) 防災訓練、防災に関する研修等に積極的に参加し、習得した防災に関する知識、 

技能等を災害発生時に発揮できるよう努めます。 

(4) 災害が発生した場合には、地域において相互に協力し、情報の入手、出火の防 

止、初期消火、救出救助、応急手当等に努めるとともに、避難するに当たっては 

冷静かつ積極的に行動するように努めます。 

(5) 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、 

あらかじめ決めておきます。 

(6) 過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、

自ら災害教訓の伝承に努めます。 

 

２ 事業所 

(1) 日頃から、食料、飲料水等の備蓄や、消火、救出救助等のための資機材を整備 

するとともに、従業員の防災訓練や防災に関する研修等の積極的な実施に努めま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 市民の役割 

 

風水害時に身を守るためには、自ら気象情報を入手し、自宅の状況に応じた身を守る

行動をとることが大切である。 

風雨が強い状況における避難行動は、かえって危険である場合があることを鑑み、土

砂災害や浸水のおそれがある場合には、がけから離れた２階以上の階へ移るなど、自宅

内での安全確保をすることや、台風の接近上陸のおそれがあり、自宅が暴風による被害

を受けるおそれがある場合には、天候悪化前に自主的に避難を行うなど、状況に応じた

行動が求められる。 

風水害に関しては、洪水、浸水のおそれがある地域については浸水想定区域が、土砂

災害のおそれがある地域については土砂災害警戒区域や土砂災害危険箇所などの指定

がされており、風水害から的確に身を守るためには、こうした災害危険の事前把握を行

うことが大変重要である。 

また、実際に避難が必要な局面では、地域の自主防災組織の協力が不可欠であること

から、日頃から、地震対策に加え、風水害を想定した避難訓練を実施するなど、風水害

に対する地域防災力を高める必要がある。 

さらに、共助（地域の助け合い）を大切にし、高齢者、障がい者等の災害時要援護者

を地域ぐるみで災害から守るように努めることも必要である。 

 

第２節 事業者の役割 

 

風水害等については、事業者が被る経済的損害や事業継続の困難性は、震災に比べて

低いと思われるが、災害の規模によっては、震災時と同様に、従業員や利用者の安全確
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修正計画 現行計画 

(2) 害対策の責任者を定め、災害が発生した場合の従業員のとるべき行動を明確に 

し、地域住民及び自主防災組織等と連携して、地域における防災活動に参加する 

ための体制を整備するように努めます。 

(3) 災害が発生した場合には、従業員等の安全確保や従業員等が帰宅困難者にならな 

いような措置を講じるとともに、地域住民及び自主防災組織等と連携して、情報 

の収集及び伝達、消火、救出救助、応急手当、避難誘導等を積極的に行うよう努め 

ます。 

(4) 事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が屋外 

を移動することのないよう、また、避難を実施する場合における混雑・混乱等を防 

ぐため、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要不急の外出を控えさせ 

るための適切な措置を講ずるよう努めます。 

 

３ 災害救援ボランティア 

(1) 日頃から、地域・行政・関係機関が開催する防災に関する研修会や訓練等に 

協力・参加し、関係者との連携を深めるよう努めます。 

 

(2) 災害時の活動の際には、食料、水、寝具、衣料品等を携行し、ごみは持ち帰るな 

ど自己完結型の活動に努めるとともに、被災地の状況を把握し、被災者の心情 

を勘案して活動します。また、ボランティア団体相互の連絡を取り合い、効果的 

な活動に努めます。 

 

(3) 市、社会福祉協議会及び関係機関は、災害時にボランティア活動が円滑に行わ 

れるよう、研修会や養成講座の開催、活動拠点の確保等、環境整備に努めます。 

保、経済活動の維持、地域への貢献といった役割が求められる。 

そのため、震災対策をベースに日頃から防災体制の整備や防災訓練の実施に努めつ

つ、風水害を想定した災害対策の見直しをすることが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害ボランティアの役割 

 

１ 日頃から、地域・行政・関係機関が開催する防災に関する研修会や、訓練等に協力・

参加し、関係者との連携を深めるよう努める。 

 

２ 災害時の活動の際には、食料、水、寝具、衣料品等を携行し、ごみは持ち帰るなど

できる限り自己完結型の活動に努めるとともに、被災地の状況を把握し、被災者の心

情を勘案して活動する。また、ボランティア団体相互の連絡を取り合い、効果的な活

動に努める。 

 

３ なお、市及び関係機関は、災害時にボランティア活動が円滑に行われるよう、研修

会や養成講座の開催、活動拠点の確保等、環境整備に努める。 
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修正計画 現行計画 

（第４章に統合） 

 

第４節 本市が行うべき業務の大綱 
 

１ 逗子市防災会議の事務 

２ 防災組織の整備及び育成指導 

３ 防災知識の普及及び教育 

４ 災害教訓の伝承に関する啓発 

５ 防災訓練の実施 

６ 防災施設の整備 

７ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

８ 消防活動その他の応急措置 

９ 避難対策 

10 地震に関する情報の収集、伝達及び広報 

11 被災者に対する救助及び救護の実施 

12 保健衛生対策 

13 文教対策 

14 被災施設の復旧 

15 被害調査 

16 その他の災害応急対策 

17 その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

第５節 防災関係機関等の業務の大綱 

１ 神奈川県 

(1）県 

ア 防災組織の整備 

イ 市町村及び防災関係機関の防災事務または業務の実施についての総合調整 

ウ 防災知識の普及及び教育 

エ 災害教訓の伝承に関する啓発 

オ 防災訓練の実施 

カ 防災施設の整備 

キ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

ク 緊急輸送の確保 

ケ 交通規制、その他の社会秩序の維持 

コ 保健衛生 

第５章 本市及び防災関係機関等の業務大綱 
 

第１節 本市が行うべき業務の大綱 

 

逗子市 

１ 逗子市防災会議の事務 

２ 防災組織の整備及び育成指導 

３ 防災知識の普及及び教育 

４ 防災訓練の実施 

５ 防災施設の整備 

６ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 

７ 消防活動その他の応急措置 

８ 避難対策 

９ 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 

10 被災者に対する救助及び救護の実施 

11 保健衛生対策 

12 文教対策 

13 被災施設の復旧 

14 被害調査 

15 その他の災害応急対策 

16 その他災害発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

 

 

 

第２節 防災関係機関等の業務の大綱 
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修正計画 現行計画 

サ 文教対策 

シ 市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 

ス 災害救助法に基づく被災者の救助（救助実施市域を除く）及び資源配分の 

連絡調整 

セ 被災施設の復旧 

ソ その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 

 

（2）横須賀三浦地域県政総合センター 

ア 市町及び防災関係機関との連絡調整 

イ 災害時における情報の収集等 

 

（3）横須賀土木事務所 

ア 災害時における県管理の道路及び橋りょう等公共土木施設の応急対策 

イ 県管理の道路及び橋りょう等公共土木施設の被害調査及び復旧 

 

(4) 鎌倉保健福祉事務所 

ア 災害時における管内市域の保健衛生対策 

イ 災害時における所轄地域の医療・保健活動の総合調整 

 

(5) 企業庁鎌倉水道営業所 

ア 災害用指定配水池における応急飲料水の確保と給水活動支援 

イ 水道施設の被害状況の調査及び復旧 

ウ 被害を受けた水道施設の二次災害の防止 

 

(6) 神奈川県警察（逗子警察署） 

ア 警戒体制の確立 

イ 災害に関する情報の収集及び伝達 

ウ 避難誘導、被災者の救出その他人命の保護活動 

エ 行方不明者の捜索、遺体の検視・調査等 

オ 交通規制及び緊急交通路の確保 

カ 犯罪の予防・取り締まりその他治安維持活動 
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修正計画 現行計画 

２ 指定地方行政機関 

(1) 関東財務局（横浜財務事務所） 

ア 横浜第２合同庁舎を帰宅困難者用一時滞在施設として開設 

イ 応急措置に活用可能な未利用地及び庁舎等の国有財産情報の提供 

ウ 災害が発生した場合における地方公共団体等に対する国有財産の無償貸付等 

エ 民間金融機関による非常金融措置の実施要請等 

オ 地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

  カ主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

 

(2) 関東農政局（神奈川県拠点） 

ア 農業関係の被害状況の情報収集及び報告に関すること 

イ 応急用食料等の支援に関すること 

ウ 食品の需要・価格動向や食品安全等に関すること 

 

(3) 関東運輸局（神奈川運輸支局） 

災害時における関係機関、輸送機関との連絡調整 

 

(4) 第三管区海上保安本部（横須賀海上保安部） 

ア 大規模地震災害対策訓練等の実施 

イ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓発 

ウ 港湾の状況等の調査研究 

エ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

オ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

カ 活動体制の確立 

キ 船艇、航空機等による海難救助等 

ク 船艇、航空機等による傷病者、医師、避難者及び救援物資等の緊急輸送 

ケ 被災者に対する物資の無償貸与又は譲与 

コ 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援 

サ 排出油等の防除等 

シ 避難指示、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上交通安全の 

確保 

ス 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は禁止の指示 

セ 海上における治安の維持 

ソ 危険物積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役の中止等危 

険物の保安に関する措置 

１ 指定地方行政機関 

関東財務局 

（横浜財務事務所） 

 

（横須賀出張所） 

１ 横浜第２合同庁舎を帰宅困難者用一時滞在施設として開設 

２ 応急措置に活用可能な未利用地及び庁舎等の国有財産情報の提供 

３ 災害が発生した場合における地方公共団体等に対する国有財産の無 

償貸付等 

４ 民間金融機関等による非常金融措置の実施要請等 

５ 地方公共団体に対する財政融資資金地方資金の貸付 

６ 主務省の要請による災害復旧事業費の査定の立会 

関東農政局 

（横浜地域センター） 
災害時における応急用食糧の調達・供給に関する連絡調整 

関東運輸局 

（神奈川運輸支局） 
災害時における関係機関、輸送機関との連絡調整 

 

第三管区海上保安本部 

（横須賀海上保安部） 

１ 大規模災害対策訓練等の実施 

２ 関係者及び国民に対する海上防災講習会等による防災思想の啓発 

３ 港湾の状況等の調査研究 

４ 船艇、航空機等による警報等の伝達 

５ 船艇、航空機等を活用した情報収集 

６ 活動体制の確立 

７ 船艇、航空機等による海難救助等 

８ 船艇、航空機等による傷病者、医師、避難者及び救助物資等の緊急 

輸送 

９ 被災者に対する物資の無償貸与及び譲与 

10 要請に基づく、関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に 

対する支援 

11 排出油等の防除等 

12 避難勧告、入港制限、移動命令等船舶交通の整理、指導による海上 

交通安全の確保 

13 警戒区域の設定並びに船舶等の区域外への退去及び入域の制限又は 

禁止の指示 

14 海上における治安の維持 

15 危険物積載船舶に対する移動命令、航行制限若しくは禁止及び荷役 

の中止等危険物の保安に関する措置 

16 海洋環境への汚染の未然防止及び拡大防止のための適切な措置 

17 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

東京管区気象台 

（横浜地方気象台） 

１ 気象・洪水・高潮・波浪に関する注意報、警報及び情報の関係機関 

への伝達 

２ 注意報、警報等の伝達体制の整備 

３ 気象災害の発生に関する調査の実施 

４ 気象観測の実施及び観測施設の維持管理 

５ 気象災害に関する広報活動、知識の普及及び関係機関の計画等への 
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修正計画 現行計画 

タ 海洋環境への汚染の未然防止又は拡大防止のための適切な措置 

チ 災害復旧・復興に係る工事に関する海上交通安全の確保 

 

(5) 東京管区気象台（横浜地方気象台） 

ア 気象・洪水・高潮・波浪に関する注意報、警報及び情報の関係機関への伝達 

イ 注意報、警報等の伝達体制の整備 

ウ 気象災害の発生に関する調査の実施 

エ 気象観測の実施及び観測施設の維持管理 

オ 気象災害に関する広報活動、知識の普及及び関係機関の計画等への助言 

カ 風水害に係わる防災訓練の実施及び関係機関との協力 

キ 発災後の各種情報提供、専門職員の派遣及び照会対応 

ク 噴火警報の伝達及び火山災害の防止に関する調査の実施 

 

(6) 関東総合通信局 

ア 非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営 

イ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸出し 

ウ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開局、周波数等 

の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等により許認可を行う特例措 

置(臨機の措置)の実施 

オ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供 

 

(7) 神奈川労働局                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

工場事業場における労働災害の防止 

 

(8) 関東地方整備局 

ア 防災上必要な教育及び訓練 

イ 水防に関する施設及び設備の整備 

ウ 災害危険区域の選定 

エ 災害に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

オ 災害に関する情報の収集及び広報 

カ 水防活動の助言 

キ 災害時における交通確保 

ク 災害時における応急工事及び緊急対応事業の実施 

ケ 災害復旧工事の施工 

コ 再度災害防止工事の施工 

助言 

６ 風水害に係わる防災訓練の実施及び関係機関との協力 

７ 発災後の各種情報提供、専門職員の派遣及び照会対応 

８ 噴火警報の伝達及び火山災害の防止に関する調査の実施 

関東総合通信局 

１ 非常無線通信の確保等及び関東地方非常通信協議会の運営に関する 

こと。 

２ 災害対策用移動通信機器及び災害対策用移動電源車の貸し出しに関 

すること。 

３ 非常災害時における重要通信の疎通を確保するため、無線局の開 

局、周波数等の指定変更及び無線設備の設置場所等の変更を口頭等に 

より許認可を行う特例措置（臨機の措置）の実施に関すること。 

４ 電気通信事業者及び放送局の被災・復旧状況等の情報提供に関する 

こと。 

神奈川労働局 

１ 工場・工事現場等の事業場における労働災害防止の指導・援助 

２ 復旧・復興工事の労働災害防止の指導・援助 

３ 被災労働者の労働災害補償等 

４ 被災者の雇用対策 

関東地方整備局 

１ 防災上必要な教育及び訓練 

２ 水防に関する施設及び設備の整備 

３ 災害危険区域の選定 

４ 災害に関する予報並びに警報の発表及び伝達 

５ 災害に関する情報の収集及び広報 

６ 水防活動の助言 

７ 災害時における交通確保 

８ 災害時における応急工事及び緊急対応事業の実施 

９ 災害復旧工事の施工 

10 再度災害防止工事の施工 

11 港湾施設、海岸保全施設等の整備 

12 港湾施設、海岸保全施設等に係わる応急対策及び復旧対策の指 

導、協力 

13 港湾施設、海岸保全施設の災害応急対策及び復旧対策 
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修正計画 現行計画 

サ 港湾施設及び海岸保全施設等の整備 

シ 港湾施設、海岸保全施設等に関わる応急対策及び復旧対策の指導、協力 

ス 港湾施設、海岸保全施設の災害応急対策及び復旧対策 

 

(9) 南関東防衛局 

ア 所管財産の使用に関する連絡調整 

イ 災害時における防衛省本省及び自衛隊等との連絡調整 

ウ 在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整支援 

 

３ 指定公共機関 

(1) 電信電話機関（東日本電信電話㈱神奈川事業部、エヌ・ティ・ティ・コミュニケ 

ーションズ㈱、㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ（神奈川支店） 

ア 電気通信施設の整備及び点検 

イ 電気通信の特別取扱 

ウ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

 

(2) 日本銀行（横浜支店） 

ア 銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

イ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

ウ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

エ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

オ 各種措置に関する広報 

 

(3) 日本赤十字社（神奈川県支部） 

ア 医療救護 

イ こころのケア 

ウ 救援物資の備蓄及び配分 

エ 血液製剤の供給 

オ 義援金の受付及び配分 

カ その他応急対応に必要な業務 

 

(4) 東日本高速道路(株)（関東支社） 

ア 道路の保全 

イ 道路の災害復旧 

ウ 災害時における緊急道路網の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定公共機関 

東日本旅客鉄道㈱ 

１ 鉄道、軌道施設の整備、保全 

２ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

３ 災害時の応急輸送対策 

４ 鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

東日本電信電話㈱（神奈川支

店） 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケ

ーションズ㈱ 

㈱ＮＴＴドコモ（神奈川支店） 

１ 電気通信施設の整備及び点検 

２ 電気通信の特別取扱 

３ 電気通信施設の被害調査及び災害復旧 

日本赤十字社 

（神奈川県支部） 

１ 医療救護 

２ 救援物資の備蓄及び配分 

３ 災害時の血液製剤の供給 

４ 義援金の受付け及び配分 

５ その他災害救護に必要な業務 

東日本高速道路㈱ 

（関東支社） 

１ 道路の保全 

２ 道路の災害復旧 

３ 災害時における緊急交通路の確保 

KDDI㈱ 

（南関東総支社） 

１ 電気通信施設の整備及び保全 

２ 災害時における電気通信の疎通 

日本通運㈱ 

（横浜支店） 

１ 災害対策用物資の輸送確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

東京電力㈱ 

（藤沢支社） 

１ 電力供給施設の整備及び点検 

２ 災害時における電力供給の確保 

３ 被災施設の調査及び復旧 

東京ガス㈱ 

 

１ ガス施設の機能確保 

２ ガス施設の応急復旧対策 
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修正計画 現行計画 

 

(5) ＫＤＤＩ㈱ 

ア 電気通信施設の整備及び保全 

イ 災害時における電気通信の疎通 

 

(6) 鉄道機関（東日本旅客鉄道㈱） 

ア 鉄道、軌道施設の整備、保全 

イ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

ウ 災害時の応急輸送対策 

エ 鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

 

(7) 東京ガス㈱ 

ア 被災地に対する燃料供給の確保 

イ ガス供給施設の被害調査及び復旧 

 

(8) 日本通運㈱（横浜支店） 

ア 災害対策用物資の輸送確保 

イ 災害時の応急輸送対策 

 

(9) 東京電力パワーグリッド㈱（藤沢支社） 

ア 電力供給施設の整備及び点検 

イ 災害時における電力供給の確保 

ウ 被災施設の調査及び復旧 

 

(10) 日本郵便㈱（逗子郵便局） 

ア 被災地における郵便物の送達の確保 

イ 被災地あて救援物資を内容とするゆうパック及び被災地あて寄付金を内容とす 

る現金書留郵便物の料金免除 

ウ 被災者に対する郵便葉書等の無償交付及び被災者が差し出す郵便物の料金免除 

エ 株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 

 

 

 

 

 

日本銀行横浜支店 

 

１ 銀行券の発行並びに通貨及び金融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するた 

めの措置 

３ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

５ 各種措置に関する広報 

日本郵便㈱ 

（逗子郵便局） 

（逗子桜山郵便局） 

（逗子久木郵便局） 

（東逗子郵便局） 

（逗子ハイランド郵便局） 

（逗子池子郵便局） 

（逗子小坪郵便局） 

１ 災害時における郵便物の送達の確保 

２ 救助物資を内容とする小包郵便物及び救助用又は見舞い

用の現金書留郵便物の料金免除 

３ 被災者に対する郵便はがき等の無償交付及び被災者が差

し出す郵便物の料金免除 

４ 被災者の救援を目的とする寄付金の送金のための郵便振

替の料金免除 

５ 為替貯金業務及び簡易保険業務の非常取扱 

６ 被災地域の地方公共団体に対する簡易保険積立金による

応急融資 
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修正計画 現行計画 

 

４ 指定地方公共機関 

(1) 鉄道機関（京浜急行電鉄㈱） 

ア 鉄道、軌道施設の整備、保全 

イ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保  

ウ 災害時の応急輸送対策 

エ 鉄道、軌道関係被害調査及び復旧 

 

(2) 自動車運送機関（一般社団法人神奈川県バス協会、京浜急行バス㈱、一般社団法 

人神奈川県トラック協会、一般社団法人神奈川県タクシー協会） 

ア 被災地の人員輸送の確保 

イ  災害時の応急輸送対策 

ウ  災害対策用物資の輸送確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定地方公共機関 

鉄道機関 

（京浜急行電鉄㈱） 

１ 鉄道、軌道施設の整備、保全 

２ 災害対策に必要な物資及び人員の輸送確保 

３ 災害時の応急輸送対策 

４ 鉄道、軌道関係被害の調査及び復旧 

バス機関 

（京浜急行バス㈱） 

１ 被災地の人員輸送の確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

一般社団法人逗葉医師会 

一般社団法人逗葉歯科医師会 

逗葉薬剤師会 

１ 傷病者に対する診察、治療、調剤、応急処置、保健・服 

薬指導 

２ 病院又は診療所への転送の手配 

３ 死亡の確認及び遺体の検案 

４ 医薬品等の優先供給 

５ 医薬品等の集積場所における医薬品等の仕分け及び管理 

６ 救護活動に必要な医薬品及び医療器材の提供 

７ その他必要と判断した処置等 

（一社）神奈川県トラック協会県

南サービスセンター 

１ 災害対策用物資の輸送確保 

２ 災害時の応急輸送対策 

 

 

４ 神奈川県 

神奈川県 

１ 防災組織の整備 
２ 市町村及び防災関係機関の防災事務又は業務の実施についての 

総合調整 
３ 防災知識の普及及び教育 
４ 防災訓練の実施 
５ 防災施設の整備 
６ 防災に必要な物資及び資機材の備蓄、整備 
７ 災害に関する情報の収集、伝達及び広報 
８ 緊急輸送の確保 
９ 交通規制、その他の社会秩序の維持 
10 保健衛生 
11 文教対策 
12 市町村が実施する被災者の救助及び救護の応援 
13 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）に基づく被災者の救助 
14 被災施設の復旧 
15 その他災害の発生の防御及び拡大防止のための措置 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

５ 自衛隊（陸上自衛隊第 31普通科連隊・海上自衛隊横須賀地方総監部） 

(1) 防災関係資料の基礎調査 

(2) 自衛隊災害派遣計画の作成 

(3) 神奈川県地域防災計画に合わせた防災に関する訓練の実施 

(4) 人命又は財産の保護のために行う必要のある応急救護又は応急復旧 

(5) 災害救助のための防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

 

６ 消防団 

(1) 消火活動及び救助活動の実施 

(2) 地域住民の避難誘導の実施 

(3) 災害に関する情報の収集、伝達及び被害状況の把握 

 

７ 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

(1)（一般社団法人）逗葉医師会、（一般社団法人）逗葉歯科医師会、（一般社団法 

人）逗葉薬剤師会 

ア 傷病者に対する診察、治療、調剤、応急処置、保健・服薬指導 

イ 病院または診療所への転送の手配 

ウ 死亡の確認及び遺体の検案 

エ 医薬品等の優先供給 

オ 医薬品等の集積場所における医薬品等の仕分け及び管理 

カ 救護活動に必要な医薬品及び医療機材の提供  

キ その他必要と判断した処置等 

 

(2) 病院等医療施設の管理者 

ア 避難施設（注）の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施 

イ 災害時における収容者の保護及び誘導 

ウ 災害時における病人等の受入及び保護 

エ 災害時における被災負傷者の治療及び助産 

５ 神奈川県警察 

神奈川県警察 

（逗子警察署） 

 

１ 警戒体制の確立 

２ 災害に関する情報の収集及び伝達 

３ 避難誘導、被災者の救出、その他人命の保護活動 

４ 行方不明者の捜索、遺体の検視・調査等 

５ 交通規制及び緊急交通路の確保 

６ 犯罪の予防・取り締まり、その他治安維持活動 

 

６ 自衛隊 

自衛隊 

（陸上自衛隊 

第 31 普通科連隊） 

（海上自衛隊 

横須賀地方総監部） 

１ 防災関係資料の基礎調査 

２ 自衛隊災害派遣計画の作成 

３ 逗子市地域防災計画にあわせた防災に関する訓練の実施 

４ 人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救護又は 

応急復旧 

５ 災害救助のための防衛省の管理に属する物品の無償貸付及び譲与 

 

７ 消防団 

消防団 

１ 消火活動及び救助活動の実施 

２ 地域住民の避難誘導の実施 

３ 災害に関する情報の収集、伝達及び被害状況の把握 

 

 

８ その他の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院等医療施設の 

管理者 

１ 避難施設（注）の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における収容者の保護及び誘導 

３ 災害時における病人等の受入及び保護 

４ 災害時における被災負傷者の治療及び助産 

（注）利用者等が安全に避難するための廊下、階段、出入口等 
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修正計画 現行計画 

（注）利用者等が安全に避難するための廊下、階段、出入口等 

 

(3) 社会福祉施設の管理者 

ア 避難施設の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施 

イ 災害時における入所者の保護及び誘導 

 

(4) 学校法人 

ア 避難施設の整備、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施 

イ 災害時における応急教育対策計画の確立及び実施 

 

(5) 漁業協同組合（小坪漁業協同組合） 

ア 本市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

イ 被災組合員に対する融資または融資のあっ旋 

ウ 漁船及び協同施設の災害応急対策及びその復旧対策の確立 

 

(6) 産業経済団体（逗子市商工会） 

ア 本市が行う商工業関係被害の調査及び応急対策への協力 

イ 救助用物資及び復旧資材の確保についての協力 

 

(7) 金融機関 

被災事業者等に対する資金融資 

 

(8) 危険物施設及び高圧ガス施設の管理者 

ア 安全管理の徹底 

イ 防護施設の整備 

 

(9) 各施設の管理者 

ア 自衛消防組織の整備 

イ 施設の自主検査と安全管理 

ウ 防災施設の整備及び点検の実施 

エ 従業員に対する防災知識の普及と防災に関する教育・訓練の実施 

オ 施設利用者の安全確保 

カ 情報の収集及び伝達 

キ 応急救護 

 

 

社会福祉施設の管理者 
１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における入所者の保護及び誘導 

学校法人 
１ 避難施設の整備及び避難訓練の実施 

２ 災害時における応急教育対策計画の確立及び実施 

漁業協同組合 

（小坪漁業協同組合） 

１ 本市が行う被害状況調査及び応急対策への協力 

２ 被災組合員に対する融資又は融資のあっ旋 

３ 漁船及び協同施設の災害応急対策及びその復旧対策の確立 

産業経済団体 

（逗子市商工会） 

１ 本市が行う商工業関係被害の調査及び応急対策への協力 

２ 救助用物資及び復旧資材の確保についての協力 

金融機関 １ 被災事業者等に対する資金融資 

危険物施設及び高圧 

ガス施設の管理者 

１ 安全管理の徹底 

２ 防護施設の整備 

各施設の管理者 

１ 自衛消防組織の整備 

２ 施設の自主検査と安全管理 

３ 防災施設の整備及び点検の実施 

４ 従業員に対する防災知識の普及と防災に関する教育・訓練の実施 

５ 施設利用者の安全確保 

６ 情報の収集及び伝達 

７ 応急救護 
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修正計画 現行計画 

第５章 防災組織 
 

市及び防災関係機関は、総合的な防災体制を確立するため、防災会議等の防災上重要

な組織を整備するとともに、相互の連携強化を図ます。 

 

第１節 市の防災組織 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 
 

１ 逗子市防災会議 
 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第 16条第１項 

 

(2) 所掌事務 

ア 逗子市地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。 

イ 市の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集す 

ること。 

ウ その他法律又はこれに基づく法令によりその権限に属する事務に関すること。 

 

 (3) 組織 

 
 

 

地方行政機関等の職員等 

 

自主防災組織を構成する者又は学識経験

を有する者 

指定地方行政機関の職員 

指定（地方）公共機関の職員 

県知事部局内の職員 

逗子警察署長 

陸上自衛隊の自衛官 

消防長及び消防団長 

社会福祉協議会の役員又は職員 

市議会議長  

市長部局内の職員 

教育長 

第６章 防災組織 
 

市及び防災関係機関は、総合的な防災体制を確立するため、防災会議等の防災上重要

な組織を整備するとともに、相互の連携強化を図る。 

 

第１節 市の防災組織 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 
 

１ 逗子市防災会議 
 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第 16条第１項 

 

(2) 所掌事務 

ア 逗子市地域防災計画を作成し、その実施を推進すること。 

イ 市の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に関する情報を収集す 

ること。 

ウ その他法律又はこれに基づく法令によりその権限に属する事務に関すること。 

 

(3) 組織 

 
 

 

地方行政機関等の職員等 

 

公募市民 

自主防災組織を構成する者又は学識経

験を有する者 

指定地方行政機関の職員 

指定（地方）公共機関の職員 

県知事部局内の職員 

逗子警察署長 

陸上自衛隊の自衛官 

消防長及び消防団長 

社会福祉協議会の役員又は職員 

市議会議長  

市長部局内の職員 

教育長 

 

 

       

 

 

委  員 （市長） 

専門委員 

会  長 

職務代理 

 

 

       

 

 

委  員 （市長） 

専門委員 

会  長 

職務代理 
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修正計画 現行計画 

 

２ 逗子市災害対策本部 

 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第 23条第１項 

 

(2) 所掌事務 

地域防災計画の定めによる市域の災害予防及び災害応急対策の実施 

 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

３ 逗子市水防本部 

 

(1) 設置の根拠 

水防法（昭和 24年法律第 193 号）第 32 条 

 

(2) 所掌事務 

市内各河川、海岸の洪水又は高潮による水災を警戒し、防御し、及びこれによる 

被害の軽減 

 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 逗子市災害対策本部 

 

(1) 設置の根拠 

災害対策基本法第 23条第１項 

 

(2) 所掌事務 

地域防災計画の定めによる市域の災害予防及び災害応急対策の実施 

 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

３ 逗子市水防本部 

 

(1) 設置の根拠 

水防法（昭和２４年法律第１９３号）第 32条 

 

(2) 所掌事務 

市内各河川、海岸の洪水又は高潮による水災を警戒し、防御し、及びこれによる 

被害の軽減 

 

(3) 組織 

 

 

 

 

 

 

 

 

本部事務局（経営企画部）

総務部 

市民協働部 

福祉部 

環境都市部 

消防本部・署 

教育委員会事務局 

議会事務局 

 

本 部 長 

（市長） 

副本部長 

（副市長） 

各 

班 

（
課
） 

本部事務局（経営企画

部）総務部 

市民協働部 

福祉部 

環境都市部 

消防本部・署 

教育委員会事務局 

議会事務局 

 

本 部 長 

（市長） 

副本部長 

（副市長） 

各 

班 

（
課
） 

経営企画対策部 

総務部対策部 

市民協働対策部 

福祉対策部 

環境都市対策部 

消防対策部 

教育対策部 

議会対策部 

 

本 部 長 

（市長） 

副本部長 

（副市長） 各
対
策
班 

本 部 長 

（市長） 

副本部長 

（副市長） 各
対
策
班 

（
課
） 

経営企画対策部 

総務部対策部 

市民協働対策部 

福祉対策部 

環境都市対策部 

消防対策部 

教育対策部 

議会対策部 
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修正計画 現行計画 

 

第２節 自主防災組織等 

 

１ 防災関係機関の防災組織 

市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第 47条に基づき、防災業務計画等の円 

滑な実施のため、防災組織の充実を図ります。 

 

２ 自主防災組織 

 

(1) 設置の目的 

災害対策基本法第５条に基づき、市民が自ら防災活動の推進を図るため、自治会・ 

町内会等を単位として設置します。 

 

(2) 組織構成 

自主防災組織の編成は、それぞれの規約で定めるところによるが、例示をすると 

次のとおりです。 
 

 

 

 

 

   

 

また、具体的編成及び活動基準は本編第２部 第７章 第１節のとおりです。 

 

３ その他の防災組織 

不特定多数の者を収容する施設、危険物施設等の施設の管理者は、消防法等の規定 

に基づき、その施設の用途規模に応じた自衛防災組織の整備、充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 自主防災組織等 

 

１ 防災関係機関の防災組織 

市内にある防災関係機関は、災害対策基本法第 47 条に基づき、防災業務計画等の円 

滑な実施のため、防災組織の充実を図る。 

 

２ 自主防災組織 

 

(1) 設置の目的 

災害対策基本法第５条に基づき、市民が自ら防災活動の推進を図るため、自治会・ 

町内会等を単位として設置する。 

 

(2) 組織構成 

自主防災組織の編成は、それぞれの規約で定めるところによるが、例示をすると 

次のとおり。 
 

 

 

 

 

 

 

また、具体的編成及び活動基準は本編第２部 第７章 第１節のとおり。 

 

３ その他の防災組織 

不特定多数の者を収容する施設、危険物施設等の施設の管理者は、消防法等の規定 

に基づき、その施設の用途規模に応じた自衛防災組織の整備、充実を図る。 

情 報 班 

消 火 班 

救出・救護班 

避難誘導班 

 給食・給水班 

 

会   長 

情 報 班 

消 火 班 

救出・救護班 

避難誘導班 

 給食・給水班 

 

会   長 
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修正計画 現行計画 

 

第２部 災害予防計画 

 

第１章 災害に強いまちづくりの推進 
 

第１節 まちづくりの計画的な推進 

 

主管課：防災安全課、経済観光課、環境都市課、まちづくり景観課、緑政課 

都市整備課、下水道課 

関係機関：県 

  

１ 基本的な考え方 

本市はその地勢上、急傾斜地に近接した住家、流域が狭く短い河川、長い海岸線など

の特徴があり、大型台風や集中豪雨が発生した場合、がけ崩れ、河川の増水、高潮など

の被害の発生が予想されます。 

本市は、地震のみならず、風水害に対しても強いまちづくりを進めるため、こうした

特徴を考慮し、都市計画の策定に当たっては、水害、土砂災害、高潮災害の防止、建築

物・構造物の耐震化・不燃化、道路網の確保、防災空間の確保に重点を置き、各種事業・

施策を体系的に捉えつつ、総合的かつ計画的に推進します。 

 

２ 適正な公共施設等の整備による防災化の推進 

 

(1) 土地利用の適正化 

   自然災害による被害発生の危険性を回避した土地利用を進めるため、神奈川

県都市防災基本計画に基づき、防災に配慮した総合的かつ計画的な土地利用を推進し

ます。 

また、立地適正化計画による都市のコンパクト化及び防災まちづくりの推進にあた

っては、災害リスクを十分考慮の上、居住誘導区域を設定するとともに、同計画にハ

ード・ソフト両面からの防災対策・安全確保対策を定める防災指針を位置付けます。 

 

(2) 水害の防止 

道路や公共施設等の整備に当たっては、緑地の確保、雨水浸透性の高い舗装や排 

水施設の整備を推進します。 

また、新規の宅地開発においては、適切な雨水調整池の整備を推進します。 

 

 

第２部 災害予防計画 

 

第１章 災害に強いまちづくりの推進 
 

第１節 まちづくりの計画的な推進 

 

主管課：環境管理課・まちづくり課・緑政課・経済観光課・都市整備課・河川下水

道課 

関係機関：県 

 

１ 基本的な考え方 

本市はその地勢上、急傾斜地に近接した住家、流域が狭く短い河川、長い海岸線など

の特徴があり、大型台風や集中豪雨が発生した場合、がけ崩れ、河川の増水、高潮など

の被害の発生が予想される。 

本市は、地震のみならず、風水害に対しても強いまちづくりを進めるため、こうした

特徴を考慮し、都市計画の策定に当たっては、水害、土砂災害、高潮災害の防止、建築

物・構造物の耐震化・不燃化、道路網の確保、防災空間の確保に重点を置き、各種事業・

施策を体系的に捉えつつ、総合的かつ計画的に推進する。 

 

２ 適正な公共施設等の整備による防災化の推進 

 

(1) 土地利用の適正化 

自然災害による被害発生の危険性を回避した土地利用を進めるため、「自然災害回 

避（アボイド）行政」を今後も継続して推進するとともに、都市防災基本計画を策 

定し、それに基づく土地利用の規制・誘導、避難地、避難路、延焼遮断帯などの防 

災基盤施設整備、市街地の面的整備について都市計画との連携によりその実効性を 

高めていく。 

 

(2) 水害の防止 

道路や公共施設等の整備に当たっては、緑地の確保、雨水浸透性の高い舗装や排 

水施設の整備を推進する。 

また、新規の宅地開発においては、適切な雨水調整池の整備を推進する。 
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修正計画 現行計画 

(3) 土砂災害の防止 

急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域など、土砂災害の危険性の高い地区に 

おいては、必要に応じた擁壁や排水施設の設置など、防災工事を推進するとともに、

警戒避難体制の強化を図るなどハード及びソフト対策を推進します。 

 

(4) 高潮災害の防止 

海岸保全施設の適切な維持管理と新設による防護水準の確保を図ります。 

 

３ 都市計画に基づく防災化の推進 

 

(1) 防火・準防火地域の指定 

防火地域及び準防火地域の指定により建物の不燃化を図ることで、主要道路沿線 

に延焼遮断帯を形成し、延焼火災の拡大を防止します。 

 

(2) 都市計画道路等の整備推進 

都市計画道路を中心とした、消防活動等の緊急活動に必要な道路及び火災の延焼 

遮断効果が期待できる道路の整備促進を図ります。 

 

(3) 公園・緑地の整備 

公園・緑地は、広域避難場所や各種応急対策用空地として、防災上重要な空間で 

あり、あわせて延焼火災の拡大阻止にも有効な空間であるため、公園・緑地の整備 

及び保全を図ります。 

 

第２節 河川洪水の予防 

 

主管課：都市整備課  

関係機関：県 

 

１ 河川の概況 

本市の河川は、田越川が主流をなし、支流に池子川、久木川を擁しています。池子

川は、桜山上地区で、久木川は河口近くでそれぞれ主流の田越川に注いでいます。また、 

小坪川は、小坪地区の山地に源を発し小坪湾に注いでいます。 

田越川は、二級河川部分と準用河川部分及び砂防区域があり、二級河川部分及び砂 

防区域については、県が管轄し、準用河川部分については、市で管理を担当していま

す。 

(3) 土砂災害の防止 

急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害警戒区域など、土砂災害の危険性の高い地区に 

おいては、必要に応じた擁壁や排水施設の設置など、防災工事を推進するとともに、

警戒避難体制の強化を図るなどハード及びソフト対策を推進する。 

 

(4) 高潮災害の防止 

海岸保全施設の適切な維持管理と新設による防護水準の確保を図る。 

 

３ 都市計画に基づく防災化の推進 

 

(1) 防火・準防火地域の指定 

防火地域及び準防火地域の指定により建物の不燃化を図ることで、主要道路沿線 

に延焼遮断帯を形成し、延焼火災の拡大を防止する。 

 

(2) 都市計画道路等の整備推進 

都市計画道路を中心とした、消防活動等の緊急活動に必要な道路及び火災の延焼 

遮断効果が期待できる道路の整備促進を図る。 

 

(3) 公園・緑地の整備 

公園・緑地は、広域避難場所や各種応急対策用空地として、防災上重要な空間で 

あり、あわせて延焼火災の拡大阻止にも有効な空間であるため、公園・緑地の整備 

及び保全を図る。 

 

第２節 河川洪水の予防 

 

主管課：河川下水道課  

関係機関：県 

 

１ 河川の概況 

本市の河川は、田越川が主流をなし、支流に池子川、久木川を擁している。池子川 

は、桜山上地区で、久木川は河口近くでそれぞれ主流の田越川に注いでいる。また、 

小坪川は、小坪地区の山地に源を発し小坪湾に注いでいる。 

田越川は、二級河川部分と準用河川部分及び砂防区域があり、二級河川部分及び砂 

防区域については、県が管轄し、準用河川部分については、市で管理を担当している。 
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修正計画 現行計画 

市が管理する準用河川田越川（中原橋から矢ノ根橋まで延長 1,120 ｍ）については、

昭和５２年度から改修事業に着手しており、上流部の一部を残し改修は、ほぼ完了し

ています。また、池子川、久木川及び小坪川の拡幅護岸の整備は完了しています。 

二級河川田越川の堰橋には、雨量と水位のテレメーター及び監視カメラを設置してい

るほか、下田橋下流右岸の親水施設には、ゲリラ豪雨対策として気象警報装置を設置

しているます。 

 

２ 河川の改修方針 

区  分 概    要 

二 級 河 川 二級河川については県が維持管理を含めて改修を実施する。 

準 用 河 川 
準用河川については、200ｍほどの未改修があり改修時期は

未定だが、今後も継続して改修する予定。 

 

３ 重要水防区域及び箇所の指定 

県は、大雨等の風水害時において、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域 

及び箇所として、重要水防区域及び重要水防箇所を指定します。 

 

４ はん濫危険水位等の指定 

県は、二級河川において、住民の避難や水防活動の目安となるはん濫危険水位、避 

難判断水位、はん濫注意水位、水防団待機水位を各水位観測地点について指定します。 

 

第３節 内水はん濫の予防 

 

主管課：都市整備課、下水道課 

 

１ 下水道施設の概況 

 

(1) 管渠 

管渠の健全化を図る先決すべき対応として、長寿命化対策工事を順次実施してい 

きます。 

   その他マンホール蓋等の浮上・飛散防止等の対策を順次行っていきます。 

 

 

市が管理する準用河川田越川（中原橋から矢ノ根橋まで延長 1,120 ｍ）については、

昭和５２年度から改修事業に着手しており、上流部の一部を残し改修は、ほぼ完了し

ている。また、池子川、久木川及び小坪川の拡幅護岸の整備は完了している。 

二級河川田越川の堰橋には、雨量と水位のテレメーター及び監視カメラを設置してい

るほか、下田橋下流右岸の親水施設には、ゲリラ豪雨対策として気象警報装置を設置

している。 

 

２ 河川の改修方針 

区  分 概    要 

二 級 河 川 二級河川については県が維持管理を含めて改修を実施する。 

準 用 河 川 
準用河川については、200ｍほどの未改修があり改修時期は

未定だが、今後も継続して改修する予定。 

 

３ 重要水防区域及び箇所の指定 

県は、大雨等の風水害時において、特に水防上警戒又は防御に重要性を有する区域 

及び箇所として、重要水防区域及び重要水防箇所を指定する。 

 

４ はん濫危険水位等の指定します 

県は、二級河川において、住民の避難や水防活動の目安となるはん濫危険水位、避 

難判断水位、はん濫注意水位、水防団待機水位を各水位観測地点について指定する。 

 

第３節 内水はん濫の予防 

 

主管課：河川下水道課 

 

１ 下水道施設の概況 

 

(1) 管渠 

下水道管は、平成 23年から基礎調査を始め、５～６年で長寿命化計画の策定を目 

的として市域全体の調査を行う予定である。 
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修正計画 現行計画 

(2) 処理場・ポンプ場 

近年の集中豪雨の多発による被害リスクを鑑み、処理場及び中継ポンプ場におけ 

る揚水能力の強化の可能性について検討を行います。 

 

 

 

 

２ 内水はん濫による被害防止のための取組み 

  水防法の改正（令和３年７月）等を受け、令和７年度までに内水浸水想定区域図の 

作成を進めていきます。 

 

 

第４節 高潮災害の予防 

 

主管課：防災安全課、経済観光課 

 

高潮対策については、、県が令和３年５月に指定した相模灘沿岸における高潮浸水想 

定区域及び高潮特別警戒水位に基づき避難対策を促進するとともに、県が策定した相 

模灘沿岸海岸保全基本計画の中で定められている、防護すべき地域及び防護水準に基 

づき、海岸保全に努めます。 

、なお 

１ 相模灘沿岸海岸保全基本計画 

 

(1) 防護すべき地域 

防護すべき地域とは、海岸保全施設が整備されていない場合、海岸背後の人命や 

財産に対して被害の発生が予測される地域であり、具体的には防護水準として設定 

した潮位と波浪が同時に発生した場合の浸水区域とします。 

 

(2) 防護水準 

海岸に作用する高潮や波浪などの外力は、想定外のものが発生するなど大きさに 

幅があり、またその対応方法にもソフト・ハード対策など種々考えられるが、防護 

の目標とすべき外力水準は次のとおりとします。 

ア 高潮 

朔望平均満潮位に想定される最大の偏差を加えた計画高潮位に来襲波浪による 

打ち上げ高を加えたものに対して防護することを目標とします。 

(2) ポンプ場 

下水道は自然流下による排水を原則としているが、市内に雨水排除ポンプ数箇所

を設置している。 

 

(3) 下水道施設の整備 

市は、排水施設の整備、マンホール等の浮上・飛散防止等の対策をする。 

 

２ 内水はん濫による被害防止のための取組み 

現在、市内には 10箇所調整池があり、平成 25年度以降、新宿中継ポンプ場付近に新

たな調整池の整備を予定する。 

 

 

第４節 高潮災害の予防 

 

主管課：経済観光課 

 

高潮対策については、県が策定した相模灘沿岸海岸保全基本計画の中で定められて

いる、防護すべき地域及び防護水準に基づき、海岸保全に努める。 

 

 

 

１ 相模灘沿岸海岸保全基本計画 

 

(1) 防護すべき地域 

防護すべき地域とは、海岸保全施設が整備されていない場合、海岸背後の人命や 

財産に対して被害の発生が予測される地域であり、具体的には防護水準として設定 

した潮位と波浪が同時に発生した場合の浸水区域とする。 

 

(2) 防護水準 

海岸に作用する高潮や波浪などの外力は、想定外のものが発生するなど大きさに 

幅があり、またその対応方法にもソフト・ハード対策など種々考えられるが、防護 

の目標とすべき外力水準は次のとおりとする。 

ア 高潮 

朔望平均満潮位に想定される最大の偏差を加えた計画高潮位に来襲波浪による 

打ち上げ高を加えたものに対して防護することを目標とする。 
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修正計画 現行計画 

イ 波浪 

一般及び漁港海岸は、原則として３０年再現確率に対応する波浪に対して防護す

ることを目標とします。ただし、背後の土地利用の状況等に応じて柔軟に対応しま

す。 

 

２ 重要水防区域及び箇所の指定 

県は、台風等の風水害時において、海岸における特に水防上警戒又は防御に重要性

を有する区域及び箇所として、重要水防区域及び重要水防箇所を指定します。 

 

第５節 土砂災害の防止 

 

主管課：都市整備課  

関係機関：県 

 

１ ハード対策の推進 

土砂災害を防止するため、県による急傾斜地崩壊危険区域の指定により土砂災害防

止施設の整備を促進するとともに、危険ながけや擁壁の点検、安全管理の指導、個人が

行うがけ崩れ防止工事を促進します。 

 

(1) 急傾斜地崩壊危険区域の指定 

令和３年５月 18 日現在で市内の 63 箇所が急傾斜地崩壊危険区域に指定されてお

り、県に対し随時整備工事の要望をしていきます。 

項  目 概    要 

指定基準 

・ 傾斜角が 30 度以上、かつ高さが 5ｍ以上のがけ 

・ 崩壊により危害が生じるおそれがある住家が 5 戸以上、又は、官

公署、学校、病院、旅館等に危害が生じるおそれがある区域 

 

 

(2) がけの改善事業 

制度・事業名称 対   象 内   容 

既 成 宅 地 

防 災 工 事 等 

助 成 事 業 

次のすべての条件を満たす場合

に、補助の対象となる。 
・  がけの高さが 2ｍ以上、
角度が 30度以上の自然がけ（現
在土留めを施工していないが

既成宅地のがけ崩れを防止

するために、防災工事の助

成を行う。 

イ 波浪 

一般及び漁港海岸は、原則として３０年再現確率に対応する波浪に対して防護す

ることを目標とする。ただし、背後の土地利用の状況等に応じて柔軟に対応する。 

 

 

２ 重要水防区域及び箇所の指定 

県は、台風等の風水害時において、海岸における特に水防上警戒又は防御に重要性

を有する区域及び箇所として、重要水防区域及び重要水防箇所を指定する。 

 

第５節 土砂災害の防止 

 

主管課：都市整備課  

関係機関：県 

 

１ ハード対策の推進 

土砂災害を防止するため、県による急傾斜地崩壊危険区域の指定により土砂災害防

止施設の整備を促進するとともに、危険ながけや擁壁の点検、安全管理の指導、個人が

行うがけ崩れ防止工事を促進する。 

 

(1) 急傾斜地崩壊危険区域の指定 

市内の 55 箇所が急傾斜地崩壊危険区域に指定されており、県に対し随時整備工事 

の要望をしていく。 

項  目 概    要 

指定基準 

・ 傾斜角が 30 度以上、かつ高さが 5ｍ以上のがけ 

・ 崩壊により危害が生じるおそれがある住家が 5 戸以上、又は、官

公署、学校、病院、旅館等に危害が生じるおそれがある区域 

 

 

(2) がけの改善事業 

制度・事業名称 対   象 内   容 

既 成 宅 地 

防 災 工 事 等 

助 成 事 業 

次のすべての条件を満たす場合

に、補助の対象となる。 
・  がけの高さが 2ｍ以上、
角度が 30度以上の自然がけ（現
在土留めを施工していないが

既成宅地のがけ崩れを防止

するために、防災工事の助

成を行う。 
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修正計画 現行計画 

 

２ 土砂災害防止法による対策の推進 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法 

律第５７号）（以下、「土砂災害防止法」という。）は、土砂災害から住民の生命を守る 

ため、土砂災害のおそれのある区域について危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅 

等の新規立地の許可制の導入、既存住宅の移転促進等のソフト対策を推進することを 

目的とします。 

 

(1) 土砂災害（特別）警戒区域の指定 

県は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがある区域として「土砂災害 

警戒区域（イエローゾーン）」を、土砂災害によって、建築物に損壊が生じ、住民等 

の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがある区域として「土砂災害特別警戒 

区域（レッドゾーン）」を指定します。 

令和３年４月現在で逗子市は、119 箇所が土砂災害警戒区域に指定され、そのうち 

117 箇所が土砂災害特別警戒区域に指定されています。 

 

また、市は、土砂災害（特別）警戒区域あるいは、急傾斜地崩壊危険区域、土石流

危険渓 

流における警戒・避難対策として、土砂災害警戒情報等を用いた避難指示等の発令 

対象区域を設定するとともに、避難地区の指定、避難経路の設定、避難所の指定を 

進めます。 

 

種 別 災害種別 区   域 

土砂災害 

警戒区域 

急傾斜地の

崩 壊 

傾斜度 30 度以上、高さ 5m 以上の急傾斜地で、斜面上部

（斜面上端から 10m 以内）、斜面及び斜面下部（斜面の下

端から高さの２倍（50m を超える場合は 50m）） 

け）又は、防災工事を施工済みだ
が、変状が著しいがけ（危険度判
定による） 

・ がけの上、又は下に住居がある 
・ 工事をして、平坦地が広がらな

い  
・ 個人で防災工事を行う 
・ 市税を滞納していない 

急 傾 斜 地 崩 壊 

対 策 事 業 

高さが 5ｍを超える自然がけで、

崩壊により被害を受ける住家が 5

戸以上密集している区域 

県が防災工事を実施し、市

は事業費の２０％を負担す

る。 

 

２ 土砂災害防止法による対策の推進 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法 

律第５７号）（以下、「土砂災害防止法」という。）は、土砂災害から住民の生命を守る 

ため、土砂災害のおそれのある区域について危険の周知、警戒避難体制の整備、住宅 

等の新規立地の許可制の導入、既存住宅の移転促進等のソフト対策を推進することを 

目的とする。 

 

(1) 土砂災害（特別）警戒区域の指定 

県は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがある区域として「土砂災害 

警戒区域（イエローゾーン）」を、土砂災害によって、建築物に損壊が生じ、住民等 

の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれがある区域として「土砂災害特別警戒 

区域（レッドゾーン）」を指定する。119 の土砂災害警戒区域、10,393 戸が指定され 

ている。 

また、市は、土砂災害警戒区域あるいは、急傾斜地崩壊危険区域、土石流危険渓 

流における警戒・避難対策として、土砂災害警戒情報等を用いた避難勧告等の発令 

対象区域を設定するとともに、避難地区の指定、避難経路の設定、避難所の指定を 

進める。 

 

種 別 災害種別 区   域 

土砂災害 

警戒区域 

急傾斜地の

崩 壊 

傾斜度 30 度以上、高さ 5m 以上の急傾斜地で、斜面上部

（斜面上端から 10m 以内）、斜面及び斜面下部（斜面の下

端から高さの２倍（50m を超える場合は 50m）） 

土 石 流 
土石流のおそれのある渓流で、扇頂部から下流で勾配が 2

度以上の区域 

け）又は、防災工事を施工済みだ
が、変状が著しいがけ（危険度判
定による） 

・ がけの上、又は下に住居がある 
・ 工事をして、平坦地が広がらな

い  
・ 個人で防災工事を行う 
・ 市税を滞納していない 

急 傾 斜 地 崩 壊 

対 策 事 業 

高さが 5ｍを超える自然がけで、

崩壊により被害を受ける住家が 5

戸以上密集している区域 

県が防災工事を実施し、市

は事業費の２０％を負担す

る。 
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修正計画 現行計画 

土 石 流 
土石流のおそれのある渓流で、扇頂部から下流で勾配が 2

度以上の区域 

土砂災害 

特別警戒

区 域 

急傾斜地の 

崩壊、土石

流 、 

地 滑 り 

土砂災害警戒区域のうち、土石などの移動により建築物

に作用する力の大きさが、通常の建築物が土石などの移

動に対して住民の生命又は身体に著しい危害が生じるお

それのある損壊を生じることなく耐えることのできる力

の大きさを上回る区域 

 

(2) 土砂災害特別警戒区域内における各種規制 

土砂災害特別警戒区域においては、非自己用住宅、社会福祉施設、学校、医療施 

設などの開発行為に対する許可制（県知事）、新築建築物等の構造規制（建築主事又 

は指定確認検査機関）、建築物の移転などの勧告（県知事）がなされることとなりま 

す。 

 

(3) 危険箇所居住者や関係者への計画内容の周知 

危険な箇所に居住する市民や観光旅館、災害時要配慮者施設等の関係者等に対す 

る計画内容の周知を徹底します。 

 

３ その他の対策 

市は、土砂災害等ハザードマップを作成し危険区域の周知及び避難対策など土砂災 

害に対する啓発を行います。 

また、土砂災害のおそれがある箇所の把握に努め、県と連携し、必要に応じて点検・

パトロール等を行います。 

 

 

第６節 治山対策 

 

関係機関：県 

 

１ 保安林の整備 

山地災害を防止するため、土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備保安林を指定し、こ 

れらの保全をさらに推進し、災害に強い森林づくりに努めます。 

 

 

土砂災害 

特別警戒

区 域 

急傾斜地の 

崩壊、土石

流 、 

地 滑 り 

土砂災害警戒区域のうち、土石などの移動により建築物

に作用する力の大きさが、通常の建築物が土石などの移

動に対して住民の生命又は身体に著しい危害が生じるお

それのある損壊を生じることなく耐えることのできる力

の大きさを上回る区域 

 

(2) 土砂災害特別警戒区域内における各種規制 

土砂災害特別警戒区域においては、非自己用住宅、社会福祉施設、学校、医療施 

設などの開発行為に対する許可制（県知事）、新築建築物等の構造規制（建築主事又 

は指定確認検査機関）、建築物の移転などの勧告（県知事）がなされることとなる。 

 

 

(3) 危険箇所居住者や関係者への計画内容の周知 

危険な箇所に居住する市民や観光旅館、災害時要援護者施設等の関係者等に対す 

る計画内容の周知を徹底する。 

 

 

 

３ その他の対策 

市は、土砂災害ハザードマップを作成し危険区域の周知及び避難対策など土砂災害 

に対する啓発を行う。 

また、土砂災害のおそれがある箇所の把握に努め、県と連携し、必要に応じて点検・

パトロール等を行う。 

 

 

 

第６節 治山対策 

 

関係機関：県 

 

１ 保安林の整備 

山地災害を防止するため、土砂流出防備保安林、土砂崩壊防備保安林を指定し、こ 

れらの保全をさらに推進し、災害に強い森林づくりに努める。 
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修正計画 現行計画 

２ 土砂の崩壊・流出の防止 

森林の持つ保安機能を最大限に発揮させるため、森林の整備を図るとともに、治山 

工事を実施し、土砂の崩壊、流出、渓床堆積物の移動及び渓岸の浸食の防止に努めま 

す。 

 

第７節 その他都市施設の防災化の推進 

 

主管課：都市整備課 

関係機関：県 

 

１ 道路の災害対策 

 

(1) 道路の整備 

かながわのみちづくり計画の道路整備計画では、三浦半島中央道を逗葉新道から 

県道 24 号（横須賀逗子）まで、計画期間内に事業に着手していく予定です。この事 

業によって横浜横須賀道路、逗葉新道、市内道路が連動することになります。 

 

(2) 資機材、人員の確保 

災害時に備え、応急復旧に必要な資機材や人員が不足する場合を考慮し、平常時 

から業界団体等との協定を締結し、道路の早期啓開を実施できる体制を整えます。 

 

第８節 建築物の防災化の推進 

 

主管課：防災安全課、管財契約課、まちづくり景観課、都市整備課、教育総務課 

社会教育課 

 

１ 建築物の防災化 

 

(1) 建築物の災害対策 

建築基準法（昭和 25年法律第 201 号）の風圧に対する基準が適用される以前の 

既存建築物の安全性を確保するため、建築物における風水害への備えや災害危険箇 

所等について、所有者、管理者、占有者等に周知し、自主的な防災工事への取組み 

を促します。 

 

 

２ 土砂の崩壊・流出の防止 

森林の持つ保安機能を最大限に発揮させるため、森林の整備を図るとともに、治山 

工事を実施し、土砂の崩壊、流出、渓床堆積物の移動及び渓岸の浸食の防止に努める。 

 

 

第７節 その他都市施設の防災化の推進 

 

主管課：都市整備課 

関係機関：県 

 

１ 道路の災害対策 

 

(1) 道路の整備 

かながわのみちづくり計画の道路整備計画では、三浦半島中央道を逗葉新道から 

県道２４号（横須賀逗子）まで、計画期間内に事業に着手していく予定。この事業に 

よって横浜横須賀道路、逗葉新道、市内道路が連動することになる。 

 

(2) 資機材、人員の確保 

災害時に備え、応急復旧に必要な資機材や人員が不足する場合を考慮し、平常時 

から業界団体等との協定を締結し、道路の早期啓開を実施できる体制を整える。 

 

第８節 建築物の防災化の推進 

 

主管課：防災課・管財課・まちづくり課・都市整備課・教育総務課・社会教育課 

 

 

１ 建築物の防災化 

 

(1) 建築物の災害対策 

建築基準法（昭和 25年法律第２０１号）の風圧に対する基準が適用される以前の 

既存建築物の安全性を確保するため、建築物における風水害への備えや災害危険箇 

所等について、所有者、管理者、占有者等に周知し、自主的な防災工事への取組みを 

促す。 
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修正計画 現行計画 

(2) 公共建築物の災害対策 

指定避難所や防災拠点となる学校等の公共建築物については、浸水や土砂災 

害に対する安全性を検証し、必要に応じて対策を講じるなど、災害時においてもそ 

の機能を維持できるよう努めます。 

 

(3) 不特定多数の者が使用する施設の災害対策 

駅等不特定多数の者が使用する施設、学校、行政関連施設、医療機関等の応急対 

策上重要な施設、災害時要配慮者に関わる社会福祉施設、医療施設等については、 

風水害に対する安全性の確保に特に配慮するものとします。 

 

 

２ 文化財等の災害対策 

管理者等に対する防災知識の普及を図り、管理・保護について指導、助言を行いま 

す。 

文化財指定の建物については、適時・適切な修理や周辺環境の整備を行い、風水害に 

対する予防措置を図ります。 

 

第９節 ライフラインの安全対策 

 

  主管課：防災安全課、経済観光課、下水道課 

関係機関：東京電力パワーグリッド(株)、東京ガス(株)、県企業庁、東日本電信電

話㈱神奈川事業部、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ㈱ 

エヌ・ティ・ティ・ドコモ(神奈川支店)、KDDI 

 

１ 給水の対策 

災害時における給水が円滑に実施できるよう次の対策を実施する。 

項   目 概    要 

災害時連絡体制 

の 確 立 

電話、無線通信等による県との通信連絡体制の整備に努める

とともに、緊急時連絡マニュアル、緊急時連絡先一覧表を作

成し、緊急時連絡体制の確立に努める。 

応急給水用施設設

備 の 整 備 
耐震性貯水槽、給水タンク等の整備に努める。 

飲 料 水 の 確 保 
逗子市商工会、コープかながわと調達協定を結んでいる。 

※運搬方法など詳細については、今後検討していく。 

(2) 公共建築物の災害対策 

風水害時避難所や防災拠点となる学校等の公共建築物については、浸水や土砂災 

害に対する安全性を検証し、必要に応じて対策を講じるなど、災害時においてもそ 

の機能を維持できるよう努める。 

 

(3) 不特定多数の者が使用する施設の災害対策 

駅等不特定多数の者が使用する施設、学校、行政関連施設、医療機関等の応急対 

策上重要な施設、災害時要援護者に関わる社会福祉施設、医療施設等については、 

風水害に対する安全性の確保に特に配慮するものとする。 

 

 

２ 文化財等の災害対策 

管理者等に対する防災知識の普及を図り、管理・保護について指導、助言を行う。 

文化財指定の建物については、適時・適切な修理や周辺環境の整備を行い、風水害に 

対する予防措置を図る。 

 

 

第９節 ライフライン施設の強化 

 

  主管課：防災課・経済観光課・河川下水道課 

関係機関：東京電力・東京ガス・県企業庁・NTT 東日本・NTT ドコモ・KDDI・ソフ

トバンク 

 

 

１ 給水の対策 

災害時における給水が円滑に実施できるよう次の対策を実施する。 

項   目 概    要 

災害時連絡体制 

の 確 立 

電話、無線通信等による県との通信連絡体制の整備に努める

とともに、緊急時連絡マニュアル、緊急時連絡先一覧表を作

成し、緊急時連絡体制の確立に努める。 

応急給水用施設設

備 の 整 備 
耐震性貯水槽、給水タンク等の整備に努める。 

飲 料 水 の 確 保 
逗子市商工会、コープかながわと調達協定を結んでいる。 

※運搬方法など詳細については、今後検討していく。 
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修正計画 現行計画 

 

２ 電気、ガス、電話などライフライン施設の対策 

大規模災害が発生した場合、電気、ガス、電信電話などのライフライン施設に大 

きな被害が発生することが予想されます。ライフライン施設は市民生活に欠かすこと 

のできない施設であるため、各事業者は災害時にもライフライン機能を確保できるよ 

う、施設の多重化などに努めるものとします。b 

 

３ 下水道対策 

下水道について具体的な復旧活動のマニュアル整備や近隣都県などとの広域的な支 

体制の充実、復旧用資機材の備蓄強化を進め、災害時には、まずは、汚水を排水する 

機能を確保し、被害の程度に応じて汚水の処理水質を段階的に向上させ、下水道の機 

能を早期に復旧するよう対策をさらに進めます。 

 

第 10 節 緊急輸送路等の整備促進 

 

 

関係機関：県・県警察 

 

緊急輸送路等の整備促進に係る事項は、地震津波対策計画編第３章７節を参照。 

 

 

 

２ 電気、ガス、電話などライフライン施設の対策 

大規模災害が発生した場合、電気、ガス、電信電話などのライフライン施設に大 

きな被害が発生することが予想される。ライフライン施設は市民生活に欠かすことの 

できない施設であるため、各事業者は災害時にもライフライン機能を確保できるよう、 

施設の多重化などに努めるものとする。 

 

３ 下水道対策 

下水道について具体的な復旧活動のマニュアル整備や近隣都県などとの広域的な支 

体制の充実、復旧用資機材の備蓄強化を進め、災害時には、まずは、汚水を排水する 

機能を確保し、被害の程度に応じて汚水の処理水質を段階的に向上させ、下水道の機 

能を早期に復旧するよう対策をさらに進める。 

 

第 10 節 緊急輸送路等の整備促進 

 

主管課：防災課・経済観光課・都市整備課 

関係機関：県・県警察 

 

緊急輸送路等の整備促進に係る事項は、地震津波対策計画編第３部７章を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第２章 防災力強化の取組み 

 

第１節 消防力の整備・強化 

 

主管課：消防総務課、消防署  

関係機関：消防団 

 

消防力の強化に向けて、県内５つの地域で消防の広域化の検討を進めます。また、県

消防広域化推進計画に基づく消防の広域化など、消防力の強化のための取組みを推進

します。 

災害時に十分な応急活動が行えるよう、資機材・食料・燃料等の確保に努めます。 

 

１ 風水害への対応力の強化 

消防は、風水害時の水防活動や避難誘導などの応急対策を実施するため、職員の非 

常配備体制を整えるとともに、ボート、船外機、スコップ、ツルハシ等の風水害対応 

資機材を消防署等に整備し、風水害への対応力強化を図ります。 

 

２ 消防団の強化 

各分団詰所に、風水害対応資機材を整備するとともに、水防訓練の実施等による、 

風水害に関する知識の普及や水防活動技術の習得などを実施し、消防団の対応能力の 

強化を図ります。 

 

３ 公設消防力の強化 

火災及び人命救助事象への対応力の強化のため、消防車両・資機材の整備強化や建 

築物、建材の不燃化促進を図るとともに、地域特性等を考慮して特殊車両・装備の配 

置を行います。 

また、救命効果の向上を図るため、専門的知識の習得など、救急高度化を推進しま 

す。 

 

４ 消防水利の確保 

地域や対象物の特性を踏まえつつ、消火栓及び防火水槽を整備するとともに、プー 

ルなどの貯水施設の常時使用が可能になる措置など、総合的な消防水利の確保を進め 

ます。 

 

 

第２章 防災力強化の取組み 

 

第１節 消防力の整備・強化 

 

主管課：消防総務課・消防署  

関係機関：消防団 

 

消防力の強化に向けて、県内５つの地域で消防の広域化の検討を進める。また、県消

防広域化推進計画に基づく消防の広域化など、消防力の強化のための取組を推進する。 

災害時に十分な応急活動が行えるよう、資機材・食料・燃料等の確保に努める。 

 

 

１ 風水害への対応力の強化 

消防は、風水害時の水防活動や避難誘導などの応急対策を実施するため、職員の非 

常配備体制を整えるとともに、ボート、船外機、スコップ、ツルハシ等の風水害対応 

資機材を消防署等に整備し、風水害への対応力強化を図る。 

 

２ 消防団の強化 

各分団詰所に、風水害対応資機材を整備するとともに、水防訓練の実施等による、 

風水害に関する知識の普及や水防活動技術の習得などを実施し、消防団の対応能力の 

強化を図る。 

 

３ 公設消防力の強化 

火災及び人命救助事象への対応力の強化のため、消防車両・資機材の整備強化や建 

築物、建材の不燃化促進を図るとともに、地域特性等を考慮して特殊車両・装備の配 

置を行う。 

また、救命効果の向上を図るため、専門的知識の習得など、救急高度化を推進する。 

 

４ 消防水利の確保 

地域や対象物の特性を踏まえつつ、消火栓及び防火水槽を整備するとともに、プー 

ルなどの貯水施設の常時使用が可能になる措置など、総合的な消防水利の確保をすす 

める。 
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修正計画 現行計画 

５ 特殊災害対策の推進 

都市災害の特殊性に鑑み、以下により対策を推進します。 

項  目 概    要 

活動装備の充実 特殊災害に対応するための活動装備の充実を図る。 

予防・査察指導

の 強 化 

集客施設や高層建物における災害を未然に防ぎ、被害を

軽減するため、予防・査察指導を強化する。 

通報体制の確立 
都市災害の対象となる関係施設からの火災や事故の早期

覚知、通報体制を確立する。 

 

６ 警防計画の策定 

不特定多数の者が出入りする建築物・施設や木造密集地区等、火災の発生により多 

数の死傷者の発生が予想される消防対象物及び区域について、事前に警防計画を策定 

します。 

 

(1) 警防計画の対象 

警防計画を策定する対象物及び区域は次のとおりとします。 

項  目 概    要 

警防計画の対象物 

及 び 区 域 

１ 医療機関、社会福祉施設等の要配慮者施設 
２ 劇場、遊技場、飲食店、デパート、ホテル 
３ 危険物施設 
４ 共同住宅等の高層建築物 
５ 地下空間 
６ 谷戸や高台などの消防車の進入が困難な区域 
７ その他火災の展開が急で大規模火災になりやす

いもの、及び消防活動が困難と想定される建築物・
区域等 

 

(2) 警防計画策定における留意点 

火災の発生や展開状況等は建築物や区域などの特性によって異なるので、的確な 

災害防御方策を示唆するため、次の内容について整理しておくものとします。 

項  目 概    要 

策定における 

留 意 点 

１ 防火管理状況 

２ 消防用設備等の設置及び管理状況 

３ 危険物などの保有状況 

４ その他火災防御上の注意事項等 

５ 特殊災害対策の推進 

都市災害の特殊性に鑑み、以下により対策を推進する。 

項  目 概    要 

活動装備の充実 特殊災害に対応するための活動装備の充実を図る。 

予防・査察指導

の 強 化 

集客施設や高層建物における災害を未然に防ぎ、被害を

軽減するため、予防・査察指導を強化する。 

通報体制の確立 
都市災害の対象となる関係施設からの火災や事故の早期

覚知、通報体制を確立する。 

 

６ 警防計画の策定 

不特定多数の者が出入りする建築物・施設や木造密集地区等、火災の発生により多 

数の死傷者の発生が予想される消防対象物及び区域について、事前に警防計画を策定 

する。 

 

(1) 警防計画の対象 

警防計画を策定する対象物及び区域は次のとおりとする。 

項  目 概    要 

警防計画の対象物 

及 び 区 域 

１ 医療機関、社会福祉施設等の要援護者施設 
２ 劇場、遊技場、飲食店、デパート、ホテル 
３ 危険物施設 
４ 共同住宅等の高層建築物 
５ 地下空間 
６ 谷戸や高台などの消防車の進入が困難な区域 
７ その他火災の展開が急で大規模火災になりやす

いもの、及び消防活動が困難と想定される建築物・
区域等 

 

(2) 警防計画策定における留意点 

火災の発生や展開状況等は建築物や区域などの特性によって異なるので、的確な 

災害防御方策を示唆するため、次の内容について整理しておくものとする。 

項  目 概    要 

策定における 

留 意 点 

１ 防火管理状況 

２ 消防用設備等の設置及び管理状況 

３ 危険物などの保有状況 

４ その他火災防御上の注意事項等 
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修正計画 現行計画 

 

７ 孤立化対策の推進 

市は、県と連携して、孤立化する可能性のある地域の状況を検証し、対策を検討し 

ます。また、孤立化対策の検討結果等を踏まえ、対策の推進に努めます。 

 

第２節 情報伝達体制の整備 

 

主管課：企画課、防災安全課、社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課、保育課  

関係課：関係各課 

関係機関：県 

 

次のほか、情報伝達体制の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３章

第１節の２を参照。 

 

 災害時情報の収集・提供体制の拡充のため、衛星通信、インターネット、防災行政無

線等の通信手段の整備などにより、企業、報道機関、住民等からの情報など多様な災害

関連情報等の収集・提供体制の整備に努めます。 

 

 

第３節 防災備蓄の推進 

 

主管課：防災安全課、職員課、経済観光課、障がい福祉課、高齢介護課 

学校教育課、保育課 

  

関係課：関係各課 

関係機関：県企業庁 

 

 市は、防災資機材倉庫及び各部局が設置する倉庫等に、水害、土砂災害及び高潮災害

を防除する資機材を備蓄します。 

上記のほか、防災備蓄に関する事項については、地震津波対策計画編第３章第２節の

３を参照。 

 

 

 

 

 

７ 孤立化対策の推進 

市は、県と連携して、孤立化する可能性のある地域の状況を検証し、対策を検討す 

る。また、孤立化対策の検討結果等を踏まえ、対策の推進に努める。 

 

第２節 情報伝達体制の整備 

 

主管課：秘書広報課・防災課・社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課・保育課  

関係課：関係各課 

関係機関：県 

 

次のほか、情報伝達体制の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３部

第２章第２節を参照。 

 

 災害時情報の収集・提供体制の拡充 

衛星通信、インターネット、防災行政無線等の通信手段の整備などにより、企業、報

道機関、住民等からの情報など多様な災害関連情報等の収集・提供体制の整備に努め

る。 

 

第３節 防災備蓄の推進 

 

主管課：防災課・職員課・経済観光課・障がい福祉課・介護保険課・保育課・ 

学校教育課  

関係課：関係各課 

関係機関：県企業庁 

 

 

 活動用資機材の備蓄 

市は、防災資機材倉庫及び各部局が設置する倉庫等に、水害、土砂災害及び高潮災害

を防除する資機材を備蓄する。 

上記のほか、防災備蓄に関する事項については、地震津波対策計画編第３部第２章第

３節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第４節 広域応援受入体制等の整備 

 

主管課：防災安全課、消防総務課 

関係課：各施設担当所管 

関係機関：県、警察 

 

地域ブロック内の市町相互間の連携 

大規模な災害が発生し、市単独では十分な応急対策や復旧対策が実施できない場合

に備え、地域県政総合センター単位の地域ブロック内の市町相互間の連携強化を図る

とともに、訓練等の実施を通じ、体制の検証を行います。 

また、他の市町村を迅速に応援できるよう応援体制を整備します。 

上記のほか、広域応援受入体制等に関する事項については、地震津波対策計画編第３

章第１節の４を参照。 

 

第５節 被災地、被災者への支援体制等の整備 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

県及び県内 33 市町村が相互に連携し、被災地を支援する新たな仕組みについて検討

し整備に努めるものとします。 

 

１ 自発的な情報収集の実施 

被災地の情報把握を自発的に行い、その情報を基に支援行動を開始するように努め

ます。 

 

(1) 県内の被災地に対して 

県内を各地域県政総合センター単位に連絡員を派遣し情報を収集します。 

 

(2) 県外の被災地に対して 

情報を待つことなく、発災後に被災地に連絡し被災状況を確認し、必要により先遣

隊を派遣する等により直接情報を収集します。 

 

 

 

第４節 広域応援受入体制等の整備 

 

主管課：防災課・消防総務課 

関係課：各施設担当所管 

関係機関：県・警察 

 

地域ブロック内の市町相互間の連携 

大規模な災害が発生し、市単独では十分な応急対策や復旧対策が実施できない場合

に備え、地域県政総合センター単位の地域ブロック内の市町相互間の連携強化を図る

とともに、訓練等の実施を通じ、体制の検証を行う。 

また、他の市町村を迅速に応援できるよう応援体制を整備する。 

上記のほか、広域応援受入体制等に関する事項については、地震津波対策計画編第３

部第２章第４節を参照。 

 

第５節 被災地、被災者への支援体制等の整備 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

県及び県内 33 市町村が相互に連携し、被災地を支援する新たな仕組みについて検討

し整備に努めるものとする。 

 

１ 自発的な情報収集の実施 

被災地の情報把握を自発的に行い、その情報を基に支援行動を開始するように努め 

る。 

 

(1) 県内の被災地に対して 

県内を各地域県政総合センター単位に連絡員を派遣し情報を収集する。 

 

(2) 県外の被災地に対して 

情報を待つことなく、発災後に被災地に連絡し被災状況を確認し、必要により先 

遣隊を派遣する等により直接情報を収集する。 
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修正計画 現行計画 

 

２ 役割の明確化 

県及び市の役割並びに庁内での支援に向けた役割分担や対応部署及び罹災証明書発

行業務体制を確立します。 

 

３ 支援要請の受入れ 

市民や企業からの救援物資の提供や人的、物的支援の要請に対して、円滑に対応でき

るような受入れ体制を確立します。 

 

 

４ 避難者の受入れ 

避難者を受け入れるための、住居や仕事の確保、支援、個人情報の取扱い及びそれら

を被災者へ広報する手段など、受入体制を整備します。 

 

 

第６節 救助・救急体制の整備 

 

主管課：消防署、国保健康課  

関係機関：逗葉医師会、逗葉歯科医師、逗葉薬剤師会 

 

１ 救急・救助用資機材等の調達 

消防は、災害発生時における救助・救急に必要な資機材を逐次整備し、機動的な救 

助・救急体制及び災害医療体制を確保するものとします。 

 

２ 医療機関との協議 

消防及び市は、災害発生時における救助・救急活動を円滑に行うため、一般社団法

人逗葉医師会（以下「逗葉医師会」という。）、一般社団法人逗葉歯科医師会（以下

「逗葉歯科医師会」という。）等とあらかじめ次の事項について調整し、確認してお

くものとします。 

項  目 概    要 

協議・確認が 

必要な事項 

１ 災害発生時における連絡体制 

２ 医療機関の収容能力及び受入れ体制 

３ 医療救護班の編成及び現場派遣方法 

４ 医師及び看護師等の動員計画 

５ 現地救護所の設置とその運用 

 

２ 役割の明確化 

県及び市の役割並びに庁内での支援に向けた役割分担や対応部署及びり災証明書発 

行業務体制を確立する。 

 

３ 支援要請の受入れ 

市民や企業からの救援物資の提供や人的、物的支援の要請に対して、円滑に対応で 

きるような受入れ体制を確立する。 

 

 

４ 避難者の受入れ 

避難者を受け入れるための、住居や仕事の確保、支援、個人情報の取扱い及びそれら

を被災者へ広報する手段など、受入体制を整備する。 

 

 

第６節 救急・救助体制の整備 

 

主管課：消防署・国保健康課  

関係期間：逗葉医師会・逗葉歯科医師会・逗葉薬剤師会 

 

１ 救急・救助用資機材等の調達 

消防は、災害発生時における救急・救助に必要な資機材を逐次整備し、機動的な救 

助・救急体制及び災害医療体制を確保するものとする。 

 

２ 医療機関との協議 

消防及び市は、災害発生時における救急・救助活動を円滑に行うため、一般社団法人

逗葉医師会（以下「逗葉医師会」という。）、一般社団法人逗葉歯科医師会（以下「逗葉

歯科医師会」という。）等とあらかじめ次の事項について調整し、確認しておくものと

する。 

項  目 概    要 

協議・確認が 

必要な事項 

１ 災害発生時における連絡体制 

２ 医療機関の収容能力及び受入れ体制 

３ 医療救護班の編成及び現場派遣方法 

４ 医師及び看護師等の動員計画 

５ 現地救護所の設置とその運用 
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６ 現場で必要な救急医薬品及び医療資機材の備蓄、調達並

びに輸送の方法 

７ 傷病者の移送に関する協力体制 

８ その他必要な事項 

 

３ 防災関係機関との協議 

災害発生時における総合的な現場活動体制を確保するため、県警察、自衛隊、横須賀

海上保安部等の防災関係機関と、あらかじめ次の事項について協議し、確認しておくも

のとします。 

項  目 概    要 

協議・確認が 

必要な事項 

１ 災害発生時における交通規制 

２ 自衛隊等の現場派遣部隊等の編成 

３ 現場における任務分担 

４ 現場における指揮の調整方法 

５ 現地救護所の設置とその運用 

６ 現場における各機関相互の連絡体制 

７ 各機関が保有する救急・救助資機材の備蓄及び調達に関

すること 

 

第７節 事業者等に対する指導 

 

主管課：消防予防課 

 

市は、各事業所の災害対応が効果的に行われるよう、事業者等に対する法令事項の指

導に加え、災害防止のための指導を強化します。 

 

１ 防火管理体制の強化 

消防は、各事業所において、各種災害に対する事前対策及び災害時における応急対策

が効果的に実施できるよう、防火管理者講習会などによる指導に努め、各事業所におけ

る防火管理体制の強化を推進します。 

 

 

 

 

２ 予防査察による是正措置 

６ 現場で必要な救急医薬品及び医療資機材の備蓄、調達並

びに輸送の方法 

７ 傷病者の移送に関する協力体制 

８ その他必要な事項 

 

３ 防災関係機関との協議 

災害発生時における総合的な現場活動体制を確保するため、県警察、自衛隊、海上保

安部等の防災関係機関と、あらかじめ次の事項について協議し、確認しておくものとす

る。 

項  目 概    要 

協議・確認が 

必要な事項 

１ 災害発生時における交通規制 

２ 自衛隊等の現場派遣部隊等の編成 

３ 現場における任務分担 

４ 現場における指揮の調整方法 

５ 現地救護所の設置とその運用 

６ 現場における各機関相互の連絡体制 

７ 各機関が保有する救急・救助資機材の備蓄及び調達に関

すること 

 

 

第７節 事業者等に対する指導 

 

主管課：消防予防課 

 

市は、各事業所の災害対応が効果的に行われるよう、事業者等に対する法令事項の指

導に加え、災害防止のための指導を強化する。 

 

１ 防火管理体制の強化 

消防は、各事業所において、各種災害に対する事前対策及び災害時における応急対策

が効果的に実施できるよう、防火管理者講習会などによる指導に努め、各事業所におけ

る防火管理体制の強化を推進する。 
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修正計画 現行計画 

消防は、火災予防上の不備等を早期に発見し、出火危険及び延焼拡大要因を排除す

るため、予防査察により次の事項を主体とした指導を徹底します。 

項  目 概    要 

予防査察による 

是正措置 

１ 防火管理体制の適正な維持 

２ 避難施設及び防火設備の適正管理 

３ 消防用設備等・消火用具等の点検整備 

４ 火気使用設備・器具の安全管理 

５ 危険物等の安全な取扱いと貯蔵 

 

３ 関係法令の改正や災害事例の周知 

消防は、消防法関係法令及び逗子市火災予防条例（昭和 37年逗子市条例第 14号）等

の改正や特に周知を必要とする災害事例に関する説明会や通知を行うことで、関係事

業者等に対する指導を徹底します。 

 

第８節 応急手当の普及啓発 

 
主管課：消防署 
 

１ 応急手当の普及啓発 

消防は、救急隊が到着するまでの間、その場に居合わせた人が心肺蘇生法などの応 

急手当を素早く的確に行い、救命率を向上させるとともに、大規模災害時における市 

民の救護能力の向上のため、応急手当の方法を普及啓発します。 

 

２ 応急手当普及の方針 

普通救命講習、上級救命講習等を計画的に実施するほか、地域における防災訓練や 

市が実施する防災イベント等において、応急手当の方法の普及を図るとともに、事業 

所、自主防災組織、学校教員等に対して応急手当普及員講習を実施することで、災害 

時における応急救護能力の向上を図ります 

 

 

 

 

 

 

 

２ 予防査察による是正措置 

消防は、火災予防上の不備等を早期に発見し、出火危険及び延焼拡大要因を排除す

るため、予防査察により次の事項を主体とした指導を徹底する。 

項  目 概    要 

予防査察による 

是正措置 

１ 防火管理体制の適正な維持 

２ 避難施設及び防火設備の適正管理 

３ 消防用設備等・消火用具等の点検整備 

４ 火気使用設備・器具の安全管理 

５ 危険物等の安全な取扱いと貯蔵 

 

３ 関係法令の改正や災害事例の周知 

消防は、消防法関係法令及び逗子市火災予防条例（昭和 37年逗子市条例第 14号）等

の改正や特に周知を必要とする災害事例に関する説明会や通知を行うことで、関係事

業者等に対する指導を徹底する。 

 

第８節 応急手当の普及啓発 

 
主管課：消防署 
 

１ 応急手当の普及啓発 

消防は、救急隊が到着するまでの間、その場に居合わせた人が心肺蘇生法などの応 

急手当を素早く的確に行い、救命率を向上させるとともに、大規模災害時における市 

民の救護能力の向上のため、応急手当の方法を普及啓発する。 

 

２ 応急手当普及の方針 

普通救命講習、上級救命講習等を計画的に実施するほか、地域における防災訓練や 

市が実施する防災イベント等において、応急手当の方法の普及を図るとともに、事業 

所、自主防災組織、学校教員等に対して応急手当普及員講習を実施することで、災害 

時における応急救護能力の向上を図る。 
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修正計画 現行計画 

第９節 情報通信網の整備 

 
主管課：防災安全課  
関係課：消防署 
 

１ 防災関係機関及び事業所との連絡体制の強化 

市は、防災関係機関及び都市災害の起因となりうる事業所等との連絡体制を定期的 

に確認し、災害発生時における円滑な連絡体制を確保します。 

その他、情報通信網の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３章第１

節を参照。 

 

第 10 節 災害廃棄物等の処理対策 

 
主管課：資源循環課、環境クリーンセンター  
関係機関：県 
 

災害廃棄物等の処理・処分の手順や方法等を定めた逗子市災害廃棄物等処理計画（令

和３年３月）等に基づき、災害時における応急体制の確保に努めます。 

ごみ処理施設の浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努めるとともに、収集

車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努めます。 

簡易トイレやその管理に必要な物品の備蓄に努めるとともに、仮設トイレについて

は、その調達を迅速かつ円滑に行う体制の整備に努めます 

 

１ 一般廃棄物処理施設の浸水対策等 

ごみ処理施設の浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努めるとともに、収集

車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努めます。 

 

２ 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 

生活ごみや災害によって生じた災害廃棄物の一時保管場所である仮置場の配置計

画、災害廃棄物等の処理・処分計画である逗子市災害廃棄物等処理計画（令和３年３

月）に基づき、災害時における応急体制の確保に努めます。 

 

３ 災害時の相互協力体制の整備 

周辺の市町や廃棄物関係団体と調整し、災害時の相互協力体制の整備に努めます。 

 

第９節 情報通信網の整備 

 
主管課：防災課  
関係課：消防署 
 

１ 防災関係機関及び事業所との連絡体制の強化 

市は、防災関係機関及び都市災害の起因となりうる事業所等との連絡体制を定期的 

に確認し、災害発生時における円滑な連絡体制を確保する。 

その他、情報通信網の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３部第２ 

章第２節を参照。 

 

第 10 節 災害廃棄物等の処理対策 

 
主管課：資源循環課・環境クリーンセンター  
関係機関：県 
 

災害廃棄物等の処理・処分の手順や方法等を定めた災害廃棄物等処理計画を策定す

ることなどにより、災害時における応急体制の確保に努める。 

ごみ処理施設及びし尿処理施設の浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努め

るとともに、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努める。 

仮設トイレやその管理に必要な物品の備蓄に努めるとともに、その調達を迅速かつ

円滑に行う体制の整備に努める。 

 

１ 一般廃棄物処理施設の浸水対策等 

ごみ処理施設及びし尿処理施設の浸水対策及び補修等に必要な資機材の備蓄に努め

るとともに、収集車両や機器等を常時整備し、緊急出動できる体制の整備に努める。 

 

２ 災害廃棄物等の処理・処分計画の策定等 

生活ごみや災害によって生じた災害廃棄物の一時保管場所である仮置場の配置計

画、災害廃棄物等の処理・処分計画をあらかじめ策定することなどにより、災害時に

おける応急体制の確保に努める。 

 

３ 災害時の相互協力体制の整備 

周辺の市町や廃棄物関係団体と調整し、災害時の相互協力体制の整備に努める。 
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修正計画 現行計画 

 

第３章 避難体制の整備 
 

節１節 風水害時の避難 

 

主管課：企画課、防災安全課、市民協働課、文化スポーツ課、障がい福祉課、高齢

介護課、国保健康課、都市整備課、教育総務課、社会教育課 

学校教育課、子育て支援課、保育課、療育教育総合センター 

  

１ 風水害時の避難の考え方 

風水害は、地震とは異なり、被害の発生を予測することができるため、事前の避難 

が有効です。 

特に高齢の方や身体に障がいがある方など、避難に手助けが必要な方がいる場合は、 

より早い避難の判断をすることで、被害を未然に防ぐことができます。 

しかし、すでに風雨が強まっている場合には、悪天候の中を避難することで逆に被害

にあってしまうこともあるため、まずは、浸水やがけ崩れの心配があるなら２階に移

る、２階がないならがけとは反対側の部屋に移るなど、自宅での安全対策をとることが

大切です。 

ただし、自宅周辺で浸水やがけ崩れが発生したり、強風で自宅が倒壊する危険がある

場合など、生命に危険が及ぶような場合には、速やかに避難する必要があります。 

 

２ 避難の判断方法  

風水害時の避難は、災害発生の危険度や切迫性に応じて変わり、自らの判断による

「自主避難」と、市長が市民の安全を確保するために発令する「避難指示に基づく避

難」に分けられます 

  

(1) 自主避難をする場合 

ア 避難指示などが発令されていない場合には、まず、自宅や職場で安全確保を行 

います。 

自宅等での安全確保ができない場合や不安を感じる場合は、各自の判断により 

親戚・知人宅や地域活動センターなどへ自主避難を行います。 

 

  イ 市は、原則として、高齢者等避難（警戒レベル３）注を発令する場合は、あわせ 

て早期避難所を開設します。また、気象状況等により高齢者等避難（警戒レベル３） 

の発令が予測される場合にも、必要により、早期避難所を開設します。 

 

第３章 避難体制の整備 
 

第１節 風水害時の避難 

 

主管課：秘書広報課・防災課・生活安全課・市民協働課・文化振興課・障がい福祉

課・介護保険課・児童青少年課・都市整備課・教育総務課・学校教育課・

社会教育課 

 

１ 風水害時の避難の考え方 

風水害は、地震とは異なり、被害の発生を予測することができるため、事前の避難 

が有効である。 

特に高齢の方や身体に障がいがある方など、避難に手助けが必要な方がいる場合は、 

より早い避難の判断をすることで、被害を未然に防ぐことができる。 

しかし、すでに風雨が強まっている場合には、悪天候の中を避難することで逆に被害

にあってしまうこともあるため、まずは、浸水やがけ崩れの心配があるなら２階に移

る、２階がないならがけとは反対側の部屋に移るなど、自宅での安全対策をとることが

大切である。 

ただし、自宅周辺で浸水やがけ崩れが発生したり、強風で自宅が倒壊する危険がある

場合など、生命に危険が及ぶような場合には、速やかに避難する必要がある。 

 

２ 避難の判断方法  

風水害時の避難は、災害発生の危険度や切迫性に応じて変わり、自らの判断による

「自主避難」と、市長が市民の安全を確保するために発令する避難勧告や避難指示に 

基づく「避難勧告などによる避難」に分けられる。 

  

(1) 自主避難をする場合 

避難勧告などが発令されていない場合には、まず、自宅や職場で安全確保を行う。 

自宅等での安全確保ができない場合や不安を感じる場合は、各自の判断により親戚・ 

知人宅や地域活動センターなどへ自主避難を行う。 
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修正計画 現行計画 

  ウ 早期避難所は、原則として次の施設を開設します。 

   ・逗子小学校 

   ・沼間小学校 

   ・久木小学校 

   ・小坪小学校 

   ・池子小学校 

   ・市立体育館（逗子アリーナ） 
注２項「避難情報等と居住者等がとるべき行動」を参照 

 

(2) 避難指示等が発令された場合 

ア 市は、避難指示等を発令した場合には、避難対象世帯を指定して、それに対応 

する指定避難所を開設します。 

イ 指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、指定避難所、 

安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマッ 

プ等を踏まえ、自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判 

断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難 

場所等への避難がかえって危険を伴う場合、屋内の上階への退避を行うことも検 

討します。 

 ※ 指定緊急避難場所等（資料編 ８避難対策参照）の開設状況については、防 

災行政無線、市ホームページ、防災・防犯メール等で周知します。 

 

３ 避難情報等と居住者等がとるべき行動 

（「避難情報に関するガイドライン」内閣府（令和３年５月）を基に作成） 

 

警戒レベルとは、災害発生のおそれの高まりに応じて５段階に分類した「居住者等 

がとるべき行動」と、その「行動を促す情報」（避難情報等：市が発令する避難情報と 

気象庁が発表する注意報等）とを関連付けるものです。 

 

避難情報等 居住者等がとるべき行動等 

【警戒レベル１】 

早期注意情報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：今後気象状況悪化のおそれ 

●居住者等がとるべき行動：災害への心構えを高める 

・防災気象情報等の最新情報に注意する等、災害への心

構えを高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 避難勧告等が発令された場合 

市は、避難勧告等を発令した場合には、避難対象世帯を指定して、それに対応す 

る風水害時避難所を開設する。 

市（消防）職員、警察官、消防団員などによる避難誘導により、開設された風水 

  害時避難所又は親戚・知人宅へ避難する。 

ただし、浸水深が 50cm より深い場合など、屋外へ避難することにより、より危険 

が高まる場合には、屋内の上階への退避を行うことも検討する。 

 

 

３ 避難の三類型での体制 

市は、災害時要援護者の迅速な避難のために、避難勧告、指示に加え「避難準備情 

報」を新設し三類型体制を構築する。 

 

〔三類型の避難勧告等一覧〕 

 発令時の状況 住民に求める行動 

避難準備情報 

要援護者等、特に避難行動に
時間を要する者が避難行動
を開始しなければならない
段階であり、人的被害の発生
する可能性が高まった状況 

・要援護者等、特に避難行動
に時間を要する者は、計画
された避難場所への避難
行動を開始(避難支援者は
支援行動を開始) 

・上記以外の者は、家族等と
の連絡、非常用持出品の用
意等、避難準備を開始 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者
が避難行動を開始しなけれ
ばならない段階であり、人的
被害の発生する可能性が明
らかに高まった状況 

通常の避難行動ができる者
は、計画された避難場所等
への避難行動を開始 
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【警戒レベル２】 

大雨・洪水・高潮注意

報 

（気象庁が発表） 

●発表される状況：気象状況悪化 

●居住者等がとるべき行動：自らの避難行動を確認 

・ハザードマップ等により自宅・施設等の災害リスク、

指定緊急避難場所や避難経路、避難のタイミング等を再

確認するとともに、避難情報の把握手段を再確認・注意

するなど、避難に備え自らの避難行動を確認する。 

【警戒レベル３】 

高齢者等避難 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害のおそれあり 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から高齢者等注１

は避難 

・高齢者等は危険な場所から避難（立退き避難※２又は屋

内安全確保※３）する。 

・高齢者等以外の人も必要に応じ、出勤等の外出を控え

るなど普段の行動を見合わせ始めたり、避難の準備をし

たり、自主的に避難するタイミングである。例えば、地

域の状況に応じ、早めの避難が望ましい場所の居住者等

は、このタイミングで自主的に避難することが望ましい。 

【警戒レベル４】 

避難指示 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害のおそれ高い 

●居住者等がとるべき行動：危険な場所から全員避難 

・危険な場所から全員避難（立退き避難又は屋内安全確

保）する。 

【警戒レベル５】 

緊急安全確保※４ 

（市長が発令） 

●発令される状況：災害発生又は切迫（必ず発令される

情報ではない） 

●居住者等がとるべき行動：命の危険 直ちに安全確保！ 

・指定緊急避難場所等への立退き避難することがかえっ

て危険である場合、緊急安全確保する。 

ただし、災害発生・切迫の状況で、本行動を安全にと

ることができるとは限らず、また本行動をとったとして

も身の安全を確保できるとは限らない。 

 

※１ 避難を完了させるのに時間を要する在宅又は施設利用中の高齢者及び障がいの

ある人等、及びその人の避難を支援する者 

※２ 立退き避難の避難先例 

〇 指定緊急避難場所 

（災害の危険から身の安全を確保するために避難する場所として、あらかじめ市

が指定した施設・場所。小中学校、地域活動センター、ビル等の民間施設、高台・

避難指示 

・前兆現象の発生や、現在の
切迫した状況から、人的被
害の発生する危険性が非常
に高いと判断された状況 

・堤防の隣接地等、地域の特
性等から人的被害の発生す
る危険性が非常に高いと判
断された状況 

・人的被害の発生した状況 

・避難勧告等の発令後で避
難中の住民は、確実な避難
行動を直ちに完了 

・未だ避難していない対象
住民は、直ちに避難行動に
移るとともに、そのいとま
がない場合は生命を守る
最低限の行動 

 
※ 自然現象のため不測の事態等も想定されることから、避難行動は計画された避難場
所等に避難することが必ずしも適切ではなく、事態の切迫した状況等に応じて、自宅
や隣接建物の２階等に避難することもある。 
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津波避難ビル等） 

〇 安全な親戚・知人宅、ホテル・旅館等の自主的な避難先 

（これらが存する場所や避難経路が安全であるかをハザードマップ等であらか 

じめ確認するとともに、遠方にある場合は早めに避難する。） 

※３ 屋内安全確保の行動例 

〇 自宅・施設等の浸水しない上階への移動（垂直避難と呼称されることもある） 

〇 自宅・施設等の浸水しない上層階に留まる（待避） 

※４ 緊急安全確保の行動例（ただし、本行動をとったとしても身の安全を確保でき 

るとは限らない。） 

〇 洪水等、高潮及び津波のリスクがある区域等においては、自宅・施設等の少 

しでも浸水しにくい高い場所に緊急的に移動したり、近隣の相対的に高く堅牢 

な建物等に緊急的に移動する。 

〇 土砂災害のリスクがある区域等においては、自宅・施設等の崖から少しでも 

離れた部屋で待避したり、近隣の堅牢な建物に緊急的に移動する。 

注：居住者等は、既存の防災施設、行政主導のソフト対策には限界があること 

をしっかりと認識するとともに、自然災害に対して「自らの命は自らが守る」

という意識を持ち、自らの判断で主体的な避難行動をとることが必要です。 

 

４ 住民に避難を促す情報と警戒レベル相当情報の表 

警戒レベル 

（避難情報等） 

警戒レベル相当情報 

洪水に関する情報 土砂災害に関する情報 高潮に関する情報 

警戒レベル２ 

（洪水、大雨、高

潮注意報） 

【水位情報がある場合】 

・氾濫注意情報 

【水位情報がない場合】 

洪水警報の危険度分布が

「注意（黄）」 

土砂災害の危険度分布 

が「注意（黄）」 

 

警戒レベル３ 

（高齢者等避難） 

【水位情報がある場合】 

・氾濫警戒情報 

【水位情報がない場合】 

・洪水警報・洪水警報の 

危険度分布（警戒（赤）） 

・大雨警報（土砂災害） 

土砂災害の危険度分 

布（警戒（赤）） 

高潮警報に切り 

替える可能性に言及

する高潮注意報 

警戒レベル４ 

（避難指示） 

【水位情報がある場合】 

・氾濫危険情報 

【水位情報がない場合】 

・洪水警報の危険度分布

（非常に危険（うす紫※

・土砂災害警戒情報 

土砂災害の危険度分 

布（非常に危険・極めて

危険（ うす紫※）） 

・高潮警報 

・高潮特別警報 
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２） 

警戒レベル５ 

（緊急安全確保） 

【水位情報がある場合】 

・氾濫発生情報 

【水位情報がない場合】 

・大雨特別警報（浸水害） 

・大雨特別 

警報（土砂災害） 

・高潮氾濫発生情報 

 

※１ 警戒レベル１については、相当情報がないため省略 

※２ 令和４年度以降「うす紫（非常に危険）」と「濃い紫（極めて危険）」を「紫」に一本 

化し、「危険度分布（黒）」を５相当に位置付け 

 

５ 避難指示等の伝達 

(1) 市は、避難指示等の伝達に際して、対応する警戒レベルや発令の対象者を明確に

し、対象者ごとに警戒レベルに対応したとるべき避難行動がわかるようにするとと

もに、災害の状況及び地域の実情に応じて、防災行政無線や消防団、自主防災組織を

はじめとした効果的、かつ確実な手段を複合的に活用し、避難対象地域の住民に迅速

かつ的確に伝達できるよう努めます。 

また、気象警報、避難指示等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動

に結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討するよう努めます。 

 

（2) 指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、安全な親戚・

知人宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、

自宅等で身の安全を確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」

を行うことや、避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえっ

て危険を伴う場合、「緊急安全確保」を行うべきことについて、市町村は、住民等へ

の周知徹底に努めます。 

 

６ 指定緊急避難場所及び指定避難所の確保及び整備 

(1) 市は、災害種別に応じた指定緊急避難場所及び指定避難所（福祉避難所を含む） 

を指定し、日頃から住民等への周知徹底に努めます。 

また、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができますが、指定緊 

急避難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災害においては当 

該施設に避難することが不適当である場合があることを日頃から住民等へ周知徹底 

するよう努めます。 

(2) 市町村は、県有施設や民間施設等を指定緊急避難場所及び指定避難所として指定 

する場合は、協定等の締結により、施設管理者との役割分担の明確化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 避難勧告等の伝達 

市は、避難勧告等の伝達に際して、災害の状況及び地域の実情に応じて、防災行政無

線やメールサービス、消防団、自主防災組織をはじめとした効果的、かつ確実な手段を

複合的に活用し、避難対象地域の住民に迅速かつ的確に伝達できるよう努める。 

また、気象警報、避難勧告等を住民に周知することにより、迅速・的確な避難行動に

結びつけるよう、その伝達内容等についてあらかじめ検討するよう努める。 
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７ 風水害時の避難体系 

指定緊急避難場所は、風水害による危険度や被害の切迫性に応じて変わります。 

風水害時に落ち着いて身を守れるよう、日頃から、自宅、学校、職場など、自分がよ

く行く場所の立地条件を考慮して、対応をイメージしておくことが大切です。 

 

８ 避難に関する普及啓発 

風水害時に身を守るためには、自宅等における安全確保の方法や指定避難所等の場

所を把握することが大切です。 

そのため、市は指定避難所や避難体系図などを掲載したハザードマップを作成し、 

配布又はホームページ等で公開することにより、普及啓発を実施します。 

 

９ 避難計画の策定 

(1) 避難対象地域の特定 

市は、災害時に安全かつ迅速に避難誘導が行えるよう、あらかじめ避難計画を策  

定し、住民への周知に努めます。その際、河川管理者等と十分協議のうえ、過去の 

洪水・高潮等による浸水実績、土砂災害記録等により、避難対象地域を特定します。 

 

(2) 災害時要配慮者の支援 

市は、「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」（内閣府防災担当    

令和３年５月改定）を参考に、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局、自主防 

災組織の連携のもと、福祉専門職、社会福祉協議会、民生委員、地域住民等の避難 

支援等に携わる関係者と連携して、「逗子市避難行動要支援者避難支援計画（平成 

29 年１月改定）」に基づき、避難行動要支援者に対する具体的な避難方法等につい

ての個別避難計画の策定に努めます。 

 

(3) 避難確保計画の作成 

社会福祉施設等の管理者等は、それぞれの施設の設置目的を踏まえた施設ごと 

の規定（介護保険法等）や災害に対応するための災害ごとの規定（水防法等）に 

基づき、利用者の避難確保計画を含む非常災害対策計画等の作成や避難訓練を実 

施し、市はその支援に努めます。 

 

(4) 浸水想定区域の避難 

市は、洪水予報河川の浸水想定区域の指定があったときは、地域防災計画におい 

５ 風水害時の避難体系 

風水害時の避難場所は、風水害による危険度や被害の切迫性に応じて変わる。 

風水害時に落ち着いて身を守れるよう、日頃から、自宅、学校、職場など、自分がよ

く行く場所の立地条件を考慮して、対応をイメージしておくことが大切である。 

 

６ 避難に関する普及啓発 

風水害時に身を守るためには、自宅等における安全確保の方法や風水害時避難所の 

場所を把握することが大切である。 

そのため、市は風水害時避難所や避難体系図などを掲載した防災マップを作成し、 

配布又はホームページ等で公開することにより、普及啓発を実施する。 

 

７ 避難計画の策定 

(1) 避難対象地域の特定 

市は、災害時に安全かつ迅速に避難誘導が行えるよう、あらかじめ避難計画を策 

定する。その際、河川管理者等と十分協議のうえ、過去の洪水・高潮等による浸

水 

実績、土砂災害記録等により、避難対象地域を特定する。 

 

(2) 災害時要援護者の支援 

市は、「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」を参考に、関係部局、自主防災 

組織等との連携のもと、災害時要援護者に対する具体的な避難支援計画の策定に努 

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 浸水想定区域の避難 

市は、洪水予報河川の浸水想定区域の指定があったときは、地域防災計画におい 

て、当該浸水想定区域ごとに、避難場所やその他円滑かつ迅速な避難の確保を図る 

ために必要な事項を定める。 
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て、当該浸水想定区域ごとに、避難場所やその他円滑かつ迅速な避難の確保を図る 

ために必要な事項を定めます。 

10 避難所の運営 

(1) 市は、県避難所マニュアル策定指針を参考に、男女のニーズの違いや要配慮者等 

の多様な視点などに十分配慮するほか、自主防災組織等地域住民の代表、施設管理 

者及び市職員で構成する避難所運営委員会を設置し避難所運営マニュアルを作成 

するなど、避難所の円滑な運営管理を行います。 

 

(2) 市は、被災者が安心して避難所で避難生活が送れるよう、適切な指定避難所の指 

定の促進と周知の徹底、避難所の生活環境の整備など、必要な対策に努めます 

 

11 住民への周知 

(1) 避難場所、避難経路等の周知 

市は、災害時に安全かつ迅速に避難が行えるよう、地域内の指定緊急避難場所、 

避難経路、避難指示方法について、あらかじめ住民に周知するとともに、早期の自 

主避難の重要性について説明するよう努めます。 

また、二次被害防止のため、避難する際のブレーカーの遮断、ガス栓の閉塞が、 

確実に実施されるよう、日頃から啓発するとともに、電気復旧の通電の際には地域 

における周知に努めます。 

 

(2) 洪水等による浸水想定区域の避難場所等の周知 

市は、洪水予報河川の浸水想定区域の指定があったとき及び洪水等により浸水が 

想定される区域の洪水予報の伝達方法、避難場所その他円滑かつ迅速な避難の確保 

を図るため、必要な事項を住民に周知するよう努めます。 

なお、避難時の周囲の状況等により、屋内に留まっていた方が安全な場合等やむ 

を得ないときは、「屋内安全確保」の安全確保措置を講ずべきことにも留意するもの 

とします。 

 

12 応急仮設住宅等 

(1) 市は、県が迅速に応急仮設住宅を供給するために必要な建設候補地の土地情報 

等の事務に協力します。 

また、災害時における被災者の住居として利用可能な公営住宅や民間賃貸住宅 

などの空室情報の把握に努め、災害時に迅速にあっ旋できるよう、あらかじめ関 

係団体と調整のうえ体制を整備します。 

(2) 市は、従来のプレハブ型の応急仮設住宅のほかに、地元の工務店等を活用した 

(4) 避難場所の確保及び整備 

県有施設や民間施設等を避難場所として指定する場合は、協定等の締結により、 

施設管理者との役割分担の明確化を図る。 

 

８ 避難所の運営 

市は、地震災害対策職員初動マニュアルや県避難所マニュアル策定指針を参考に、 

男女のニーズの違い等の男女双方の視点などに十分配慮するほか、自主防災組織等地 

域住民の代表、施設管理者及び市職員で構成する避難所運営委員会を設置し、避難所 

の円滑な運営を行う。 

 

９ 住民への周知 

(1) 避難場所、避難経路等の周知 

市は、災害時に安全かつ迅速に避難が行えるよう、災害ごとの避難場所、避難経 

路及び避難指示方法について、あらかじめ住民に周知するとともに、早期の自主避 

難の重要性について周知するよう努める。 

また、居住地以外の市町村に避難する被災者が必要な情報や支援・サービスを容 

易かつ確実に受け取ることのできる体制の整備を図る。 

 

(2) 洪水等による浸水想定区域の避難場所等の周知 

市は、洪水予報河川の浸水想定区域の指定があったとき及び洪水等により浸水が 

想定される区域の洪水予報の伝達方法、避難場所その他円滑かつ迅速な避難の確保 

を図るため、必要な事項を住民に周知するよう努める。 

 

 

 

 

10 応急仮設住宅等 

(1) 応急仮設住宅供給体制の整備 

市は、県が迅速に応急仮設住宅を供給するために必要な建設可能地調査等の事務 

に協力する。 

また、災害時における被災者の住居として利用可能な公営住宅や民間賃貸住宅な 

どの空室情報の把握に努め、災害時に迅速にあっ旋できるよう、あらかじめ体制を 

整備する。 

市は、従来のプレハブ型の応急仮設住宅のほかに、地元の工務店等を活用した新 

たな工法や供給体制についても検討する。 
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工法や供給体制についても検討します。 

 (3) 市は、災害時に罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査担 

当者の育成、他の地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入れ体 

制の構築等を計画的に進めるなど、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の 

整備に努めます。 

 

13 広域避難 

市は、大規模災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、発災時の具体的な避難・ 

受入れ方法等を検討します。 

また、避難場所を指定する際に合わせて広域避難用にも供することについて定め 

るなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定 

しておくよう努めます。 

 

14 ペット対策 

市は、ペット同行避難のルールを作成し、地域住民にそれを周知します。また、避難 

所におけるペット同行については、鳴き声、臭い、毛の飛散、アレルギー対策、衛生面 

に関する問題等が発生することから、飼育スペース、ケージの確保や、飼い主の管理 

責任など、注意事項を可能な限り具体的に検討し、避難所運営マニュアルに位置づけ 

ます。 

 

15 感染症対策 

(1) 市は新型コロナウイルス感染症を含む感染症の自宅療養者等の被災に備えて、県 

との連携の下、自宅療養者等の避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行うとと 

もに、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよ 

う努めます。  

(2) 市は、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、平常時から、指定避 

難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者が発生した場合の 

対応を含め、防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な措置を講じるよ 

う努めます。また、必要な場合には、国や独立行政法人等が所有する研修施設、ホ 

テル・旅館等の活用を含めて県に要請し、可能な限り多くの避難所の開設に努める 

ものとします。 

(3) 市は、指定避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、 

避難者の健康管理や避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難 

所レイアウト等の必要な措置を講じるよう努めます。 

 

 

 

 

 

11 広域避難 

市は、大規模災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、発災時の具体的な避難・ 

受入れ方法等を検討します。 

また、避難場所を指定する際に合わせて広域避難の用にも供することについて定め 

るなど、他の市町村からの被災者を受け入れることができる施設等をあらかじめ決定 

しておくよう努める。 

 

12 ペット対策 

市は、県作成の「災害時動物救護活動マニュアル」を参考にしてペットに関する情 

報提供をし、活動を支援する。 

また、避難所におけるペットの扱いについては、鳴き声、臭い、アレルギー対策、 

衛生面に関する問題などから、生活スペースから離れた場所でケージにおいて飼育 

するなどの注意事項を可能な限り避難所運営マニュアルに位置づける。 
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第２節 帰宅困難者対策 

 
主管課：企画課、防災安全課  
関係機関：県、警察、自衛隊、東日本旅客鉄道(株)、京浜急行電鉄(株) 
 

１ 一斉帰宅抑制の周知 

大規模災害発生直後においては、救助・救急、消火及び緊急輸送などの応急活動を 

迅速に行う必要があることから、帰宅困難者の発生を抑制するため「むやみに移動を 

開始しない」という基本原則の市民、企業、学校、関係団体などへの周知を図り、一斉 

帰宅抑制の徹底を促します。 

 

２ 企業等の取組の促進 

企業等に対し、従業員などを一定期間事業所等内に留めるために必要となる水、食 

料、物資等の備蓄促進を図ります。 

 

３ 避難対策 

市は、県と連携して帰宅困難者用の一時滞在施設の確保に努めるとともに、開設基 

準や運営マニュアルの作成及び一時滞在施設における飲料水等の計画的な備蓄を進め 

ます。 

帰宅困難者が発生した場合の地域ごとの対応を検討・協議するため、市内の駅等を 

中心に、市、鉄道事業者、警察、駅周辺事業者等で構成する地域協議会の設置を進め 

ます。 

帰宅困難者用の一時滞在施設の場所の周知や災害時の施設への円滑な誘導等の対応 

を図るため、平常時から鉄道事業者等との連携を強化します。また、鉄道事業者との情

報伝達体制を確保するとともに、帰宅困難者に対して携帯電話やインターネット等を

活用し迅速に情報を提供できるよう、対策の検討を行います。 

また、観光客等の帰宅困難者に対する避難については、逗子市観光協会、観光事業者

等と連携し、対策を講じます。 

 

４ 訓練の実施 

市は、関係機関の協力を得て、帰宅困難者用の一時滞在施設の迅速な開設、開設状 

況の広報、運営管理のための訓練を実施します。 

 

 

第２節 帰宅困難者対策 

 
主管課：秘書広報課・防災課  
関係機関：県・警察・自衛隊・東日本旅客鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 
 

１ 一斉帰宅抑制の周知 

大規模災害発生直後においては、救助・救急、消火及び緊急輸送などの応急活動を 

迅速に行う必要があることから、帰宅困難者の発生を抑制するため「むやみに移動を 

開始しない」という基本原則の市民、企業、学校、関係団体などへの周知を図り、一 

斉帰宅抑制の徹底を促す。 

 

２ 企業等の取組の促進 

企業等に対し、従業員などを一定期間事業所等内に留めるために必要となる水、食 

料、物資等の備蓄促進を図る。 

 

３ 避難対策 

市は、県と連携して帰宅困難者用の一時滞在施設の確保に努めるとともに、開設基 

準や運営マニュアルの作成及び一時滞在施設における飲料水等の計画的な備蓄を進め 

る。 

帰宅困難者が発生した場合の地域ごとの対応を検討・協議するため、市内の駅等を 

中心に、市、鉄道事業者、警察、駅周辺事業者等で構成する地域協議会の設置を進め 

る。 

帰宅困難者用の一時滞在施設の場所の周知や発災時の施設への円滑な誘導等の対応 

を図るため、平常時から鉄道事業者等との連携を強化する。また、鉄道事業者との情報

伝達体制を確保するとともに、帰宅困難者に対して携帯電話やインターネット等を活

用し迅速に情報を提供できるよう、対策の検討を行う。 

また、観光客等の帰宅困難者に対する避難については、逗子市観光協会、観光事業者

等と連携し、対策を講じる。 

 

４ 訓練の実施 

市は、関係機関の協力を得て、帰宅困難者用の一時滞在施設の迅速な開設、開設状 

況の広報、運営管理のための訓練を実施する。 
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第３節 災害時要配慮者に対する対策 

 

主管課：防災安全課、市民協働課、社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課 

教育総務課、学校教育課、子育て支援課、保育課 

 

 

１ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画等の作成 

(1) 市は、要配慮者のうち、避難について特に支援が必要な住民である「避難行動要 

支援者」の把握に努め、生命又は身体を災害から守るために行う措置の基礎となる 

「避難行動要支援者名簿」及び「個別避難計画」の作成及び活用を図ります。 

 

(2) 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画に基づき、避難行動要支援者を適切に避 

難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平 

常時より避難行動要支援者に関する情報の把握・共有、避難誘導体制の整備を図り 

ます。 

(3) 市は防災安全課や福祉担当課など関係課の連携の下、福祉専門職、社会福祉協議 

会、民生委員等、地域住民等の避難支援等に携わる関係者と連携して、名簿情報に 

係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう努 

めます。 

 

(4) 市は、消防機関、都道府県警察、民生委員等、社会福祉協議会、自主防災組織など 

避難支援等に携わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の 

同意がある場合には、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講じて、あ 

らかじめ個別避難計画を提供するものとします。 

また、個別避難計画が作成されていない避難行動要支援者についても、避難支援 

等が円滑かつ迅速に実施されるよう、関係者への必要な情報の提供、関係者間の事 

前の協議・調整その他の避難支援体制の整備などの必要な配慮をします。 

 

２ 避難誘導、搬送等 

(1) 市及び施設の管理者は、避難行動要支援者の避難誘導、搬送等について、自主防災 

組織、近隣居住者、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、 

ボランティア等の協力を得て、迅速かつ安全に行えるよう努めます。 

 

第３節 災害時要援護者に対する対策 

 

主管課：防災課・社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課・保育課 

 

次のほか、災害時要援護者に対する対策については、地震津波対策計画編第３部第５

章を参照。 

 

情報の把握・共有等 

災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を行うため、地域住民、自主防災組織

等の協力を得ながら、平常時より災害時要援護者に関する情報の把握・共有、避難誘導

体制の整備を図る。 
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(2) 市及び避難支援者は避難行動要支援者を速やかに避難誘導し、安否確認を行うた 

め、情報伝達体制の整備、避難支援計画の策定、避難誘導体制の整備、避難訓練の実 

施を図ります。 

 

３ 避難対策 

(3) 市は、指定避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者等の 

要配慮者が、必要な生活支援を受けられるなど安心した生活ができる体制を整備し 

た福祉避難所の指定に努めます。 

(4) 市は、設備・体制が整った高齢者福祉施設等を活用するため、あらかじめ施設 

管理者と災害時の対応について協定を結ぶことに努めます。 

 

４ 社会福祉施設等の対策 

(5) 社会福祉施設等の管理者等は、災害時に迅速・的確な対応を行うため、それぞれ 

の施設の設置目的を踏まえた施設ごとの規定（介護保険法等）や災害に対応するた 

めの災害ごとの規定（水防法等）に基づき、利用者の避難確保計画を含む非常災害 

対策計画を作成するとともに、防災組織を強化し、市との緊急連絡体制の確保や地 

域住民、自主防災組織等との連携に努めます。 

特に、逗子市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所 

有者又は管理者は、水防法等の規定により、避難確保計画を作成し市町村へ提出す 

るとともに、避難訓練を実施します。 

(6) 社会福祉施設等の管理者等は、施設の職員や利用者に対して、災害に関する基礎 

的知識や災害時対応について、理解や関心を深めるため防災教育や避難訓練等を実 

施します。 

 

５ 外国人への対応 

市は、指定緊急避難場所及び指定避難所等の標識を設置する場合は、日本産業規格 

に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の種別に対応した避難場所である 

かを明示し、標識の見方について、あらかじめ周知に努めます。 
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第４節 風水害時避難所 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 浸水想定区域における避難対策等 

 

主管課：防災安全課、都市整備課 

 

浸水想定区域における水位情報の伝達方法、避難場所、その他洪水時の円滑かつ迅速

な避難の確保を図るために必要な事項を以下により定めます。 

 

１ 浸水想定区域の指定 

水防法第 14 条に基づき、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害の 

軽減を図るため、河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨により、本市域の二 

級河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域を指定し、浸水想定区域図を公表し 

ます。 

第４節 風水害時避難所 

 

主管課：秘書広報課・防災課・市民協働課・文化振興課・障がい福祉課・介護保険

課・児童青少年課・教育総務課・学校教育課・社会教育課 

 

風水害時避難所とは、大雨や台風などの風水害により自宅が被害を受けるなど、避難

が必要となった者が一時的に避難する施設である。 

 

１ 風水害時避難所の指定及び指定解除 

市は、浸水や土砂災害からの安全性を考慮して風水害時避難所を指定する。また、 

指定した施設に変更があった場合や浸水想定区域などの警戒を要する区域指定があっ 

た場合は、必要に応じて風水害時避難所の変更等を実施する。 

 

 

２ 自主避難者受入れ体制の整備 

市は、住民から自主避難を希望する旨の連絡があった場合に備えて、市施設におけ 

る受入方法や、各地域の地域活動センターへの連絡方法など、自主避難者の受入体制 

を整備する。 

 

 

 

 

 

第５節 浸水想定区域における警戒避難体制の整備 

 

主管課：防災課・河川下水道課 

 

浸水想定区域における水位情報の伝達方法、避難所、その他洪水時の円滑かつ迅速な

避難の確保を図るために必要な事項を以下により定める。 

 

１ 浸水想定区域の指定 

水防法第 14 条に基づき、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保し、水害による被害の 

軽減を図るため、河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨により、本市域の二 

級河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域を指定し、浸水想定区域図を公表す 

る。 
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２ 浸水想定区域の周知 

市は、市内の二級河川について県が作成した浸水想定区域図において、住家に浸水 

が予想されている田越川について、当該浸水想定区域における水位情報の伝達方法、 

避難所等その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項等 

を定めた土砂災害等ハザードマップを作成・公表します。 

 

 

３ 情報の伝達 

浸水想定区域における情報の伝達体制は次のとおりです。 

項  目 概     要 

防災行政無線 防災行政無線放送により、大雨警報などを伝達する。 

防災・防犯メール 防災行政無線の放送内容をメールにより配信する。 

テレホンサービス 防災行政無線の放送内容を自動音声により案内する。 

湘南ビーチＦＭ 
湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送により大雨警報などを伝達す

る。 

広報車 水位情報、避難指示等を対象区域に伝達する。 

各戸への巡回 
避難勧指示等の対象世帯に対し、必要に応じて現場に職員を派

遣して避難を呼びかける。 

市ホームページ 必要な情報をホームページに掲載する。 

 

 

 

 

 

第５節 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

 

主管課：防災安全課、都市整備課 

関係機関：県 

本市では、平成 29 年に施行された土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域にお

ける避難情報等の伝達方法、避難所、その他災害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために必要な事項を以下により定めます。 

 

 

２ 浸水想定区域の周知 

市は、市内の二級河川について県が作成した浸水想定区域図において、住家に浸水 

が予想されている田越川について、当該浸水想定区域における水位情報の伝達方法、 

風水害時避難所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項等 

を定めた洪水ハザードマップを作成・公表する。 

 

 

３ 情報の伝達 

浸水想定区域における情報の伝達体制としては次のとおり。 

項  目 概     要 

防災行政無線 防災行政無線放送により、大雨警報などを伝達する。 

防災情報メール 防災行政無線の放送内容をメールにより配信する。 

テレホンガイド 防災行政無線の放送内容を自動音声により案内する。 

湘南ビーチＦＭ 
湘南ビーチＦＭ放送の割込み放送により大雨警報などを伝達

する。 

広報車 水位情報、避難勧告及び避難指示を対象区域に伝達する。 

各戸への巡回 
避難勧告及び避難指示の対象世帯に対し、必要に応じて現場に

職員を派遣して避難を呼びかける。 

市ホームページ 必要な情報をホームページに掲載する。 

 

４ 地下街等及び要援護者施設に対する水位情報の伝達 

水防法第 15 条第 1項の規定に基づく、地下街等及び要援護者施設への情報伝達につ 

いては、本章第７節に定めるところによる。 

 

第６節 土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備 

 

主管課：防災課・都市整備課 

関係機関：県 

本市では、平成 13年に施行された土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域にお

ける避難情報等の伝達方法、避難所、その他災害時の円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ために必要な事項を以下により定める。 
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１ 土砂災害警戒区域の指定 

県は、土砂災害により住民等に危害が生じるおそれのある区域を調査し、調査結果 

を公表するとともに、関係市町村長の意見を聴いたうえで、土砂災害警戒区域として 

指定します。 

さらに、県は、土砂災害により住民等に著しい危害が生じるおそれのある区域を調 

査し、調査結果を公表するとともに、関係市町村長の意見を聴いたうえで、土砂災害 

特別警戒区域に指定します。 

 

２ 土砂災害等ハザードマップの作成 

市は、土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備の一環として、土砂災害警戒 

区域、高潮浸水想定区域及び指定避難所等を地図上に示した「土砂災害等ハザードマ 

ップ」を作成し、公表することで、風水害時における避難の普及啓発を行い、市民の 

防災意識の向上を図ります。 

 

３ 情報の伝達 

土砂災害警戒区域における情報の伝達体制としては前節３のとおり。 

 

 

 

 

 

第６節 要配慮者利用施設における避難対策等 

 

主管課：防災安全課、社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課、国保健康課 

教育総務課、学校教育課、子育て支援課、保育課・療育教育総合センター 

 

逗子市地域防災計画に名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設の所有者又は 

管理者は、急傾斜地の崩壊等が発生するおそれがある場合における当該要配慮者利用 

施設を利用している者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の 

措置に関する計画を作成し、作成した計画について市長に報告します。また、当該計 

画に基づき、避難誘導等の訓練を実施します。 

 

 

 

 

１ 土砂災害警戒区域の指定 

県は、土砂災害防止法に基づき、土砂災害のおそれがある区域として「土砂災害警 

戒区域（イエローゾーン）」を指定する。 

 

 

 

 

 

２ 土砂災害ハザードマップの作成 

市は、土砂災害警戒区域における警戒避難体制の整備の一環として、土砂災害警戒 

区域や風水害時避難所等を地図上に示した「土砂災害ハザードマップ」を作成し、公 

表することで、風水害時における避難の普及啓発を行い、市民の防災意識の向上を図 

る。 

 

３ 情報の伝達 

土砂災害警戒区域における情報の伝達体制としては前節３のとおり。 

 

４ 要援護者施設に対する配慮 

災害時要援護者施設への情報伝達については、本章第 6節に定める。 

 

 

第７節 要援護者施設に対する情報伝達体制の整備 

 

主管課：防災課・社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課・保育課・児童青少年課 
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１ 要配慮者利用施設の範囲 

水防法及び土砂災害防止法に規定する、社会福祉施設、学校、医療施設その他の主 

として防災上の配慮を要する者が利用する施設で、当該施設の利用者の災害時の円滑 

かつ迅速な避難を確保する必要があると認められる施設（以下、「要配慮者利用施設」 

という。）の範囲は以下のとおりです。 

項  目 概     要 

要配慮者利用

施設の範囲 

１ 社会福祉施設 

老人福祉施設、有料老人ホーム、認知症対応型老人共 

同生活援助事業の用に供する施設、身体障害者社会 

参加支援施設、障害者支援施設、地域活動支援センタ 

ー、福祉ホーム、障害福祉サービス事業の用に供する 

施設、保護施設、児童福祉施設、障害児通所支援事業 

の用に供する施設、児童自立生活援助事業の用に供 

する施設、放課後児童健全育成事業の用に供する施 

設、子育て短期支援事業の用に供する施設、一時預か 

り事業の用に供する施設、児童相談所、母子・父子福 

祉施設、母子健康包括支援センター、その他これらに 

類する施設 

 

２ 学校 

幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学 

校、特別支援学校 

 

３ 医療施設（有床に限る） 

病院、診療所、助産所 

 

 

２ 要配慮者利用施設への情報伝達 

市は、第４節の３に示す通常の伝達方法のほか、「緊急通信ＦＡＸ」により関連施設 

に対して避難情報や水位情報などの情報伝達を実施します。 

 

 

１ 要援護者施設の範囲 

水防法及び土砂災害防止法に規定する、主として高齢者、障がい者、乳幼児その他 

の特に防災上の配慮を必要とする者が利用する施設で、当該施設の利用者の災害時の 

円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認められる施設（以下、「要援護者施設」 

という。）の範囲は以下のとおり。 

項  目 概     要 

要援護者施設 

の範囲 

１ 社会福祉施設（老人福祉施設、身体障がい者施設、児

童福祉施設、保護施設、母子福祉施設、その他これらに

類する施設） 

２ 幼稚園、ろう学校、盲学校、養護学校 

３ 病院、診療所、助産所（有床に限る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 要援護施設への情報伝達 

市は、第４節の３及び第５節の３に示す通常の伝達方法のほか、「緊急通信ＦＡＸ」 

により関連施設に対して避難情報や水位情報などの情報伝達を実施する。 
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第４章 災害医療・防疫体制等の強化 

 
災害医療・防疫体制等の強化に係る事項については、地震津波対策計画編第３章第５

節を参照。 

 

第５章 防災体制の強化 
   

第１節 初動体制の強化 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

風水害時における被害を軽減するためには、警戒、初動段階における気象警報等の伝

達や事前の対策が非常に重要です。本市では、以下により風水害時における配備体制等

の強化を推進します。 

 

１ 職務代理者の事前指定 

警戒・初動活動期において、幹部職員が参集するまでの間の意思決定を遅滞なく行 

うため、市長及び各部長の職務代理者を事前に定めることとします。 

被代理者 職務代理者とその順位 

市 長 

（災害対策本部長） 

第１順位 副市長 

第２順位 消防長 

第３順位 経営企画部長 

第４順位 総務部長 

第５順位 市民協働部長 

第６順位 福祉部長 

各部長 各部局活動細部計画で指定する。 

 

２ 災害対策本部室の代行機能の整備 

市は、災害対策本部が被災した場合を想定して、通信機器の整備、職員の搬送手段 

の確保など、災害対策本部代行機能の充実を図ります。 

 

第４章 災害医療・防疫体制等の強化 

 
災害医療・防疫体制等の強化に係る事項については、地震津波対策計画編第３部第６

章を参照。 

 

第５章 防災体制の強化 
 

第１節 初動体制の強化 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

風水害時における被害を軽減するためには、警戒、初動段階における気象警報等の伝

達や事前の対策が非常に重要である。本市では、以下により風水害時における配備体制

等の強化を推進する。 

 

１ 職務代理者の事前指定 

警戒・初動活動期において、幹部職員が参集するまでの間の意思決定を遅滞なく行 

うため、市長及び各部長の職務代理者を事前に定めることとする。 

被代理者 職務代理者とその順位 

市 長 

（災害対策本部長） 

第１順位 副市長 

第２順位 消防長 

第３順位 経営企画部長 

第４順位 総務部長 

第５順位 市民協働部長 

第６順位 福祉部長 

各部長 各部局活動細部計画で指定する。 

 

２ 災害対策本部室の代行機能の整備 

市は、災害対策本部が被災した場合を想定して、通信機器の整備、職員の搬送手段 

の確保など、災害対策本部代行機能の充実を図る。 
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３ 市、防災関係機関の組織体制の充実 

市及び防災関係機関は、被害の実態や被災後の時間経過に伴う対策に即応できるよ 

う、災害対策本部等防災組織体制の充実を図ります。また、庁舎等が被災した場合の代

替施設の確保に努めます。 

 

４ 業務継続体制の確保 

市及び関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及び 

災害に対する安全性の確保に努めるとともに、自家発電設備等の整備を図り、十分な 

期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努める。また、通信途絶時に備えた衛 

星携帯電話の整備などの非常用通信手段の確保に努めます。 

発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、退職者の活用等による人材確保に努 

めます。 

 

第２節 防災に関する組織体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除（第３部 第３章と統合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市、防災関係機関の組織体制の充実 

市及び防災関係機関は、被害の実態や被災後の時間経過に伴う対策に即応できるよ 

う、災害対策本部等防災組織体制の充実を図る。また、庁舎等が被災した場合の代替 

施設の確保に努める。 

 

 

 

 

（第２部 第５章 第２節とから移動） 

 

 

 

 

第２節 防災に関する組織体制 

 

主管課：防災課 

 関係課：関係各課 

 

本市では、次の組織体制により災害応急対策を行うものとする。 

災害発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、災害時

に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体制と

事後の対応力の強化を図る必要があることから、業務継続計画の策定などにより、業務

継続性の確保を図る。また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な人員や

資機材の継続的な確保、定期的な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄

積や状況の変化等に応じた体制の見直し、計画の改定などを行う。 

 

１ 災害対応組織の種類 

 

(1) 警戒体制 （第 1次体制） 

平常時の活動を維持しつつ、事態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必要な対 

策が行える体制をとる。 

 

(2) 災害警戒本部設置体制 （第 2次体制） 

被害状況の把握及び必要な応急対策を実施する。その他の職員は待機する。災害 

の状況により、災害対策本部を設置する。 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除（第３部 第３章と統合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 災害対策本部設置体制 （第 3次体制） 

災害対策本部を設置し、全職員で災害対策に当たる。 

 

２ 災害配備職員の事前指定 

風水害時の出動体制としては、設置体制ごとに区分されている発令者による配備指

令が発令された場合において、円滑に職員が参集を行うため、次の部局は、それぞれ事

前に出動職員を指名するものとする。 

 

 (1) 出動体制の種別と発令基準 

〔風水害時〕 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

警戒体制 第 1次体制 

大雨・洪水・暴風・大雪・

暴風雪の警報のいずれか

が発表されたとき。 

防災課職員、消防長

があらかじめ指定

した消防職員及び

環境都市部長があ

らかじめ指定した

職員 

部 長 

災害警戒

本部設置

体 制 

第 2次体制 

大雨・洪水・暴風・大雪・

暴風雪の警報のいずれか

が発表され、かつ、市内

で災害が発生するおそれ

のあるとき又は発生した

とき。 

警戒体制出動職員：

各部の部長、次長及

び各部の部長があ

らかじめ指定した

職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体 制 

第 3次体制 

市内に大規模な災害の発

生するおそれのあるとき

又は発生したとき。 

全職員 市 長 

 

〔事故災害時〕 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

警戒体制 第 1次体制 

他部局との連携・調整が必

要となる事故災害の通報

などを受けたとき。 

防災課職員及び消

防長があらかじめ

指定した消防職員 

部 長 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除（第３部 第３章と統合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害警戒

本部設置

体 制 

第 2次体制 

事故災害による被害が発

生したとき、又はそのおそ

れがあるとき。 

警戒体制出動職員

各部の部長、次長及

び各部の部長があ

らかじめ指定した

職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体 制 

第 3次体制 

事故災害による被害が多

発又は重大な被害が発生

したとき、又はそのおそれ

があるとき。 

全職員 市 長 

 

(2) 風水害時等における出動体制の指定 

風水害等において、出動体制が発令された場合、平常時の活動を維持しつつ、事 

態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必要な対策が行える体制をとることとする。 

 

(3) 参集対象者と参集場所 

各体制に指定された職員は、参集時において傷病等で応急活動に従事することが 

困難である者、その他本部長が認める者を除いて、各勤務場所、その他職員初動マ 

ニュアルに基づく指定場所に参集する。 

なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、本庁舎又は市の施設 

に参集し、現地統括者の指示を仰ぐものとする。 

 

(4) 勤務時間外に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間外に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

ては、テレビ、ラジオ、防災行政無線、ＭＣＡ無線、各課の緊急連絡網等により、あ 

らかじめ指定された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行動に移る。 

 

(5) 勤務時間内に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間内に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

て防災課による庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等からの指示により配 

備に移行する。 

 

 

３ 災害対策本部等の組織と事務分掌 

災害対策本部の組織及び事務分掌は、逗子市災害対策本部の設置及び運営に関する 

要綱（昭和 40 年 6月 18 日施行）に定めるところによる。 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

削除（第３部 第３章と統合） 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 防災関係機関相互の連携強化 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

 防災・危機管理に関する協議会等への参画 

本市及び防災関係機関は、市域における災害予防及び災害応急対策の推進を図るた 

め、防災及び危機管理に関する協議会等への参画を行うことにより、相互の連携強化 

を図るものとします。 

 

 

４ 訓練等の実施 

風水害等による災害の発生を想定した参集訓練、災害対策本部の運営訓練など、災 

害発生時に災害対応組織が円滑に機能することを目的として、各種訓練を実施する。 

 

５ 業務継続体制の確保 

市及び関係機関は、それぞれの機関の防災中枢機能を果たす施設・設備の充実及び 

災害に対する安全性の確保に努めるとともに、自家発電設備等の整備を図り、十分な 

期間の発電が可能となるような燃料の備蓄等に努める。また、通信途絶時に備えた衛 

星携帯電話の整備などの非常用通信手段の確保に努める。 

発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、退職者の活用等による人材確保に努 

める。 

 

第３節 防災関係機関相互の連携強化 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

 防災・危機管理に関する協議会等への参画 

本市及び防災関係機関は、市域における災害予防及び災害応急対策の推進を図るた 

め、防災及び危機管理に関する協議会等への参画を行うことにより、相互の連携強化 

を図るものとする。 
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第６章 災害に強い人づくりの推進    
 

第１節 防災知識の普及啓発 

 

主管課：企画課、防災安全課、市民協働課、学校教育課 

関係課：関係各課  

 

行政機関の関係者及び自主防災組織、地域住民が、風水害に対する正しい知識を持つ

ことを目的として、次のとおり防災知識の普及啓発に努めます。 

 

１ 本市職員への防災教育 

市民の生命、身体及び財産を災害から守るという、本市の最も重要な責務を遂行す 

るため、本市職員に対して計画的に防災教育を行うことで、職員の防災に関する知識 

を高め、災害時における適切な判断力や行動力を身につけます。 

災害時における参集、配備及び応急活動における役割等を周知するとともに、専門 

的知見を有する防災担当職員の確保及び育成を図るため、防災研修、防災講演会等に 

より防災教育を行います。 

災害時に感染症が発生した場合の対応について、職員に対して様々な被災場面を想 

定した研修等を実施します。 

 

２ 市民への防災知識の普及 

 

(1） 市は、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底や，地域の災害リスクととる 

べき避難行動等についての住民の理解を促進するため，行政主導のソフト対策の 

みでは限界があることを前提とし、住民主体の取組を支援・強化することにより、 

社会全体としての防災意識の向上を図ります。 

 

(2) 本市及び防災関係機関は、市民等を対象として、防災知識の普及・啓発や防災意 

識の高揚を図ります。なお、普及・啓発に際しては、災害時要配慮者への防災知 

識の普及について十分に配慮します。 

 

(3) 市は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、 

大災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に 

保存するとともに、広く一般に閲覧できるよう公開に努めます。また、災害に関す 

 

第６章 災害に強い人づくりの推進 
 

第１節 防災意識の普及啓発 

 

主管課：秘書広報課・防災課・市民協働課・学校教育課 

関係課：関係各課  

 

行政機関の関係者及び自主防災組織、地域住民が、風水害に対する正しい知識を持つ

ことを目的として、次のとおり防災知識の普及啓発に努める。 

 

１ 本市職員への防災教育 

市民の生命、身体及び財産を災害から守るという、本市の最も重要な責務を遂行す 

るため、本市職員に対して計画的に防災教育を行うことで、職員の防災に関する知識 

を高め、災害時における適切な判断力や行動力を身につける。 

災害時における参集、配備及び応急活動における役割等を周知するとともに、専門 

的知見を有する防災担当職員の確保及び育成を図るため、防災研修、防災講演会等に 

より防災教育を行う。 

災害時に感染症が発生した場合の対応について、職員に対して様々な被災場面を想 

定した研修等を実施する。 

 

２ 市民への防災知識の普及 

 

 

 

 

 

 

本市及び防災関係機関は、市民等を対象として、次のとおり防災知識の普及・啓発 

や防災意識の高揚を図る。なお、普及・啓発に際しては、災害時要援護者への防災知 

識の普及について十分に配慮する。 

市は、過去に起こった大災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大 

災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存 

するとともに、広く一般に閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する石碑や 

モニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 
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修正計画 現行計画 

る石碑やモニュメント等の持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努めます。 

普及方法（例） 普及事項 

自主防災組織等に対する防災

講話 
・気象や風水害に関する知識 
・災害に対する日頃の備え 
・自宅における安全確保の方法 
・風水害時における避難の判断方法 
・安否情報の確認方法 
・自主防災活動の重要性 
・逗子市等、防災機関の災害対策 
・その他必要な事項 

ハザードマップ等の作成・配布 

防災パンフレットなどの作成・

配布 

広報誌の活用 

テレビ、ラジオ、新聞等の活用 

防災講演会の開催 

 

(4) 市は、防災週間や防災関連行事等を通じ、住民に対し、災害時のシミュレーショ 

ン結果等を示しながらその危険性を周知するとともに、以下の事項について普及啓 

発を図ります。 

ア 警報等発表時や緊急安全確保、避難指示、高齢者等避難の発令時にとるべき行 

 動 

イ 避難行動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認 

識、正常性バイアス等を克服し、避難行動を取るべきタイミングを逸することな 

く適切な行動をとること。 

ウ 指定緊急避難場所、安全な親戚・知人宅や職場、ホテル・旅館等の避難場所、避 

難経路等の確認 

エ 様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中等）で災害時にとるべき行動、避難 

場所や避難所での行動 

オ 災害時の家族内の連絡体制等（連絡方法や避難ルールの取決め等）について、 

あらかじめ決めておくこと。 

カ 家屋が被災した際に、片付けや修理の前に、家屋の内外の写真を撮影するなど、 

生活の再建に資する行動 

 

 

 

 

 

普及方法（例） 普及事項 

自主防災組織等に対する防災

講話 
・気象や風水害に関する知識 
・災害に対する日頃の備え 
・自宅における安全確保の方法 
・風水害時における避難の判断方法 
・安否情報の確認方法 
・自主防災活動の重要性 
・逗子市等、防災機関の災害対策 
・その他必要な事項 

防災マップ等の作成・配布 

防災パンフレットなどの作成・

配布 

広報誌の活用 

テレビ、ラジオ、新聞等の活用 

防災講演会の開催 
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修正計画 現行計画 

３ 市民がとるべき措置 

風水害による被害を最小限にとどめるため、市民一人一人が日頃から努めるべき事 

項を以下に示します。 

項  目 概    要 

市民が 

取るべき 

措置 

・ 防災知識を高める 

・ 地域で行う防災訓練へ積極的に参加する 

・ 自宅の立地条件（土砂災害危険箇所等）を把握する 

・ 窓ガラス等の飛散防止措置及びブロック塀の倒壊防止 

・ 発災時に持ち出す非常食や飲料水、ラジオ、懐中電灯、乾

電池、医薬品などの非常用持ち出し品の準備 

・ 自宅等で避難生活をおくるための最低３日分（推奨１週間

分）の食料や飲料水、携帯トイレ、その他生活用品などの

非常用備蓄品の準備 

・ 風水害時における家族の役割分担、連絡方法、避難場所の

確認などを話し合う 

 

４ 家庭における身近な防災対策等の普及 

横浜地方気象台と連携して竜巻等の突風災害について、竜巻注意情報等の意味や内 

容、被害の特徴、身の守り方などの普及・啓発を行います。 

地域の防災的見地からの防災アセスメント(注)を行い、地域住民の適切な避難や防 

災活動に資する防災マップ、防災ハンドブック、啓発資料等を作成し、住民等に配布 

するとともにおでかけ円卓フォーラムを実施するなど、防災知識の普及啓発に努めま 

す。 

(注) 防災アセスメントとは、災害誘因(地震、台風、豪雨等)、災害素因(急傾斜地、

軟弱地盤、危険物施設の集中地域等)、災害履歴、土地利用の変遷などを考慮して

総合的かつ科学的に地域の災害危険性を把握する作業のことです。 

 

５ 学校における防災教育の推進 

自然災害等の危険に際して自らの命を守りぬくため主体的に行動する態度を育成 

し、支援者となる視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるために、 

各教科、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など学校教育活動全体を通じて、児童 

生徒の発達段階に応じた防災教育を家庭・地域社会と連携しながら推進します。また、

教職員の危機対応能力の向上を図るための研修を充実させます。 

 

 

３ 市民がとるべき措置 

風水害による被害を最小限にとどめるため、市民一人一人が日頃から努めるべき事 

項を以下に示す。 

項  目 概    要 

市民が 

取るべき 

措置 

・ 防災知識を高める 

・ 地域で行う防災訓練へ積極的に参加する 

・ 自宅の立地条件（土砂災害危険箇所等）を把握する 

・ 窓ガラス等の飛散防止措置 

・ 発災時に持ち出す非常食や飲料水、ラジオ、懐中電灯、医

薬品などの非常用持ち出し品の準備 

・ 自宅等で避難生活をおくるための最低３日分の食料や飲料

水、その他生活用品などの非常用備蓄品の準備 

・ 風水害時における家族の役割分担、連絡方法、避難場所の

確認などを話し合う 

 

 

４ 家庭における身近な防災対策等の普及 

横浜地方気象台と連携して竜巻等の突風災害について、竜巻注意情報等の意味や内 

容、被害の特徴、身の守り方などの普及・啓発を行う。 

地域の防災的見地からの防災アセスメント(注)を行い、地域住民の適切な避難や防 

災活動に資するハザードマップ、防災ハンドブック、啓発資料等を作成し、住民等に 

配布するとともにおでかけ円卓フォーラムを実施するなど、防災知識の普及啓発に努 

める。 

(注) 防災アセスメントとは、災害誘因(地震、台風、豪雨等)、災害素因(急傾斜地、

軟弱地盤、危険物施設の集中地域等)、災害履歴、土地利用の変遷などを考慮して

総合的かつ科学的に地域の災害危険性を把握する作業のことです。 

 

 

５ 学校での防災教育の推進 

自然災害等の危険に際して自らの命を守りぬくため主体的に行動する態度を育成 

し、支援者となる視点から安全で安心な社会づくりに貢献する意識を高めるために、 

各教科、道徳、総合的な学習の時間、特別活動など学校教育活動全体を通じて、児童 

生徒の発達段階に応じた防災教育を家庭・地域社会と連携しながら推進する。また、教

職員の危機対応能力の向上を図るための研修を充実させる。 
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修正計画 現行計画 

 

削除（重複） 

 

 

 

 

６ 自主的な防災活動の普及 

災害時におけるボランティア活動及び自主的な防災活動の普及のため、「防災とボラ 

ンティアの日」（１月 17日）及び「防災とボランティア週間」（１月 15日～１月 21 日） 

において、市及び防災関係機関が協力して講演会、講習会、展示会等の行事を実施し 

ます。 

 

７ 企業等の防災体制の確立等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（施設利用者、従業員等の生命の安全確保、二 

次災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業におい 

て災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう 

努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、予測被害からの復旧計画策定、 

各計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引 

先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなどの防 

災活動の推進に努めます。 

 

第２節 防災訓練の実施 

 

主管課：防災安全課、消防署 

関係課：関係各課 

 

災害時において、的確な行動をとるためには、日頃から災害を想定した訓練を積み重

ねておくことが重要です。 

本市における防災訓練は、次のとおり実施するものとします。 

 

１ 多様な訓練の実施 

(1) 地域の実情を踏まえ、大規模災害を想定した広域防災訓練や市町村域・コミュニ 

ティレベルで多様な場面を想定した防災訓練を実施します。 

また、災害時要配慮者や被災時の男女のニーズの違い等の男女双方の視点などに

十分配慮した防災訓練や避難訓練を実施します。 

６ 帰宅困難者に関する普及啓発 

大規模災害発生直後においては、救助・救急、消火及び緊急輸送などの応急活動を 

迅速に行う必要があることから、帰宅困難者の発生を抑制するため「むやみに移動を 

開始しない」という基本原則の市民、企業、学校、関係団体などへの周知を図り、対応 

の徹底を促す。 

 

７ 自主的な防災活動の普及 

災害時におけるボランティア活動及び自主的な防災活動の普及のため、「防災とボラ 

ンティアの日」（１月 17日）及び「防災とボランティア週間」（１月 15日～１月 21 日） 

において、市及び防災関係機関が協力して講演会、講習会、展示会等の行事を実施す 

る。 

 

８ 企業等の防災体制の確立等 

企業は、災害時の企業の果たす役割（施設利用者、従業員等の生命の安全確保、二次 

災害の防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において 

災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定・運用するよう努 

めるとともに、防災体制の整備、防災訓練の実施、予測被害からの復旧計画策定、各 

計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への対応、取引先 

とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組みを継続的に実施するなどの防災 

活動の推進に努めます。 

 

第２節 防災訓練の実施 

 

主管課：防災課・消防署 

関係課：関係各課 

 

災害時において、的確な行動をとるためには、日頃から災害を想定した訓練を積み重

ねておくことが重要である。 

本市における防災訓練は、次のとおり実施するものとする。 

 

１ 多様な訓練の実施 

(1) 市は、地域の実情を踏まえ、大規模災害を想定した広域防災訓練や市町村域・コ 

ミュニティレベルで多様な場面を想定した防災訓練を実施する。 

また、災害時要援護者や被災時の男女のニーズの違い等の男女双方の視点などに十

分配慮した防災訓練や避難訓練を実施する。 
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修正計画 現行計画 

 

(2) 様々な場面を想定した災害対策本部等の運営訓練、情報受伝達訓練、職員の緊急参

集訓練、図上訓練等を重ね、非常時に臨機応変に対応できるよう努めます。 

 

(3) 新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対

応に備え、感染症対策に配慮した避難所開設・運営訓練を積極的に実施します。 

 

２ 実践的な訓練の実施 

積極的かつ継続的に防災訓練を実施します。実施にあたっては、訓練の目的 

を設定した上で、災害やその被害の想定を明らかにするとともに、あらかじめ設定し 

た訓練効果が得られるように訓練参加者、使用する資機材及び実施時間等の訓練環境 

などについて具体的な設定を行い、避難所設置訓練や避難行動要支援者にも参加して 

もらうなど災害時を想定した実動訓練等や参加者自身の判断も求められる内容を盛り 

込むなど実践的な訓練となるように努めます。 

また、訓練後には、訓練成果を取りまとめ、課題等を明らかにし、必要に応じ体制 

等の改善を行うとともに、次回の訓練に反映させるよう努めます。 

 

３ 地域特性に応じた訓練の実施 

 

(1) 県警察、自衛隊や民間の救護組織と連携して防災訓練を実施します。 

 

(2) 関係機関の協力を得て、帰宅困難者用の一時滞在施設の迅速な開設、開設状況の広

報、運営管理のための訓練を実施します。 

 

(3) 消防活動が円滑に行えるよう、消火、救出救助、避難誘導等の訓練を実施します。 

 

(4) 特に、災害発生時の初期対応の徹底を図るため、自主防災組織育成基本方針に定 

める情報収集・伝達、避難、救出救護、消火訓練を重点的に実施します。 

 

４ 防災訓練の種類 

 

(1) 本市職員及び防災関係機関の訓練 

計画的に防災訓練を行うことで、職員及び組織の災害対応能力を高め、災害時に 

おける混乱の中でも適切に判断し、行動できる力を身につけます。 

なお、訓練の実施に当たっては、防災関係機関や応援職員との連携を考慮するこ 

 

(2) 市は、様々な場面を想定した災害対策本部等の運営訓練、情報受伝達訓練、職員の

緊急参集訓練、図上訓練等を重ね、非常時に臨機応変に対応できるよう努める。 

 

 

 

 

２ 実践的な訓練の実施 

市は、積極的かつ継続的に防災訓練を実施する。実施にあたって、訓練の目的を設 

定した上で、災害やその被害の想定を明らかにするとともに、あらかじめ設定した訓 

練効果が得られるように訓練参加者、使用する器材及び実施時間等の訓練環境などに 

ついて具体的な設定を行い、参加者自身の判断も求められる内容を盛り込むなど実践 

的な訓練となるように努める。 

また、訓練後には、訓練成果を取りまとめ、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等 

の改善を行うとともに、次回の訓練に反映させるよう努める。 

 

 

３ 地域特性に応じた訓練の実施 

 

(1) 市は、県警察や民間の救護組織と連携して防災訓練を実施する。 

 

(2) 市は、関係機関の協力を得て、帰宅困難者用の一時滞在施設の迅速な開設、開設状

況の広報、運営管理のための訓練を実施する。 

 

(3) 市は、消防活動が円滑に行えるよう、消火、救出救助、避難誘導等の訓練を実施す

る。 

 

(4) 市は、特に、災害発生時の初期対応の徹底を図るため、自主防災組織育成基本方針

に定める情報収集・伝達、避難、救出救護、消火訓練を重点的に実施する。 

 

４ 防災訓練の種類 

 

(1) 本市職員及び防災関係機関の訓練 

市民の生命、身体及び財産を災害から守るという、本市の最も重要な責務を遂行 

するため、計画的に防災訓練を行うことで、職員及び組織の災害対応能力を高め、 
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計画・マニュアルの修正 

改善策の提案 

訓練の評価・反

Plan 

Action 
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Do 

各種訓練の実施 
図上訓練 

実働・実務者訓練 

計画・マニュアルの修正 

改善策の提案 

訓練の評価・反

Plan 

Action 

Check 

Do 

各種訓練の実施 
図上訓練 

実働・実務者訓練 

修正計画 現行計画 

とにより実災害に即した訓練を行います。 

 

 

(2) 市民が行う防災訓練 

自宅における安全確保行動、避難指示等発令時における避難、災害時配慮者の 

安否確認や避難支援など、実災害を強くイメージした防災訓練を実施します。 

 

５ 災害対応能力向上の PDCA サイクル 

各種防災訓練を活用し、下図のサイクルにより災害対策の向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 学校における防災訓練の充実 

学校における防災訓練は、地震に関する対応や知識の習得はもとより、気象や風水 

害に関する知識、日頃の備え、風水害時における避難の判断方法など、風水害に関す 

る防災知識の普及啓発をあわせて実施することで、自助力・共助力を育成します。 

 

第３節 災害ボランティア活動の環境整備 

 

関係機関：県、社会福祉協議会 

 

災害ボランティア活動の環境整備に関する事項については、地震津波対策計画編第

３章第８節を参照。 

 

災害時における混乱の中で、適切に判断し行動できる力を身につける。 

なお、訓練の実施に当たっては、防災関係機関や応援職員との連携を考慮するこ 

とで、より実災害に即した訓練とする。 

 

(2) 市民が行う防災訓練 

自宅における安全確保行動、避難勧告等発令時における避難、災害時要援護者の 

安否確認や避難支援など、実災害を強くイメージした防災訓練を実施する。 

 

５ 災害対応能力向上の PDCA サイクル 

本市では、各種防災訓練を活用し、下図のサイクルにより災害対策の向上を図る。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

６ 学校における防災訓練の充実 

学校における防災訓練は、地震に関する対応や知識の習得はもとより、気象や風水 

害に関する知識、日頃の備え、風水害時における避難の判断方法など、風水害に関す 

る防災知識の普及啓発をあわせて実施することで、自助力・共助力を育成する。 

 

第３節 災害ボランティア活動の環境整備 

 

関係機関：県・社会福祉協議会 

 

災害ボランティア活動の環境整備に関する事項については、地震津波対策計画編第

３部第９章第３節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第７章 災害に強い地域づくりの推進 
 

第１節 自主防災活動の促進 

 

主管課：防災安全課、市民協働課  

関係課：消防総務課、消防署 

 

市は、自主防災組織育成・強化を図り、消防団とこれらの組織との連携等を通じて地

域コミュニティの防災体制の充実を図るものとします。また、研修の実施などによる防

災リーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境整備などにより、これらの組織

の日常的な活動や、訓練の実施を促します。その際、女性の参画の促進に努めます。 

風水害時における活動には、地震津波対策計画編第３章第９節を準用するほか、次の

ような事前行動が求めらます。 

 

１ 風水害時の活動 

  

(1) 情報の収集及び伝達 

風水害では、被害の及ぶ切迫性が現れてから、いかにすばやく避難を開始できる 

かがカギとなるため、正確な情報収集・伝達が重要となります。 

なお、風水害時に伝達される災害情報については、次のようなものがあります。 

○ 気象庁・気象台が発表する情報 

 ・ 特別警報（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪） 

 ・ 気象注意報（大雨や洪水、強風、雷、高潮等） 

 ・ 気象警報（大雨や洪水、暴風、高潮等） 

 ・ その他河川管理者などからの情報にも注意する必要があります。 

○ 避難に関する情報 

 ・ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保 

特に、風水害時の高齢者等避難や避難指示等の情報は、防災行政無線放送等 

が雨音でかき消される等、確実に住民に伝わらない場合もあるため、自主防災組織 

等が早目にこうした情報を住民に伝える必要があります。 

 

(2) 避難及び避難所運営 

風水害時の避難及び避難所運営については、特に被害の発生した地域によって、次 

のような状況が想定されるため、被害情報を正確に把握し、安全な避難経路での避難、 

 

第７章 災害に強い地域づくりの推進 
 

第１節 自主防災活動の促進 

 

主管課：防災課・市民協働課  

関係課：消防総務課・消防署 

 

市は、自主防災組織育成・強化を図り、消防団とこれらの組織との連携等を通じて地

域コミュニティの防災体制の充実を図るものとする。また、研修の実施などによる防災

リーダーの育成、多様な世代が参加できるような環境整備などにより、これらの組織の

日常的な活動や、訓練の実施を促す。その際、女性の参画の促進に努める。 

風水害時における活動には、地震津波対策計画編第３部第 10章第１節のほか、次の

ような事前行動が求められる。 

 

１ 風水害時の活動 

  

(1) 情報の収集及び伝達 

風水害では、被害の及ぶ切迫性が現れてから、いかにすばやく避難を開始できる 

かがカギとなるため、正確な情報収集・伝達が重要となる。 

なお、風水害時に伝達される災害情報については、次のようなものがある。 

○ 気象庁・気象台が発表する情報 

 ・ 特別警報（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪） 

 ・ 気象注意報（大雨や洪水、強風、雷、高潮等） 

 ・ 気象警報（大雨や洪水、暴風、高潮等） 

 ・ その他河川管理者などからの情報にも注意する必要がある。 

○ 避難に関する情報 

 ・ 避難準備情報（要援護者避難情報）・避難勧告・指示 

特に、風水害時の避難準備情報や避難勧告・指示の情報は、防災行政無線放送等 

が雨音でかき消される等、確実に住民に伝わらない場合もあるため、自主防災組織 

が早目にこうした情報を住民に伝える必要がある。 

 

(2) 避難及び避難所運営 

風水害時の避難及び避難所運営については、特に被害の発生した地域によって、次 

のような状況が想定されるため、被害情報を正確に把握し、安全な避難経路での避難、 
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及び避難所開設への行動が求められます。 

なお、開設される避難所は、地域によって地震災害時とは異なる場合もあることに 

注意するとともに、次の点について留意する必要があります。 

○ 浸水等により、避難所及び周辺の衛生状態が著しく悪化するおそれがある。 

○ 浸水等により、地階や低層階に保管されている備蓄物資等が使用できなくなるお 

それがある。 

 

(3) 自主防災組織の育成 

  市は、自主防災組織の育成・強化を図るため、県と連携してリーダーの育成に努め

るとともに、自主防災組織への女性の参加の促進に努めます。 

また、県と連携したリーダー研修等を開催し、自主防災組織の育成、強化を図るとと

もに、自主防災組織の防災資機材等の整備に努めます。 

 

(4) 消防団の機能強化 

市は、消防団への現役世代や高校生、大学生などの若い人々や女性の入団を進める 

ため、市民や事業者に対し地域防災や消防団活動の重要性に関する普及啓発に努める 

とともに、将来の消防団活動を担う児童・生徒などの地域防災に関する理解を促進しま

す。 

また、消防団員の確保及び資機材等の整備を進め、消防団の充実強化に努めます。 

 

第２節 事業者の防災活動の促進 

 

主管課：防災安全課、消防総務課、消防署 

 

事業者の防災活動の促進に関する事項については、地震津波対策編第３章第９節の

２を参照。 

 

第３節 災害時要配慮者対策の推進 

 

主管課：防災安全課、社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課、教育総務課 

学校教育課、子育て支援課、保育課 

 

災害時要配慮者の避難支援については、避難行動要支援者も含めて、まずは一人ひと

りが自分や家族の身は自分で守るという意識のもとに行う「自助」、そのうえで隣近所

への声かけや安否確認、さらに自主防災組織などによる組織的な安否確認、避難誘導等

避難所開設への行動が求められる。 

なお、開設される避難所は、地域によって地震災害時とは異なる場合もあることに 

注意するとともに、次の点について留意する必要がある。 

○ 浸水等により、避難所及び周辺の衛生状態が著しく悪化するおそれがある。 

○ 浸水等により、地階や低層階に保管されている備蓄物資等が使用できなくなるお 

それがある。 

 

(3) 自主防災組織の育成 

  市は、自主防災組織の育成・強化を図るため、県と連携してリーダーの育成に努め

るとともに、自主防災組織への女性の参加の促進に努める。 

また、県と連携したリーダー研修等を開催し、自主防災組織の育成、強化を図るとと

もに、自主防災組織の防災資機材等の整備に努める。 

 

(4) 消防団の機能強化 

市は、消防団への現役世代や高校生、大学生などの若い人々や女性の入団を進める 

ため、市民や事業者に対し地域防災や消防団活動の重要性に関する普及啓発に努める 

とともに、将来の消防団活動を担う児童・生徒などの地域防災に関する理解を促進す 

る。 

また、消防団員の確保及び資機材等の整備を進め、消防団の充実強化に努める。 

 

第２節 事業者の防災活動の促進 

 

主管課：防災課・消防総務課・消防署 

 

事業者の防災活動の促進に関する事項については、地震津波対策編第３部第 10章第

２節を参照。 

 

第３節 災害時要援護者対策の推進 

 

主管課：防災課・社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課・保育課 

 

 

地域には、災害発生時において、臨機応変に避難を判断し行動することが難しく、避

難生活に支障が予想される寝たきりや認知症の高齢者や障がい者が暮らしている。 

本市では、こうした方やその家族、地域住民が安心して生活することができるよう、



第２部 災害予防計画 

第７章 災害に強い地域づくりの推進 

74 

 

修正計画 現行計画 

の「共助」が確実に行われる取組が重要となります。 

 

避難行動要支援者に対する支援に係る事項については、地震津波対策計画編第３章

第４節を参照。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時要援護者対策を推進する。 

 

 

 

 

 

 

１ 災害時要援護者の区分 

災害時要援護者を次のとおり区分する。 

区 分 対  象  者 

高 齢 者 高齢者ひとり暮らし台帳に掲載されている者 

障 が い 者 障がい者台帳に掲載されている者 

社会福祉施設 

幼 稚 園 等 
入所・通所・通園などをしているもの 

ふ れ あ い 

スクール利用

者 

ふれあいスクール利用者（学校休業時等） 

そ の 他 手上げ方式で希望するもの 

 

２ 本市の役割 

災害時要援護者に対する支援の内容は、次のとおり。 

区 分 実 施 事 項 

本 市 の 役 割 

１ (仮)「逗子市災害時要援護者避難支援計画」の作成 
２ 災害時要援護者・避難支援者情報の共有化 
３ 情報伝達体制の整備 
４ 福祉避難所の指定、開設 
５ 福祉避難所の不足を補うための民間の社会福祉施 
設と災害時の応援協定 

６ 福祉避難所の設備・資機材の整備 
７ 関係機関、団体等との連携強化 

 

３ 地域の支援者、市民の役割 

災害時要援護者支援を円滑に行うに当たって、地域の支援者や市民が実施する事項 
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は次のとおりである。 

区 分 実 施 事 項 

地 域 の 支 援 者 

市 民 の 役 割 

１ 自治会・町内会、自主防災組織、民生委員・児童委
員及び社会福祉協議会などは、市から提供された避難
行動要支援者の名簿情報をもとに、災害時要援護者を
支援する体制を整備する。 

２ 名簿情報の提供を受けた者は、名簿情報の管理を適
切に管理するとともに、災害時には、これを活用した
要援護者の安否確認、避難支援などを行う。 

３ 市民は、地域における要援護者支援を行政との相互
協力のもと、主体的に取り組む。 

 

４ 要援護者施設等における安全確保 

自力では歩行できない高齢者、身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者が入 

所あるいは通所している社会福祉施設、保育園や幼稚園等の施設管理者は、次のとお 

り災害対策を実施する。 

区  分 基 本 方 針 

立地条件の確認 
土砂災害警戒区域や土砂災害危険箇所など、施設の立

地条件を確認する。 

備 蓄 等 の 推 進 

ライフライン等の機能停止の際にも、施設入所者の生

活維持ができるよう、非常発電設備や非常用給水タン

クの設置や、非常用食料、生活必需品や医薬品などの

備蓄に努める。 

防災計画の策定 

職員の任務分担、動員計画、気象情報等の入手方法、

立地条件に応じた入所者の安全確保方法、避難方法等

を詳細に定めた実効ある防災計画を作成する。 

緊急連絡体制の整

備 

災害時に保護者、家族等と確実に連絡が取れるよう、

緊急連絡網や安否確認の方法を整備する。また、災害

発生時の関係機関への迅速な連絡が行えるよう、緊急

時の情報伝達の手段、方法を定めておくとともに、携

帯電話のメール等、災害時におけるふくそう・通話規

制時においても使用可能な通信手段とその運用方法

の整備に努める。 
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第４節 学校における防災体制の整備 

 

主管課：教育総務課、学校教育課 

 

学校等における防災体制の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３

章第６節を参照。 

 

 

第５節 保育所等の防災対策 

 

主管課：保育課 

 

保育所等の防災対策に関する事項については、地震津波対策計画編第３章第６節を

参照。 

 

 

第６節 男女共同参画の推進 

 

  主管課：防災安全課、市民協働課 

 

男女共同参加の推進に関する事項については、地震津波対策計画編第３章第９節を

参照。 

近隣施設等との 

協 定 の 締 結 

近隣施設等と入所者の一時受入れに関する協定を締

結するなど、災害時に施設外への避難が必要な場合に

備えた体制整備に努める。 

防 災 教 育 

防災訓練の充実 

職員が、災害時に適切な行動をとれるよう定期的に防

災教育を行うとともに、入所者の状況に応じた防災訓

練を行う。 

地 域 社 会 

と の 連 携 

災害時における避難行動を円滑に行うため、日頃から

地域にとけ込んだ施設となるように努め、地域住民と

の連携を強め、災害時においては協力が得られるよう

な体制づくりに努める。 

施設入居者への 

防災知識の普及 

施設の入居者に対して、管理者から災害時における対

応を平素から周知徹底する。 

 

第４節 学校における防災体制の整備 

 

主管課：教育総務課・学校教育課 

 

学校等における防災体制の整備に関する事項については、地震津波対策計画編第３

部第 10章第４節を参照。 

 

 

第５節 保育所等の防災対策 

 

主管課：保育課 

 

保育所等の防災対策に関する事項については、地震津波対策計画編第３部第 10章第

５節を参照。 

 

 

第６節 男女共同参画の推進 

 

  主管課：防災課・生活安全課 

 

男女共同参加の推進に関する事項については、地震津波対策計画編第３部第 10章第

６節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第３部 災害応急対策計画 

 

第１章 災害応急対策の基本方針 

 

第１節 災害応急対策の概要 

 

主管課：防災安全課 

関係課：関係各課 

 

１ 災害応急対策とは 

災害応急対策とは、「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災害の発生を 

防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するために行う」ことであり、消 

防・水防、警報の発表、避難指示等の発令、被災者の救援救助、都市機能の応急復旧 

等をその具体的な内容とします。 

 

２ 風水害時における応急期の定義 

災害前後の時間経過から、風水害時における応急対策の実施時期を次のとおり定義 

します。（ただし、被害の程度により数日前後することがあります。） 

区  分 時間の目安 重 点 事 項 

警  戒  期 

気象警報等の

発表から本部

設置まで 

職員の動員、情報収集、自主避難の受入体制、配

備指令の検討、水防活動（発生防止） 

初動活動期 
本部設置から 2

日間程度 

職員の動員、拠点・避難所の開設、被害情報の収

集、避難指示、人命救助、水防活動（拡大防止） 

応急活動期 3 日～7日程度 避難所運営の安定化、インフラ等の復旧 

復旧活動期 8 日目以降 被災者の生活再建、復興施策の計画及び実行 

 

３ 都市災害時における応急期の定義 

災害前後の時間経過から、都市災害時における応急対策の実施時期を次のとおり定

義します。（ただし、被害の程度により数日前後することがあります。） 

 

 

第３部 災害応急対策計画 

 

第１章 災害応急対策の基本方針 

 

第１節 災害応急対策の概要 

 

主管課：防災課 

関係課：関係各課 

 

１ 災害応急対策とは 

災害応急対策とは、「災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災害の発生を 

防御し、又は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するために行う」ことであり、消 

防・水防、警報の発表、避難勧告等の発令、被災者の救援救助、都市機能の応急復旧 

等をその具体的な内容とする。 

 

２ 風水害時における応急期の定義 

災害前後の時間経過から、風水害時における応急対策の実施時期を次のとおり定義 

する。（ただし、被害の程度により数日前後することがある。） 

区  分 時間の目安 重 点 事 項 

警  戒  期 

気象警報等の

発表から本部

設置まで 

職員の動員、情報収集、自主避難の受入体制、配

備指令の検討、水防活動（発生防止） 

初動活動期 
本部設置から 2

日間程度 

職員の動員、拠点・避難所の開設、被害情報の収

集、避難勧告・指示、人命救助、水防活動（拡大

防止） 

応急活動期 3 日～7日程度 避難所運営の安定化、インフラ等の復旧 

復旧活動期 8 日目以降 被災者の生活再建、復興施策の計画及び実行 

 

３ 都市災害時における応急期の定義 

災害前後の時間経過から、都市災害時における応急対策の実施時期を次のとおり定

義する。（ただし、被害の程度により数日前後することがある。） 
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修正計画 現行計画 

 

第２節 災害応急対策活動の方針 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

１ 活動の基本方針 

風水害における災害応急対策活動全般における基本方針を次のとおり定義します。 

区  分 概    要 

直前対策の 

重 要 性 

気象警報等の情報の伝達による自宅内での安全確保、被害を未然

に防止するための水防活動など、被害発生前の対策が重要である。 

人命の優先 

発災後は、避難指示の発令及び避難誘導、事故等発生場所周辺に

対する警戒区域等の設定、救出救助など、市民の生命、身体を災

害から保護することを最優先とする。 

臨機応変な 

対   応 

災害の態様は様々であり、事前に策定された防災計画やマニュア

ルどおりに物事が進むとは限らないため、常に状況把握を行い、

状況に応じた的確な判断と迅速な行動が求められる。 
 

区  分 時間の目安 重 点 事 項 

警 戒 期 

事故等の発生から、本編に

基づく応急対策が必要と

なったときまで 

事故原因者、防災関係機関及び市民

通報からの情報収集などによる被害

状況の把握及び必要な応急活動体制

の検討 

初動活動期 

事故等の発生により本編

に基づく応急対策が必要

となったときから、消防活

動又は人命救助活動の終

了まで 

職員の動員、被害情報の収集、避難指

示、警戒区域等の設定、避難誘導、人

命救助、医療救護、消防活動、交通規

制など 

応急活動期 

第３部及び第５部に規定

する災害応急対策計画が

終了するまで 

医療救護、避難所の運営、漏えいした

危険物等の除去、避難指示等の解除

の判断、被害を受けた施設等の応急

復旧 

復旧活動期 

第３部及び第５部に規定

する災害応急対策計画が

終了した以降 

被災者の生活再建、復旧・復興施策の

計画及び実行 

 

第２節 災害応急対策活動の方針 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

１ 活動の基本方針 

風水害における災害応急対策活動全般における基本方針を次のとおり定義する。 

区  分 概    要 

直前対策の 

重 要 性 

気象警報等の情報の伝達による自宅内での安全確保、被害を未然

に防止するための水防活動など、被害発生前の対策が重要である。 

人命の優先 

発災後は、避難勧告・指示の発令及び避難誘導、事故等発生場所

周辺に対する警戒区域等の設定、救出救助など、市民の生命、身

体を災害から保護することを最優先とする。 

臨機応変な 

対   応 

災害の態様は様々であり、事前に策定された防災計画やマニュア

ルどおりに物事が進むとは限らないため、常に状況把握を行い、

状況に応じた的確な判断と迅速な行動が求められる。 
 

区  分 時間の目安 重 点 事 項 

警  戒  期 

事故等の発生から、本編に

基づく応急対策が必要とな

ったときまで 

事故原因者、防災関係機関及び市民通

報からの情報収集などによる被害状

況の把握及び必要な応急活動体制の

検討 

初動活動期 

事故等の発生により本編に

基づく応急対策が必要とな

ったときから、消防活動又

は人命救助活動の終了まで 

職員の動員、被害情報の収集、避難勧

告・指示、警戒区域等の設定、避難誘

導、人命救助、医療救護、消防活動、

交通規制など 

応急活動期 

第３部及び第５部に規定す

る災害応急対策計画が終了

するまで 

医療救護、避難所の運営、漏えいした

危険物等の除去、避難勧告等の解除の

判断、被害を受けた施設等の応急復旧 

復旧活動期 

第３部及び第５部に規定す

る災害応急対策計画が終了

した以降 

被災者の生活再建、復旧・復興施策の

計画及び実行 
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修正計画 現行計画 

 

第２章 災害対応組織の設置 
 

第１節 災害対策本部の設置 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、必要に応

じて逗子市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置し、災害応急対策

を総合的に推進します。 

 

１ 災害対策本部の設置基準 

市長（市長が登庁できないときは、第２部第４章第１節の１に規定する代理者）

は、災害による被害が多発又は重大な被害が発生したとき、又はそのおそれがあると

きは、災害対策基本法第 23条第 1項に基づき、災害対策本部を設置します。 

 

２ 災害対策本部の設置場所 

災害対策本部は、次の場所に設置します。 

区  分 概    要 

設置場所 
逗子市逗子５丁目２番 16号 

逗子市役所庁舎庁議室 

 

３ 災害対策本部の設置通知 

災害対策本部を設置した場合は、以下により通知します。 

区  分 概    要 

関係各課 

関係機関 

市は、災害対策本部を設置した場合は、その旨を関係各課、

県、隣接市町及び警察署その他防災関係機関に連絡する。 

報道機関 
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、報道機関に

災害対策本部の設置を発表する。 

看板等による標示 
市は、本部室入口及び庁舎の主要な入口に、看板等により災

害対策本部が設置した旨を標示する。 

 

 

 

第２章 災害対応組織の設置 
 

第１節 災害対策本部の設置 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、必要に応

じて逗子市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）を設置し、災害応急対策

を総合的に推進する。 

 

１ 災害対策本部の設置基準 

市長（市長が登庁できないときは、第２部第４章第１節の１に規定する代理者）

は、災害による被害が多発又は重大な被害が発生したとき、又はそのおそれがあると

きは、災害対策基本法第 23条第 1項に基づき、災害対策本部を設置する。 

 

２ 災害対策本部の設置場所 

災害対策本部は、次の場所に設置する。 

区  分 概    要 

設置場所 
逗子市逗子５丁目２番 16号 

逗子市役所庁舎庁議室 

 

３ 災害対策本部の設置通知 

災害対策本部を設置した場合は、以下により通知する。 

区  分 概    要 

関係各課 

関係機関 

市は、災害対策本部を設置した場合は、その旨を関係各課、

県、隣接市町及び警察署その他防災関係機関に連絡する。 

報道機関 
災害対策本部長（以下「本部長」という。）は、報道機関に

災害対策本部の設置を発表する。 

看板等による標示 
市は、本部室入口及び庁舎の主要な入口に、看板等により災

害対策本部が設置した旨を標示する。 
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修正計画 現行計画 

４ 災害対策本部の廃止 

本部長は、災害応急対策が概ね完了したと認める場合は、災害対策本部を縮小し、

又は廃止することができます。 

なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記３に準じて関係者等に通知します。 

 

第２節 災害対策本部の組織及び運営 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

災害対策本部の組織及びその運営は、逗子市災害対策本部条例（昭和 39年逗子市

条例第 13号）の規定に基づき、逗子市災害対策本部の設置及び運営に関する要綱に

より定めます。 

その概要は、次のとおりです。 

１ 災害対策本部の組織及び事務分掌 

 

 (1) 災害対策本部の組織 

地震津波対策計画編第４章第２節を参照。 

 

 (2) 災害対策本部の事務分掌 

災害対策本部の各対策班及び地区防災拠点における事務分掌は、次に定めるほ 

か、各部で作成している初動マニュアルに準じるものとします。 

 

部 班 分担業務 

経営企画対策部 各班共通 １ 応急対策特命に関すること。 

２ 他部の応援に関すること。 

総括班 １ 災害対策本部の設置及び運営に関すること。 

２ 災害対策本部の庶務に関すること。 

３ 国、県及び防災関係機関との通信に関すること。 

４ 防災関係機関への応援要請に関すること。 

５ 復旧・復興計画の立案及び調整に関すること。 

６ 警戒区域の設定に係わる事務に関すること。 

７ 庁舎内等のコンピューター関連施設の保持に関す

ること。 

８ 所掌不明事項に係る総合調整に関すること。 

情報班 １ 各部との連絡調整に関すること。 

４ 災害対策本部の廃止 

本部長は、災害応急対策が概ね完了したと認める場合は、災害対策本部を縮小し、

又は廃止することができる。 

なお、災害対策本部を廃止した場合は、上記３に準じて関係者等に通知する。 

 

第２節 災害対策本部の組織及び運営 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

災害対策本部の組織及びその運営は、逗子市災害対策本部条例（昭和 39年逗子市

条例第 13 号）の規定に基づき、逗子市災害対策本部の設置及び運営に関する要綱に

より定める。 

その概要は、次のとおり。 

１ 災害対策本部の組織及び事務分掌 

 

 (1) 災害対策本部の組織 

地震津波対策計画編第４部第２章第２節を参照。 

 

 (2) 災害対策本部の事務分掌 

災害対策本部の各対策班及び地区防災拠点における事務分掌は、次に定めるほ 

か、各部で作成している初動マニュアルに準じるものとする。 

 

部 
部長に 

充てる者 

副部長に 

充てる者 
班 分担業務 

本部事務局 経営企画部長 経営企画部次

長 

企画課長 

財政課長 

基地対策課長 

防災課長 

秘書広報課長 

連絡調整

班 

１ 災害対策本部の設置及び運営に関する

こと。（防災課） 

２ 災害対策本部の庶務に関すること。（防

災課） 

３ 災害情報の受理、伝達及び整理に関す

ること。（企画課及び防災課） 

４ 国、県及び防災関係機関との通信に関

すること。（防災課） 

５ 防災関係機関への応援要請に関するこ

と。（防災課） 

６ 各部との連絡調整に関すること。（企画

課、財政課及び基地対策課） 
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修正計画 現行計画 
２ 住民に係わる安否情報の収集と収集情報の提供に

関すること。 

３ 災害情報の受理、伝達及び整理に関すること。 

秘書・広報班 １ 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 

２ 視察・見舞い等主要来庁者の対応に関すること。 

３ 報道機関に対する情報の発表及び連絡に関するこ

と。 

４ 災害広報活動に関すること。 

５ 記者会見の設定に関すること。 

６ 基地等情報収集及びアメリカ合衆国軍隊との連絡

調整に関すること。 

財務班 １ 義援金の受入れ等に関すること。 

２ 公共施設等災害復旧対策に関すること。 

３ 災害関係予算及び経理に関すること。 

総務対策部 各班共通 

 

１ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。 

２ 応急対策特命に関すること。 

３ 他部の応援に関すること。 

総務・職員班 １ 緊急文書等の印刷等に関すること。 

２ 救援物資の受入れ、配分等に関すること。 

３ 職員動員調整及び派遣に関すること。 

４ 被災職員に関すること。 

５ 職員の健康管理に関すること。 

６ 職員の公務災害補償に関すること。 

７ 災害対策基本法により派遣された職員の身分取り

扱に関すること。 

８ 時間外勤務に関すること。 

９ 職員の食料の確保に関すること。 

 

管財・緊急輸送班 １ 市庁舎の安全確認及び管理に関すること。 

２ 車両の調達、管理等に関すること。 

３ 必要物資の購入に関すること 

４ 市有財産の災害対策及び被害調査に関すること。 

５ 運輸関係機関との連絡調整に関すること。 

 

被害調査班 １ 市税の期限延長、徴収猶予、減免等の特例措置に関

すること。 

２ 被災家屋、被災土地の所有者等の確認に関するこ

と。 

３ 罹災証明の発行に関すること 

 

会計班 １ 災害関係予算の出納に関すること。 

７ り災後の行政施策の総合企画に関する

こと。（企画課） 

８ 義援金の受入れ等に関すること。（財政

課） 

９ 公共施設等災害復旧対策に関するこ

と。（財政課） 

10 災害関係予算及び経理に関すること。

（財政課） 

11 災害に関する議会報告に関すること。

（防災課） 

12 本部長及び副本部長の秘書に関するこ

と。（秘書広報課） 

13 視察・見舞い等主要来庁者の対応に関

すること。（秘書広報課） 

14 報道機関に対する情報の発表及び連絡

に関すること。（秘書広報課） 

15 災害広報活動に関すること。（秘書広報

課） 

16 応急対策特命に関すること。 

17 他部の応援に関すること。 

総務部 総務部長 総務部次長 

総務課長 

職員課長 

情報公開課長 

管財課長 

課税課長 

納税課長 

会計課長 

選挙管理委員

会事務局長 

監査委員事務

局長 

総務班 １ 現地活動に関すること。（総務部（管財

課を除く。）） 

２ 緊急文書等の印刷等に関すること。（総

務課） 

３ 職員動員調整及び派遣に関すること。

（職員課） 

４ 被災職員に関すること。（職員課） 

５ 職員の健康管理に関すること。（職員

課） 

６ 職員の公務災害補償に関すること。（職

員課） 

７ 災害対策基本法により派遣された職員

の身分取扱いに関すること。（職員課） 

８ 時間外勤務に関すること。（職員課） 

９ 職員の食料の確保に関すること。（職員

課） 

10 市庁舎の安全確認及び管理に関するこ

と。（管財課） 

11 車両の調達、管理等に関すること。（管

財課） 

12 必要物資の購入に関すること。（管財課
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修正計画 現行計画 
市民協働対策部 

 

各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。 

２ 応急対策特命に関すること。 

３ 他部の応援に関すること。 

市民生活班 １ 災害に関する市民相談及び関係機関が実施する各

種相談の連絡調整に関すること。 

応急給水班 １ 応急給水活動に関すること。 

２ 食料の調達、配分及び配送に関すること。 

３ 生活必需品等の調達及び供給に関すること。 

４ 農林・水産・商工関係の被害調査に関するこ 

 と。 

福祉対策部  

 

 

各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。 

２ 応急対策特命に関すること。 

３ 他部の応援に関すること。 

避難行動要支援者

班 

１ 避難行動要支援者の避難、救護等に関する情報の

収集・伝達及び防災関係機関との連絡調整に関する

こと。 

２ 福祉避難所との連絡調整に関すること。 

３ 障害福祉給付金及び自己負担に関する納期延長、

徴収猶予、減免等の特例措置に関すること。 

社会福祉・介護支援

班 

１ ボランティアに関すること。 

２ 義援金(日赤関係)の受入れ等に関すること。 

３ 災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援護資金等に関

すること。 

４ 災害救助法の適用申請、精算及び連絡調整に関す

ること。 

５ 日本赤十字社との連絡調整に関すること。 

６ 遺体安置所の開設、火葬及び埋葬に関すること。 

７ 被災生活保護世帯の把握に関すること。 

８ 介護保険料の納期延長、微収猶予、減免等の特例措

置に関すること 

９ 介護保険サービス利用料の減免・軽減等の特例措

置に関すること。 

10 介護保険サービス提供事業所との連絡調整に関す

ること。 

医療救護班 １ 国民健康保険料・後期高齢者医療保険料の納期延

長、徴収猶予、減免等の特例措置に関すること。 

２ 救急医療及び助産活動に関すること。 

３ 県及び関係医療機関との連絡調整及び救急医療情

報に関すること 

４ 逗葉医師会等との連絡調整に関すること。 

  ５ 医療救護所の開設・運営に関すること。 

及び会計課） 

13 市有財産の災害対策及び被害調査に関

すること。（管財課） 

14 運輸関係機関との連絡調整に関するこ

と。（管財課） 

15 市税の期限延長、徴収猶予、減免等の

特例措置に関すること。（課税課及び納税

課） 

16 被災家屋、被災土地の所有者等の確認

に関すること。（課税課） 

17 災害関係予算の出納に関すること。（会

計課） 

18 救援物資の受入れ、配分等に関するこ

と。（総務部（管財課を除く。）） 

19 応急対策特命に関すること。 

20 他部の応援に関すること。 

市民協働部 市民協働部長 市民協働部担

当部長 

市民協働部次

長 

生活安全課長 

市民協働課長 

文化振興課長 

戸籍住民課長 

経済観光課長 

スポーツ課長 

市民生活

班 

１ 現地活動に関すること。（市民協働部

（経済観光課を除く。）） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。

（市民協働課及び文化振興課） 

３ 応急給水活動に関すること。（経済観光

課） 

４ 食料の調達、配分及び配送に関するこ

と。（経済観光課） 

５ 生活必需品等の調達及び供給に関する

こと。（経済観光課） 

６ 災害に関する市民相談及び関係機関が

実施する各種相談の連絡調整に関するこ

と。（生活安全課） 

７ 農林・水産・商工関係の被害調査に関

すること。（経済観光課） 

８ 野犬等の回収に関する保健福祉事務所

等との連絡調整に関すること。（生活安全

課） 

９ 応急対策特命に関すること。 

10 他部の応援に関すること。 

福祉部 福祉部長 福祉部次長 

社会福祉課長 

障がい福祉課

長 

国保健康課長 

福祉医療

班 

１ 現地活動に関すること。（国保健康課、

子育て支援課、保育課及び児童青少年

課） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。

（介護保険課及び児童青少年課） 
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修正計画 現行計画 
６ 防疫、保健衛生、食品衛生管理等に関すること。 

７ 野犬等の回収に関する保健福祉事務所等との連絡

調整に関すること。 

環境都市対策部 

 

各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。 

２ 応急対策特命に関すること。 

３ 他部の応援に関すること。 

住宅支援班 １ 被災住宅の調査等に関すること。 

２ 応急危険度判定に関すること。 

３ 倒壊建造物の解体撤去等に関すること。 

衛生対策班 

 

１ 道路、河川等の障害物の廃棄及び保管に関するこ

と。 

２ 災害廃棄物の処理に関すること。 

３ 仮設トイレの設置に関する業者との調整に関する

こと。 

４ ごみの収集及び処理に関すること。 

５ し尿の収集及び処理に関すること。 

応急復旧対策班 １ 仮設住宅用地の確保及び調整に関すること。 

２ 仮設住宅の管理及び入居の決定に関すること。 

３ 被災者の住宅入居相談に関すること。 

４ 道路、橋りょう及びトンネルの危険箇所の確認及

び応急資機材の確保に関すること。 

５ 県及び市が指定する緊急輸送路に関すること。 

６ 道路、橋りょう及びトンネルの応急復旧に関する

こと。 

７ 道路の障害物の除去に関すること。 

８ 道路、橋りょう及びトンネルの交通止め、う回、通

行制限に関すること。 

９ がけ崩れ等の応急措置に関すること。 

10 公共施設の危険箇所の点検及び安全確保に関する

こと。 

  11 被災住宅等の応急修理に関すること。 

12 仮設住宅等の建設に関すること。 

13 河川の障害物の除去に関すること。 

14 水防警報等の受理及び伝達に関すること。 

15 危険河川水域の警戒監視に関すること。 

16 水防資機材に関すること。 

17 準用河川及び普通河川等の被害調査、応急対策及

び復旧に関すること。 

18 水防の現地指導に関すること。 

下水道対策班 １ 下水道の被害状況調査に関すること。 

２ 下水道施設の応急復旧に関すること。 

介護保険課長 

子育て支援課

長 

保育課長 

児童青少年課 

 

３ 災害時要援護者の避難、救護等に関す

る情報の収集・伝達及び関係機関との連

絡調整に関すること。(社会福祉課・障が

い福祉課・介護保険課・保育課) 

４ ボランティアに関すること。（社会福祉

課） 

５ 義援金（日赤関係）の受入れ等に関す

ること。（社会福祉課） 

６ 災害弔慰金、災害障害見舞金、災害援

護資金等に関すること。（社会福祉課） 

７ 災害救助法の適用申請、精算及び連絡

調整に関すること。（社会福祉課） 

８ 日本赤十字社との連絡調整に関するこ

と。（社会福祉課） 

９ 遺体の捜索、収容、火葬に関するこ

と。（社会福祉課） 

10 被災生活保護世帯の把握に関するこ

と。（社会福祉課） 

11 国民健康保険料・後期高齢者医療保険

料等の期限延長、徴収猶予、減免等の特

例措置に関すること。（国保健康課） 

12 救急医療及び助産活動に関すること。

（国保健康課） 

13 県及び関係医療機関との連絡調整及び

救急医療情報に関すること。（国保健康

課） 

14 逗葉医師会等との連絡調整に関するこ

と。（国保健康課） 

15 医療救護所の開設及び運営に関するこ

と。（国保健康課） 

16 医療救護所及び救護病院との連絡調整

に関すること。（国保健康課） 

17 防疫、保健衛生、食品衛生管理等に関

すること。（国保健康課） 

18 遺体の火葬に関すること。（国保健康

課） 

19 介護保険料の納期延長、徴収猶予、減

免等の特例措置に関すると。（介護保険

課） 

20 介護保険サービス利用料の減免・軽減

等の特例措置に関すること。（介護保険
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修正計画 現行計画 
３ 下水道の使用制限に関すること。 

４ 水防関係機関との連絡調整に関すること。 

５ 水防対策の被害状況の記録に関すること。 

６ 浸水被害警戒地域の調査及び災害対策に関するこ

と。 

消防対策部 消防班 １ 消防職員及び消防団員の招集、配備に関すること。 

２ 被災消防職員及び被災消防団員に関すること。 

３ 消防職員及び消防団員の公務災害補償に関するこ

と。 

４ 消防相互応援に関すること。 

５ 防災関係機関との連絡調整に関すること。 

６ 消防職員及び消防団員の水防活動に関すること。 

７ 危険物の応急対策に関すること。 

８ 消防計画に定める事項に関すること。 

９ 被害の原因及び調査の総括に関すること。 

10 水防警戒対策に関すること。 

11 災害情報及び気象情報の受理、伝達に関すること。 

12 災害の警戒、防御及び鎮圧に関すること。 

13 被災者の救護及び搬送に関すること。 

14 避難誘導、避難指示及び警備に関すること。 

15 消防水利施設に関すること。 

16 応急対策特命に関すること。 

教育対策部 各班共通 １ 地区防災拠点への職員の派遣に関すること。 

２ 応急対策特命に関すること。 

３ 他部の応援に関すること。 

教育施設対策班 １ 教育関係施設及び設備の被害調査並びに応急措置

に関すること。 

２ 文化財の保護及び応急対策に関すること。 

教育支援班 １ 応急教育、給食並びに被災児童・生徒に対す 

  る教科書及び学用品の給付に関すること。 

２ 教職員の動員に関すること。 

避難行動要支援者

班 

１ 避難行動要支援者の避難、救護等に関する情報の

収集・伝達及び防災関係機の連絡調整に関すること。 

２ 福祉避難所との連絡調整に関すること。 

子育て支援・保育班 １ ふれあいスクール及び学童保育利用者の情報収集

及び安全確保に関すること。 

２ 保育所、幼稚園、子育て関連施設利用者の情報収集

及び安全確保に関すること。 

３ 保育料の減免に関すること。 

課） 

21 介護保険サービス提供事業所との連絡

調整に関すること。（介護保険課） 

22 福祉避難所との連絡調整に関するこ

と。（介護保険課） 

23 保育料の減免に関すること。（保育課） 

24 ふれあいスクール利用者の情報収集及

び安全確保に関すること。 

25 応急対策特命に関すること。 

26 他部の応援に関すること。 

環境都市部 環境都市部長 環境都市部担

当部長 

環境都市部次

長 

環境管理課長 

まちづくり課

長 

緑政課長 

資源循環課長 

都市整備課長 

河川下水道課

長 

環境クリーン

センター所長 

環境都市

班 

１ 現地活動に関すること。（環境管理課、

まちづくり課、緑政課、資源循環課） 

２ 計画的市街地復興に関すること。（環境

管理課） 

３ 道路、河川等公共土木施設の障害物の

廃棄及び保管に関すること。（資源循環課

及び環境クリーンセンター） 

４ 災害廃棄物の処理に関すること。（資源

循環課及び環境クリーンセンター） 

５ ごみの収集及び処理に関すること。（環

境クリーンセンター） 

６ し尿の収集及び処理に関すること。（環

境クリーンセンター） 

７ 仮設トイレに関すること。（資源循環

課） 

８ 被災住宅の調査等に関すること。（まち

づくり課） 

９ 仮設住宅用地の確保及び調整に関する

こと。（都市整備課） 

10 仮設住宅の管理及び入居の決定に関す

ること。（都市整備課） 

11 被災者の住宅入居相談に関すること。

（都市整備課） 

12 水防関係機関との連絡調整に関するこ

と。（河川下水道課） 

13 水防対策の被害状況の記録に関するこ

と。（河川下水度課） 

14 道路、橋りょう及びトンネルの危険箇

所の確認及び応急資機材の確保に関する

こと。（都市整備課） 

15 県及び市が指定する緊急輸送路に関す
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修正計画 現行計画 
議会対策部 議会対策班 

 

１ 議会の連絡調整に関すること。 

２ 災害に関する議会報告に関すること 

３ 議会関係の視察、見舞い及び調査等の来庁者に関

すること。 

４ 応急対策特命に関すること。 

５ 他部の応援に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ること。（都市整備課） 

16 道路、橋りょう及びトンネルの応急復

旧に関すること。（都市整備課） 

17 道路の障害物の除去に関すること。（都

市整備課） 

18 道路、橋りょう及びトンネルの交通止

め、迂回、通行制限に関すること。（都市

整備課） 

19 がけ崩れ等の応急措置に関すること。

（都市整備課） 

20 公共施設の危険箇所の点検及び安全確

保に関すること。（都市整備課） 

21 倒壊建造物の解体撤去等に関するこ

と。（まちづくり課） 

22 被災住宅等の応急修理に関すること。

（都市整備課） 

23 仮設住宅等の建設に関すること。（都市

整備課） 

24 浸水被害警戒地域の調査及び災害対策

に関すること。（河川下水道課） 

25 水防警報等の受理及び伝達に関するこ

と。（河川下水道課） 

26 危険河川水域の警戒監視に関するこ

と。（河川下水道課） 

27 水防資機材に関すること。（河川下水道

課） 

28 準用河川及び普通河川等の被害調査、

応急対策及び復旧に関すること。（河川下

水道課） 

29 水防の現地指導に関すること。（河川下

水道課） 

30 下水道の被害状況調査に関すること。

（河川下水道課） 

31 河川の障害物の除去に関すること。（河

川下水道課） 

32 下水道施設の応急復旧に関すること。

（河川下水道課） 

33 応急対策特命に関すること。 

34 他部の応援に関すること。 

消防本部・

署 

消防長 消防次長 

消防総務課長 

消防班 １ 消防職員及び消防団員の招集、配備に

関すること。（消防総務課） 
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防予防課長 

警備第一課長 

警備第二課長 

小坪分署長 

北分署長 

消防団長 

２ 被災消防職員及び被災消防団員に関す

ること。（消防総務課） 

３ 消防職員及び消防団員の公務災害補償

に関すること。（消防総務課） 

４ 消防相互応援に関すること。（消防総務

課） 

５ 防災関係機関との連絡調整に関するこ

と。（消防総務課） 

６ 消防職員及び消防団員の水防活動に関

すること。（消防総務課） 

７ 危険物の応急対策に関すること。（消防

予防課） 

８ 消防計画に定める事項に関すること。

（消防総務課） 

９ 被害の原因及び調査の総括に関するこ

と。（消防予防課） 

10 水防警戒対策に関すること。（消防予防

課） 

11 災害情報及び気象情報の受理、伝達に

関すること。（警備第一課及び警備第二

課） 

12 災害の警戒、防御及び鎮圧に関するこ

と。（警備第一課、警備第二課、小坪分

署、北分署及び消防団） 

13 被災者の救護及び搬送に関すること。

（警備第一課、警備第二課、小坪分署、

北分署及び消防団） 

14 避難誘導、避難勧告（指示）及び警備

に関すること。（消防予防課、警備第一

課、警備第二課、小坪分署、北分署及び

消防団） 

15 消防水利施設に関すること。（警備第一

課、警備第二課、小坪分署及び北分署） 

16 応急対策特命に関すること。 

教育部 教育部長 教育部次長 

教育総務課長 

学校教育課長 

社会教育課長 

教育研究所長 

図書館長 

教育班 １ 現地活動に関すること。（教育委員会事

務局（社会教育課を除く。）） 

２ 避難所の開設及び運営に関すること。

（教育総務課、学校教育課及び社会教育

課） 

３ 教育関係施設及び設備の被害調査並び

に応急措置に関すること。（教育総務課、
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修正計画 現行計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 災害警戒本部の設置 

 

主管課：防災安全課、消防総務課  

関係課：関係各課 

 

 

 

 

１ 警戒本部の設置基準 

副市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、その災

害の程度が災害対策本部を設置するに至らないときは、必要に応じて逗子市災害警戒

本部（以下「警戒本部」という。）を設置し、災害に関する情報を収集し、関係機関

との連絡調整を図ります。 

 

２ 警戒本部の設置通知 

市は、警戒本部が設置された場合は、その旨を各部局及び県に連絡します。 

 

３ 警戒本部の廃止 

副市長は、被害状況の把握が終了し、災害応急対策が概ね完了したと認める場合 

は、警戒本部を縮小し、又は廃止することができます。 

なお、警戒本部を廃止した場合は、上記２に準じて関係者に通知します。 

学校教育課及び社会教育課） 

４ 応急教育、給食並びに被災児童・生徒

に対する教科書及び学用品の給付に関す

ること。（教育総務課及び学校教育課） 

５ 教職員の動員に関すること。（学校教育

課） 

６ 応急対策特命に関すること。 

７ 他部の応援に関すること。 

議会事務局 議会事務局長 議会事務局次

長 

議会班 １ 現地活動に関すること。 

２ 議会の連絡調整に関すること。 

３ 議会関係の視察、見舞い及び調査等の

来庁者に関すること。 

４ 応急対策特命に関すること。 

５ 他部の応援に関すること。 

 

 

第３節 災害警戒本部の設置 

 

主管課：防災課・消防総務課  

関係課：関係各課 

 

副市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、その災

害の程度が本部を設置するに至らないときは、必要に応じて逗子市災害警戒本部（以

下「警戒本部」という。）を設置し、災害に関する情報を収集し、関係機関との連絡

調整を図る。 

 

１ 警戒本部の設置基準 

副市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、その災 

害の程度が本部を設置するに至らないときは、必要に応じて警戒本部を設置する。 

 

２ 警戒本部の設置通知 

市は、警戒本部が設置された場合は、その旨を各部局及び県に連絡する。 

 

３ 警戒本部の廃止 

副市長は、被害状況の把握が終了し、災害応急対策が概ね完了したと認める場合 

は、警戒本部を縮小し、又は廃止することができる。 

なお、警戒本部を廃止した場合は、上記２に準じて関係者に通知する。 
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修正計画 現行計画 

 

第４節 災害警戒本部の組織及び運営 

 

主管課：防災安全課、消防総務課 

関係課：関係各課 

 

警戒本部の組織及びその運営は、逗子市災害警戒本部の設置及び運営に関する要綱

により定める。 

その概要は、地震津波対策計画編第４章第２節を参照。 

 

第５節 本部運営に係る留意事項 
 

主管課：防災安全課・消防総務課  
関係課：関係各課 
 

 

１ 時系列による本部運営の留意事項 

災害対策本部及び災害警戒本部の運営に係る災害発生からの時系列に応じた留意事

項を次のとおり定めます。 

 

(1) 警戒期 

留意事項 概    要 

被害状況

把握 

気象情報、事故原因者からの情報、防災関係機関からの情

報、各部局からの対応状況や市民からの通報などにより、被

害状況を把握し、必要な応急活動体制を検討する。 

事前対策

充実 

被害防止を目的とした気象警報等の伝達、自主避難の受入体

制、水防活動など、対策を充実させる。 

 

(2) 初動活動期 

留意事項 概    要 

被害状況

の把握 

被害状況や気象情報、防災関係機関からの情報を収集し、関

係各課で共有することにより、関係各課の応急対策業務の円

滑化を図る。 

 

第４節 災害警戒本部の組織及び運営 

 

主管課：防災課・消防総務課 

関係課：関係各課 

 

警戒本部の組織及びその運営は、逗子市災害警戒本部の設置及び運営に関する要綱

により定める。 

その概要は、地震津波対策計画編第４部第２章第４節を参照。 

 

第５節 本部運営に係る留意事項 
 

主管課：防災課・消防総務課  
関係課：関係各課 
 

 

１ 時系列による本部運営の留意事項 

災害対策本部及び災害警戒本部の運営に係る災害発生からの時系列に応じた留意事

項を次のとおり定める。 

 

(1) 警戒期 

留意事項 概    要 

被害状況

把握 

気象情報、事故原因者からの情報、防災関係機関からの情

報、各部局からの対応状況や市民からの通報などにより、被

害状況を把握し、必要な応急活動体制を検討する。 

事前対策

充実 

被害防止を目的とした気象警報等の伝達、自主避難の受入体

制、水防活動など、対策を充実させる。 

 

(2) 初動活動期 

留意事項 概    要 

被害状況

の把握 

被害状況や気象情報、防災関係機関からの情報を収集し、関

係各課で共有することにより、関係各課の応急対策業務の円

滑化を図る。 
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修正計画 現行計画 

応援の要

請 

被害状況や配備状況の把握により、必要な応急対策業務量を

見極め、必要に応じて、国・県等の職員のあっせんや、緊急

消防援助隊や自衛隊などの派遣要請を行う。 

災害救助

法の適用 

多数の住家被害が発生するなどの被害状況を踏まえ、早期に

災害救助法の適用を検討し、災害救助法が適用された場合に

は、これによる救助を迅速に実施して被災者の生活安定を図

る。 

住民の安

全確保 

被害状況や原因事業者等の対応状況等に応じて、避難指示、

警戒区域等の設定、避難誘導を行い、住民の安全確保を図

る。 

医療体制

の確保 

人的被害が多数発生した場合は、迅速な救助活動を行い、現

地救護所におけるトリアージにより、適切な医療機関へ搬送

を行う。 

交通の確

保 

事故等発生現場の周辺の混乱を防止し、市内の交通を確保す

るため、県警察、道路管理者との連携により交通規制を行

う。 

 

(3) 応急活動期 

留意事項 概    要 

長期活動

体制の確

立 

被害が甚大で災害対応が長期にわたると判断される場合、本

部長は職員のローテーションの作成を関係各課長に指示す

る。 

なお、ローテーションの作成に当たっては、避難所運営や応

援部隊との連携に支障が出ないよう配慮する。 

応援体制

の確立 

被害状況に応じて、各課や多くの人手が要る課を的確に把握

し、応援が必要な部署への応援体制の確立を図る。 

広報活動

の推進 

被害状況や被災者支援制度の情報提供を適切に行うことで被

災者の不安を軽減し、また、被災地ニーズを的確に発信し、

被災地外救援の適正化を図るため、報道機関やホームページ

を活用した広報活動を推進する。 

安否情報

の管理 

避難者、医療機関への収容者、死亡者の把握を行い、安否情

報を適切に管理・公開する。 

応援の要

請 

被害状況や配備状況の把握により、必要な応急対策業務量を

見極め、必要に応じて、国・県等の職員のあっせんや、緊急

消防援助隊や自衛隊などの派遣要請を行う。 

災害救助

法の適用 

多数の住家被害が発生するなどの被害状況を踏まえ、早期に

災害救助法の適用を検討し、災害救助法が適用された場合に

は、これによる救助を迅速に実施して被災者の生活安定を図

る。 

住民の安

全確保 

被害状況や原因事業者等の対応状況等に応じて、避難勧告・

指示、警戒区域等の設定、避難誘導を行い、住民の安全確保

を図る。 

医療体制

の確保 

人的被害が多数発生した場合は、迅速な救助活動を行い、現

地救護所におけるトリアージにより、適切な医療機関へ搬送

を行う。 

交通の確

保 

事故等発生現場の周辺の混乱を防止し、市内の交通を確保す

るため、県警察、道路管理者との連携により交通規制を行

う。 

 

(3) 応急活動期 

留意事項 概    要 

長期活動

体制の確

立 

被害が甚大で災害対応が長期にわたると判断される場合、本

部長は職員のローテーションの作成を関係各課長に指示す

る。 

なお、ローテーションの作成に当たっては、避難所運営や応

援部隊との連携に支障が出ないよう配慮する。 

応援体制

の確立 

被害状況に応じて、各課や多くの人手が要る課を的確に把握

し、応援が必要な部署への応援体制の確立を図る。 

広報活動

の推進 

被害状況や被災者支援制度の情報提供を適切に行うことで被

災者の不安を軽減し、また、被災地ニーズを的確に発信し、

被災地外救援の適正化を図るため、報道機関やホームページ

を活用した広報活動を推進する。 

安否情報

の管理 

避難者、医療機関への収容者、死亡者の把握を行い、安否情

報を適切に管理・公開する。 
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修正計画 現行計画 

 

(4) 復旧活動期 

留意事項 概    要 

復旧事業

の推進 

公共施設等の被害が発生した場合には、その原因を的確に把

握し、原因事業者等からの補償や国等の財政援助を得つつ、

施設の災害復旧事業を推進する。 

被災者支

援制度の

推進 

住家被害・建物火災や火災による死傷者が発生した場合に

は、災害見舞金（市単独）、弔慰金、被災者生活再建支援金な

どの支給や災害援護資金等の貸付、応急住宅の提供などを円

滑に行い、早期の被災者生活再建を図る。 

平常業務

の再開 

避難所の縮小状況など、応急対策活動の進捗状況に応じた配

備人員の見直しを適宜行い、順次平常業務を再開する。 

 

 

 

(4) 復旧活動期 

留意事項 概    要 

復旧事業

の推進 

公共施設等の被害が発生した場合には、その原因を的確に把

握し、原因事業者等からの補償や国等の財政援助を得つつ、

施設の災害復旧事業を推進する。 

被災者支

援制度の

推進 

住家被害・建物火災や火災による死傷者が発生した場合に

は、災害見舞金（市単独）、弔慰金、被災者生活再建支援金な

どの支給や災害援護資金等の貸付、応急住宅の提供などを円

滑に行い、早期の被災者生活再建を図る。 

平常業務

の再開 

避難所の縮小状況など、応急対策活動の進捗状況に応じた配

備人員の見直しを適宜行い、順次平常業務を再開する。 
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第３章 職員配備計画 
 

第１節 職員配備計画 

 

主管課：防災安全課、消防総務課  

関係課：関係各課 

 

１ 災害発生時の参集等 

風水害時の出動体制としては、災害注意体制、災害警戒本部設置体制、災害対策本 

部設置体制の３種類があり、それぞれ事前に出動職員を指名するものとします。 

 

２ 災害対応組織の種類 

 

(1) 災害注意体制 （第 1次体制） 

 ア Ａ配備 

平常時の活動を維持しつつ、防災気象情報等を収集して気象状況の進展に警戒し

ます。 

イ Ｂ配備 

事態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必要な対策が行える体制をとります。 

 

(2) 災害警戒本部設置体制 （第２次体制） 

被害状況の把握及び必要な応急対策を実施し、その他の職員は待機します。災害の 

状況により、災害対策本部を設置します。 

 

(3) 災害対策本部設置体制 （第３次体制） 

災害対策本部を設置し、指定された職員により災害対策に当たります。 

 また、被害の状況により全職員で災害対策に当たります 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 職員配備計画 
 

第１節 職員配備計画 

 

主管課：防災課・消防総務課  

関係課：秘書広報課 

 

１ 災害発生時の参集等 

風水害時の出動体制としては、警戒体制、災害警戒本部設置体制、災害対策本部設 

置体制の３種類があり、それぞれ事前に出動職員を指名するものとする。 

 

 

 

 

 

（第２部 第５章 第２節から移動） 
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修正計画 現行計画 

３ 出動体制の種別と発令基準 

〔風水害時〕 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

災害 

注意体制 

第１次体制 

Ａ配備 

〇大雨・洪水・暴風・高潮・

大雪・暴風雪の警報いず

れかが発表 

〇田越川が水防団待機水位

を超えることが確実 

〇台風情報で、暴風域が24

時間以内に本市にかかる

と予想されている場合 

・防災課安全職員 

・消防長があらかじめ

指定した消防職員 

・環境都市部長があら

かじめ指定した職員 

部 長 

第１次体制 

Ｂ配備 

上記に加え 

〇田越川が氾濫注意水位を

超えることが確実 

〇台風情報で、暴風域が12

時間以内に本市にかかると

予想されている場合 

・経営企画部長 

・経営企画部次長 

・環境都市部長及び 

環境都市部担当部長 

・第１次体制Ａ配備出

動職員 

・消防長、経営企画部長 

環境都市部長が指定し

た職員 

災害警戒

本部設置

体制 

第２次体制 

〇大雨・洪水・暴風・高潮・

大雪・暴風雪の警報のいず

れかが発表され、かつ、市内

で災害が発生するおそれの

あるとき又は発生したと

き。 

〇田越川が避難判断水位を

超えることが確実 

・副市長 

・各部の部長、次長 

・第１次体制Ｂ配備出

動職員 

・各部長があらかじめ

指定した職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体制 

第３次体制 

〇田越川が氾濫危険水位を

超える事が確実 

〇土砂災害警戒情報が発表

されたとき 

〇市内に大規模な災害の発

生するおそれのあるとき又

は発生したとき。 

・市長 

・災害警戒本部設 

置体制出動職員 

・各部長が指定 

した職員 

・状況により全職員 

市 長 

(1) 出動体制の種別と発令基準 

〔風水害時〕 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

警戒体制 第 1次体制 

大雨・洪水・暴風・大雪・暴

風雪の警報のいずれかが発

表されたとき。 

防災課職員、消防

長があらかじめ指

定した消防職員及

び環境都市部長が

あらかじめ指定し

た職員 

部 長 

災害警戒

本部設置

体制 

第２次体制 

大雨・洪水・暴風・大雪・暴

風雪の警報のいずれかが発

表され、かつ、市内で災害が

発生するおそれのあるとき

又は発生したとき。 

警戒体制出動職

員、各部の部長が

あらかじめ指定し

た職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体制 

第３次体制 

市内に大規模な災害の発生

するおそれのあるとき又は

発生したとき。 

特別警報が発令されたとき。 

全職員 市 長 
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〔事故災害時〕 

 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

災害 

注意体制 
第１次体制 

他部局との連携・調整が必

要となる事故災害の通報な

どを受けたとき。 

・防災安全課職員 

・消防長があらか

じめ指定した

消防職員 

部 長 

災害警戒

本部設置

体制 

第２次体制 

事故災害による被害が発生

したとき、又はそのおそれ

があるとき。 

・副市長 

・各部の部長、次

長及び各部の部

長があらかじめ

指定した職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体制 

第３次体制 

事故災害による被害が多発

又は重大な被害が発生した

とき、又はそのおそれがあ

るとき。 

・市長 

・災害警戒本部 

設置体制出動職 

員 

・各部長が指定

した職員 

・状況により全

職員 

市 長 

４ 風水害等における出動体制の指定 

風水害等において、出動体制が発令された場合、平常時の活動を維持しつつ、事 

態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必要な対策が行える体制をとることとしま 

す。 

 

５ 参集対象者と参集場所 

各体制に指定された職員は、参集時において傷病等で応急活動に従事することが 

困難である者、その他本部長が認める者を除いて、各勤務場所、その他職員初動マ 

ニュアルに基づく指定場所に参集します。 

なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、本庁舎又は市の施設 

に参集し、現地統括者の指示を仰ぐものとします。 

 

 

 

〔事故災害時〕 

 

設置組織 配備指令 配備指令発令基準 
配備すべき 

職員の基準 
発令者 

警戒体制 第 1次体制 

他部局との連携・調整が必

要となる事故災害の通報

などを受けたとき。 

防災課職員及び

消防長があらか

じめ指定した消

防職員 

部 長 

災害警戒

本部設置

体 制 

第２次体制 

事故災害による被害が発

生したとき、又はそのおそ

れがあるとき。 

警戒体制出動職

員、各部の部長が

あらかじめ指定

した職員 

副市長 

災害対策

本部設置

体 制 

第３次体制 

事故災害による被害が多

発又は重大な被害が発生

したとき、又はそのおそれ

があるとき。 

全職員 市 長 

 

 

 

 

 

(2) 風水害等における出動体制の指定 

風水害等において、出動体制が発令された場合、平常時の活動を維持しつつ、事 

態の推移に伴い速やかに人員を増員し、必要な対策が行える体制をとることとする。 

 

 

(3) 参集対象者と参集場所 

各体制に指定された職員は、参集時において傷病等で応急活動に従事することが 

困難である者、その他本部長が認める者を除いて、各勤務場所、その他職員初動マ 

ニュアルに基づく指定場所に参集する。 

なお、やむを得ない事情で指定場所に参集できない場合は、本庁舎又は市の施設 

に参集し、現地統括者の指示を仰ぐものとする。 
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６ 勤務時間外に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間外に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

ては、テレビ、ラジオ、防災行政無線、ＭＣＡ無線、各課の緊急連絡網等により、あ 

らかじめ指定された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行動に移ります。 

 

７ 勤務時間内に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間内に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

ては防災安全課による庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等からの指示によ 

配備に移行します。 

 

第２節 防災関係機関相互の連携強化 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

  防災・危機管理に関する協議会等への参画 

本市及び防災関係機関は、市域における災害予防及び災害応急対策の推進を図るた 

め、防災及び危機管理に関する協議会等への参画を行うことにより、相互の連携強化 

を図るものとします。 

 

第３節 応援要請 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

 

風水害時における各種応急対策及び市の業務を継続する上で応援が必要な場合の要

請は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４章第 20節の定めるところにより

実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 勤務時間外に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間外に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

ては、テレビ、ラジオ、防災行政無線、ＭＣＡ無線、各課の緊急連絡網等により、あ 

らかじめ指定された出動体制に従い、安全かつ迅速に参集行動に移る。 

 

(5) 勤務時間内に災害が発生した場合の対応 

職員は、勤務時間内に災害が発生した場合や気象警報等が発表された場合におい 

て防災課による庁内放送等による配備指令の伝達後、各部長等からの指示により配 

備に移行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 応援要請 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

 

風水害時における各種応急対策及び市の業務を継続する上で応援が必要な場合の要

請は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４部第 20章の定めるところにより

実施する。 
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第４節 応援の受入れ 

 

主管課：防災安全課、消防総務課  

関係課：関係各課 

 

部隊等を単位として派遣を行う消防、県警察、自衛隊、ライフライン関係機関等 

の応援部隊については、地震津波対策計画編第４章第 20節に定める広域応援活動拠

点において受入れを行います。 

 

 

 

第３節 応援の受入れ 

 

主管課：防災課・消防総務課  

関係課：県・警察 

 

部隊等を単位として派遣を行う消防、県警察、自衛隊、ライフライン関係機関等の応

援部隊については、地震津波対策計画編第４部第 20 章第 3節に定める広域応援活動拠

点において受入れを行う。 
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第４章 情報の収集と伝達 
 

第１節 情報受伝達等に係る基本方針 

 

主管課：企画課、財政課、基地対策課、防災安全課、社会福祉課  

関係課：関係各課 

 

情報受伝達等に関する基本方針に係る事項については、地震津波対策計画編第４章第

４節を参照。 

 

第２節 情報受伝達体制 

主管課：防災安全課、消防署  

関係課：関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 情報の収集と伝達 
 

第１節 情報受伝達等に係る基本方針 

 

主管課：秘書広報課・企画課・財政課・基地対策課・防災課・社会福祉課  

関係課：関係各課 

 

情報受伝達等に関する基本方針に係る事項については、地震津波対策計画編第４部

第４章第１節を参照。 

 

第２節 情報受伝達体制 

主管課：防災課・消防署  

関係課：関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神奈川県警察本部 神奈川県 県横須賀土木事務所 

逗子警察署 

市災害対策本部 防災課 
横須賀海上保安本部 

陸上自衛隊武山・久里浜駐屯

地 

海上自衛隊横須賀地方総監部 

ライフライン事業者 
（電気・ガス・上水道・通信・交

通等） 

協定事業者等 

報道・放送各社 

市民・自主防災組織、事業者等 

関係各課 消防本部・署 

消防団 

地区防災拠点・各避難所 

民間気象会社 

横浜地方気象台 

神奈川県警察本部 神奈川県 県横須賀土木事務所 

逗子警察署 

市災害対策本部 防災安全課 
横須賀海上保安部 

陸上自衛隊武山・久里浜駐屯

地 

海上自衛隊横須賀地方総監部 

ライフライン事業者 
（電気・ガス・上水道・通信・交

通等） 

協定事業者等 

報道・放送各社 

市民・自主防災組織、事業者等 

関係各課 消防本部・署 

消防団 

地区防災拠点・各避難所 

民間気象会社 

横浜地方気象台 
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１ 情報受伝達系統 

風水害時における情報の受伝達系統の概要を以下に示します。なお、災害種別におけ

る情報受伝達系統は、第５部災害種別対策計画の各章に定めます。 

 

２ 通信手段 

情報通信手段とその活用方針については、地震津波対策計画編第４章第４節の２を参 

照。 

 

３ 情報収集員等の派遣 

都市災害時においては、震災時や風水害時と比較して、災害現場が限局的となる傾 

向があり、また、原因事業者や防災関係機関が中心となった応急対策が行われること 

が多いため、市は、必要に応じて職員を災害現場又は防災関係機関に派遣し、情報の 

伝達及び収集、災害画像等の伝送を行うものとします。 

 

第３節 気象警報等の受伝達 

 

主管課：防災安全課、消防署  

関係課：企画課 

 

市及び消防は、警戒期において、横浜地方気象台が発表する警報や気象情報及び次節

に示す県横須賀土木事務所が発表する水防警報などを総合的に分析することで出動体

制を決定し、各課に伝達することで出動体制を確立します。 

また、気象警報などを防災行政無線等により市民に伝達することにより、市民の自主

的な安全確保行動を促すことが被害を防ぐ上で重要です。 

 

１ 警報・注意報等の伝達系統 

 

(1) 伝達系統 

横浜地方気象台が発表する気象警報・注意報の伝達系統は下図のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

１ 情報受伝達系統 

風水害時における情報の受伝達系統の概要を以下に示す。なお、災害種別における 

情報受伝達系統は、第５部災害種別対策計画の各章に定める。 

 

２ 通信手段 

情報通信手段とその活用方針については、地震津波対策計画編第４部第４章第２節 

の２を参照。 

 

３ 情報収集員等の派遣 

都市災害時においては、震災時や風水害時と比較して、災害現場が限局的となる傾 

向があり、また、原因事業者や防災関係機関が中心となった応急対策が行われること 

が多いため、市は、必要に応じて職員を災害現場又は防災関係機関に派遣し、情報の 

伝達及び収集、災害画像等の伝送を行うものとする。 

 

第３節 気象警報等の受伝達 

 

主管課：防災課・消防署  

関係課：秘書広報課 

 

市及び消防は、警戒期において、横浜地方気象台が発表する警報や気象情報及び次節

に示す県横須賀土木事務所が発表する水防警報などを総合的に分析することで出動体

制を決定し、各課に伝達することで出動体制を確立する。 

また、気象警報などを防災行政無線等により市民に伝達することにより、市民の自主

的な安全確保行動を促すことが被害を防ぐ上で重要である。 

 

１ 警報・注意報等の伝達系統 

 

(1) 伝達系統 

横浜地方気象台が発表する気象警報・注意報の伝達系統は下図のとおり。 
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横浜地方気象台 

ＮＴＴソルコ 

仙台センター 

▽          ▽           ▽ 

県安全防災局 ＮＨＫ報道局・ 
報道機関 

民間気象会社 

横浜ＦＭ放送、テレビ神奈川 
アールエフラジオ日本、 

湘南ビーチＦＭ 

市民・自主防災組織、事業者等 

▽ ※ 

             ▽ 
▽            □       ◎ 

防災課 

△              

◎      ♪       ▲        

凡例 
♪ 防災行政無線放送 
◎ テレビ・ラジオ放送 
△ 専用電話・無線等 
▲ 加入電話、メール、イン

ターネット 
□ 専用ファクス 
▽ オンラインシステム等 
  警報のみの伝達 

※気象業務支援センター等を介して 

市ホームページ 
地域安心安全情報共有シ
ステム、テレフォンサー

ビス 

▲ 

▲ 
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修正計画 現行計画 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 市民への情報伝達 

市は、市民の自主的な安全確保行動を促すため、気象警報（波浪警報を除く）を防災

行政無線、地域安心安全情報共有システム（防災・防犯メール）、市ホームページ等に

より市民に伝達します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 市民への情報伝達 

市は、市民の自主的な安全確保行動を促すため、気象警報（波浪警報を除く）を防

災行政無線、地域安心安全情報共有システム（防災・防犯メール）、市ホームページ

等により市民に伝達する。 
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２ 特別警報及び警報・注意報の種類と発表基準 

横浜地方気象台が発表する特別警報及び警報・注意報の種類、逗子市の発表基準の 

概要（令和２年８月６日現在）を下表に示します。 
 

逗子市 

府県予報区 神奈川県 

一時細分区域 東部 

市町村等をまとめた地
域 

三浦半島 

警 
 

報 

大 雨 
浸 水 害 表面雨量指数基準 18 

土 砂 災 害 土壌雨量指数基準 117 

洪 水 

流域雨量指数基準 田越川流域＝9 

複合基準 ※1 ― 
指定河川洪水予報による
基準 

― 

暴 風 平均風速 
陸 上 25m/s 
相模湾 25m/s 

暴風雪 平均風速 
陸 上 25m/s 雪を伴う 
相模湾 25m/s 雪を伴う 

大 雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ 10cm 
波 浪 有義波高 5.0m 
高 潮 潮位 1.3m 

注 

意 

報 

大 雨 
表面雨量指数基準 14 

土壌雨量指数基準 71 

洪 水 

流域雨量指数基準 田越川流域＝7.2 

複合基準 ※1 ― 

指定河川洪水予報による
基準 

― 

強 風 平均風速 
陸 上 12m/s 
相模湾 12m/s 

風 雪 平均風速 
陸 上 12m/s 雪を伴う 
相模湾 12m/s 雪を伴う 

大 雪 降雪の深さ 12時間降雪の深さ5cm 
波 浪 有義波高 2.5m 
高 潮 潮位 1.1m 
雷 落雷等により被害が予想される場合 

濃 霧 視  程 
陸 上 100m 
相模湾 500m 

 

２ 特別警報及び警報・注意報の種類と発表基準 

横浜地方気象台が発表する特別警報及び警報・注意報の種類、逗子市の発表基準の 

概要（平成 25 年８月 30 日現在）を下表に示す。 

 

区分 種  類 発 表 基 準 

特 

別 

警 

報 

大雨  
台風や集中豪雨により数十年に一度の降雨量となる大雨が
予想され、若しくは、数十年に一度の強度の台風や同程度の
温帯低気圧により大雨になると予想される場合 

暴風  
数十年に一度の強度
の台風や同程度の温
帯低気圧により 

暴風が吹くと予想される場合 

高潮  高潮になると予想される場合 

波浪  高波になると予想される場合 

暴風雪  
数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪

を伴う暴風が吹くと予想される場合 

大雪  数十年に一度の降雪量となる雪が予想される場合 

警 
 
 
 
 

報 

大雨警報 
（浸水害） 平坦地:３時間雨量：80mm、平坦地以外:１時間雨量 40ｍｍ 

（土砂災害） 土壌雨量指数：100 

洪水警報 平坦地:３時間雨量：80mm、平坦地以外:1 時間雨量 40ｍｍ 

暴風警報 平均風速 25m/ｓ以上（陸上、相模湾とも） 

暴風雪警報 平均風速 25m/ｓ以上で雪を伴う（陸上、相模湾とも） 

大雪警報 24 時間降雪の深さ 20cm 以上 

高潮警報 1.3ｍ以上（標高） 

波浪警報 5m 以上 

注 
 

意 
 

報 

大雨注意報 
平坦地:3 時間雨量 50ｍｍ、平坦地以外:1 時間雨量 25ｍｍ 
土壌雨量指数：60 

洪水注意報 平坦地:3 時間雨量 50mm、平坦地以外:１時間雨量 25ｍｍ 

強風注意報 平均風速 12m/s 以上（陸上、相模湾とも） 

風雪注意報 平均風速 12m/s 以上で雪を伴う（陸上、相模湾とも） 

大雪注意報 24 時間雪の深さ 5cm 以上 
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修正計画 現行計画 

乾 燥 最小湿度 35％ 実効湿度 55％ 

低 温 
夏 期：最低気温 16℃以下が数日継続 
冬 期：最低気温 -5℃以下 

霧 
最低気温 4℃以下 
発表期間は原則として4月1日～5月20日 

着氷・着雪 著しい着氷（雪）が予想される場合 

記録的短時間大雨情報 １時間雨量100mm 

 

※1 （表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 特別警報及び警報・注意報の発表地域の細分 

特別警報及び警報、注意報の発表に用いる区域は、市町村を原則とします。 

 

(1) 一次細分区域 

    府県天気予報を定期的に細分して行う区域。 

 

(2) 市町村等をまとめた地域 

二次細分区域（原則市町村）ごとに発表する特別警報及び警報、注意報の発表状 

況を地域的に概観するために、災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲な 

どを考慮してまとめた区域。 

  

 一次細

分区域 

市町村等をま

とめた地域 

二次細分区域 

神奈川県 東部 横浜・川崎 横浜市、川崎市 

湘南 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、海老

名市、座間市、綾瀬市、寒川町、大磯町、

二宮町 

三浦半島 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山

高潮注意報 1.1ｍ以上（標高） 

波浪注意報 2.5ｍ以上 

雷注意報 落雷等により被害が予想される場合 

乾燥注意報 最小湿度 35％以下で実効湿度 55％以下 

濃霧注意報 視程が陸上 100m、相模湾で 500m 

霜注意報 
最低気温が 4℃以下 
発表期間は原則として４月１日～５月 20 日 

低温注意報 
夏期:最低気温 16℃以下が数日継続 
冬期:最低気温－５℃以下 

着氷、着雪注意報 著しい着氷（雪）が予想される場合 

注）（平坦地、平坦地以外の定義）平坦地：概ね傾斜が 30 パーミル以下で、都市化率が 25 パーセン

ト以上の地域 平坦地以外：上記以外の地域 

注）大地震で地盤がゆるんだり火山の噴火で火山灰が積もったりして災害発生に関わる条件が変化

した場合、通常とは異なる基準（暫定基準）で発表することがある。また、災害の発生状況
によっては、この基準にとらわれず運用することもある。 

 

３ 特別警報及び警報・注意報の発表地域の細分 

特別警報及び警報、注意報の発表に用いる区域は、市町村を原則とする。 

 

(1) 一次細分区域 

    府県天気予報を定期的に細分して行う区域。 

 

(2) 市町村等をまとめた地域 

二次細分区域（原則市町村）ごとに発表する特別警報及び警報、注意報の発表状 

況を地域的に概観するために、災害特性や都道府県の防災関係機関等の管轄範囲な 

どを考慮してまとめた区域。 

  

 一次細

分区域 

市町村等をま

とめた地域 

二次細分区域 

神奈川県 東部 横浜・川崎 横浜市、川崎市 

湘南 平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、海老

名市、座間市、綾瀬市、寒川町、大磯町、

二宮町 

三浦半島 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山
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町 

西部 相模原 相模原市 

県央 秦野市、厚木市、伊勢原市、愛川町、清川

村 

足柄上 南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北

町、開成町 

西湘 小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町 

 

４ 土砂災害警戒情報 

横浜地方気象台及び県は、大雨警報発表中において、大雨による土砂災害発生の危 

険度が高まったとき、市町村長が避難指示等を発令する際の判断や住民の自主避難の 

参考となるよう共同で土砂災害警戒情報を発表します。 

土砂災害警戒情報の発表基準は、大雨警報発表中において、横浜地方気象台が作成 

する降雨予測に基づき、あらかじめ定めた監視基準に達した時とされています。 

土砂災害警戒情報の解除基準は、「横浜地方気象台が作成する降雨予測に基づき、あ 

らかじめ定めた監視基準を下回り、かつ短時間で再び発表基準を超過しないと予想さ 

れるとき」とされています。ただし、無降雨状態が長時間継続しているにもかかわらず 

基準を下回らない場合は、土壌雨量指数の下降状況や土砂災害発生の情報等を鑑み、 

横浜地方気象台と県が協議のうえ解除されます。 

地震や火山噴火等で現状の基準を見直す必要があると考えられた場合、横浜地方気 

象台と県が「神奈川県土砂災害警戒情報に関する実施要領」に基づき、基準を取扱いま 

す。 

土砂災害警戒情報の利用にあたっては、個別の災害発生箇所、時間、規模等を詳細 

に特定するものではないこと、また、対象とする土砂災害は、技術的に予知・予測が 

可能な表層崩壊等のうち、土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊とし、深層崩壊 

や山体崩壊、地すべり等は対象としないことに留意する必要があります。 

避難指示等の発令にあたっては、土砂災害警戒情報等を参考にしつつ、個別の渓流、 

斜面の状況や気象状況、県から提供される補完情報等も合わせて、総合的に判断します。 

 

５ 土砂災害警戒判定メッシュ情報 

土砂災害警戒判定メッシュ情報は、土壌雨量指数及び降雨の実況・予測に基づいて、

土砂災害発生の危険度を 1㎞または 5km 四方の領域（メッシュ）毎に階級表示した情報

で、解析時刻、1 時間先予測、2 時間先予測を分布図で表示するもので、土砂災害発生

の危険度の高い地域をおおよそ把握することができます。 

 

町 

西部 相模原 相模原市 

県央 秦野市、厚木市、伊勢原市、愛川町、清川

村 

足柄上 南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北

町、開成町 

西湘 小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町 

 

 

４ 土砂災害警戒情報 

横浜地方気象台及び県は、大雨警報発表中において、大雨による土砂災害発生の危 

険度が高まったとき、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主避難の 

参考となるよう共同で土砂災害警戒情報を発表する。 

土砂災害警戒情報の発表基準は、大雨警報発表中において、横浜地方気象台が作成 

する降雨予測に基づき、あらかじめ定めた監視基準に達した時に発表される。 

土砂災害警戒情報の解除基準は、「横浜地方気象台が作成する降雨予測に基づき、あ 

らかじめ定めた監視基準を下回り、かつ短時間で再び発表基準を超過しないと予想さ 

れるとき」とされている。ただし、無降雨状態が長時間継続しているにもかかわらず 

基準を下回らない場合は、土壌雨量指数の下降状況や土砂災害発生の情報等を鑑み、 

横浜地方気象台と県が協議のうえ解除される。 

地震や火山噴火等で現状の基準を見直す必要があると考えられた場合、横浜地方気 

象台と県が「神奈川県土砂災害警戒情報に関する実施要領」に基づき、基準を取扱う。 

土砂災害警戒情報の利用にあたっては、個別の災害発生箇所、時間、規模等を詳細 

に特定するものではないこと、また、対象とする土砂災害は、技術的に予知・予測が 

可能な表層崩壊等のうち、土石流や集中的に発生する急傾斜地の崩壊とし、深層崩壊 

や山体崩壊、地すべり等は対象としないことに留意する必要がある。 

避難勧告等の発令にあたっては、土砂災害警戒情報等を参考にしつつ、個別の渓流、 

斜面の状況や気象状況、県から提供される補完情報等も合わせて、総合的に判断する。 

 

５ 土砂災害警戒判定メッシュ情報 

土砂災害警戒判定メッシュ情報は、土壌雨量指数及び降雨の実況・予測に基づいて、

土砂災害発生の危険度を 5km 四方の領域（メッシュ）毎に階級表示した情報で、解析

時刻、1時間先予測、2時間先予測を分布図で表示するもので、土砂災害発生の危険度

の高い地域をおおよそ把握することができます。 
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６ 土砂災害緊急情報 

  土砂災害緊急情報は、大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適切

に住民への避難指示に判断等を行えるよう、河道閉塞や火山噴火に起因する土石流等に

ついては国土交通省が、地滑りについては県が緊急調査を行い、市町村に被害の想定さ

れる区域・時期の情報を提供するものです。 

 

７ 気象情報 

横浜地方気象台は、大雨や台風、大雪等の災害をもたらす気象現象が発生したとき、 

又は発生が予想されるときは、必要に応じて当該現象の状況や今後の見通し、及び防 

災上の注意事項等をまとめ気象情報として発表します 

 

 (1) 全般気象情報、関東甲信地方気象情報、神奈川県気象情報 

    全国を対象とする全般気象情報、全国を 11に分けた地方予報区を対象とする「地

方気象情報（関東甲信地方気象情報）」、各都道府県を対象として「府県気象情報（神

奈川県気象情報）」があります。 

   気象の予報等については、警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や警報・注

意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表されます。 

 

(2) 記録的短時間大雨情報 

県内に大雨警報が発表されているときに、数年に一度程度しか発生しないような 

短時間の大雨が観測あるいは解析された場合（運用基準は、１時間雨量が 100 ㎜） 

には、「記録的短時間大雨情報」を発表して市民や防災関係機関に警戒を呼びかけま 

す。 

  

(3) 竜巻注意情報 

   横浜地方気象台は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突

風が発生しやすい気象状況になったと判断された場合には、「竜巻注意情報」を発表

します。 

   また、気象ドップラーレーダーによる観測などから、竜巻などの激しい突風の発生

しやすい地域の詳細な分布と、１時間先までの予報として、「竜巻発生確度ナウキャ

スト」が気象庁のホームページから提供されます。 

 

(4) 顕著な大雨に関する情報 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常 

に激しい雨が同じ場所で降り続いている状況を「線状降水帯」というキーワードを使 

６ 土砂災害緊急情報 

  土砂災害緊急情報は、大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適

切に住民への避難指示に判断等を行えるよう、河道閉塞や火山噴火に起因する土石流

等については国土交通省が、地滑りについては県が緊急調査を行い、市町村に被害の

想定される区域・時期の情報を提供するものです。 

 

７ 気象情報 

横浜地方気象台は、大雨や台風、大雪等の災害をもたらす気象現象が発生したとき、 

又は発生が予想されるときは、必要に応じて当該現象の状況や今後の見通し、及び防 

災上の注意事項等をまとめ気象情報として発表する。 

 

 (1) 全般気象情報、関東甲信地方気象情報、神奈川県気象情報 

    全国を対象とする全般気象情報、全国を 11に分けた地方予報区を対象とする「地

方気象情報（関東甲信地方気象情報）」、各都道府県を対象として「府県気象情報（神

奈川県気象情報）」がある。 

   気象の予報等については、警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や警報・

注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発表される。 

 

(2) 記録的短時間大雨情報 

県内に大雨警報が発表されているときに、数年に一度程度しか発生しないような 

短時間の大雨が観測あるいは解析された場合（運用基準は、１時間雨量が 100 ㎜） 

には、「記録的短時間大雨情報」を発表して市民や防災関係機関に警戒を呼びかける。 

  

(3) 竜巻注意情報 

   横浜地方気象台は、積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい

突風が発生しやすい気象状況になったと判断された場合には、「竜巻注意情報」を発

表する。 

   また、気象ドップラーレーダーによる観測などから、竜巻などの激しい突風の発

生しやすい地域の詳細な分布と、１時間先までの予報として、「竜巻発生確度ナウキ

ャスト」が気象庁のホームページから提供される。 
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って解説する情報です（この情報は警戒レベル相当情報を補足する情報です。警戒レ 

ベル４相当以上の状況で発表されます）。 

 

(5) 火災気象通報及び火災警報 

横浜地方気象台は、県内の気象状況が次のいずれかの基準に該当し、火災の予防 

上危険であると認めたときは、その旨を県に火災気象通報を行い、県は市町村に伝 

達します。市長は、火災気象通報を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険 

であると認めるときは、消防法第 22条第 3項に基づき火災警報を発表し、市域にお 

ける火の使用を制限することができます。 

ア 実効湿度 55%以下で、最小湿度 35%以下になる見込みのとき（数値は予測値） 

イ 毎秒 12m 以上の平均風速が予想されるとき（降雨（雪）時には通報を行わない場 

合がある） 

 ただし、実効温度及び最小湿度については横浜地方気象台の予想値とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(第５部 第８章に統合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 火災気象通報及び火災警報 

横浜地方気象台は、県内の気象状況が次のいずれかの基準に該当し、火災の予防 

上危険であると認めたときは、その旨を県に火災気象通報を行い、県は市町村に伝 

達する。市長は、火災気象通報を受けたとき、又は気象の状況が火災の予防上危険 

であると認めるときは、消防法第 22条第 3項に基づき火災警報を発表し、市域にお 

ける火の使用を制限することができる。 

ア 実効湿度 55%以下で、最小湿度 35%以下になる見込みのとき（数値は予測値） 

イ 毎秒 12m 以上の平均風速が予想されるとき（降雨（雪）時には通報を行わない場 

合がある） 

 

 

 

８ 噴火警報等の種類と発表基準 

(1) 噴火警報・予報 

区 分 内    容 

噴 火 警 報 

居住地域や火口周辺に重大な影響をおよぼす噴火の発生が予

想される場合に、予想される影響範囲を付した名称で発表され

る。 

なお、活動火山対策特別措置法第 21 条第 1 項に規定される火

山現象に関する情報は、噴火警報として取り扱う。 

噴 火 予 報 
火山活動が静穏（平常）な状態が予想される場合に発表される。

また、噴火警報の解除は、噴火予報で発表される。 

   

(2) 噴火警戒レベル 

火山活動の状況を噴火時等の危険範囲や市民のとるべき防災行動を踏まえて、５ 

  段階に区分される。 
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(第５部 第８章に統合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 対象範囲 警戒レベル 火山活動の状況 

噴火警報（居住地

域） 

または噴火警報 

住居地域及び

それより火口

側 

レベル５ 

（避難） 

居住地域に重大な被害を及

ぼす噴火が発生、あるいは

切迫している状態と予想さ

れる。 

レベル４ 

（避難準備） 

居住地域に重大な被害を及

ぼす噴火が発生する可能性

が高まってきていると予想

される。 

噴火警報（火口周

辺） 

または火口周辺警

報 

火口から住居

地域近くまで 

レベル３ 

（入山規制） 

居住地域の近くまで重大な

影響を及ぼす（この範囲に

入った場合には生命に危険

が及ぶ）噴火が発生、ある

いは発生すると予想され

る。 

火口周辺 
レベル２ 

（火口周辺規制） 

火口周辺に影響を及ぼす

（この範囲に入った場合に

は生命に危険が及ぶ）噴火

が発生、あるいは発生する

と予想される。 

噴火予報 火口内等 
レベル１ 

（平常） 

火山活動は静穏。火山活動

の状態によって、火口内で

火山灰の噴出等がみられる

（この範囲に入った場合に

は生命に危険が及ぶ）。 

 

(3) 降灰予報 

 ① 発表基準 

   噴煙の高さがおおむね火口上 3,000ｍ以上、あるいは噴火警報レベル 3相当以上

の噴火等、一定規模以上の噴火が発生した場合 

 ② 内容 

   噴火発生からおおむね 6時間後までに火山灰が降ると予想される地域 
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第４節 被害情報の収集及び報告等 
 
主管課：防災安全課  
関係課：関係各課 
関係機関：県、ライフライン関係機関 

 
１ 被害情報の収集等 

市及び防災関係機関等は、発災後の災害情報の収集及び伝達に際しては、次により 

実施します。 

事  項 概    要 

職員及び関係機

関による情報収

集 

参集途上において収集した情報や職員からの被害状況のメ

ールなどを活用し情報収集するとともに、県警察、消防、ラ

イフライン関係機関、その他防災関係機関との連絡を緊密か

つ積極的に行い、テレビ・ラジオも活用しつつ、被害状況の

早期把握に努める。 

市民からの通報

による情報収集 

市は、市民からの被害通報の受信体制を整え、通報内容を審

査する過程で被害の種別や分布などを分析し、被害状況の早

期把握に努める。 

ヘリコプターに

よ る 情 報 収 集 

県に対して速やかにヘリコプター等による被害状況の偵察

活動を要請し、被害状況の早期把握に努める。 

 

２ 報告する被害の種別とその概要 

市は、風水害による被害が発生した場合は、それぞれが所管する事項に関する被害 

状況を調査し、災害対策本部及び災害情報管理システム等により、県に報告します。 

被害種別 概    要 

人 的 被 害 死者、行方不明者、負傷（重傷・軽傷）者の人数 

住 家 被 害 
全壊、半壊、一部破損、床上浸水、床下浸水の棟数、世帯数、世

帯員数 

非住家被害 全壊、半壊、一部破損、床上浸水、床下浸水の棟数 

上記以外の

被 害 

学校被害、病院被害、清掃施設被害（下水施設を含む）、道路被

害、橋梁被害、がけ崩れ被害、ブロック塀等被害、河川被害、船

舶被害、田畑被害、砂防被害、鉄道被害、水道被害、その他の被

害 

第４節 被害情報の収集及び報告等 
 
主管課：防災課  
関係課：関係各課 
関係機関：県・ライフライン関係機関 

 
１ 被害情報の収集等 

市及び防災関係機関等は、発災後の災害情報の収集及び伝達に際しては、次により 

実施する。 

事  項 概    要 

職員及び関係機

関による情報収

集 

参集途上において収集した情報や職員からの被害状況のメ

ールなどを活用し情報収集するとともに、県警察、消防、ラ

イフライン関係機関、その他防災関係機関との連絡を緊密か

つ積極的に行い、テレビ・ラジオも活用しつつ、被害状況の

早期把握に努める。 

市民からの通報

による情報収集 

市は、市民からの被害通報の受信体制を整え、通報内容を審

査する過程で被害の種別や分布などを分析し、被害状況の早

期把握に努める。 

ヘリコプターに

よ る 情 報 収 集 

県に対して速やかにヘリコプター等による被害状況の偵察

活動を要請し、被害状況の早期把握に努める。 

 

２ 報告する被害の種別とその概要 

市は、風水害による被害が発生した場合は、それぞれが所管する事項に関する被害 

状況を調査し、災害情報管理システム等により、県及び災害対策本部等に報告する。 

被害種別 概    要 

人 的 被 害 死者、行方不明者、負傷（重傷・軽傷）者の人数 

住 家 被 害 
全壊、半壊、一部破損、床上浸水、床下浸水の棟数、世帯数、世

帯員数 

非住家被害 全壊、半壊、一部破損、床上浸水、床下浸水の棟数 

上記以外の

被 害 

学校被害、病院被害、清掃施設被害（下水施設を含む）、道路被

害、橋梁被害、がけ崩れ被害、ブロック塀等被害、河川被害、船

舶被害、田畑被害、砂防被害、鉄道被害、水道被害、その他の被

害 
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３ 被災家屋調査の実施 

風水害時における被災家屋の調査は、以下により実施します。 

事  項 概    要 

被 災 家 屋 

調査の実施 

災害救助法や被災者生活再建支援法の適用及び応急仮設住宅の

入居審査などに資するため、内閣府「災害に係る住家の被害認

定基準運用指針（令和３年３月改訂）」第２編及び第３編により、

被災した家屋の被害認定を正確かつ迅速に実施する。 

その他風水害時における被災家屋調査は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編

第４章第 10節に準じて実施します。 

 

４ 県・国への報告 

市は、災害の状況とその措置の概要について、次により速やかに県又は国へ報告しま

す。 

事  項 概    要 

県への被害報告 

市は、被害規模に関する概括的情報を含め把握できた範囲

から直ちに災害情報管理システム等により県へ連絡する。

ただし、通信の途絶等により県に報告できない場合は、通

信可能な地域まで伝令を派遣する等、あらゆる手段 

をつくして報告するよう努める。 

特に、市の区域（海上を含む。）内で行方不明となった者に

ついては、他の市町村で住民登録を行っていることが判明

した場合には、当該登録地の市町村（外国人旅行者等の住

民登録の対象外の者は外務省）又は都道府県に報告する。 

その他の防災関係機関においても各種の被害情報等を防災

行政通信網により県へ連絡する。 

市は、「火災・災害等即報要領」の規定に基づき、交通機関

の火災等特に迅速に消防庁に報告すべき火災・災害等を覚

知した場合は、直ちに消防庁に報告し、併せて県にも報告

する。 

市は、被害情報及び災害応急対策等を県に報告できない状

況が生じた場合には、直接、内閣総理大臣（消防庁経由）

に報告する。 

市は、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を県に連絡します。また、県は、自

 

３ 被災家屋調査の実施 

風水害時における被災家屋の調査は、以下により実施する。 

事  項 概    要 

被 災 家 屋 

調査の実施 

災害救助法や被災者支援制度の適用及び応急仮設住宅の入居審

査などに資するため、内閣府「災害に係る住家の被害認定基準

運用指針（平成 21 年 6 月改訂）」第２編及び第３編により、被

災した家屋の被害認定を正確かつ迅速に実施する。 

その他風水害時における被災家屋調査は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編

第４部第１０章第３節に準じて実施する。 

 

４ 県・国への報告 

市は、災害の状況とその措置の概要について、次により速やかに県又は国へ報告す

る。 

事  項 概    要 

県への被害報告 

市は、被害規模に関する概括的情報を含め把握できた範囲

から直ちに災害情報管理システム等により県へ連絡する。

ただし、通信の途絶等により県に報告できない場合は、消

防庁へ連絡する。 

特に、市の区域（海上を含む。）内で行方不明となった者に

ついては、他の市町村で住民登録を行っていることが判明

した場合には、当該登録地の市町村（外国人旅行者等の住

民登録の対象外の者は外務省）又は都道府県に報告する。 

その他の防災関係機関においても各種の被害情報等を防災

行政通信網により県へ連絡する。 

市は、「火災・災害等即報要領」の規定に基づき、交通機関

の火災等特に迅速に消防庁に報告すべき火災・災害等を覚

知した場合は、直ちに消防庁に報告し、併せて県にも報告

する。 

市は、被害情報及び災害応急対策等を県に報告できない状

況が生じた場合には、直接、内閣総理大臣（消防庁経由）

に報告する。 

市は、応急対策の活動状況、対策本部設置状況等を県に連絡する。また、県は、自ら

実施する応急対策の活動状況等を市に連絡する。 
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ら実施する応急対策の活動状況等を市に連絡します。 

 

５ 異常現象発見者の通報 

市民が異常な現象を発見した場合の措置を、災害対策基本法第 54条に基づき、次の 

とおり規定する。 

事  項 概    要 

市民の通報

義務 

市民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある異常な

現象を発見したときは、直ちに最寄りの市行政機関、警察

官又は海上保安官に通報しなければならない。 

気象台等へ

の通報 

通報を受けた機関は、横浜地方気象台又はその他関係機関

にその旨を通報しなければならない。 

 

 

第５節 災害時広聴・広報及び報道 

 

主管課：企画課 

関係課：防災安全課、消防予防課 

 

風水害時における広聴・広報及び報道対応は、被害の規模に応じて、地震津波対策計

画編第４章第４節に準じて実施します。 

 

 

 

 

５ 異常現象発見者の通報 

市民が異常な現象を発見した場合の措置を、災害対策基本法第 54条に基づき、次の 

とおり規定する。 

事  項 概    要 

市民の通報

義務 

市民は、災害が発生し、又は発生するおそれがある異常な

現象を発見したときは、直ちに最寄りの市行政機関、警察

官又は海上保安官に通報しなければならない。 

気象台等へ

の通報 

通報を受けた機関は、横浜地方気象台又はその他関係機関

にその旨を通報するものとする。 

 

 

第５節 災害時広報及び報道 

 

主管課：秘書広報課 

関係課：防災課・企画課 

 

風水害時における広報及び報道対応は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編 

第４部第４章第４節に準じて実施する。 

 

第６節 災害時広聴 

 

主管課：秘書広報課  

関係課：防災課・消防予防課 

 

風水害時における広聴は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４部第４章第

５節に準じて実施する。 
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第５章 避難対策計画 
 

第１節 避難対策に係る基本方針 

 
主管課：防災安全課、都市整備課 
関係課：関係各課 
関係機関：警察、消防署、消防団 

 

１ 風水害時の避難対策に係る基本方針 

風水害時の災害特性を考慮し、避難に係る基本方針を以下に定めます。 

事 項 概    要 

自己の安全 

確保 

悪天候時の避難は、避難行動に危険が伴うため、高齢者等避難の発

令後には、自宅等における２階以上への退避や自主避難など、各自

の安全確保行動が重要となる。 

避難指示等の 

発令 

市長は、災害が発生する恐れが高い状況においては、避難指示を発

令する。なお、災害が発生又は切迫している状況にには緊急安全確

保を発令し、命を守る行動を促す。 

警戒区域の 

設定 

市長は、災害の状況により人命の保護又は危険を防止するため、特

に必要と認める場合に警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する

者以外の立入りを制限又は禁止及び退去を命じる。 

避難誘導の 

実施 

市長は、避難指示等の発令及び警戒区域の設定を行った場合には、

消防、県警察等の関係機関及び自主防災組織等の協力を得て、避難

誘導の実施に努める。 

避難所の開設 

（風水害時）災害が発生するおそれがある状況において、高齢者、

障がい者等の要配慮者が災害が発生する前に立ち退き避難を完了

できるように、又、災害リスクがある地域等の居住者が自主的に、

避難ができるように早期避難所を開設する。 

また、避難指示を発令した場合には、対象地域の避難者数に応じ

て適切な指定避難所を開設する。 

（都市災害時）避難指示を発令した場合には、対象地域の避難者数

や災害種別に応じて、指定避難所や他の公共施設等から、適切な避

難所を選択して開設する。 

 

第５章 避難対策計画 
 

第１節 避難対策に係る基本方針 

 
主管課：防災課・都市整備課 
関係課：関係各課 
関係機関：警察・消防署・消防団 

 

１ 風水害時の避難対策に係る基本方針 

風水害時の災害特性を考慮し、避難に係る基本方針を以下に定める。 

事 項 概    要 

自己の安全 

確保 

悪天候時の避難は、避難行動に危険が伴うため、避難準備情報等の

発表後には、自宅等における２階以上への退避や自主避難など、各

自の安全確保行動が重要となる。 

避難勧告等の 

発令 

市長は、災害の状況により避難が必要と認める場合に避難準備情報

の発表、避難勧告を発令する。なお、危険な状況がより切迫してい

る場合には、避難指示を発令する。 

警戒区域の 

設定 

市長は、災害の状況により特に必要と認める場合に警戒区域を設定

し、災害応急対策に従事する者以外の立入りを制限又は禁止及び退

去を命じる。 

避難誘導の 

実施 

市長は、避難勧告等の発令及び警戒区域の設定を行った場合には、

消防、県警察等の関係機関及び自主防災組織等の協力を得て、避難

誘導の実施に努める。 

避難所の開設 

（風水害時）避難勧告・避難指示を発令した場合には、対象地域の

避難者数に応じて適切な風水害時避難所を開設する。 

 

 

 

 

（都市災害時）避難勧告・避難指示を発令した場合には、対象地域

の避難者数や災害種別に応じて、風水害時避難所や他の公共施設等

から、適切な避難所を選択して開設する。 
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避難所の運営 

避難所の運営は、開設後 72 時間までは、市の職員が行うことを原

則とするが、大規模な被害により避難者が多数発生し、避難生活が

長期にわたる場合には、避難者を指定避難所に集約し、地域住民、

行政、施設管理者の３者で構成する避難所運営委員会により運営管

理を行う。 

避難者の帰宅 
天候が回復した後又は災害による被害のおそれがなくなった後は、

自宅が被害を免れたか軽微であった避難者は、自宅に帰宅する。 

地域への支援 

大規模な被害により避難者が多数発生し、避難生活が長期にわたる

場合で、自宅で生活が可能な在宅避難者及び避難所外の避難生活者

への支援が必要な場合は、避難所運営委員会が避難所を拠点として

行う。 

避難所の閉鎖 

指定避難所は一時的な生活場所であるので、自ら住居を確保するこ

とができない被災者の応急仮設住宅や借上げ賃貸住宅などへの移

行により、避難所の早期閉鎖に努める。 

市外への避難 
市内の指定避難所等の避難施設により収容しきれない事態が発生

した場合は、県知事を通じて受入れ市町村のあっせんを依頼する。 

 

 

第２節 避難情報の発令 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除（第２部第３章第１編と重複） 

 

 

 

 

 

 

 

風水害時避難

所の運営 

風水害時避難所の運営は、開設後 72 時間までは、市の職員が行う

ことを原則とするが、大規模な被害により避難者が多数発生し、避

難生活が長期にわたる場合には、避難者を風水害時避難所に集約

し、地域住民、行政、施設管理者の３者で構成する避難所運営委員

会により運営管理を行う。 

避難者の帰宅 
天候が回復した後又は災害による被害のおそれがなくなった後は、

自宅が被害を免れたか軽微であった避難者は、自宅に帰宅する。 

地域への支援 

大規模な被害により避難者が多数発生し、避難生活が長期にわたる

場合で、自宅で生活が可能な在宅避難者及び避難所外の避難生活者

への支援が必要な場合は、避難所運営委員会が避難所を拠点として

行う。 

避難所の閉鎖 

風水害時避難所は応急的な生活場所であるので、自ら住居を確保す

ることができない被災者の応急仮設住宅や借上げ賃貸住宅などへ

の移行により、避難所の早期閉鎖に努める。 

市外への避難 

市内の風水害時避難所等の避難施設により収容しきれない事態が

発生した場合は、県知事を通じて受入れ市町村のあっせんを依頼す

る。 

 

第２節 避難情報の発令 

 

主管課：防災課  

関係課：消防総務課 

関係機関：県・県警察・海上保安部・自衛隊 

 

１ 避難情報の３類型 

避難情報の種別と住民・行政のとるべき行動は下表のとおり。 

種  別 状  況 行 政 の 行 動 住 民 の 行 動 

避難準備 

情  報 

・災害による人

的被害の発生の

おそれがある状

況 

 

・ 市内全域に、避難準

備情報を伝達する 

・ 自主避難者の受入れ

体制を整える 

・ 災害の発生のおそれ

がある地域への巡視

を開始する 

（自助） 

・ 時間帯、家族構成、地域の

特性、住居の状況などすべ

ての要素を考慮して、自主

的な避難や住居内での安

全な場所（2階等）への移
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動など、身の安全を確保す

る行動をとる 

（共助） 

・ 地域における災害時要援

護者への避難支援行動を

開始する 

・ その他自主的な避難に備

えた地域活動センターの

開館など、地域における災

害への備えを実施する 

避難勧告 

・災害による人

的被害の発生の

危険性が高まっ

た状況 

・ 対象区域及び世帯に

対して、避難勧告を伝

達する 

・ 避難対象区域及び災

害種別に適した避難

所を開設する 

・ 避難に危険が伴う地

域などでは、避難誘導

を実施する 

・ 住民から異常通報が

あった地域や危険区

域への巡視を強化す

る 

（自助） 

・ 避難が必要な住民は、避

難所等に避難を開始する 

（共助） 

・ 隣近所への声かけなど、

避難が円滑に行われるよ

う、行政が行う避難誘導等

に協力する 

避難指示 

・ 災害による被

害の危険が切迫

しており、人的

被害の発生する

危険性が非常に

高い状況 

・ 対象区域及び世帯に

対して、避難指示を伝

達する 

・ 対象区域及び災害種

別に適した避難所を

開設する 

・ 避難に危険が伴う地

域などでは、避難誘導

を実施する 

・ 避難所等にすぐに避難す

る 

・ 避難中の場合は、直ちに

避難を完了する 

・ 避難するいとまがない場

合は生命を守る最低限の

行動をとる 
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１ 高齢者等避難の発令 

高齢者等避難は、住民に災害への備えを促すものであることを踏まえ、市内全域に 

発令するものとします。 

また、避難準備情報は、住民が自主的にかつ早期に身の安全を確保する行動をとること

を呼びかけるものであることから、時間帯や気象状況等を考慮し、次の基準を総合的に判

断して発令するものとします。 

 

種  別 概    要 

高齢者等避難 

発令基準 

＜土砂災害＞ 

１ 大雨警報（土砂災害）（警戒レベル３相当情報[土砂災害］)が

発表され、かつ、土砂災害の危険度分布が「警戒（赤）」（警戒

レベル３相当情報［土砂災害］） 

となった場合 

２ 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過すること

が予想される場合 

 

＜河川洪水＞ 

１ 田越川の堰橋 水位観測所の水位が 避難判断水位（レベル３水

位）である 2.55m に到達した場合 

２ 田越川の堰橋水位観測所の水位が氾濫注意水位（2.2m）を超え

た状態で、田越川の洪水警報の危険度分布で「警戒（赤）」が出

現した場合（流域雨量指数の予測値が洪水警報基準に到達する場

合） 

３ 時間雨量が 50mm 以上となる場合 

４ 堤防に 軽微な漏水・侵食等が発見された場合 

５ 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う前線や 台風等が、夜間から明け方に接近・通過するこ

とが予想される場合（夕刻時点で発令） 

 

＜高潮災害＞ 

１ 高潮注意報の発表において警報に切り替える可能性が高い旨

に言及された場合 

２ 避難準備情報の発令 

避難準備情報は、住民に災害への備えを促すものであることを踏まえ、市内全域に

発令するものとする。 

また、避難準備情報は、住民が自主的にかつ早期に身の安全を確保する行動をと 

ることを呼びかけるものであることから、時間帯や気象状況等を考慮し、次の基準 

を総合的に判断して発令するものとする。 

 

種  別 概    要 

避難準備情報 

発 表 基 準 

１ 土砂災害警戒情報が逗子市に発表された場合 

２ 大雨警報が発表され、かつ、1 時間雨量 50mm 以上の降雨が観

測された場合 

３ 台風等の上陸接近が予想される場合 

４ その他今後の気象状況等により災害発生のおそれがある場合 
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修正計画  現行計画 

２ 高潮注意報が発表されている状況において、台風情報で、台風

の暴風域が逗子市にかかると予想されている、又は台風が逗子市

に接近することが見込まれる場合 

３ 警戒レベル３高齢者等避難の発令が必要となるような強い降

雨を伴う台風等 が、夜間から明け方に接近・通過することが予

想される場合（夕刻時点で発令） 

４ 上陸 24 時間前に、特別警報発表の可能性がある旨、県気象情

報や気象庁の記者会見等により周知された場合 

 

 

２ 避難指示・緊急安全確保の発令 

市長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民の生命又は身 

体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、 

次により必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し、避難指示を発令します。 

また、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための 

立退きを行うことによりかえって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、 

事態に照らし緊急を要すると認めるときは、高所への移動、近傍の堅固な建物への退避、 

屋内の屋外に面する開口部から離れた場所での待避その他の緊急に安全を確保するため 

の措置（以下「緊急安全確保措置」という。）を指示します。 

 

 

 

 

 (1) 災害種別に応じた発令基準 

避難指示及び緊急安全確保は、災害の危険度や切迫性の高まった状況で発令される 

ものであるため、水位や雨量などの指標や土砂災害の前兆現象など、風水害における 

災害種別に応じた具体的な発令基準を次のとおり定めます。その際、危険の切迫性に 

応じて指示等の伝達文の内容を工夫するなど、住民の積極的な避難行動の喚起に努め 

ます。 

 

ア 土砂災害 

避難すべき区域としては、土砂災害警戒区域等ごとに、必要に応じて、避難すべ 

き区域を判断するものとします。 

避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 避難の勧告及び指示の発令 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他 

災害の拡大を防止するために避難の必要があると認めるときは、次により避難の勧

告及び指示を発令する。これらの措置をとったときは、その旨を知事に報告する。 

災害対策本部の置かれる庁舎等において十分な状況把握が行えない場合は、勧告 

等を行うための判断を風水害の被災地近傍の施設等において行うなど、適時適切な 

避難誘導に努める。 

 

 

 

(1) 災害種別に応じた発令基準 

避難勧告及び避難指示は、災害の危険度や切迫性の高まった状況で発令される 

ものであるため、水位や雨量などの指標や土砂災害の前兆現象など、風水害にお 

ける災害種別に応じた具体的な発令基準を次のとおり定める。その際、危険の切 

迫性に応じて勧告等の伝達文の内容を工夫するなど、住民の積極的な避難行動の 

喚起に努める。 

 

ア 土砂災害 

避難すべき区域としては、土砂災害警戒区域等ごとに、必要に応じて、避難 

すべき区域を判断するものとする。 

避難勧告及び避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 



第３部 災害応急対策計画 

第５章 避難対策計画 

114 

 

修正計画  現行計画 

種 別 概    要 

避難指示

発令基準 

１ 土砂災害警戒情報（警戒レベル４相当情報［土砂災害］）が発表

された場合 

２ 土砂災害の危険度分布で「非常に危険（うす紫）」（警戒レベル

４相当情報土砂災害となった場合 

３ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を伴

う前線や台風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想さ

れる場合（夕刻時点で発令） 

４ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨を伴

う台風等が、立退き避難が困難となる暴風を伴い接近・通過するこ

とが予想される場合 

５ 土砂災害の前兆現象（山鳴り、湧き水・地下水の濁り、渓流の水

量の変化等）が発見された場合 

 

緊急安全

確保 

発令基準 

１ 大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報［土砂災害］）

が発表された場合 

２ 土砂災害の発生が確認された場合 

 

イ 河川洪水 

対象河川は、市内を流れる河川のうち、住家への浸水が想定されている田越川とし 

ます。避難すべき区域としては、河川浸水想定区域図により、浸水が予想されてい 

る範囲内とします。ただし、浸水想定区域を超えて洪水による浸水が発生した場合や 

その他の河川で洪水による浸水が発生した場合には、状況に応じて避難すべき範囲を 

決定します。 

避難指示及び緊急安全確保は、次の基準を総合的に判断して発令するものとしま 

す。 

 

種 別 概    要 

避難指示発令

基準 

１ 田越川の堰橋水位観測所の水位が氾濫危険水位（レベル４水

位）である 2.7m に到達した場合 

２ 田越川の堰橋水位観測所の水位が避難判断水位（レベル３水

位）を越えた状態で田越川の洪水警報の危険度分布で「非常に

危険（うす紫）」が出現した場合 

種 別 概    要 

避難勧告

発令基準 

土砂災害警戒情報や土砂災害緊急情報が逗子市に発表され、かつ、次

のどちらかの条件があてはまる場合 

１ 土砂災害警戒区域等の巡視において、前兆現象（斜面の亀裂、斜

面のはらみ、擁壁・道路等にクラックが発生）が確認された場合 

２ 同区域内で、住民から小規模のがけ崩れの通報が複数あった場合 

避難指示

発令基準 

１ 近隣で土砂災害による人的被害又は住家の半壊以上の被害が発

生した場合 

２ 近隣で土砂移動現象、切迫度の高い前兆現象（山鳴り、流木の流

出、斜面崩壊、沢水の水位低下等）が確認された場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 河川洪水 

河川は、市内を流れる河川のうち、住家への浸水が想定されている田越川とす 

る。避難すべき区域としては、河川浸水想定区域図により、浸水が予想されてい 

る範囲内とする。ただし、浸水想定区域を超えて洪水による浸水が発生した場合 

やその他の河川で洪水による浸水が発生した場合には、状況に応じて避難すべ 

き範囲を決定する。 

避難勧告及び避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 

 

 

種 別 概    要 

避難勧告 

発令基準 

１ 避難判断水位に到達した場合 

２ 1 時間雨量が 60mm を超え、かつ、2時間降雨予測が 120mm を

超える場合 

３ 内水はん濫により、30ｃｍ以上の浸水が発生し、気象状況等

により浸水深が継続又は増加することが見込まれる場合 
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３ 時間雨量が 60mm を越え、かつ、２時間降雨予測が 120mm を

超える場合 

４ 堤防に 軽微な漏水・侵食等が発見された場合 

５ 内水はん濫により、30 ㎝以上の浸水が発生し、気象状況等

により浸水深が継続又は増加することが見込まれる場合 

６ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い降雨

を伴う前線や台風等が、暴風を伴い接近、又は、夜間から明け

方に接近・通過するなど、立退き避難が困難となることが予想

される場合 

緊急安全確保 

発令基準 

１ 堤防に 異常な漏水・侵食の進行や亀裂・すべりの発生等に

より決壊のおそれが高まった場合 

２ 堤防の決壊や越水・溢水が発生した場合（消防団等からの報

告により把握できた場合） 

 

 

 

 

削除（河川洪水に統合） 

 

 

 

 

 

、 

 

 

 

ウ 高潮災害 

避難すべき区域としては、海岸に係る重要水防区域及び津波浸水想定区域（河道 

周辺に係る区域を除く。）の範囲内を対象とする他、県が指定（令和３年５月）した

相模灘沿岸における高潮浸水想定区域及び高潮特別警戒水位に基づき、そのときの

風向・風速や潮位により個別に判断します。 

避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとします。 

 

４ その後の潮位や気象状況により、河川洪水のおそれが明確に

ある場合 

避難指示 

発令基準 

１ はん濫危険水位に到達し、その後の潮汐や気象状況により河

川洪水の危険性が非常に高い場合 

２ 河川洪水が発生した場合 

 

 

 

 

 

 

ウ 内水はん濫 

避難すべき区域としては、内水はん濫に係る浸水想定区域のうち、浸水深が 

50cm を超えると予想されている範囲内とする。ただし、浸水想定区域を超えて 

浸水が発生した場合やその他の地域で浸水が発生した場合には、状況に応じて 

避難すべき範囲を決定する。 

避難勧告及び避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 

種  別 概    要 

避 難 勧 告 

発 令 基 準 

１ 1 時間雨量が 60mm を超え、かつ、2時間降雨予測が 120mm を

超える場合 

２ 30ｃｍ以上の浸水が発生し、気象状況等により浸水深が継続

又は増加することが見込まれる場合 

３ その後の潮位、河川水位や気象状況により 50ｃｍ以上の浸

水が発生することが見込まれる場合 

避 難 指 示 

発 令 基 準 

家屋の床上浸水が発生し、浸水による人的被害の危険性が非常に

高い場合 

 

エ 高潮災害 

避難すべき区域としては、海岸に係る重要水防区域及び津波浸水想定区域（河 

道周辺に係る区域を除く。）の範囲内を対象とする他、過去に高潮による越波や 

浸水が発生した地域については、そのときの風向・風速や潮位により個別に判 

断する。 

避難勧告及び避難指示は、次の基準を総合的に判断して発令するものとする。 
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種  別 概    要 

避難指示発令

基準 

１ 高潮警報（警戒レベル４相当情報［高潮]）あるいは高

潮特別警報（警戒レベル４相当情報 ［高潮]）が発表さ

れた場合 

２ 警戒レベル４避難指示の発令が必要となるような強い

降雨を伴う台 

  風等が、夜間から明け方に接近・通過することが予想

される場合（夕刻時点で発令） 

緊急安全確保 

発令基準 

１ 異常な越波・越流が発生した場合 

２ 高潮氾濫が発生した場合 

 

オ その他都市災害等 

避難指示は、災害の種別及び切迫性に応じて、次の基準を総合的に 

判断して発令するものとする。 

種 別 概    要 

避難指示発令

基準 

１ 災害により人的被害が発生する危険性が高いと判断さ

れる場合 

２ その他災害の状況により市長が必要と認める場合 

緊急安全確保 

発令基準 

１ 災害の発生が確認された場合 

２ 危険な状況がより切迫している場合 

 

(2) 実施者 

市長は、人の生命、及び身体を災害から保護し、その他災害の拡大を防止するため 

特に必要があると認められるときは、必要と認める地域の必要と認める居住者等に対 

し、避難のための立ち退きを命ずることができます。（災害対策基本法第 60条） 

なお、市長不在時等の代行者については、下表によるものとします。 

 

代行者 概 要 及 び 法 的 根 拠 

職務代理者 

危険の切迫により市長の判断を仰ぐいとまがない場合や市

長が不在の場合には、副市長等の職務代理者が市長の権限

を代行し実施する。なお、実施後直ちにその旨を市長に報

告する。 

 

種  別 概    要 

避 難 勧 告 

発 令 基 準 

１ 高潮警報が発表された場合 

２ 海岸に係る水防警報が発表された場合 

３ 風向・風速などから、越波・越流の危険性が非常に高

いと判断される場合 

避 難 指 示 

発 令 基 準 

１ 高潮により人的被害の発生する危険性が非常に高いと

判断される場合 

２ 海岸堤防の倒壊や決壊のおそれがある場合 

３ 異常な越波・越流が発生する場合 

 

 

 

オ その他都市災害等 

避難勧告及び避難指示は、災害の種別及び切迫性に応じて、次の基準を総合 

的に判断して発令するものとする。 

種 別 概    要 

避 難 勧 告 

発 令 基 準 

１ 災害により人的被害が発生する危険性が高いと判断さ

れる場合 

２ その他災害の状況により市長が必要と認める場合 

避 難 指 示 

発 令 基 準 

避難勧告の発令基準に該当し、危険な状況がより切迫して

いる場合 

 

(2) 実施者 

市長は、住民の生命、身体に危険が及ぶと認められるときは、危険地域の住民 

に対して避難を勧告又は指示する。（災害対策基本法第 60条） 

なお、市長不在時等の代行者については、下表によるものとする。 

 

代行者 概 要 及 び 法 的 根 拠 

職務代理者 

危険の切迫により市長の判断を仰ぐいとまがない場合や市

長が不在の場合には、副市長等の職務代理者が市長の権限

を代行し実施する。なお、実施後直ちにその旨を市長に報

告する。 
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県知事 

災害により市長が避難指示の措置を実施できない場合に

は、知事が市長の措置を代行する。知事は代行した旨を公

示し、市長に通知する。（災害対策基本法第 60条第 5項） 

警察官及び 

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、市長等が避難の指示を行ういと

まがないとき、又は市長等が要請したとき、若しくは住民

の生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、

直ちに当該地域の住民に対して避難の指示を行う。なお、

実施後直ちにその旨を市長等に通知する。（災害対策基本法

第 61条、警察官職務執行法（昭和２３年法律第１３６号）

第 4条） 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な

事態が生じた場合で、警察官がその場にいないときは、直

ちに当該地域の住民に対して避難の指示を行う。なお、実

施後直ちにその旨を市長等に通知する。（自衛隊法（昭和２

９年法律第６５号）第 94条） 

 

(3) 内容 

事  項 概    要 

避難指示の 

内容 

・ 警戒レベル 

・ 避難を要する理由 

・ 避難指示の対象区域 

・ 避難先とその場所 

・ 避難経路 

・ 注意事項 

 

(4) 伝達方法 

事  項 概    要 

住民への伝達 

・ 対象世帯数等に応じて、防災行政無線、防災・防犯メー

ル（※要登録）、広報車、各戸への呼びかけ、湘南ビーチ

ＦＭなどを用いて実施する。 

・ 発令内容を市ホームページへ掲載する。 

・ 広範囲に伝達する必要がある場合には、放送機関への協

力要請を行う。 

関係機関への 避難指示を発令したときは、県警察、海上保安部、自衛隊

県知事 

災害により市長が避難勧告・指示の措置を実施できない場

合には、知事が市長の措置を代行する。知事は代行した旨

を公示し、市長に通知する。（災害対策基本法第 60 条第 5

項） 

警察官及び 

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、市長等が避難の指示を行ういと

まがないとき、又は市長等が要請したとき、若しくは住民

の生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、

直ちに当該地域の住民に対して避難の指示を行う。なお、

実施後直ちにその旨を市長等に通知する。（災害対策基本法

第 61条、警察官職務執行法（昭和２３年法律第１３６号）

第 4条） 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な

事態が生じた場合で、警察官がその場にいないときは、直

ちに当該地域の住民に対して避難の指示を行う。なお、実

施後直ちにその旨を市長等に通知する。（自衛隊法（昭和２

９年法律第６５号）第 94条） 

 

(3) 内容 

事  項 概    要 

避難勧告・ 

指示の内容 

・ 避難を要する理由 

・ 避難勧告・指示等の対象区域 

・ 避難先とその場所 

・ 避難経路 

・ 注意事項 

 

(4) 伝達方法 

事  項 概    要 

住民への伝達 

・ 対象世帯数等に応じて、防災行政無線、地域安心安全情

報共有システム（※要登録）、広報車、各戸への呼びか

け、湘南ビーチＦＭなどを用いて実施する。 

・ 発令内容を市ホームページへ掲載する。 

・ 広範囲に伝達する必要がある場合には、放送機関への協

力要請を行う。 

関係機関への 避難勧告及び避難指示を発令したときは、県警察、海上保
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連絡 などの関係機関に対してその内容を連絡する。 

 

(5) 報告 

市長は、避難指示を発令したとき、又は警察官、海上保安官や自衛官が避難の指示 

を実施したと通知を受けたときは、速やかに次の事項を県知事へ報告します。 

報告は、県災害情報管理システム又は県防災行政通信網ＦＡＸにより行います。 

 

実施者 概    要 

県知事への

報告事項 

・ 避難指示の発令者 

・ 発令日時 

・ 発令の理由 

・ 避難対象区域 

・ 避難対象世帯数及び人員数 

・ 避難先 

 

(6) 解除 

市長は、避難の必要がなくなったと認めるときは、避難勧告及び避難指示を解除し、 

直ちに公示し、その他の方法で対象区域の住民に伝達し、解除した旨を県知事へ報告 

します。 

 

 

第３節 警戒区域の設定 
 

主管課：防災安全課、都市整備課 
関係課：消防総務課 
関係機関：県、県警察、横須賀海上保安部、自衛隊 

 
１ 警戒区域の設定 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他災害 

の拡大を防止するため、特に必要があると認めるときは、次により警戒区域を設定しま 

す。 

 

(1) 実施者 

市長は、災害の状況により特に必要と認める場合に警戒区域を設定し、災害応急対 

策に従事する者以外の立入りを制限又は禁止し、及び退去を命じます。（災害対策基 

本法第 63 条第 1項） 

連絡 安部、自衛隊などの関係機関に対してその内容を連絡する。 

 

(5) 報告 

市長は、避難勧告及び避難指示を発令したとき、又は警察官、海上保安官や自 

衛官が避難の指示を実施したと通知を受けたときは、速やかに次の事項を県知事 

へ報告する。 

報告は、県災害情報管理システム又は県防災行政通信網ＦＡＸにより行う。 

 

実施者 概    要 

県知事への

報告事項 

・ 避難勧告・指示の発令者 

・ 発令日時 

・ 発令の理由 

・ 避難対象区域 

・ 避難対象世帯数及び人員数 

・ 避難先 

 

(6) 解除 

市長は、避難の必要がなくなったと認めるときは、避難勧告及び避難指示を解 

除し、直ちに公示し、その他の方法で対象区域の住民に伝達し、解除した旨を県 

知事へ報告する。 

 

第３節 警戒区域の設定 
 

主管課：防災課・都市整備課 
関係課：消防総務課 
関係機関：県・県警察・海上保安部・自衛隊 

 
１ 警戒区域の設定 

市長等は、災害が発生した場合において、市民の生命及び身体を保護し、その他 

災害の拡大を防止するため、特に必要があると認めるときは、次により警戒区域を 

設定する。 

 

(1) 実施者 

市長は、災害の状況により特に必要と認める場合に警戒区域を設定し、災害応 

急対策に従事する者以外の立入りを制限又は禁止し、及び退去を命じる。（災害対 

策基本法第 63 条第 1項） 
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なお、市長不在時等の代行者については、下表により事前に定めます。 

代行者 概 要 及 び 法 的 根 拠 

職務代理者 

危険の切迫により市長の判断を仰ぐいとまがない場合や市長

が不在の場合には、副市長等の職務代理者が市長の権限を代行

し実施する。なお、実施後直ちにその旨を市長に報告する。 

県 知 事 

災害により市長が警戒区域の設定の措置を実施できない場合

には、知事が市長の措置を代行する。知事は代行した旨を公示

し、市長に通知する。（災害対策基本法第 73条） 

警察官及び

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、警戒区域の設定を行う市職員等が現

場にいないとき、又は市長等が要請したとき、若しくは住民の

生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、警戒区

域の設定を行うことができる。なお、実施後直ちにその旨を市

長等に通知する。（災害対策基本法第 63 条第 2項、警察官職務

執行法第 4条） 

自 衛 官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な事態

が生じた場合で、警察官がその場にいないときは、警戒区域の

設定を行うことができる。なお、実施後直ちにその旨を市長等

に通知する。（災害対策基本法第 63 条第 3 項、自衛隊法第 94

条） 

 

(2) 方法等 

警戒区域の設定は、情報伝達のみによるものではなく、ロープ等による立入禁止区 

域等の明示及び市職員や警察官等による警戒区域内への進入規制を行うものとしま 

す。 

 

(3) 解除 

市長は、応急対策が終了するなど、警戒区域の設定を継続する必要がなくなったと 

認めるときは、警戒区域を解除し、直ちに対象区域の住民に伝達します。 

 

第４節 避難所の開設・運営 

 

主管課：防災安全課 

関係課：関係各課 

  

なお、市長不在時等の代行者については、下表により事前に定める。 

代行者 概 要 及 び 法 的 根 拠 

職務代理者 

危険の切迫により市長の判断を仰ぐいとまがない場合や市長

が不在の場合には、副市長等の職務代理者が市長の権限を代行

し実施する。なお、実施後直ちにその旨を市長に報告する。 

県 知 事 

災害により市長が警戒区域の設定の措置を実施できない場合

には、知事が市長の措置を代行する。知事は代行した旨を公示

し、市長に通知する。（災害対策基本法第 73条） 

警察官及び

海上保安官 

警察官及び海上保安官は、警戒区域の設定を行う市職員等が現

場にいないとき、又は市長等が要請したとき、若しくは住民の

生命、身体に危険が切迫していると自ら認めるときは、警戒区

域の設定を行うことができる。なお、実施後直ちにその旨を市

長等に通知する。（災害対策基本法第 63条第 2項、警察官職務

執行法第 4条） 

自 衛 官 

災害派遣を命じられた部隊の自衛官は、災害により危険な事態

が生じた場合で、警察官がその場にいないときは、警戒区域の

設定を行うことができる。なお、実施後直ちにその旨を市長等

に通知する。（災害対策基本法第 63 条第 3 項、自衛隊法第 94

条） 

 

(2) 方法等 

警戒区域の設定は、情報伝達のみによるものではなく、ロープ等による立入禁 

止区域等の明示及び市職員や警察官等による警戒区域内への進入規制を行うもの 

とする。 

 

(3) 解除 

市長は、応急対策が終了するなど、警戒区域の設定を継続する必要がなくなっ 

たと認めるときは、警戒区域を解除し、直ちに対象区域の住民に伝達する。 

 

第４節 避難所の開設・運営 

 

主管課：防災課 

関係課：市民協働課・文化振興課・介護保険課・児童青少年課・教育総務課・

学校教育課・社会教育課 
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１ 避難所の開設 

市は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じ指定避難所を開設します。 

ただし、緊急の場合は、自主防災組織等の判断により、あらかじめ指定された指定緊 

急避難場所以外の施設についても、災害に対する安全性を確認のうえ管理者の同意を得 

て避難所を開設できるものとします。 

さらに、災害が長期にわたることが見込まれる場合には、災害時要配慮者に配慮し、 

被災地以外の地域にあるものを含め、民間施設等を避難所として借り上げる等、多様な 

避難所の確保に努めます。 

また、都市災害時における避難者の受入施設は、対象地域の避難者数や災害種別に応 

じて、指定避難所や他の公共施設等から、適切な避難所を選択して開設するものとしま 

す。 

 

施設の種別 概    要 

市 施 設 

市は、市施設である指定避難所を開設する必要があると認められ

る場合には、施設を所管する各課に施設の開錠、施設の安全性の

確認、立入禁止区域の明示など、指定避難所の開設を依頼すると

ともに、避難所要員に指名した職員を派遣し、速やかに避難者の

受入れに必要な措置を実施する。 

その他の施設 

市は、市施設以外の避難所を開設する必要があると認められる場

合には、施設の管理者に施設の開錠、施設の安全性の確認、立入

禁止区域の明示など、避難所の開設を依頼するとともに、職員を

派遣し、速やかに避難者の受入れに必要な措置を実施する。 

 

２ 避難者の受入れ 

避難所への避難者の受入れは、以下を基本として実施します。 

事  項 概    要 

避難所の周知 

市長は、避難所を開設した場合においては、速やかに地域住民に

周知するとともに、県をはじめ県警察、自衛隊、海上保安庁等関

係機関に連絡する。 

避難者情報の

収 集 ・ 報 告 

市は、地域住民及び施設管理者と協力して、避難者カードにより

避難者の住所、氏名、健康状態・負傷の有無などの情報を把握し、

災害情報管理システムに入力する。当該システムが使用できない

場合には、集計表を作成しファクス等により各地区防災拠点へ報

 

１ 避難所の開設 

市は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じ、災害の態様に応じて安 

全適切な場所を選定して避難所を開設する。ただし、緊急の場合は、自主防災組織 

等の判断により、あらかじめ指定された避難施設以外の施設についても、災害に対 

する安全性を確認のうえ管理者の同意を得て避難所を開設できるものとする。 

さらに、災害が長期にわたることが見込まれる場合には、災害時要援護者に配慮 

し、被災地以外の地域にあるものを含め、旅館やホテル等を避難所として借り上げ 

る等、多様な避難所の確保に努める。 

また、都市災害時における避難者の受入施設は、対象地域の避難者数や災害種別 

に応じて、風水害時避難所や他の公共施設等から、適切な避難所を選択して開設す 

るものとする。 

 

施設の種別 概    要 

市 施 設 

市は、市施設である風水害時避難所を開設する必要があると認め

られる場合には、施設を所管する各課に施設の開錠、施設の安全

性の確認、立入禁止区域の明示など、風水害時避難所の開設を依

頼するとともに、避難所支援班に指名した職員を派遣し、速やか

に避難者の受入れに必要な措置を実施する。 

その他の施設 

市は、市施設以外の風水害時避難所を開設する必要があると認め

られる場合には、施設の管理者に施設の開錠、施設の安全性の確

認、立入禁止区域の明示など、風水害時避難所の開設を依頼する

とともに、避難所支援班に指名した職員を派遣し、速やかに避難

者の受入れに必要な措置を実施する。 

 

２ 避難者の受入れ 

風水害時避難所への避難者の受入れは、以下を基本として実施する。 

事  項 概    要 

避難所の周知 

市長は、避難所を開設した場合においては、速やかに地域住民に

周知するとともに、県をはじめ県警察、自衛隊、海上保安庁等関

係機関に連絡する。 

避難者情報の

収 集 ・ 報 告 

市は、地域住民及び施設管理者と協力して、避難者カードにより

避難者の住所、氏名、健康状態・負傷の有無などの情報を把握し、

災害情報管理システムに入力する。当該システムが使用できない
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告する。 

避 難 者 へ の 

情 報 提 供 

市は、地域住民及び施設管理者と協力して、掲示板等により災害

対策本部からの被害情報などを避難者に提供する。 

生活関連物資

の  提  供 

市は、避難所に派遣する職員に毛布を持参させる他、避難所生活

の長期化など、必要性に応じて生活関連物資の提供を行う。 

 

食 料 の 提 供 

避難所開設時において、電気、水道などのライフラインが途絶し、

コンビニエンスストアなどの食料品店が営業を休止している場合

や避難が数日間にわたる場合など避難者自らが食料を入手できな

い場合には、市は必要に応じて備蓄食料を提供する。 

避難所の状況

報    告 

市は、避難者の状況、避難所周辺の被害状況、食料、飲料水、生

活必需品の需給状況などについて、定期的にファクス等により地

区拠点に報告する。 

 

３ 避難所の運営管理 

避難生活の長期化した場合における避難所の運営管理は、地震津波対策計画編第４章 

第５節に準じて実施します。 

 

４ 避難所の早期解消 

避難所の設置は一時的なものであるため、応急住宅の提供や避難者の生活再 

建支援を積極的に行うことで避難所の早期解消を図り、施設の本来機能の早期回復に努 

ます。 

 

 

第５節 避難路の通行確保と避難の誘導 

 

主管課：企画課  

関係機関：県警察、自衛隊 

 

市は、あらかじめ想定した避難路の安全確認を行うとともに、被災者が迅速かつ安全に

避難できるよう、消防職員、警察官、その他の避難措置の実施者と相互に連携し、避難先

への誘導に向けた情報伝達に努めます。 

なお、その際は、避難措置の実施者の安全確保に留意します。 

 

 

場合には、集計表を作成しファクス等により各地区防災拠点へ報

告する。 

避 難 者 へ の 

情 報 提 供 

市は、地域住民及び施設管理者と協力して、掲示板等により災害

対策本部からの被害情報などを避難者に提供する。 

生活関連物資

の  提  供 

市は、風水害時避難所に派遣する職員に毛布を持参させる他、避

難所生活の長期化など、必要性に応じて生活関連物資の提供を行

う。 

食 料 の 提 供 

風水害時避難所開設時において、電気、水道などのライフライン

が途絶している場合や、コンビニエンスストアなどの食料品店が

営業を休止している場合など、避難者自らが食料を入手できない

場合には、市は必要に応じて備蓄食料を提供する。 

避難所の状況

報    告 

市は、避難者の状況、避難所周辺の被害状況、食料、飲料水、生

活必需品の需給状況などについて、定期的にファクス等により地

区拠点に報告する。 

 

３ 風水害時避難所の運営管理 

避難生活の長期化した場合における風水害時避難所の運営管理は、地震津波対策 

計画編第４部第５章第３節に準じて実施する。 

 

４ 避難所の早期解消 

風水害時避難所の設置は応急的なものであるため、応急住宅の提供や避難者の活 

再建支援を積極的に行うことで避難所の早期解消を図り、施設の本来機能の早期回 

復に努める。 

 

第５節 避難路の通行確保と避難の誘導 

 

主管課：秘書広報課  

関係機関：県警察・自衛隊 

 

市は、あらかじめ想定した避難路の安全確認を行うとともに、被災者が迅速かつ安

全に避難できるよう、消防職員、警察官、その他の避難措置の実施者と相互に連携し、

避難先への誘導に努める。 

なお、その際は、避難措置の実施者の安全確保に留意する。 
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第６節 帰宅困難者等対策 

 

主管課：企画課 

関係機関：県警察、自衛隊、東日本旅客鉄道(株)、京浜急行電鉄(株) 

 

次のほか、帰宅困難者が発生した場合における対応は、地震津波対策計画編第３章第３

節及び第４章第５節に準じて実施します。 

市は、必要に応じて事前に指定した帰宅困難者用の一時滞在施設を迅速に開設し、円滑

な管理運営を行うとともに、帰宅困難者への開設状況の広報、県・鉄道事業者への情報伝

達を行います。 

また、帰宅困難者を施設へ誘導する際には、道路状況など安全の確保に特に留意しま

す。 

 

第７節 施設利用者等の安全確保 

 

主管課：防災安全課  

 

災害時において、不特定多数の人を収容する公共施設及び大規模集客施設等の管理者

は、利用者の安全確保を図るため、次により自主的に防災活動を実施します。 

また、市は、自主的な防災活動が円滑に行われるよう、関係機関と協力のもと、施設管

理者に対して必要な指示を行うものとします。 

事  項 概    要 

施設利用者の

安全確保 

１ 利用者に災害状況等を伝達し、災害内容の周知を図る。 

２ 避難誘導に際しては、高齢者、障がい者等の災害時要

配慮者を優先し、必要な場合は介護措置を行う。 

３ 人的被害が発生した場合は、可能な限り家族等へ状況

連絡を行う。 

４ 自主的な防災活動が困難な場合、必要な措置について

市及び関係機関に依頼する。 

 

 

 

 

 

 

第６節 帰宅困難者等対策 

 

主管課：秘書広報課 

関係機関：県警察・自衛隊・東日本旅客鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

 

次のほか、帰宅困難者が発生した場合における対応は、地震津波対策計画編第４部

第５章第６節に準じて実施する。 

市は、必要に応じて事前に指定した帰宅困難者用の一時滞在施設を迅速に開設し、

円滑な管理運営を行うとともに、帰宅困難者への開設状況の広報、県・鉄道事業者へ

の情報伝達を行う。 

また、帰宅困難者を施設へ誘導する際には、道路状況など安全の確保に特に留意す

る。 

 

第７節 施設利用者等の安全確保 

 

主管課：防災課  

 

災害時において、不特定多数の人を収容する公共施設及び大規模集客施設等の管

理者は、利用者の安全確保を図るため、次により自主的に防災活動を実施する。 

また、市は、自主的な防災活動が円滑に行われるよう、関係機関と協力のもと、施

設管理者に対して必要な指示を行うものとする。 

事  項 概    要 

施設利用者の

安全確保 

１ 利用者に災害状況等を伝達し、災害内容の周知を図る。 

２ 避難誘導に際しては、高齢者、障がい者等の災害時要

援護者を優先し、必要な場合は介護措置を行う。 

３ 人的被害が発生した場合は、可能な限り家族等へ状況

連絡を行う。 

４ 自主的な防災活動が困難な場合、必要な措置について

市及び関係機関に依頼する。 
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第８節 災害時要配慮者への配慮 

 

主管課：障がい福祉課、高齢介護課、国保健康課 

関係機関：県 

 

１ 風水害時における災害時要配慮者避難対策の基本方針 

風水害の災害特性を考慮し、災害時要配慮者の避難等に関する市と市民の役割を次の

とおり定めます。 

区  分 基 本 方 針 

市 の 役 割 

１ 要配慮者に向けた情報の提供についても十分配慮する。 

２ 高齢者、障がい者等に対して、必要に応じて社会福祉施

設等の利用、ホームヘルパーの派遣、車いす等の手配等を

福祉事業者、ボランティア団体等の協力のもとに実施する。 

３ 医療機関との連携を密にし、避難所等において、医療ケ

アが必要と認められる者については、入院等必要な措置を

講じる。 

４ 高齢者、障がい者等健康に不安のある避難者に対する身

体的ケアを実施するとともに、精神的、心理的な訴えにも

的確に対応できるようメンタルケアの実施に努める 

５ 在宅の避難行動要支援者の所在情報を把握し、迅速に避

難ができるよう努める。 

６ 市及び施設管理者は、在宅又は施設利用の高齢者及び障

害者の安否確認及び避難対策について、地域の自主防災組

織等と協力して実施する。 

７ 外国人や情報の受伝達が困難な者へ生活情報の提供、相

談などの取組みを推進する。 

市民の役割 

１ 避難行動要支援者リストを適正に管理し、発災時におい

ては、当該リストを活用した要支援者の安否確認、避難支

援などを行う。 

２ 避難生活が長期にわたる場合においては、在宅及び避難

所の要配慮者の見守り活動を地域の民生委員等と協力して

実施する。 

３ その他共助の観点から、主体的に要配慮者の支援に取り

組む。 

 

第８節 災害時要援護者の避難対策 

 

主管課：障がい福祉課・介護保険課 

関係機関：県 

 

１ 風水害時における災害時要援護者避難対策の基本方針 

風水害の災害特性を考慮し、災害時要援護者の避難等に関する市と市民の役割を

次のとおり定める。 

区  分 基 本 方 針 

市 の 役 割 

１ 災害時要援護者情報の収集を行い、常に災害時要援護者

リストの更新を行う。 

２ 災害時要援護者施設や地域の支援者に対して、避難準備

情報などの情報伝達を確実に実施する。 

３ 自宅又は風水害時避難所での避難生活が困難と判断され

る要援護者を、福祉避難所で受け入れる。 

４ 医療機関との連携を密にし、風水害時避難所等において、

医療ケアが必要と認められる者については、入院等必要な

措置を講じる。 

５ 高齢者等が避難生活により健康を害し、要介護等の状態

にならないための健康管理の取組みを行う。 

６ 外国人や情報の受伝達が困難な者へ生活情報等を伝達す

るための取組みを推進する。 

市民の役割 

１ 災害時要援護者リストを適正に管理し、発災時において

は、当該リストを活用した要援護者の安否確認、避難支援

などを行う。 

２ 避難生活が長期にわたる場合においては、在宅及び風水

害時避難所の要援護者の見守り活動を地域の民生委員等と

協力して実施する。 

３ その他相互扶助の観点から、主体的に要援護者の支援に

取り組む。 
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２ 福祉避難所の開設、運営及び受入れの決定 

 

風水害時における福祉避難所の開設、運営及び受入れの決定については、地震津波対策

計画編第４章第５節に準じて実施します。 

また、「福祉避難所の確保・運営ガイドライン」（内閣府令和３年５月改定）及び逗子市

が策定した「福祉避難所ガイドライン」（令和元年度）に基づき対応します。、 

 

第９節 広域避難 

 

主管課：防災安全課 

 

大規模な災害が発生し、市単独では住民の避難場所の確保が困難となった場合には、市

は、県内の他の市町村への住民の受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府

県の市町村への受入れについては、県に対し他の都道府県との協議を求めます。 

 

 

第 10 節 応急仮設住宅等 

 

主管課：都市整備課 

関係課：関係各課 

 

(1) 応急仮設住宅必要戸数の把握 

市は、応急仮設住宅として利用可能な公営住宅及び民間賃貸住宅などの戸数を関係 

団体とも連携して調査します。 

 

(2) 応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 

応急仮設住宅への入居者の募集を行う。この際、災害時要配慮者優先の観点から、 

入居者の優先順位を設定して選考します。 

応急仮設住宅の運営管理にあたっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、 

孤独死や引きこもりなどを防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニティ 

の形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性をはじめとする生活者 

の意見を反映できるよう配慮します。また、必要に応じて、応急仮設住宅におけるペ 

ットの受入れに配慮します。 

 

２ 福祉避難所の開設、運営及び受入れの決定 

 

風水害時における福祉避難所の開設、運営及び受入れの決定については、地震津波

対策計画編第４部第５章第７節に準じて実施する。 

 

 

 

第９節 広域避難 

 

主管課：防災課 

 

大規模な災害が発生し、市単独では住民の避難場所の確保が困難となった場合に

は、市は、県内の他の市町村への住民の受入れについては当該市町村に直接協議し、

他の都道府県の市町村への受入れについては、県に対し他の都道府県との協議を求

める。 

 

第 10 節 応急仮設住宅等 

 

主管課：都市整備課 

関係課：関係各課 

 

(1) 応急仮設住宅必要戸数の把握 

市は、応急仮設住宅として利用可能な公営住宅及び民間賃貸住宅などの戸数を 

関係団体とも連携して調査する。 

 

(2) 応急仮設住宅への入居者募集及び運営管理 

応急仮設住宅への入居者の募集を行う。この際、災害時要援護者優先の観点か 

ら、入居者の優先順位を設定して選考する。 

応急仮設住宅の運営管理にあたっては、応急仮設住宅における安心・安全の確保、 

孤独死や引きこもりなどを防止するためのこころのケア、入居者によるコミュニ 

ティの形成及び運営に努めるとともに、女性の参画を推進し、女性をはじめとす 

る生活者の意見を反映できるよう配慮する。また、必要に応じて、応急仮設住宅 

におけるペットの受入れに配慮する。 
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第６章 消防対策計画 
 

第１節 消防活動体制 

 

主管課：消防総務課  

関係機関：消防署、消防団 

 

１ 災害活動組織 

風水害に対処するための災害活動組織として、次のとおり設置します。 

逗子市消防本部等設置条例（昭和 39 年逗子市条例第 34 号）により本署の管轄区域

及び分署の受持区域が各々規定されていますが、８分消防体制及び５分救急体制を確

保するとともに、３方面警備体制の地域を明確にするため、優先出場する担当区域を次

のとおり区分します。 

名  称 
担当区

域 
地   区   名   等 

本 署 東方面 
逗子、桜山（４丁目の一部を除く）、沼間（２丁目の

一部を除く）、新宿１・２丁目 

小坪分署 西方面 小坪、新宿（１・２丁目を除く）、久木４丁目 

北 分 署 北方面 
池子、山の根、久木（４丁目を除く）、沼間２丁目の

一部、桜山４丁目の一部 

 

２ 特別配備体制 

 

(1) 風水害特別配備体制 

台風や集中豪雨等の風水害が発生するおそれのあるとき、又は発生した場合にお 

いて、消防部隊を増強し災害活動組織の増強を図るため、次の基準により風水害特 

別警戒体制を発令します。 

市内の災害状況 体 制 種 別 
出 場 内 

容 
動 員 職 員 

大雨・洪水・暴風・大

雪・暴風雪の警報のい

ずれかが発表されたと

き 

警 戒 体 制 

（第 1次体制） 

災 害 警 戒 活

動、気象情報

及び被害状況

の把握 

消防予防課長、警

備課長、 

分署長、警戒要員 

（暴風・大雪・暴

 

第６章 消防対策計画 
 

第１節 消防活動体制 

 

主管課：消防総務課  

関係機関：消防署・消防団 

 

１ 災害活動組織 

風水害に対処するための災害活動組織として、次のとおり設置する。 

逗子市消防本部等設置条例（昭和 39 年逗子市条例第 34 号）により本署の管轄区域

及び分署の受持区域が各々規定されているが、８分消防体制及び５分救急体制を確保

するとともに、３方面警備体制の地域を明確にするため、優先出場する担当区域を次の

とおり区分する。 

名  称 
担当区

域 
地   区   名   等 

本 署 東方面 
逗子、桜山（４丁目の一部を除く）、沼間（２丁目の

一部を除く）、新宿１・２丁目 

小坪分署 西方面 小坪、新宿（１・２丁目を除く）、久木４丁目 

北 分 署 北方面 
池子、山の根、久木（４丁目を除く）、沼間２丁目の

一部、桜山４丁目の一部 

 

２ 特別配備体制 

 

(1) 風水害特別配備体制 

台風や集中豪雨等の風水害が発生するおそれのあるとき、又は発生した場合にお 

いて、消防部隊を増強し災害活動組織の増強を図るため、次の基準により風水害特 

別警戒体制を発令する。 

市内の災害状況 体 制 種 別 
出 場 内 

容 
動 員 職 員 

大雨・洪水・暴風・大

雪・暴風雪の警報のい

ずれかが発表されたと

き 

警 戒 体 制 

（第 1次体制） 

災 害 警 戒 活

動、気象情報

及び被害状況

の把握 

消防予防課長、警

備課長、 

分署長、警戒要員 

（暴風・大雪・暴
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風雪の場合は、状

況により職員の

動 員 を 調 整 す

る。） 

大雨・洪水・暴風・大

雪・暴風雪の警報のい

ずれかが発表され、か

つ、災害が発生するお

それがあるとき又は発

生したとき 

災害警戒本部設

置体制 

（第 2次体制） 

災害活動、被

害状況の把握 

第１次体制職員 

消防長、消防次

長、消防総務課

長、消防長の指示

する職員 

市内に大規模な災害が

発生するおそれがある

とき又は発生したとき 

災害対策本部設

置体制 

（第 3次体制） 

災害活動、被

害状況の把握

及び消防指揮

本部の設置 

全職員 

 

３ 職員等への招集連絡と動員 

 

(1) 風水災特別警戒体制発令時の招集連絡 

風水害特別警戒体制発令時における職員への連絡については、通信指令室が実施 

します。 

 

(2) 動員方法 

ア 緊急動員の必要がある場合は、所属長及び近隣在住職員を第１次、近隣在住職

員以外の職員を第２次、全職員を第３次で招集します。 

イ 動員に時間的余裕のある場合は、所属長及び近隣在住職員以外の職員を第１次、

近隣在住職員を第２次、全職員を第３次で招集します。 

ウ 消防長の特命による動員の場合は、その指示によります。 

 

(3) 警戒要員の動員 

所属長は、災害時の消防力を増強するため、消防署非勤務職員の協力体制により 

警戒要員をあらかじめ指定しておくものとします。 

本署は昼夜２名、分署は昼夜１名の警戒要員を確保し、災害時の即応体制に万全 

を図るものとします。 

 

 

風雪の場合は、状

況により職員の

動 員 を 調 整 す

る。） 

大雨・洪水・暴風・大

雪・暴風雪の警報のい

ずれかが発表され、か

つ、災害が発生するお

それがあるとき又は発

生したとき 

災害警戒本部設

置体制 

（第 2次体制） 

災害活動、被

害状況の把握 

第１次体制職員 

消防長、消防次

長、消防総務課

長、消防長の指示

する職員 

市内に大規模な災害が

発生するおそれがある

とき又は発生したとき 

災害対策本部設

置体制 

（第 3次体制） 

災害活動、被

害状況の把握

及び消防指揮

本部の設置 

全職員 

 

３ 職員等への招集連絡と動員 

 

(1) 風水災特別警戒体制発令時の招集連絡 

風水害特別警戒体制発令時における職員への連絡については、通信指令室が実施 

する。 

 

(2) 動員方法 

ア 緊急動員の必要がある場合は、所属長及び近隣在住職員を第１次、近隣在住職

員以外の職員を第２次、全職員を第３次で招集する。 

イ 動員に時間的余裕のある場合は、所属長及び近隣在住職員以外の職員を第１次、

近隣在住職員を第２次、全職員を第３次で招集する。 

ウ 消防長の特命による動員の場合は、その指示による。 

 

(3) 警戒要員の動員 

所属長は、災害時の消防力を増強するため、消防署非勤務職員の協力体制により 

警戒要員をあらかじめ指定しておくものとする。 

本署は昼夜２名、分署は昼夜１名の警戒要員を確保し、災害時の即応体制に万全 

を図るものとする。 
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第２節 消防活動 
 

主管課：消防署  
関係機関：消防団 

 
１ 消防活動の実施事項 

(1) 初動措置 

災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、直ちに情報の収集活動を開始し、 
必要に応じ防災関係機関と密接な連絡をとり、被害の状況その他災害対策活動に必 
要なあらゆる情報の収集に努めます。 

 
(2) 情報収集 

ア 河川水位、降雨量の状況 
イ 洪水、高潮、滞水危険地域の状況 
ウ がけ崩れ危険地域の状況 
エ 避難所の状況 
オ 通行不可能となるおそれのある主要道路の状況 

 
(3) 資機材の整備及び維持管理 

ア 風水害時の応急活動を迅速的確に実施するため、風水害対策用資機材の整備を
するものとします。 

イ 保有する資機材が風水害時にその機能を十分発揮できるよう、定期的な点検整
備及び使用後の点検手入れを行い、維持管理に万全を図るものとします。 

 

(4) 災害活動 

風水害時における災害活動は、人命の安全確保を基本として次の事項に留意し活 

動するものとします。 

ア 二次災害の防止 

イ 警戒区域の設定 

ウ 情報収集・伝達活動 

 

２ その他 

 消防は、災害活動の細部計画を作成し別に定めます。 

 

 

 

 

第２節 消防活動 
 

主管課：消防署  
関係機関：消防団 

 
１ 消防活動の実施事項 

(1) 初動措置 

災害が発生し又は発生するおそれがある場合は、直ちに情報の収集活動を開始し、 
必要に応じ防災関係機関と密接な連絡をとり、被害の状況その他災害対策活動に必 
要なあらゆる情報の収集に努める。 

 
(2) 情報収集 

ア 河川水位、降雨量の状況 
イ 洪水、高潮、滞水危険地域の状況 
ウ がけ崩れ危険地域の状況 
エ 避難所の状況 
オ 通行不可能となるおそれのある主要道路の状況 

 
(3) 資機材の整備及び維持管理 

ア 風水害時の応急活動を迅速的確に実施するため、風水害対策用資機材の整備を
するものとする。 

イ 保有する資機材が風水害時にその機能を十分発揮できるよう、定期的な点検整
備及び使用後の点検手入れを行い、維持管理に万全を図るものとする。 

 

(4) 災害活動 

風水害時における災害活動は、人命の安全確保を基本として次の事項に留意し活 

動するものとする。 

ア 二次災害の防止 

イ 警戒区域の設定 

ウ 情報収集・伝達活動 

 

２ その他 

 消防は、災害活動の細部計画を作成し別に定める。 
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第３節 救助・救急活動 

 

主管課：消防署 

関係機関：消防団 

 

風水害時における救助・救急活動は、震災時と比較して想定される倒壊家屋が少な

く、浸水家屋からの救出、がけ崩れによる生き埋めからの救出が中心となるが、被害の

規模に応じて、地震津波対策計画編第４章第６節に準じて実施します。 

 

 

第３節 救助・救急活動 

 

主管課：消防署 

関係機関：消防団 

 

風水害時における救助・救急活動は、震災時と比較して想定される倒壊家屋が少な

く、浸水家屋からの救出、がけ崩れによる生き埋めからの救出が中心となるが、被害の

規模に応じて、地震津波対策計画編第４部第６章第３節に準じて実施する。 
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第７章 水防対策計画 
 

第１節 情報の伝達 

 

主管課：都市整備課  

関係課：防災安全課、都市整備課、消防署 

関係機関：県、消防団 

 

１ 気象警報の伝達 

市は、気象警報が発表・解除された場合は、関係各課に伝達します。なお、本市にお

いては、水防活動の利用に適合する警報・注意報の発表基準は、すべて一般の利用に適 

合する警報・注意報の発表基準をもって代えることとされているます 

 

２ 水防警報の伝達 

 

(1) 水防警報を行う河川及び海岸 

県は、水防法第 16条第 1項に基づき、あらかじめ指定した次の河川（市内の二級 

河川）及び海岸（各表は資料編から抜粋）について水防警報を発表します。 

 

ア 河川 

河川名 区 域 概 要 

田 越 川 

自 至 

左岸：桜山 236 番の３地先 

右岸：桜山 61 番地の４地先 
中原橋から 海まで 

 

イ 海岸 

海岸名 支部名 
担当水防

管理団体 
区 域 概 要 

逗 子 

県横須 

賀土木 

事務所 

逗子市 

自 至 

逗子市大字新宿甲滝の沢 

1828 番地先に設置した標

柱から 

（浪子不動付近） 

逗子市大字桜山字岩

ヶ谷 2517-4 番地先に

設置した標柱まで 

（浄水管理センター

付近） 

第７章 水防対策計画 
 

第１節 情報の伝達 

 

主管課：河川下水道課  

関係課：防災課・都市整備課・消防署 

関係機関：県・消防団 

 

１ 気象警報の伝達 

市は、気象警報が発表・解除された場合は、関係各課に伝達する。なお、本市におい 

ては、水防活動の利用に適合する警報・注意報の発表基準は、すべて一般の利用に適 

合する警報・注意報の発表基準をもって代えることとされている。 

 

２ 水防警報の伝達 

 

(1) 水防警報を行う河川及び海岸 

県は、水防法第 16条第 1項に基づき、あらかじめ指定した次の河川（市内の二級 

河川）及び海岸（各表は資料編から抜粋）について水防警報を発表する。 

 

ア 河川 

河川名 区 域 概 要 

田 越 川 

自 至 

左岸：桜山 236 番の３地先 

右岸：桜山 61 番地の４地先 
中原橋から 海まで 

 

イ 海岸 

海岸名 支部名 
担当水防

管理団体 
区 域 概 要 

逗 子 

県横須 

賀土木 

事務所 

逗子市 

自 至 

逗子市大字新宿甲滝の沢 

1828 番地先に設置した標

柱から 

（浪子不動付近） 

逗子市大字桜山字岩

ヶ谷 2517-4 番地先に

設置した標柱まで 

（浄水管理センター

付近） 
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 (2) 水防警報の伝達経路 

水防警報は、県横須賀土木事務所から、県防災行政通信網等により市に伝達され 

ます。 

水防警報を受信した消防本部は、市長に伝達し、市長は、庁内放送等により関係 

各課に伝達するとともに、水防活動の調整を行います。 

その他の伝達経路は下図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 水防警報の種類、内容及び発表基準等 

県は、あらかじめ指定した河川及び海岸について、水防法第 16 条第 1 項に基づき

水防警報を発表します。 

その種類、内容及び発表基準は下表のとおりです。 

種類 発表基準 内    容 

待
機 

気象予警報及び河川、海岸

等の状況により、特に必要

と認めるとき 

・ 出水あるいは水位の再上昇が予

想される場合に、状況に応じて直ち

に水防機関が出動できるように待

機する必要がある旨を警告するも

の 

・ 水防機関の出動期間が長引くよ

うな場合に、出動人員を減らしても

差し支えないが、水防活動をやめる

ことはできない旨を警告するもの 

 

 (2) 水防警報の伝達経路 

水防警報は、県横須賀土木事務所から、県防災行政通信網等により市に伝達され 

る。 

水防警報を受信した消防本部は、市長に伝達し、市長は、庁内放送等により関係 

各課に伝達するとともに、水防活動の調整を行う。 

その他の伝達経路は下図のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 水防警報の種類、内容及び発表基準等 

県は、あらかじめ指定した河川及び海岸について、水防法第 16 条第 1 項に基づき

水防警報を発表する。 

その種類、内容及び発表基準は下表のとおり。 

種類 発表基準 内    容 

待
機 

気象予警報及び河川、海岸

等の状況により、特に必要

と認めるとき 

・ 出水あるいは水位の再上昇が予

想される場合に、状況に応じて直ち

に水防機関が出動できるように待

機する必要がある旨を警告するも

の 

・ 水防機関の出動期間が長引くよ

うな場合に、出動人員を減らしても

差し支えないが、水防活動をやめる

ことはできない旨を警告するもの 

 

県水防本部 

各警察署 

消防本部・署 
防災課 

河川下水道課 

県警察本

部 

県横須賀土木事務所 
（県水防支部長） 

関係各課 消防団 

 

県水防本部 

各警察署 

消防本部・署 
防災安全課 
都市整備課 

県警察本

部 

県横須賀土木事務所 
（県水防支部長） 

関係各課 消防団 
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準
備 

雨量、水位、流量その他河

川、海岸等の状況により必

要と認めるとき 

水防に関する情報連絡、水防資機材の

整備、水門機能などの点検、通信及び

輸送の確保等に努めるとともに水防

機関の出動の準備をさせる必要があ

る旨を警告するもの 

出
動 

洪水注意報等により、はん

濫注意水位（警戒水位）を超

えるおそれがあるとき。又

は水位流量等、その他河川、

海岸等の状況により必要と

認めるとき 

水防機関が出動する必要がある旨を

警告するもの 

指
示 

洪水警報等により、又は既

にはん濫注意水位（警戒水

位）を超え、災害の起こるお

それがあるとき 

水位、滞水時間、その他水防活動上必

要な状況を明示するとともに、越水、

漏水、法崩れ、亀裂その他河川、海岸

等の状況により警戒を必要とする事

項を指摘して警告するもの 

解
除 

はん濫注意水位（警戒水位）

以下に降下したとき。又は

はん濫注意水位（警戒水位）

以上であっても、水防作業

を必要とする河川、海岸等

の状況が解消したと認める

とき 

水防活動を必要とする出水状況が解

消した旨及び一連の水防警報を解除

する旨を通知するもの 

 

３ 水位情報の伝達 

氾濫注意水位超過等の水位情報を受信した場合、庁内放送等により関係各課に伝達 

するとともに、避難対策や水防活動の総合調整を行います。 

また、量水標により把握した水位情報について、必要に応じて県横須賀土木事務所 

に報告します。 

 

４ 市管理河川及び海岸における水防警報の取扱い 

県が水防警報を発表した場合、市は、水防警報の対象となっている河川の付近にあ 

る市管理河川及び同一海岸線にある市管理海岸について、水防警報の内容に準じた活 

動を行うものとします。 

 

準
備 

雨量、水位、流量その他河

川、海岸等の状況により必

要と認めるとき 

水防に関する情報連絡、水防資機材の

整備、水
す い

閘門
こ う も ん

機能などの点検、通信及

び輸送の確保等に努めるとともに水

防機関の出動の準備をさせる必要が

ある旨を警告するもの 

出
動 

洪水注意報等により、はん

濫注意水位（警戒水位）を超

えるおそれがあるとき。又

は水位流量等、その他河川、

海岸等の状況により必要と

認めるとき 

水防機関が出動する必要がある旨を

警告するもの 

指
示 

洪水警報等により、又は既

にはん濫注意水位（警戒水

位）を超え、災害の起こるお

それがあるとき 

水位、滞水時間、その他水防活動上必

要な状況を明示するとともに、越水、

漏水、法崩れ、亀裂その他河川、海岸

等の状況により警戒を必要とする事

項を指摘して警告するもの 

解
除 

はん濫注意水位（警戒水位）

以下に降下したとき。又は

はん濫注意水位（警戒水位）

以上であっても、水防作業

を必要とする河川、海岸等

の状況が解消したと認める

とき 

水防活動を必要とする出水状況が解

消した旨及び一連の水防警報を解除

する旨を通知するもの 

 

３ 水位情報の伝達 

氾濫注意水位超過等の水位情報を受信した場合、庁内放送等により関係各課に伝達 

するとともに、避難対策や水防活動の総合調整を行う。 

また、量水標により把握した水位情報について、必要に応じて県横須賀土木事務所 

に報告する。 

 

４ 市管理河川及び海岸における水防警報の取扱い 

県が水防警報を発表した場合、市は、水防警報の対象となっている河川の付近にあ 

る市管理河川及び同一海岸線にある市管理海岸について、水防警報の内容に準じた活 

動を行うものとする。 
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第２節 警戒監視 

 

主管課：都市整備課 

関係課：防災安全課、消防署 

関係機関：県、消防団 

１ 河川水位の監視 

市は、水防活動の判断を行うため、インターネット「神奈川県雨量水位情報」等を 

利用し、河川水位の監視を行います。 

なお、河川の水位観測地点と監視水位は下表（資料編より抜粋）のとおり。 

（単位：ｍ） 

 

２ 雨量の監視 

市及び消防は、水防活動の判断を行うため、インターネットの気象情報サイトや「神 

奈川県雨量水位情報」等を利用し、雨量の監視を行います。 

 

３ 潮位・波高の監視 

市及び消防は、水防活動の判断を行うため、インターネットの気象情報サイトや「気 

象庁潮位観測情報」等を利用し、潮位の監視を行います。 

また、インターネット「国土交通省リアルタイムナウファス」等を利用し、波高の 

監視を行います。 

 

４ 常時監視 

市は、随時、区域内の河川、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直 

ちに河川、海岸などの管理者に連絡して、必要な措置を講じるよう求めます。 

 

 

 

 

 

 

観測地点名 位  置 
水防団待機 

水位 

氾濫注意 

水位 

避難判断 

水位 

氾濫危険 

水位 

田越川（堰橋） 逗子市桜山 1.70 2.20 2.55 2.70 

 

第２節 警戒監視 

 

主管課：河川下水道課 

関係課：防災課・都市整備課・消防署 

関係機関：県・消防団 

１ 河川水位の監視 

市は、水防活動の判断を行うため、インターネット「神奈川県雨量水位情報」等を利 

用し、河川水位の監視を行う。 

なお、河川の水位観測地点と監視水位は下表（資料編より抜粋）のとおり。 

（単位：ｍ） 

観測地点名 位  置 
水防団待機 

水位 

はん濫注意 

水位 

はん濫注意水位

から溢水までの

高さ 

田越川（堰橋） 逗子市桜山 1.70 2.20 1.30 

 

２ 雨量の監視 

市及び消防は、水防活動の判断を行うため、インターネットの気象情報サイトや「神 

奈川県雨量水位情報」等を利用し、雨量の監視を行う。 

 

３ 潮位・波高の監視 

市及び消防は、水防活動の判断を行うため、インターネットの気象情報サイトや「気 

象庁潮位観測情報」等を利用し、潮位の監視を行う。 

また、インターネット「国土交通省リアルタイムナウファス」等を利用し、波高の監 

視を行う。 

 

４ 常時監視 

市は、随時、区域内の河川、水防上危険であると認められる箇所があるときは、直ち 

に河川、海岸などの管理者に連絡して、必要な措置を講じるよう求める。 
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５ 非常警戒 

市及び消防は、気象の悪化が予想されるときには、次の重点警戒箇所を中心として 

河川、海岸などの監視及び警戒をさらに厳重にし、事態に即応した措置を講じます。 

事  項 概    要 

重点警戒箇所 

ア 重要水防区域及び箇所 

イ 浸水想定区域 

ウ 護岸工事施工中の箇所 

エ 過去に浸水履歴のある箇所 

 

第３節 水防活動 

 

主管課：経済観光課、都市整備課、消防署 

関係課：防災安全課 

関係機関：県、消防団 

 

１ 活動用資機材の調達 

市は、防災資機材倉庫及び関係課が設置する倉庫等に備蓄した水害、土砂災害及び 

高潮災害を防除する資機材を使用し災害防除活動を行う。 

市の資機材が不足する場合に備えて、協定事業者等からの緊急調達の方法について 

あらかじめ定めておくものとします。 

緊急調達してもなお不足を来たし、水防活動に支障がある場合は、県横須賀土木事 

務所に資機材の提供を要請することとします。 

 

２ 決壊、越水等の通報 

市は、堤防が決壊・越水し、又はこれに準じるべき事態が発生した場合は、県横須 

賀土木事務所に通報します。 

 

３ 決壊、越水後の措置 

市は、堤防が決壊・越水し、又はこれに準じるべき事態が発生した場合は、各部局 

及び地区防災拠点は、住民の避難及び救出活動を第一に行い、災害緊急協力事業者等 

との協力し、決壊箇所の状況に応じた水防工法を行い、できる限り氾濫による被害が 

拡大しないよう努めます。 

 

 

 

５ 非常警戒 

市及び消防は、気象の悪化が予想されるときには、次の重点警戒箇所を中心として 

河川、海岸などの監視及び警戒をさらに厳重にし、事態に即応した措置を講じる。 

事  項 概    要 

重点警戒箇所 

ア 重要水防区域及び箇所 

イ 浸水想定区域 

ウ 護岸工事施工中の箇所 

エ 過去に浸水履歴のある箇所 

 

第３節 水防活動 

 

主管課：経済観光課・河川下水道課・消防署 

関係課：防災課・都市整備課 

関係機関：県・消防団 

 

１ 活動用資機材の調達 

市は、防災資機材倉庫及び関係課が設置する倉庫等に備蓄した水害、土砂災害及び 

高潮災害を防除する資機材を使用し災害防除活動を行う。 

市の資機材が不足する場合に備えて、協定事業者等からの緊急調達の方法について 

あらかじめ定めておくものとする。 

緊急調達してもなお不足を来たし、水防活動に支障がある場合は、県横須賀土木事 

務所に資機材の提供を要請することとする。 

 

２ 決壊、越水等の通報 

市は、堤防が決壊・越水し、又はこれに準じるべき事態が発生した場合は、県横須賀 

土木事務所に通報する。 

 

３ 決壊、越水後の措置 

市は、堤防が決壊・越水し、又はこれに準じるべき事態が発生した場合は、各部局及 

び地区防災拠点は、住民の避難及び救出活動を第一に行い、災害緊急協力事業者等と 

の協力し、決壊箇所の状況に応じた水防工法を行い、できる限り氾濫による被害が拡 

大しないよう努める。 
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第８章 土砂災害対策計画 
 

第１節 警戒期における対策 

 

主管課：都市整備課  

関係課：企画課、防災安全課、消防署 

関係機関：県  

 

大雨警報や土砂災害警戒情報等の発表直後において、土砂災害による被害が発生し

ていない段階での主要な対策は次のとおり。 

 

１ 前兆現象の早期把握 

市は、積極的な危険箇所へのパトロールや市民からの通報への対応により、土砂災 

害の前兆現象及び災害状況の早期把握に努めます。 

なお、土砂災害の発生が予想される場合は次の箇所を重点に警戒・巡視体制を強化 

します。 

事  項 概    要 

重点的に警戒・巡視

すべき箇所 

１ 市民通報メールにより情報提供があった箇所 

２ 最近土砂災害が発生した箇所 

３ 急傾斜地崩壊危険区域の内、施工前及び施工中の箇所 

４ 宅地造成中の箇所 

５ 土砂災害特別警戒区域 

 

２ 住民への情報伝達 

(1) 大雨警報、土砂災害警戒情報等 

大雨警報が発表された場合は、防災行政無線、防災・防犯メール、市ホームペー

ジ等により住民に伝達を行います。また、土砂災害警戒情報等が発表されるなど、第

４章第５節に規定する高齢者等避難の判断基準に該当する場合についても、早期避難

を促すためにこれを防災行政無線、防災・防犯メール、市ホームページ等により住民

に伝達を行います。 

 

 

 

 

第８章 土砂災害対策計画 
 

第１節 警戒期における対策 

 

主管課：都市整備課  

関係課：秘書広報課・防災課・消防署 

関係機関：県 

 

大雨警報や土砂災害警戒情報等の発表直後において、土砂災害による被害が発生し

ていない段階での主要な対策は次のとおり。 

 

１ 前兆現象の早期把握 

市は、積極的な危険箇所へのパトロールや市民からの通報への対応により、土砂災 

害の前兆現象及び災害状況の早期把握に努める。 

なお、土砂災害の発生が予想される場合は次の箇所を重点に警戒・巡視体制を強化 

する。 

事  項 概    要 

重点的に警戒・巡視

すべき箇所 

１ 最近土砂災害が発生した箇所 

２ 急傾斜地崩壊危険区域の内、施工前及び施工中の箇所 

３ 宅地造成中の箇所 

４ 土砂災害特別警戒区域 

 

 

２ 住民への情報伝達 

(1) 大雨警報、土砂災害警戒情報等 

大雨警報が発表された場合は、防災行政無線、地域安心安全情報共有システム等 

により住民に伝達を行う。また、土砂災害警戒情報等が発表されるなど、第５章第 

２節に規定する避難準備情報の判断基準に該当する場合は、避難準備情報としてこ 

れを防災行政無線、防災情報メール等により住民に伝達を行う。 
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(2)避難指示等 

第４章第５節に規定する避難指示の判断基準に該当する場合は、必要に応じて、

対象世帯数に、広報車、各戸への呼びかけにより住民に確実に伝達を行うとともに、

開設した指定避難所への避難誘導を行います。 

なお、対象区域の広さに応じて、防災行政無線、防災・防犯メールを使用すると 

ともに、湘南ビーチＦＭ等の報道機関への要請などを検討します。 

 

３ 住民が行う安全確保行動 

住民は、市から大雨警報、土砂災害警戒情報などの伝達があった場合は、それぞれ 

の自宅等の立地条件や世帯の状況等に応じて、２階以上の階やがけから離れた部屋へ 

の退避、より安全な親戚・知人宅又は地域活動センター等への自主避難を行います。  

市は、これらの自らが行う安全確保を支援するため、指定緊急避難場所における自 

主避難者受入体制の確保に努めます。 

 

４ 災害時要援護者の避難支援 

災害時要配慮者の支援者等は、高齢者等避難が発令された場合は、支援を行うこと 

となっている災害時要配慮者に対する注意喚起や、早期避難所への避難、状況に応じ 

て、２階以上の階やがけから離れた部屋への退避、より安全な親戚・知人宅、地域活 

動センター等への自主避難などの支援を行います。 

 

５ 要配慮者利用施設の避難対策 

要配慮者利用施設の管理者は、市から土砂災害警戒情報などの伝達があった場合は、

そ 

れぞれの施設の立地条件や施設利用者の状況等に応じて、２階以上の階やがけから離 

れた部屋への退避、より安全な施設等への事前避難を検討します。 

  また、市の防災計画により定められた要配慮者利用施設の所有者又は管理者は、事 

前に作成した避難確保計画により円滑かつ迅速な避難を確保します。 

 

６ 避難所等の開設等 

市は、高齢者等避難・避難指示を発令した場合には、土砂災害に対して安全が確保 

された避難所等を開設し、避難者の受入れを行います。 

なお、市が指定する避難所等に避難せず、自ら避難先を確保して避難する人に対して

も２項に準じた情報伝達により、確実に避難指示等の解除を伝えます。 

 

 

(2) 避難勧告及び避難指示 

第５章第２節に規定する避難勧告及び避難指示の判断基準に該当する場合は、対 

象世帯数に応じて、広報車、各戸への呼びかけにより住民に確実に伝達を行うとと 

もに、開設した風水害時避難所への避難誘導を行う。 

なお、対象区域の広さに応じて、防災行政無線、地域安心安全情報共有システム 

を使用するとともに、湘南ビーチＦＭ等の報道機関への要請などを検討する。 

 

 

３ 住民が行う安全確保行動 

住民は、市から大雨警報、土砂災害警戒情報などの伝達があった場合は、それぞれ 

の自宅等の立地条件や世帯の状況等に応じて、２階以上の階やがけから離れた部屋へ 

の退避、より安全な親戚・知人宅又は地域活動センター等への自主避難を行う。 

市は、これらの自らが行う安全確保を支援するため、地域活動センター等、市の集 

会施設における自主避難者受入体制を確保する。 

 

４ 災害時要援護者の避難支援 

災害時要援護者の支援者等は、避難準備情報が発表された場合は、支援を行うこと 

となっている災害時要援護者に対する注意喚起や、状況に応じて、２階以上の階やが 

けから離れた部屋への退避、より安全な親戚・知人宅、地域活動センター等への自主 

避難などの支援を行う。 

 

５ 要援護者施設の避難対策 

要援護者施設の管理者は、市から土砂災害警戒情報などの伝達があった場合は、そ 

れぞれの施設の立地条件や施設利用者の状況等に応じて、２階以上の階やがけから離 

れた部屋への退避、より安全な施設等への事前避難を検討する。 

 

 

 

６ 風水害時避難所の開設等 

市は、避難勧告及び避難指示を発令した場合には、土砂災害に対して安全が確保さ 

れた風水害時避難所を開設し、避難者の受入れを行う。 

なお、風水害時避難所に避難せず、自ら避難先を確保して避難する者があった場合 

は、避難勧告等の解除を確実に伝達するため、避難先、連絡先等を把握するものとす 

る。 
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第２節 土砂災害発生後の活動 
 
主管課：防災安全課  
関係課：都市整備課、消防署 
関係機関：県、県警察、逗葉医師会 
 
土砂災害による被害が発生した場合の主要な対策は次のとおりです。 

 

１ 現地活動員の派遣 

人的被害が多数発生した土砂災害においては、必要に応じて、現地活動員を派遣し、

被災した住民等の安否確認を行うとともに、防災関係機関と連携・協力して、二次災害

の防止に留意しつつ、行方不明者の捜索・救助を行います。 

地区防災拠点の責任者は、随時被害の状況や応急対策の状況を本部長に報告します。 

 

２ 応援の要請 

行方不明者の捜索・救助に際して、重機等が必要な場合は、災害緊急協力事業者等 

に協力を求めます。 

 

３ 現地救護所の設置 

土砂災害により多数の人的被害が発生した場合は、必要に応じて逗葉医師会に協力

を要請しつつ現地救護所を設置し、救護班医師等の指示のもとトリアージを実施し、迅

速な救護活動を実施します。 

 

４ 避難誘導の実施 

土砂災害による被害が発生した場合は、再崩落や堆積土砂の流出等による二次災害 

も考慮して避難が必要な区域を設定し、避難指示を発令するとともに、安全・確実に 

避難が行われるよう、関係機関との協力を得つつ住民の避難誘導を実施します。 

 

第３節 二次災害防止対策 

 

主管課：都市整備課  

関係課：防災安全課、まちづくり景観課、消防署 

関係機関：県、県警察 

 

土砂災害による被害が発生した場合における二次災害防止対策は次のとおり実施し

 

第２節 土砂災害発生後の活動 
 
主管課：防災課  
関係課：都市整備課・消防署 
関係機関：県・県警察・逗葉医師会 
 
土砂災害による被害が発生した場合の主要な対策は次のとおり。 

 

１ 現地活動班の設置 

人的被害が多数発生した土砂災害においては、必要に応じて、現地活動班を設置し、

被災した住民等の安否確認を行うとともに、防災関係機関と連携・協力して、二次災害

の防止に留意しつつ、行方不明者の捜索・救助を行う。 

地区防災拠点の責任者は、随時被害の状況や応急対策の状況を本部長に報告する。 

 

２ 応援の要請 

行方不明者の捜索・救助に際して、重機等が必要な場合は、災害緊急協力事業者等 

に協力を求める。 

 

３ 現地救護所の設置 

土砂災害により多数の人的被害が発生した場合は、必要に応じて逗葉医師会に協力

を要請しつつ現地救護所を設置し、救護班医師等の指示のもとトリアージを実施し、迅

速な救護活動を実施する。 

 

４ 避難誘導の実施 

土砂災害による被害が発生した場合は、再崩落や堆積土砂の流出等による二次災害 

も考慮して避難が必要な区域を設定し、避難指示を発令するとともに、安全・確実に 

避難が行われるよう、関係機関との協力を得つつ住民の避難誘導を実施する。 

 

第３節 二次災害防止対策 

 

主管課：都市整備課  

関係課：防災課・まちづくり課・消防署 

関係機関：県・県警察 

 

土砂災害による被害が発生した場合における二次災害防止対策は次のとおり実施す
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修正計画 現行計画 

ます。 

 

１ 監視活動 

行方不明者の捜索活動や応急工事に際しては、降雨等の気象状況に十分注意しつつ、 

崩壊面、その周辺斜面及び堆積土砂等について監視をいます。 

 

２ 被災宅地危険度判定の実施 

土砂災害や豪雨等により広範囲な宅地が被害を受けた場合は、必要に応じて、被災 

宅地危険度判定士に協力を求め、調査を実施します。 

 

３ 警戒区域の設定 

崩落現場及びその周辺においては、安全が確認されるまで、居住者の避難指示を継 

続するとともに、警戒区域の設定による立ち入り規制等の必要な措置を実施します。 

 

４ 再崩落の防止措置 

崩落面への防災シート被覆や応急排水路等の措置により再崩落の防止に努めます。 

る。 

 

１ 監視活動 

行方不明者の捜索活動や応急工事に際しては、降雨等の気象状況に十分注意しつつ、 

崩壊面、その周辺斜面及び堆積土砂等について監視を行う。 

 

２ 被災宅地危険度判定の実施 

土砂災害や豪雨等により広範囲な宅地が被害を受けた場合は、必要に応じて、被災 

宅地危険度判定士に協力を求め、調査を実施する。 

 

３ 警戒区域の設定 

崩落現場及びその周辺においては、安全が確認されるまで、居住者の避難指示を継 

続するとともに、警戒区域の設定による立ち入り規制等の必要な措置を実施する。 

 

４ 再崩落の防止措置 

崩落面への防災シート被覆や応急排水路等の措置により再崩落の防止に努める。 
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修正計画 現行計画 

 

第９章 被災者救援対策計画 
 

 

第１節 災害救助法の運用に係る基本方針 

 

主管課：社会福祉課  

関係課：関係各課 

 

災害救助法の運用に係る基本方針に係る事項については、地震津波対策計画編第４

章第 21節を参照。 

 

 

第２節 災害救助法の適用 

 

主管課：社会福祉課  

関係機関：県 

 

災害救助法の適用に係る事項については、地震津波対策計画編第４章第 21 節を参

照。 

 

第３節 食料供給対策 

 

主管課：経済観光課 

関係課：関係各課  

関係機関：県 

 

風水害時においては、以下により被災者に食料の供給を実施します。 

 

事  項 概    要 

食料の供給を 

行う場合 

１ 災害救助法が適用された場合 

２ 市長が被災者及び応急復旧作業に従事する者に対し、備

蓄食料、調達食料、炊き出し等による給食を行う必要があ

ると認めた場合 

 

第９章 被災者救援対策計画 
 

 

第１節 災害救助法の運用に係る基本方針 

 

主管課：社会福祉課  

関係課：関係各課 

 

災害救助法の運用に係る基本方針に係る事項については、地震津波対策計画編第４

部第 21章第 1節を参照。 

 

 

第２節 災害救助法の適用 

 

主管課：社会福祉課  

関係機関：県 

 

災害救助法の適用に係る事項については、地震津波対策計画編第４部第 21章第２節

を参照。 

 

第３節 食料供給対策 

 

主管課：経済観光課 

関係課：関係各課  

関係機関：県 

 

風水害時においては、以下により被災者に食料の供給を実施する。 

 

事  項 概    要 

食料の供給を 

行う場合 

１ 災害救助法が適用された場合 

２ 市長が被災者及び応急復旧作業に従事する者に対し、備

蓄食料、調達食料、炊き出し等による給食を行う必要があ

ると認めた場合 
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修正計画 現行計画 

供給する食料 

発災当初において、食料の調達が困難である場合には、備

蓄食料による食料供給を検討するものとし、調達体制が整

い次第、調達食料の配給や炊き出し等に移行する。 

その他風水害時における食料の供給は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

４章第８節に準じて実施します。 

 

第４節 生活関連物資供給対策 

 

主管課：経済観光課 

関係課：関係各課 

関係機関：県 

 

被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た

物資の調達に留意するものとします。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃

料等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、災害時要配慮者等のニーズや男

女のニーズの違いに配慮します。 

なお、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対して

は、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需物資等の円滑な供給

に十分配慮します。また、在宅での避難者及び所在が確認できる広域避難者等に対して

も物資が供給されるよう努めます。 

風水害時においては、次の場合に被災者に生活関連物資の供給を実施します。 

 

事  項 概    要 

物資の供

給を行う

場 合 

１ 災害救助法が適用された場合 

２ 災害による販売業者の営業休止などにより、避難者が生活

関連物資を調達することができないなど、市長が被災者に対

し、生活関連物資の供給を行う必要があると認めた場合 

その他、風水害時における生活関連物資等の供給は、被害の規模に応じて、地震津波

対策計画編第４章第８節に準じて実施します。 

 

 

 

 

 

 

供給する食料 

発災当初において、食料の調達が困難である場合には、備

蓄食料による食料供給を検討するものとし、調達体制が整

い次第、調達食料の配給や炊き出し等に移行する。 

その他風水害時における食料の供給は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画

編第４部第８章第２節に準じて実施する。 

  

第４節 生活関連物資供給対策 

 

主管課：経済観光課 

関係課：関係各課 

関係機関：県 

 

被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た

物資の調達に留意するものとする。また、夏季には扇風機等、冬季には暖房器具、燃料

等も含めるなど被災地の実情を考慮するとともに、災害時要援護者等のニーズや男女

のニーズの違いに配慮する。 

なお、被災者の中でも、交通及び通信の途絶により孤立状態にある被災者に対して

は、孤立状態の解消に努めるとともに、食料、飲料水及び生活必需物資等の円滑な供給

に十分配慮する。また、在宅での避難者等に対しても物資が供給されるよう努める。 

風水害時においては、次の場合に被災者に生活関連物資の供給を実施する。 

 

 

事  項 概    要 

物資の供

給を行う

場 合 

１ 災害救助法が適用された場合 

２ 災害による販売業者の営業休止などにより、避難者が生活

関連物資を調達することができないなど、市長が被災者に対

し、生活関連物資の供給を行う必要があると認めた場合 

その他、風水害時における生活関連物資等の供給は、被害の規模に応じて、地震津波

対策計画編第４部第８章第３節に準じて実施する。 
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修正計画 現行計画 

 

第５節 被害地外救援物資対策 

 

主管課：企画課  

関係機関：県 

 

風水害時においては、被災地外から提供される救援物資等の募集を次のとおり実施

します。 

事  項 概    要 

救援物資

の募集 

避難所からの情報により被災地内での物資の需要を把握し、市

ホームページへの掲載、報道機関への情報提供等により周知を

図る。なお、原則として行政、事業者以外からの救援物資の受

付はしないこととし、個人等からは、義援金による支援を呼び

かける。 

その他、風水害時における被災地外救援物資の受入れは、被害の規模に応じて、

地震津波対策計画編第４章第８節に準じて実施する。 

 

第６節 飲料水の供給 

 

主管課：県、経済観光課 

 

風水害時においては、飲料水の供給を以下により実施します。 

事  項 概    要 

給水方針 
市は、災害発生時に飲料水を得られない者に対して、１人１

日３ℓの応急給水を行う。 

飲料水の 

確 保 

１ 県は、水道事業者に対して、飲料水の確保を指示する。 

２ 市は、水道事業者に要請して、飲料水の確保を行うとと

もに、自ら、湧水、井戸水、河川水等を浄化処理して飲

料水を確保する。 

３ 水道事業者は、応急給水用飲料水及び水道施設の確認に努

める。 

 

 

 

 

第５節 被害地外救援物資対策 

 

主管課：秘書広報課  

関係機関：県 

 

風水害時においては、被災地外から提供される救援物資等の募集を次のとおり実施

する。 

事  項 概    要 

救援物資

の募集 

避難所からの情報により被災地内での物資の需要を把握し、市

ホームページへの掲載、報道機関への情報提供等により周知を

図る。なお、原則として行政、事業者以外からの救援物資の受

付はしないこととし、個人等からは、義援金による支援を呼び

かける。 

その他、風水害時における被災地外救援物資対策は、被害の規模に応じて、地震津波

対策計画編第４部第８章第４節に準じて実施する。 

 

第６節 飲料水の供給 

 

主管課：県 

 

風水害時においては、飲料水の供給を以下により実施する。 

事  項 概    要 

給水方針 
市は、災害発生時に飲料水を得られない者に対して、１人１

日３ℓの応急給水を行う。 

飲料水の 

確 保 

１ 県は、水道事業者に対して、飲料水の確保を指示する。 

２ 市は、水道事業者に要請して、飲料水の確保を行うとと

もに、自ら、湧水、井戸水、河川水等を浄化処理して飲

料水を確保する。 

３ 水道事業者は、応急給水用飲料水及び水道施設の確認に努

める。 
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１ 応急給水 

 

(1) 市は、応急給水班を組織し、県企業庁が確保した飲料水のほか、非常用飲料水貯 

水槽、鋼板プールの水、井戸水等を活用して応急給水を実施します。特に医療機関 

への速やかな給水を優先的に配慮します。 

また、市は、給水が困難な場合は、県に対して支援を要請します。 

 

(2) 県企業庁は、応急飲料水の確保に努め、災害用指定配水池における応急給水を支 

援するとともに、県営水道給水区域内の市町と災害時の応急給水に関する訓練など

を定期的に実施し、連携の強化を図ります。 

 

 

 

 

第７節 住宅に係る応急対策 

 

主管課：都市整備課 

関係課：まちづくり景観課  

関係機関：県 

 

風水害時における住宅に係る応急対策は、以下により実施します。 

事  項 概    要 

住宅に係る応

急対策 

被災程度に応じて、住宅の応急修理、公営住宅・民間アパ

ート等の活用などにより、被災者の居住の安定を図る。な

お、災害救助法が適用されるなど、大規模な被害が発生し

た場合は、応急仮設住宅により応急住宅の確保を図る。 

その他風水害時における住宅に係る応急対策は、被害の規模に応じて、地震津波対策

計画編第４章第 10節に準じて実施します。 

 

第８節 医療救護及び助産等 

 

主管課：国保健康課  

関係課：消防署 

関係機関：逗葉医師会・逗葉歯科医師会・逗葉薬剤師会・県 

１ 応急給水 

 

(1) 市は、給水班を組織し、県企業庁が確保した飲料水のほか、非常用飲料水貯水槽、 

鋼板プールの水、井戸水等を活用して応急給水を実施する。特に医療機関への速や 

かな給水を優先的に配慮する。 

また、市は、給水が困難な場合は、県に対して支援を要請する。 

 

(2) 県企業庁は、応急飲料水の確保に努め、災害用指定配水池における応急給水を支 

援する。 

飲料水の確保が困難な場合は、必要に応じて、災害時、震災時等の相互応援に関 

する協定を締結している九都県市、関東地方知事会若しくは厚生労働省又は国の 

常（緊急）災害対策本部等に支援等を要請するとともに、必要に応じて自衛隊に給 

水等を要請する。 

 

第７節 住宅に係る応急対策 

 

主管課：都市整備課 

関係課：まちづくり課  

関係機関：県 

 

風水害時における住宅に係る応急対策は、以下により実施する。 

事  項 概    要 

住宅に係る応

急対策 

被災程度に応じて、住宅の応急修理、公営住宅・民間アパ

ート等の活用などにより、被災者の居住の安定を図る。な

お、災害救助法が適用されるなど、大規模な被害が発生し

た場合は、応急仮設住宅により応急住宅の確保を図る。 

その他風水害時における住宅に係る応急対策は、被害の規模に応じて、地震津波対策

計画編第４部第 10章に準じて実施する。 

 

第８節 医療救護及び助産等 

 

主管課：国保健康課  

関係課：消防署 

関係機関：逗葉医師会・逗葉歯科医師会・逗葉薬剤師会・県 
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風水害時・都市災害時においては、救護が必要な被災者等への医療及び助産の提供を

以下により実施します。 

事  項 概    要 

搬送先の

選定 

災害により多数の負傷者が発生した場合、消防本部は、逗葉医師会

との協力のもと、現地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のト

リアージを実施し、重傷度に応じて搬送先を選定する。 

医療機関

の運営 

風水害時において、各医療機関は、可能な限り通常の診療を継続する。 

なお、災害拠点病院及び応急二次病院に指定されている医療機関は、

それぞれが定める災害対策計画に基づき災害医療体制の準備を整え

る。 

地域医療

救護所の 

設置 

被害状況により医療機関で対応できないと認められる場合は、逗葉医

師会と連携のもと、事前に指定した公共施設等を地域医療救護所とし

て開設し、トリアージ及び医療機関への搬送手配、外科的負傷者の内、

軽・中等傷病者に対する応急手当を実施する。 

その他風水害時における医療救護及び助産等は、被害の規模に応じて、地震津波対策

計画編第４章第 11節に準じて実施します。 

 

第９節 保健・衛生の管理 
 

主管課：国保健康課  
関係課：社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課 

 
１ 保健・衛生活動の実施 

市は、浸水被害等による衛生状態の悪化や避難生活の長期化による健康被害を防止 

するため、避難者等との協力のもと、次のとおり実施します。 

項  目 概    要 

保健活動の

概要 

１ 避難所等における健康相談の実施 

２ エコノミークラス症候群防止等を目的とした体操等の 

普及啓発 

３ 長期的な視点による被災者の心のケアへの対応 

衛生活動の

概要 

１ 避難所の食品集積場所、救援物資集積場所等の衛生確保 

２ 関係施設の貯水槽等の簡易検査 

３ 食品関係営業施設、仮設店舗等の衛生指導 

４ その他、水・食品に起因する危害発生の未然防止 

 

風水害時・都市災害時においては、救護が必要な被災者等への医療及び助産の提供を

以下により実施する。 

事  項 概    要 

搬送先の

選定 

災害により多数の負傷者が発生した場合、消防本部は、逗葉医師会

との協力のもと、現地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のト

リアージを実施し、重傷度に応じて搬送先を選定する。 

医療機関

の運営 

風水害時において、各医療機関は、可能な限り通常の診療を継続する。 

なお、災害拠点病院及び応急二次病院に指定されている医療機関は、

それぞれが定める災害対策計画に基づき災害医療体制の準備を整え

る。 

地域医療

救護所の 

設置 

被害状況により医療機関で対応できないと認められる場合は、逗葉医

師会と連携のもと、事前に指定した公共施設等を地域医療救護所とし

て開設し、トリアージ及び医療機関への搬送手配、外科的負傷者の内、

軽・中等傷病者に対する応急手当を実施する。 

その他風水害時における医療救護及び助産等は、被害の規模に応じて、地震津波対策

計画編第４部第 11章に準じて実施する。 

 

第９節 保健・衛生の管理 
 

主管課：国保健康課  
関係課：社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課 

 
１ 保健・衛生活動の実施 

市は、浸水被害等による衛生状態の悪化や避難生活の長期化による健康被害を防止 

するため、避難者等との協力のもと、次のとおり実施する。 

項  目 概    要 

保健活動の

概要 

１ 避難所等における健康相談の実施 

２ エコノミークラス症候群防止等を目的とした体操等の 

普及啓発 

３ 長期的な視点による被災者の心のケアへの対応 

衛生活動の

概要 

１ 避難所の食品集積場所、救援物資集積場所等の衛生確保 

２ 関係施設の貯水槽等の簡易検査 

３ 食品関係営業施設、仮設店舗等の衛生指導 

４ その他、水・食品に起因する危害発生の未然防止 
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市は、災害による被災者のこころのケアを行うために、かながわＤＰＡＴ(災害派遣

精神医療チーム)や医療、保健及び福祉関係者等の協力を得て、時期や状況に応じた必

要な措置を講じます。 

また非被災地域からこころのケアの専門職からなるチームが派遣される場合は、派

遣に係る調整や活動場所の確保等を図ります。 

さらには、被災者のみならず災害救援スタッフのメンタルヘルスの維持に努めます。 

 

第 10 節 防疫対策 
 

主管課：国保健康課 
 
１ 防疫活動の基本方針 

風水害時において、浸水被害に伴う衛生状態の悪化による感染症等を防止し、被災 

者等の健康を守るための基本方針を以下に定めます。 

なお、感染症の発生に対する処置は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律(平成 10 年法律第 114 号（令和３年法律第５号による改正）)及び予防接

種法(昭和 23 年法律第 68 号（令和２年法律第 75号による改正）)に規定するところに

よります。 

 

事  項 概    要 

防疫の原則 
災害に伴う浸水家屋やその周辺の清掃は、各個人が行うことを原則

とし、市は被災地の状況に応じて的確な指導及び措置を行う。 

防疫活動の

概要 

１ 感染症予防上必要と認めた場合の対応び消毒 

２ 災害地のねずみ族、昆虫駆除 

３ 予防接種の実施 

４ 厚生労働省の承認を得た上での予防内服薬の投与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市は、災害による被災者のこころのケアを行うために、精神科医をはじめとした医療、 

保健及び福祉関係者等の協力を得て、時期や状況に応じた必要な措置を講ずる。また、 

非被災地域からこころのケアの専門職からなるチームが派遣される場合は、派遣に係る 

調整や活動場所の確保等を図る。 

さらには、被災者のみならず災害救援スタッフのメンタルヘルスの維持に努める。 

 

 

第 10 節 防疫対策 
 

主管課：生活安全課・国保健康課 
 
１ 防疫活動の基本方針 

風水害時において、浸水被害に伴う衛生状態の悪化による感染症等を防止し、被災 

者等の健康を守るための基本方針を以下に定める。 

なお、感染症の発生に対する処置は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療 

に関する法律(平成10年法律第114号)及び予防接種法(昭和23年法律第68号)に規定 

するところによる。 

 

 

事  項 概    要 

防疫の原則 
災害に伴う浸水家屋やその周辺の清掃は、各個人が行うことを原則

とし、市は被災地の状況に応じて的確な指導及び措置を行う。 

防疫活動の

概要 

１ 感染症予防上必要と認めた場合の清潔方法及び消毒方法 

２ 災害地のねずみ族、昆虫駆除 

３ 予防接種の実施 

４ 厚生労働省の承認を得た上での予防内服薬の投与 

疫学調査の

実施 

被災地において積極的疫学調査を行い、その結果必要があると認め

る場合は健康診断を行う。 

 

２ 防疫業務実施基準 

災害時における防疫業務の実施基準を、災害の程度により次のとおり定める。 

等級 実施基準概要 

Ａ級 感染症流行のおそれのある地域が、広範囲にわたっている場合 

Ｂ級 感染症流行のおそれのある相当広い地域が数箇所以上に及ぶ場合 

Ｃ級 感染症流行のおそれのある地域が小さくかつ点在している場合 
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２ 染症患者への対応 

県及び市外医療機関と連絡調整し、受入れの手配を行うとともに、搬送に必要な緊 

急車両の手配等を関係各課と連絡調整し確保します。 

 

 

第 11 節 行方不明者及び遺体の捜索 

 

主管部：防災安全課、社会福祉課  

関係機関：県警察、横須賀海上保安部、自衛隊、消防団 

 

風水害時においては、行方不明者及び遺体の捜索を以下により実施します。 

事  項 概    要 

行方不明者

等の捜索 

地区防災拠点の現地活動員は、行方不明者及び遺体の捜索に

当たっては、県警察、消防団、自主防災組織等の協力のもと、

可能な限り早期の発見・収容に努める。 

その他、風水害時における行方不明者及び遺体の捜索は、被害の規模に応じて、地震

津波対策計画編第４章第 13節に準じて実施します。 

 

第 12 節 遺体の対応 

 

主管課：社会福祉課  

関係課：国保健康課 

関係機関：県警察、逗葉医師会、逗葉歯科医師会、逗葉薬剤師会、県 

 

風水害時における遺体の対応は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４ 

章第 13 節に準じて実施します。 

 

第 13 節 遺体の火葬・埋葬 

 

主管課：社会福祉課  

関係機関：県 

 

風水害時における遺体の火葬・埋葬は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

４章第 13節に準じて実施します。 

 

３ 感染症患者への対応 

地区防災拠点からの要請により市外医療機関と連絡調整し、受入れの手配を行うと 

ともに、搬送に必要な緊急車両の手配等を関係各課と連絡調整し確保する。 

 

 

第 11 節 行方不明者及び遺体の捜索 

 

主管部：秘書広報課・社会福祉課  

関係機関：県警察・海上保安庁・自衛隊・消防団 

 

風水害時においては、行方不明者及び遺体の捜索を以下により実施する。 

事  項 概    要 

行方不明者

等の捜索 

地区防災拠点の現地活動班は、行方不明者及び遺体の捜索に

当たっては、県警察、消防団、自主防災組織等の協力のもと、

可能な限り早期の発見・収容に努める。 

その他、風水害時における行方不明者及び遺体の捜索は、被害の規模に応じて、地震

津波対策計画編第４部第 13章第２節に準じて実施する。 

 

第 12 節 遺体の収容及び処理 

 

主管課：社会福祉課  

関係課：国保健康課 

関係機関：県警察・逗葉医師会・逗葉歯科医師会・逗葉薬剤師会・県 

 

風水害時における遺体の収容及び処理は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編

第４部第 13章第３節に準じて実施する。 

 

第 13 節 遺体の火葬・埋葬 

 

主管課：社会福祉課  

関係機関：県 

 

風水害時における遺体の火葬・埋葬は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

４部第 13 章第４節に準じて実施する。 
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第 14 節 災害救援ボランティアの支援活動 

 

主管課：社会福祉課 

関係機関：県、社会福祉協議会 

 

風水害時においては、以下により災害救援ボランティアの支援活動を実施します。 

事  項 概    要 

市災害ボランテ

ィアセンターの

設置 

市は、市内の被害状況に応じて、市社会福祉協議会に「災害救

援ボランティアセンター」の設置を要請する。 

災害ボランティアセンターの主な役割は次のとおり 

・被災地・被災者のボランティアニーズ情報の収集・発信 

・災害救援ボランティアの受入れとコーディネート 

・災害救援ボランティアへの資機材等の提供等の活動支援 

・市域内外の災害救援ボランティア団体・行政機関と、地域住

民等との連絡調整 

災害救援ボラン

ティアの受入れ 

市は、関係団体等と協力し、災害救援ボランティアに対する活

動場所や、必要に応じ、資機材・宿泊場所等の提供あるいはそ

れらの情報提供により、元消防団員等の経験や能力を有した災

害救援ボランティアとの連携に努める。 

県外からの支援の受入れについては、県と連携し、迅速に受入

体制を整えるとともに、最大限の便宜を図る。 

災害救援ボラン

ティア支援団体

の活動に対する

支援 

行政とボランティア団体の特性の違いを活かした効果的な支

援活動を行うため、災害救援ボランティア支援団体との協働・

連携をすすめるとともに、その活動に必要な場所・資機材・資

金等の確保に対する便宜の提供に努める。 

 

その他風水害時における災害救援ボランティアの支援活動については、被害の規模

に応じて、地震津波対策計画編第４章第 22節に準じて実施します。 

 

 

 

第 14 節 災害救援ボランティアの支援活動 

 

主管課：社会福祉課 

関係機関：県・社会福祉協議会 

 

風水害時においては、以下により災害救援ボランティアの支援活動を実施する。 

事  項 概    要 

市災害ボランテ

ィアセンターの

設置 

市は、市内の被害状況に応じて、市社会福祉協議会に「災害救

援ボランティアセンター」の設置を要請する。 

災害ボランティアセンターの主な役割は次のとおり 

・被災地・被災者のボランティアニーズ情報の収集・発信 

・災害救援ボランティアの受入れとコーディネート 

・災害救援ボランティアへの資機材等の提供等の活動支援 

・市域内外の災害救援ボランティア団体・行政機関と、地域住

民等との連絡調整 

災害救援ボラン

ティアの受入れ 

市は、関係団体等と協力し、災害救援ボランティアに対する活

動場所や、必要に応じ、資機材・宿泊場所等の提供あるいはそ

れらの情報提供により、元消防団員等の経験や能力を有した災

害救援ボランティアとの連携に努める。 

県外からの支援の受入れについては、県と連携し、迅速に受入

体制を整えるとともに、最大限の便宜を図る。 

災害救援ボラン

ティア支援団体

の活動に対する

支援 

行政とボランティア団体の特性の違いを活かした効果的な支

援活動を行うため、災害救援ボランティア支援団体との協働・

連携をすすめるとともに、その活動に必要な場所・資機材・資

金等の確保に対する便宜の提供に努める。 

 

その他風水害時における災害救援ボランティアの支援活動については、被害の規模

に応じて、地震津波対策計画編第４部第 22章第 1節に準じて実施する。 

 

 



第３部 災害応急対策計画 

第 10 章 社会機能確保対策計画 

146 

 

修正計画 現行計画 

 

第 10 章 社会機能確保対策計画 
 

第１節 災害廃棄物等の処理対策 

 

主管課：資源循環課、環境クリーンセンター、防災安全課 

関係機関：県 

 

１ 災害廃棄物対策に関する体制の整備と連絡体制の確立 

市は、神奈川県災害廃棄物処理計画や逗子市災害廃棄物処理計画（令和３年３月） 

等に基づき、災害廃棄物対策に関する体制の整備を図るとともに、民間事業者・団体、

他市町村、県と、電話、防災行政通信網、ＦＡＸ、電子メール等により速やかに連絡体

制を確立します。 

 

２ 被害情報の収集 

民間事業者・団体、他市町村、県に対する聴取及び現地確認により被害情報を収集 

します。被害状況や災害廃棄物の発生・処理状況は、時間経過とともに変化するため、

定期的、継続的に情報収集を行います。 

被害情報について優先順位をつけて収集し、県へ報告します。 

 

３ 災害廃棄物処理 

 

(1) 発生量等の推計 

発災後、速やかに建物の被害棟数や水害・津波の浸水範囲等を把握し、災害廃棄 

物の発生量を推計します。 

また、仮置場への持込量や家屋解体件数等の情報を定期的に収集し、随時発生量 

の見直しを行います。 

 

(2) その他風水害時における災害廃棄物の処理は、被害の規模に応じて、地震津波対 

策計画編第４章第 14節の定めるところにより実施します。 

 

４ し尿処理 

 

(1) 仮設トイレの設置 

し尿の発生量を推計するとともに、仮設トイレを設置します。また、仮設トイレ 

 

第 10 章 社会機能確保対策計画 
 

第１節 災害廃棄物の処理 

 

主管課：資源循環課・環境クリーンセンター 

関係機関：県 

 

風水害時においては、災害廃棄物の処理等を以下により実施する。 

事  項 概    要 

廃棄物の収集 
浸水害が発生するなど、集中的に多量の廃棄物が発生した

場合は、当該地域への戸別収集等を検討する。 

その他風水害時における災害廃棄物の処理は、被害の規模に応じて、地震津波対策計

画編第４部第１４章第２節の定めるところにより実施する。 

 

第２節 し尿の処理 

 

主管課：防災課・資源循環課・環境クリーンセンター 

関係課等：地区防災拠点・避難所担当所管 

  

風水害時においては、し尿の処理等を以下により実施する。 

事  項 概    要 

し尿の処理 

大規模災害の発生により下水道施設が被害を受けた場合

は、小中学校の風水害時避難所を中心に仮設トイレを早期

に設置し、し尿の収集はバキュームカーにより実施する。 

その他風水害時におけるし尿の処理は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

３部第２章第 10節及び第４部第１４章第３節の定めるところにより実施する。 
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の設置状況及びその使用方法等について、住民に周知します。 

 

(2) し尿の収集・処理 

市は、計画的に仮設トイレの管理及びし尿の収集・処理を行います。 

 

(3) 支援要請 

仮設トイレが不足する場合や、し尿の収集・処理が困難な場合は、国、県又は民間 

  事業者団体に支援を要請します。 

 

(4) その他風水害時におけるし尿の処理は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画 

編第４章第 14 節の定めるところにより実施します。 

 

５ 生活ごみ・避難所ごみの収集・処理 

 

(1) 収集・処理体制の整備 

民間事業者団体や他市町村からの応援を含めた収集運搬及び処理体制を速やかに 

確保し、処理を行います。 

 

(2) 避難所ごみへの対応 

避難所の開設・閉鎖の情報から避難所ごみの発生量を推計するとともに、収集運 

搬体制・収集ルート等を作成し、更新します。 

分別区分は、基本的には平時と同様とし、市民及び避難者に分別及び収集方法を周 

知します。 

 

(3) 支援要請 

道路の不通や渋滞等により収集効率が低下し、収集運搬車両が不足する場合や、市 

の処理施設だけで処理することが困難な場合は、委託事業者等の民間事業者・団体、 

他市町村、県等に支援を要請します。 
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第２節 風水害時における障害物除去 

 

主管課：都市整備課、下水道課、防災安全課 

関係課：資源循環課、環境クリーンセンター、消防署 

関係機関：県警察、県、関東地方整備局 

 

風水害時における障害物除去は、以下により実施します。 

 

事  項 概    要 

除去の実

施者 

市は、各種応急対策を実施する上で障害となる工作物、がけ崩れ等に

より住家及びその周辺に運ばれた土砂や樹木の除去を行う。 

また、道路、河川、海岸等に堆積した障害物の除去は、その管理者が

行う。 

その他風水害時における障害物除去は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

４章第 15節の定めるところにより実施します。 

 

第３節 緊急輸送の実施 

 

主管課：管財契約課、都市整備課 

関係機関：県、県警察、横須賀海上保安部、自衛隊、東日本旅客鉄道(株) 

京浜急行電鉄(株) 

 

風水害時における緊急輸送は、以下により実施します。 

事  項 概    要 

緊急輸送

の実施 

市は、災害の発生時において、食料、物資、人員等の輸送を行うた

め、関係機関との協力のもと、車両、船舶等輸送手段の確保、緊急輸

送路線の確保を行う。 

その他風水害時における緊急輸送は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４

章第 16節の定めるところにより実施します。 

 

 

 

 

 

第３節 風水害時における障害物除去 

 

主管課：都市整備課・河川下水道課 

関係課：資源循環課・環境クリーンセンター・消防署 

関係機関：県警察・県・関東地方整備局 

 

風水害時における障害物除去は、以下により実施する。 

 

事  項 概    要 

除去の実

施者 

市は、各種応急対策を実施する上で障害となる工作物、がけ崩れ等に

より住家及びその周辺に運ばれた土砂や樹木の除去を行う。 

また、道路、河川、海岸等に堆積した障害物の除去は、その管理者が

行う。 

その他風水害時における障害物除去は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第

４部第 15 章の定めるところにより実施する。 

 

第４節 緊急輸送の実施 

 

主管課：管財課・都市整備課 

関係機関：県・県警察・海上保安庁・自衛隊・東日本旅客鉄道(株)・ 

京浜急行電鉄(株) 

 

風水害時における緊急輸送は、以下により実施する。 

事  項 概    要 

緊急輸送

の実施 

市は、災害の発生時において、食料、物資、人員等の輸送を行うた

め、関係機関との協力のもと、車両、船舶等輸送手段の確保、緊急輸

送路線の確保を行う。 

その他風水害時における緊急輸送は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４

部第 16章の定めるところにより実施する。 
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第４節 学校教育等の実施 
 
主管課：教育総務課、学校教育課、社会教育課 
 
各学校は、事前に定めた各学校における防災計画等に基づき、災害時における児童・

生徒及び教職員の安全を確保するとともに、学校教育等の円滑な実施等を図るものと

します。 

風水害時における学校教育等は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４章第

17節の定めるところにより実施します。 

 

第５節 公共施設における応急対策 
 
主管課：各施設所管課 

 
風水害時における不特定多数の来場者がある公共施設や公園などの公共空地の施設

管理者等が行う緊急措置を以下に定めます。 

次の措置を実施した後は、当該施設を所管する各課の指示により応急対策業務につ

くものとします。 

 

 

 

 

事  項 概    要 

安全確保 

所管課の指示により、閉館、休業等の措置を実施し、その旨を

来場者に案内する。 

なお、急激に天候が変化するなど、施設外に出ることが危険と

判断される場合は、施設の中で比較的安全な場所に一時的に避

難させる。 

情報提供 

一時的に来場者を避難させた場合は、災害対策本部等やテレ

ビ・ラジオからの情報を来場者等へ提供し、不安の解消に努め

る。 

応急手当 

来場者、職員等が負傷した場合は、応急手当を実施するととも

に、必要に応じて、近隣住民等と協力しつつ医療機関等へ搬送

する。 

避難誘導 
施設及び周辺における災害状況に応じて、近隣の指定緊急避難

場所等、より安全な施設に来場者を誘導する。 

被害状況

の把握 

発災後、直ちに施設の被害状況を調査し、所管課を通じて企画

課及び防災安全課へ報告する。 

第５節 学校教育等の実施 
 
主管課：教育総務課・学校教育課・社会教育課 
 
各学校は、事前に定めた各学校における防災計画に基づき、災害時における児童・生

徒及び教職員の安全を確保するとともに、学校教育等の円滑な実施等を図るものとす

る。 

風水害時における学校教育等は、被害の規模に応じて、地震津波対策計画編第４部第

17章の定めるところにより実施する。 

 

第６節 公共施設における応急対策 
 
主管課：各施設所管課 

 
風水害時における不特定多数の来場者がある公共施設や公園などの公共空地の施設

管理者等が行う緊急措置を以下に定める。 

次の措置を実施した後は、当該施設を所管する各課の指示により応急対策業務につ

くものとする。 

 

 

 

 

事  項 概    要 

安全確保 

所管課の指示により、閉館、休業等の措置を実施し、その旨を

来場者に案内する。 

なお、急激に天候が変化するなど、施設外に出ることが危険と

判断される場合は、施設の中で比較的安全な場所に一時的に避

難させる。 

情報提供 

一時的に来場者を避難させた場合は、災害対策本部等やテレ

ビ・ラジオからの情報を来場者等へ提供し、不安の解消に努め

る。 

応急手当 

来場者、職員等が負傷した場合は、応急手当を実施するととも

に、必要に応じて、近隣住民等と協力しつつ医療機関等へ搬送

する。 

避難誘導 
施設及び周辺における災害状況に応じて、近隣の風水害時避難

所等、より安全な施設に来場者を誘導する。 

被害状況

の把握 

発災後、直ちに施設の被害状況を調査し、所管課を通じて企画

課及び防災課へ報告する。 
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第 11 章 警備・救助対策計画 
 

第１節 陸上における警備・救助対策 

 

主管課：防災安全課、都市整備課 

関係機関：県、県警察、県公安委員会、逗子警察署 

 

１ 警備及び交通規制等に係る基本方針 

風水害時・都市災害時において、県警察が行う応急対策の基本方針を以下に定めま

す。 

事  項 概    要 

基本方針 

逗子警察署は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合

には、警備体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速・

的確な災害の応急対策等を実施することにより、市民の生命、

身体及び財産の保護、交通秩序の維持、各種犯罪の予防検挙 

その他公共の安全と秩序を維持して、被災地における治安の万

全を期すものとする。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

２ 警備体制の確立 

事  項 概    要 

警察署警

備本部の

設置 

台風・低気圧の接近に伴う大規模な災害や都市災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合には、逗子警察署に警察署長を警備本部長とする

警察署災害警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

協力連絡

体制の強

化 

警察署警備本部と市災害対策本部は、必要に応じて所要の要員を派遣

し、相互に協力連絡体制を強化する。 

第 11 章 警備・交通対策計画 
 

第１節 警備及び交通規制等に係る基本方針 

 

主管課：防災課・都市整備課 

関係機関：県・県警察・県公安委員会・逗子警察署・海上保安庁 

 

１ 警備及び交通規制等に係る基本方針 

風水害時・都市災害時において、県警察が行う応急対策の基本方針を以下に定める。 

事  項 概    要 

基本方針 

逗子警察署は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合

には、警備体制を早期に確立し、人命の安全を第一とした迅速・

的確な災害の応急対策等を実施することにより、市民の生命、

身体及び財産の保護、交通秩序の維持、民心の安定活動の推進

に努め、被災地における治安維持の万全を期すものとする。 

 

 

第２節 県警察の応急対策 
 

関係課：関係各課 
関係機関：県警察 

 

逗子警察署は、災害が発生し又は発生するおそれがある場合には、警備体制を早期に

確立し、人命の安全を第一とした迅速・的確な災害応急対策等を実施することにより、

住民の生命・身体及び財産の保護、交通秩序の維持、各種犯罪の予防検挙その他公共の

安全と秩序を維持して、被災地における治安の万全を期すものとする。 

 

１ 警備体制の確立 

事  項 概    要 

警察署警

備本部の

設置 

台風・低気圧の接近に伴う大規模な災害や都市災害が発生し、又は発生

するおそれがある場合には、逗子警察署に警察署長を警備本部長とする

警察署災害警備本部を設置し、指揮体制を確立する。 

協力連絡

体制の強

化 

警察署警備本部と市災害対策本部は、必要に応じて所要の要員を派遣

し、相互に協力連絡体制を強化する。 
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部隊運用 
別に定めるところにより、警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び

態様に応じて迅速・的確な部隊運用を行う。 

 

３ 災害応急対策の実施 

事  項 概    要 

情報の収

集・連絡 

災害警備上必要な情報収集を行い、収集した情報を、必要により関係

機関へ連絡する。 

警報等の 

伝達 

災害に関する警報等を認知した場合、その内容、情勢等を分析・検討

し、必要がある場合は、地域住民に対する広報を行う。 

また、当該警報等の緊急性、市の体制等を勘案し、要請のあった場合

又は災害警備上必要がある場合は、市の行う地域住民に対する警報等

の伝達に協力する。 

救出救助 

活動 

把握した被災状況に基づき、迅速に機動隊等の部隊を被災現場に出動

させ、県、市及び防災関係機関と協力して、被災者の救出救助活動を

実施する。また、県警察は、消防等防災関係機関の現場責任者と随時、

捜索区割り等現場活動に関する調整を行う。 

避難指示等 

警察官は、災害対策基本法第 61 条により避難の指示を、また、同法

第 63 条により警戒区域を設定する。また、警察官職務執行法第 4 条

により、避難の措置を講じる。 

交通対策 

被災地域における交通の混乱の防止を図り、災害応急対策活動が円滑

に行われるように、被災規模・状況に応じて、一般車両の通行を禁止

する区域及び通行を制限する区域の設定、緊急交通路の確保や交通規

制を実施するなど、地震津波対策計画編第４章第 18 節に準じて実施

する。 

部隊運用 
別に定めるところにより、警備部隊の編成を行うほか、事案の規模及び

態様に応じて迅速・的確な部隊運用を行う。 

 

２ 災害応急対策の実施 

事  項 概    要 

情報の収

集・連絡 

災害警備上必要な情報収集を行い、収集した情報を、必要により関係

機関へ連絡する。 

警報等の 

伝達 

災害に関する警報等を認知した場合、その内容、情勢等を分析・検討

し、必要がある場合は、地域住民に対する広報を行う。 

また、当該警報等の緊急性、市の体制等を勘案し、要請のあった場合

又は災害警備上必要がある場合は、市の行う地域住民に対する警報等

の伝達に協力する。 

救出救助 

活動 

把握した被災状況に基づき、迅速に機動隊等の部隊を被災現場に出動

させ、県、市及び防災関係機関と協力して、被災者の救出救助活動を

実施する。また、県警察は、消防等防災関係機関の現場責任者と随時、

捜索区割り等現場活動に関する調整を行う。 

避難指示等 

警察官は、災害対策基本法第 61 条により避難の指示を、また、同法

第 63 条により警戒区域を設定する。また、警察官職務執行法第 4 条

により、避難の措置を講じる。 

交通対策 

被災地域における交通の混乱の防止を図り、災害応急対策活動が円滑

に行われるように、被災規模・状況に応じて、一般車両の通行を禁止

する区域及び通行を制限する区域の設定、緊急交通路の確保や交通規

制を実施するなど、地震津波対策計画編第４部第１８章第３節に準じ

て実施する。 
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修正計画 現行計画 

防犯対策 

被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や援助物資の搬

送路及び集積地における混乱、避難所におけるトラブル等を防止する

ため、被災地及びその周辺におけるパトロールの強化、避難所等の定

期的な巡回を行う。 

また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗

犯、粗暴犯等の取締りを重点的に行い、被災地の社会秩序の維持に努

める。 

さらには、被災地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締りや被害防止

に努めるとともに、災害に乗じたサイバー攻撃に関する情報収集及び

国民に対する適切な情報提供を行うなど社会的混乱の抑制に努める。 

ボランティ

ア等の連携 

自主防災組織等のボランティア関係組織・団体との連携を図り、被災

地における各種犯罪・事故の未然防止と被災住民等の不安除去等を目

的として行われるボランティア活動が円滑に行われるように必要な

支援を行う。 

広 域 応 援 
県公安委員会は、発生した災害の被害規模に応じて、速やかに広域緊

急援助隊の援助要請を行う。 

 

 

第２節 海上における警備・救助対策 

 

関係機関：横須賀海上保安部  

 

１ 海上災害の拡大防止に係る基本方針 

台風等の災害時において、海上警備及び船舶の衝突や油流出などの海上災害に対応す

るための基本方針を以下に定めます 

項  目 概    要 

基 本 方 針 

第三管区海上保安本は、台風等の災害が発生した場合において、人

命の救助・救急活動、消火活動、排出油等の防除活動、海上交通の

安全確保、避難対策、救援物資の輸送活動、社会秩序の維持、船 

舶等への情報提供、二次災害の防止等に当たる。 

 

２ 風水害時における応急対策 

風水害時における海上災害対策は、地震津波対策計画編第４章第 19節の定めるとこ 

ろにより実施します。 

防犯対策 

被災地の無人化した住宅街、商店街等における窃盗犯や援助物資の搬

送路及び集積地における混乱、避難所におけるトラブル等を防止する

ため、被災地及びその周辺におけるパトロールの強化、避難所等の定

期的な巡回を行う。 

また、被災地において発生しがちな悪質商法等の生活経済事犯、窃盗

犯、粗暴犯等の取締りを重点的に行い、被災地の社会秩序の維持に努

める。 

さらには、被災地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締りや被害防止

に努めるとともに、災害に乗じたサイバー攻撃に関する情報収集及び

国民に対する適切な情報提供を行うなど社会的混乱の抑制に努める。 

ボランティ

ア等の連携 

自主防災組織等のボランティア関係組織・団体との連携を図り、被災

地における各種犯罪・事故の未然防止と被災住民等の不安除去等を目

的として行われるボランティア活動が円滑に行われるように必要な

支援を行う。 

広 域 応 援 
県公安委員会は、発生した災害の被害規模に応じて、速やかに広域緊

急援助隊の援助要請を行う。 
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修正計画 現行計画 

 

削除（第 11 章第２節に移動） 

 

 

第 12 章 海上災害対策計画 
 

第１節 海上災害の拡大防止に係る基本方針 

 

関係機関：海上保安庁  

 

１ 海上災害の拡大防止に係る基本方針 

台風等の災害時において、海上警備及び船舶の衝突や油流出などの海上災害に対応す

るための基本方針を以下に定める。 

項  目 概    要 

基 本 方 針 

海上保安庁は、市、県警察及び県と連携協力して応急対策を

実施し、海上施設における人命・財産の保護及び治安の維持

に当たる。 

なお、状況に応じ市、警察及び県等の協力を求める。 

 

 

第２節 風水害時における応急対策 

 

関係機関：海上保安庁 

 

風水害時における海上災害対策は、地震津波対策計画編第４部第 19章の定めるとこ

ろにより実施する。 
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修正計画 現行計画 

 

第 12 章 ライフライン施設対策計画 
 

第１節 上水道施設の応急対策 

 

関係機関：県企業庁 

 

上水道施設は県企業庁管轄のため、市では被害状況の結果を県へ報告し、復旧依頼を

行います 

 

 

 

 

 

 

１ 応急復旧 

応急復旧活動は県へ依頼し、関係業者の協力を得て作業に当たります。 

(1) 県企業庁は、被災者の生活に欠かすことの出来ない水道施設の復旧に全機能を投 

入し、一日も早く給水装置を通じて給水できるようにします。 

(2) 県企業庁は、応急復旧のため、関係業者の全面協力のもと、災害時における応急 

給水及び復旧工事の協力に関する協定等を活用し、水道事業者を支援します。必要 

に応じて他自治体に応援要請を行います。 

 

２ 応急飲料水以外の生活用水の供給 

市は、飲料水以外の生活用水等についても、必要最小限の範囲で確保及び供給に努 

めます 

 

３ 応援の要請 

県企業庁は、災害の程度により、応急給水又は水道施設の復旧のための資機材、若 

しくは人員に不足が生じる場合は、日本水道協会神奈川県支部及び災害時における復 

旧工事の協力に関する協定を締結している業者等に応援を要請します。 

 

 

 

 

 

第 13 章 ライフライン施設対策計画 
 

第１節 上水道施設の応急対策 

 

関係機関：県企業庁 

 

上水道施設は県企業庁管轄のため、市では被害状況の結果を県へ報告し、復旧依頼を

行う。 

 

 

 

 

 

 

１ 応急復旧 

応急復旧活動は県へ依頼し、関係業者の協力を得て作業に当たる。 

(ｱ) 県は、被災者の生活に欠かすことの出来ない水道施設の復旧に全機能を投入し、 

一日も早く給水装置を通じて給水できるようにする。 

(ｲ) 県は、応急復旧のため、関係業者の全面協力のもと、災害時における応急給水及 

び復旧工事の協力に関する協定等を活用し、水道事業者を支援する。必要に応じて 

他自治体に応援要請を行う。 

 

２ 応急飲料水以外の生活用水の供給 

市は、飲料水以外の生活用水等についても、必要最小限の範囲で確保及び供給に努 

める。 

 

３ 応援の要請 

県企業庁は、災害の程度により、応急給水又は水道施設の復旧のための資機材、若 

しくは人員に不足が生じる場合は、日本水道協会神奈川県支部、災害時における復旧 

工事の協力に関する協定を締結している業者等への応援を要請する。 

 

 

 

 

県（企業庁） 

市 

水道事業者・組合 

復旧依頼 

協定締結・応援要請 

復旧支援 

県（企業庁） 

市 

水道事業者・組合 

復旧依頼 

協定締結・応援要請 

復旧支援 
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修正計画 現行計画 

第２節 下水道施設の応急対策 

 

主管課：下水道課 

 

被害調査の結果に応じて、主要な管渠や医療機関など公共性の高い施設を優先して

復旧を行います。 

１ 被害調査 

災害発生後、直ちに下水道施設について、被害調査を行うとともに、被害の原因、 

種類、規模等について、災害対策本部長に報告します。 

 

２ 応急復旧 

応急復旧活動は環境都市部長の指示に従い、関係業者の協力を得て作業に当たりま 

す。 

事  項 概    要 

ポンプ場、

処理場施設 

ポンプ場、処理場とも、施設に被害が発生した場合は、排水・

処理能力を極力維持するために、総力をあげて復旧する。 

下水道管渠

施設 

管渠の復旧作業は、陥没等による閉塞に伴う排水不良箇所

の復旧を優先する。 

 

第３節 電力施設の応急対策 

 

関係機関：東京電力パワーグリッド(株) 

 

災害により電力施設に被害があった場合は、被害状況を早期に把握し、通電火災等の

二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、電力供給施設としての機能を維持

します。 

 

１ 東京電力パワーグリッド(株) 藤沢支社支部の応急対策 

 

(1) 基本方針 

事  項 概    要 

非常災害対策

本部（支部）

の設置 

非常災害対策神奈川総支社本部の発令に伴い、非常災害対策藤沢支

社支部を設置する。 

第２節 下水道施設の応急対策 

 

主管課：河川下水道課 

 

被害調査の結果に応じて、主要な管渠や医療機関など公共性の高い施設を優先し

て復旧を行う。 

１ 被害調査 

災害発生後、直ちに下水道施設について、被害調査を行うとともに、被害の原因、種 

類、規模等について、災害対策本部長に報告する。 

 

２ 応急復旧 

応急復旧活動は環境都市部長の指示に従い、関係業者の協力を得て作業に当たる。 

 

事  項 概    要 

ポンプ場、

処理場施設 

ポンプ場、処理場とも、施設に被害が発生した場合は、排水・

処理能力を極力維持するために、総力をあげて復旧する。 

下水道管渠

施設 

管渠の復旧作業は、陥没等による閉塞に伴う排水不良箇所

の復旧を優先する。 

 

第３節 電力施設の応急対策 

 

関係機関：東京電力 

 

災害により電力施設に被害があった場合は、被害状況を早期に把握し、通電火災等の

二次災害の発生を防止し、速やかに応急復旧を行い、電力供給施設としての機能を維持

する。 

 

１ 東京電力（株）藤沢支社支部の応急対策 

 

(1) 基本方針 

事  項 概    要 

非常災害対策

本部（支部）

の設置 

非常災害対策神奈川支店本部の発令に伴い、非常災害対策藤沢支社

支部を設置する。 
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電力供給継続

の原則と危険

予防措置 

電力需要の実態に鑑み、災害時においても原則として送電を継続す

るが、円滑な防災活動を実施するため、県警察、消防機関等からの

要請があった場合には、送電停止等の適切な危険予防措置を講じる。 

電力の融通 

災害時においても、各電力会社と締結した「全国融通電力受給契約」

及び隣接する電力会社と締結している「二社融通電力受給契約」に

基づき、電力の緊急融通を実施する。 

関係機関との

連携 

市災害対策本部へ要請に基づき職員を派遣し、防災関係機関等との

緊密な連絡調整を行う。 

 

(2) 応急対策 

事  項 概    要 

応急工事の実施 

災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連及

び情勢の緊急度を勘案して、二次災害の防止に配慮しつつ、

迅速かつ適切に実施する。 

設備の復旧 
設備の復旧は、災害状況、被害状況、復旧の難易度を勘案し

て、電力供給上復旧効果の大きいものから実施する。 

優先送電 

特に防災上の重要となる施設（原則として人命に関わる施

設、災害対策の中枢となる官公署、報道機関、避難場所、そ

の他）に対しては優先的に送電する。 

復旧応援隊の編成 

被害の状況等を勘案し、被害が甚大な場合は当社他支店社員

又は工事会社の協力を得て、復旧応援隊を編成し復旧工事を

実施する。 

広報対策 

被害状況及び復旧見通し等について広報を行うほか、電気に

よる二次災害を防止するため次の事項について注意喚起を

行う。 

１ 避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切る。 

２ 感電事故の防止（垂れ下がった電線には絶対触れない

等） 

３ 漏電等による出火防止（冠水した屋内配線、電気器具等

は使わない） 

４ 電気器具のコンセントを抜く。 

 

 

 

電力供給継続

の原則と危険

予防措置 

電力需要の実態に鑑み、災害時においても原則として送電を継続す

るが、円滑な防災活動を実施するため、県警察、消防機関等からの

要請があった場合には、送電停止等の適切な危険予防措置を講じる。 

電力の融通 

災害時においても、各電力会社と締結した「全国融通電力受給契約」

及び隣接する電力会社と締結している「二社融通電力受給契約」に

基づき、電力の緊急融通を実施する。 

関係機関との

連携 

市災害対策本部へ要請に基づき職員を派遣し、防災関係機関等との

緊密な連絡調整を行う。 

 

(2) 応急対策 

事  項 概    要 

応急工事の実施 

災害に伴う応急工事については、恒久的復旧工事との関連及

び情勢の緊急度を勘案して、二次災害の防止に配慮しつつ、

迅速かつ適切に実施する。 

設備の復旧 
設備の復旧は、災害状況、被害状況、復旧の難易度を勘案し

て、電力供給上復旧効果の大きいものから実施する。 

優先送電 

特に防災上の重要となる施設（原則として人命に関わる施

設、災害対策の中枢となる官公署、報道機関、避難場所、そ

の他）に対しては優先的に送電する。 

復旧応援隊の編成 

被害の状況等を勘案し、被害が甚大な場合は当社他支店社員

又は工事会社の協力を得て、復旧応援隊を編成し復旧工事を

実施する。 

広報対策 

被害状況及び復旧見通し等について広報を行うほか、電気に

よる二次災害を防止するため次の事項について注意喚起を

行う。 

１ 避難するときは安全器又はブレーカーを必ず切る。 

２ 感電事故の防止（垂れ下がった電線には絶対触れない

等） 

３ 漏電等による出火防止（冠水した屋内配線、電気器具等

は使わない） 

４ 電気器具のコンセントを抜く。 
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修正計画 現行計画 

２ 本市の措置 

 

 

第４節 都市ガス施設の応急対策 

 

関係機関：東京ガス(株) 

 

非常事態発生後、可能な限り迅速・適切に施設及び施設の緊急点検を実施するととも

に、これらの被害状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害拡大の防止を図ります。 

 

１ 東京ガス（株）の応急対策 

事  項 概    要 

非常体制

の設置 

災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合に非常

体制を設置する。 

対策要員 

の確保 

非常体制が発令された場合は、対策要員はあらかじめ定められ

た動員計画に基づき速やかに所属する本（支）部に出動する。 

資機材の

確保 

予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調し達を

必要とする資機材を速やかに確保する。 

また、復旧用資機材置場等の確保が困難な場合は、自治体の災

害対策本部に依頼して迅速な確保を図る。 

応急工事 

応急の復旧に当たっては、復旧に従事する者の安全の確保に配

慮した上で、非常事態発生後可能な限り迅速・適切に施設及び

設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把

事  項 概    要 

協力応援 
電力供給施設の重大災害について、電力供給機関から災害応急対

策について要請があった場合は、必要に応じて協力応援する。 

住民への周知 

市は、市民に対して、電力設備について次のような異常を発見し

た場合は、最寄りの電力供給機関事業所へ通報するよう周知徹底

を図る。 

１ 電線が切れ、地上へ垂れ下がっているとき。 

２ 樹木、テレビのアンテナ、煙突等が倒れて、電線に触れてい

るとき。 

３ 電力施設から、火花、音響、煙等がでているとき。 

４ 電柱が傾斜又は倒壊しているとき。 

２ 本市の措置 

 

 

第４節 都市ガス施設の応急対策 

 

関係機関：東京ガス 

 

非常事態発生後、可能な限り迅速・適切に施設及び施設の緊急点検を実施するととも

に、これらの被害状況等を把握し、二次災害の発生防止、被害拡大の防止を図る。 

 

１ 東京ガス（株）の応急対策 

事  項 概    要 

非常体制

の設置 

災害が発生した場合、または発生するおそれがある場合に非常

体制を設置する。 

対策要員 

の確保 

非常体制が発令された場合は、対策要員はあらかじめ定められ

た動員計画に基づき速やかに所属する本（支）部に出動する。 

資機材の

確保 

予備品・貯蔵品等の復旧用資機材の在庫量を確認し、調達を必

要とする資機材を速やかに確保する。 

応急工事 

応急の復旧に当たっては、復旧に従事する者の安全の確保に配

慮した上で、非常事態発生後可能な限り迅速・適切に施設及び

設備の緊急点検を実施するとともに、これらの被害状況等を把

握し、二次災害の発生防止、被害の拡大防止及び被災者の生活

確保を最優先に行う。 

事  項 概    要 

協力応援 
電力供給施設の重大災害について、電力供給機関から災害応急対

策について要請があった場合は、必要に応じて協力応援する。 

住民への周知 

市は、市民に対して、電力設備について次のような異常を発見し

た場合は、最寄りの電力供給機関事業所へ通報するよう周知徹底

を図る。 

１ 電線が切れ、地上へ垂れ下がっているとき。 

２ 樹木、テレビのアンテナ、煙突等が倒れて、電線に触れてい

るとき。 

３ 電力施設から、火花、音響、煙等がでているとき。 

４ 電柱が傾斜又は倒壊しているとき。 
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修正計画 現行計画 

握し、二次災害の発生防止、被害の拡大防止及び被災者の生活

確保を最優先に行う。 

危険予防

措置 

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難

区域の設定、火気の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予

防措置を講ずる。 

復旧計画 

の策定 

被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、復旧計

画を策定する。また、救急病院、ゴミ焼却場、老人ホーム等の

社会的な重要度の高い施設については、移動式ガス発生設備に

よる臨時供給も含めて、優先的に復旧するよう計画立案する。 

広報活動 

災害発生時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、そ

の他必要な場合において、その状況に応じた広報活動を行う。 

広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の

報道機関を通じて行うほか、必要に応じ直接当該地域へ周知す

る。また地方自治体等の関係機関とも必要に応じて連携を図

る。 

 

２ 本市の措置 

事  項 概    要 

協力応援 

ガス供給施設の重大災害について、ガス供給機関から災害応

急対策について要請があった場合は、必要に応じて協力応援

する。 

また、復旧拠点の場所及び車両・資機材の保管場所の確保を

行う。 

住民への 

周知 

市は、市民に対しガス設備について異常を発見した場合は、

最寄りのガス供給機関へ通報するよう周知徹底を図る。 

 

第５節 電話（通信）施設の応急対策 

 

関係機関：電信電話機関 

 

災害により通信施設に被害があった場合、早期に被災状況を把握し、災害応急対策に

欠かすことのできない情報伝達経路を確保するため、速やかに応急復旧を行い、迅速な

機能の回復を図ります。 

 

 

危険予防

措置 

ガスの漏えいにより被害の拡大のおそれがある場合には、避難

区域の設定、火気の使用禁止、ガス供給停止等の適切な危険予

防措置を講ずる。 

復旧計画 

の策定 

被害状況の調査を速やかに行い、正確な情報を収集し、復旧計

画を策定する。また、救急病院、ゴミ焼却場、老人ホーム等の

社会的な重要度の高い施設については、移動式ガス発生設備に

よる臨時供給も含めて、優先的に復旧するよう計画立案する。 

広報活動 

災害発生時には、その直後、ガス供給停止時、復旧作業中、そ

の他必要な場合において、その状況に応じた広報活動を行う。 

広報については、テレビ・ラジオ・インターネット・新聞等の

報道機関を通じて行うほか、必要に応じ直接当該地域へ周知す

る。また地方自治体等の関係機関とも必要に応じて連携を図

る。 

 

 

 

２ 本市の措置 

事  項 概    要 

協力応援 

ガス供給施設の重大災害について、ガス供給機関から災害応

急対策について要請があった場合は、必要に応じて協力応援

する。 

住民への 

周知 

市は、市民に対しガス設備について異常を発見した場合は、

最寄りのガス供給機関へ通報するよう周知徹底を図る。 

 

 

 

第５節 通信施設の応急対策 

 

関係機関：電信電話機関 

 

災害により通信施設に被害があった場合、早期に被災状況を把握し、災害応急対策に

欠かすことのできない情報伝達経路を確保するため、速やかに応急復旧を行い、迅速な

機能の回復を図る。 
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通信事業者（東日本電信電話(株)神奈川支店、ＮＴＴコミュニケーションズ(株)、(株)

エヌ・ティ・ティ・ドコモ神奈川支店及びＫＤＤＩ㈱南関東総支社）が行う応急対策 

事  項 概    要 

情報伝達の実施 

災害の発生に伴い、情報連絡体制を確立し、情報収集及び伝達

に当たる。また、気象業務法に基づき、気象庁から伝達される

警報等については、速やかに関係する市町村等へ連絡する。 

防災関係機関等 

と の 連 携 

応急対策が円滑・適切に行われるよう、防災関係機関等と連携

し、次の事項に関して協調する。 

１ 災害に関する情報の提供及び収集 

２ 災害応急復旧及び災害復旧 

３ 資材及び物資対策 

４ 交通及び輸送対策 

施設の応急復旧 

通信設備などに被害を受けた場合、原則として治安、救援等の

最重要機関及び防災機関等の通信の確保を優先して行う。ま

た、伝送路に障害が発生した場合には、他の伝送路に切り替え

を行い、通信を確保する。 

ライフライン 

事業者との協調 

電力、燃料、水道、輸送などのライフライン事業者と協調し、

商用電源の優先供給、自家発電用エンジンの燃料及び冷却水、

資材の緊急輸送などを確保する。 

グループ会社等 

との復旧体制の

確立 

グループ会社、工事会社等と協調し、応急対策に努めるととも

に、要員、資機材、輸送等について相互応援体制を確立する。 

災害用伝言 

ダイヤルの運用 

大規模災害が発生した場合は、家族との安否確認が円滑に伝達

できるよう、災害用伝言ダイヤル「171」等及び携帯電話での災

害用伝言板の運用開始、回線の応急復旧、災害対策用携帯電話

の貸出しなどの応急措置を実施する。 

災害時用公衆電

話（特設公衆電

話）の設置 

災害時用公衆電話（特設公衆電話）の臨時設置に当たっては被

災者の利用する避難所を優先する。 

 

 

 

 通信事業者（東日本電信電話(株)神奈川支店、ＮＴＴコミュニケーションズ(株)、(株)

ＮＴＴ・ドコモ神奈川支店及びＫＤＤＩ㈱南関東総支社）が行う応急対策 

事  項 概    要 

情報伝達の実施 

災害の発生に伴い、情報連絡体制を確立し、情報収集及び伝達

に当たる。また、気象業務法に基づき、気象庁から伝達される

警報等については、速やかに関係する市町村等へ連絡する。 

防災関係機関等 

と の 連 携 

応急対策が円滑・適切に行われるよう、防災関係機関等と連携

し、次の事項に関して協調する。 

１ 災害に関する情報の提供及び収集 

２ 災害応急復旧及び災害復旧 

３ 資材及び物資対策 

４ 交通及び輸送対策 

施設の応急復旧 

通信設備などに被害を受けた場合、原則として治安、救援等の

最重要機関及び防災機関等の通信の確保を優先して行う。ま

た、伝送路に障害が発生した場合には、他の伝送路に切り替え

を行い、通信を確保する。 

ライフライン 

事業者との協調 

電力、燃料、水道、輸送などのライフライン事業者と協調し、

商用電源の優先供給、自家発電用エンジンの燃料及び冷却水、

資材の緊急輸送などを確保する。 

グループ会社等 

との復旧体制の

確立 

グループ会社、工事会社等と協調し、応急対策に努めるととも

に、要員、資機材、輸送等について相互応援体制を確立する。 

災害用伝言 

ダイヤルの運用 

大規模災害が発生した場合は、家族との安否確認が円滑に伝達

できるよう、災害用伝言ダイヤル「171」等及び携帯電話での災

害用伝言板の運用開始、回線の応急復旧、災害対策用携帯電話

の貸出しなどの応急措置を実施する。 
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修正計画 現行計画 

 

第 13 章 鉄道施設対策計画 
 

災害により鉄道施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、速やかに応急

復旧を行い、交通機関としての機能を維持します。 

 

第１節 鉄道事業者の応急対策 

 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)、京浜急行電鉄(株) 

 

災害により鉄道施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、速やかに応急

復旧を行い、交通機関としての機能を維持します。 

事  項 概    要 

事故発生時の報 

告と情報の収集 

災害発生に際して、次の状況について整理し、速やかに関東運

輸局、県警察、逗子市に連絡する。 

１ 災害の状況 

２ 被害の状況 

３ 応急対策の活動状況 

活動体制の確立 

災害が広範囲にわたり、その他異常事態が発生した場合は、事

故対策本部を設置し、状況に応じて現地対策本部を置き、応急

措置又は応急復旧措置を講じ、被害を最小限に防止する。 

救助・救急活動 

災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を最優先とし、

二次災害の防止に万全の措置を講じるとともに、その救急措置

及び復旧については、最も安全と認められる方法により、迅

速・的確に行う。 

なお、必要により、県警察及び消防機関に出動、救援を要請す

る。 

緊急輸送のための

交通の確保、 

緊急輸送活動 

災害が発生した場合には、他の路線へ振替輸送、バス代行輸送

等代替交通手段の確保に努めるものとし、被災していない関係

輸送機関においては、可能な限り、代替輸送について協力する

よう努める。 

災害広報の実施 

利用客や滞留者に対して、駅及び車内放送設備並びに掲示器類

により事故の状況、列車の運行状況を知らせるとともに、災害

現場から最寄りの一時避難場所を明確にしつつ誘導案内の徹底

を図り、秩序の維持に努める 
 

 

第 14 章 鉄道施設対策計画 
 

災害により鉄道施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、速やかに応急

復旧を行い、交通機関としての機能を維持する。 

 

第１節 鉄道事業者の応急対策 

 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

 

災害により鉄道施設に被害があった場合は、二次災害の発生を防止し、速やかに応急

復旧を行い、交通機関としての機能を維持する。 

事  項 概    要 

事故発生時の報 

告と情報の収集 

災害発生に際して、次の状況について整理し、速やかに関東運

輸局、県警察、逗子市に連絡する。 

１ 災害の状況 

２ 被害の状況 

３ 応急対策の活動状況 

活動体制の確立 

災害が広範囲にわたり、その他異常事態が発生した場合は、事

故対策本部を設置し、状況に応じて現地対策本部を置き、応急

措置又は応急復旧措置を講じ、被害を最小限に防止する。 

救助・救急活動 

災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を最優先とし、

二次災害の防止に万全の措置を講じるとともに、その救急措置

及び復旧については、最も安全と認められる方法により、迅

速・的確に行う。 

なお、必要により、県警察及び消防機関に出動、救援を要請す

る。 

緊急輸送のための

交通の確保、 

緊急輸送活動 

災害が発生した場合には、他の路線へ振替輸送、バス代行輸送

等代替交通手段の確保に努めるものとし、被災していない関係

輸送機関においては、可能な限り、代替輸送について協力する

よう努める。 

災害広報の実施 

利用客や滞留者に対して、駅及び車内放送設備並びに掲示器類

により事故の状況、列車の運行状況を知らせるとともに、災害

現場から最寄りの一時避難場所を明確にしつつ誘導案内の徹底

を図り、秩序の維持に努める 
 



第４部 復旧・復興計画 

第１章 復興体制の整備 

161 

 

修正計画 現行計画 

 

第４部 復旧・復興計画 
 

被災地の復興に当たっては、単に被災前の姿に戻すことにとどまることなく、総合的

かつ長期的な視野に立ち、より安全で快適な空間創造を目指し、発災後、住民の意見を

踏まえた復興計画を策定します。 

また、復興対策の実施にあたっては、男女共同参画の観点から、復興のあらゆる場・

組織における女性の参画の促進に努めるとともに、災害時要配慮者の参画の促進に努め

ます。 

暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努めると

ともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等に必要な働きかけを行うなど、

復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努めます。 

 

 

第１章 復興体制の整備 
 

 

第１節 復興計画策定に係る庁内組織の設置 

 

主管課：企画課、財政課、基地対策課、防災安全課、環境都市課 

関係課：関係各課 

 

復興計画策定に係る庁内組織の設置に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第 1節

の１を参照。 

 

第２節 人的資源の確保 

 

主管課：職員課、教育総務課 

関係課：関係各課 

 

新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の派遣に当たっては、

派遣職員の健康管理やマスク着用等を徹底し、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会

議の活用など、応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮します。 

その他、人的資源の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第１節の２を参

照。 

 

第４部 復旧・復興計画 
 

被災地の復興に当たっては、単に被災前の姿に戻すことにとどまることなく、総合的

かつ長期的な視野に立ち、より安全で快適な空間創造を目指し、発災後、住民の意見を

踏まえた復興計画を策定する。 

 

第１章 復興体制の整備 
 

 

第１節 復興計画策定に係る庁内組織の設置 

 

主管部：企画課・財政課・基地対策課・防災課 

関係課：関係各課 

 

復興計画策定に係る庁内組織の設置に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第 1章

第 1節を参照。 

また、復興対策の実施にあたっては、男女共同参画の観点から、復興のあらゆる場・

組織における女性の参画の促進に努めるとともに、災害時要援護者の参画の促進に努

める。 

暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努めると

ともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等に必要な働きかけを行うなど、

復旧・復興事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。 

 

 

第２節 人的資源の確保 

 

主管課：職員課・教育総務課 

関係課：関係各課 

 

人的資源の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第 1章第２節を参照。 

 

 

 



第４部 復旧・復興計画 

第２章 復興対策の実施 

第３章 復興財源の確保 

162 

 

修正計画 現行計画 

 

第２章 復興対策の実施 
 

第１節 復興に関する調査 
 

主管課：経済観光課、環境都市課、まちづくり景観課、緑政課、都市整備課 

消防予防課 

関係課：関係各課 
 

復興に関する調査に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第２節の１を参照。 

 

第２節 復興計画の策定 

 

主管課：企画課、財政課、基地対策課、防災安全課、環境都市課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 

 

復興計画の策定に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第２節の２を参照。 

 

第３章 復興財源の確保 
 

第１節 財政方針の策定 

 

主管課：財政課 

 

財政方針の策定に係る事項については、地震津波対策計画編第５章第３節の１を参

照。 

 

第２節 財源確保対策 

 

主管課：財政課 

 

財源確保対策に係る事項については、地震津波対策計画編第５章第３節の３を参照 

 

 

第２章 復興対策の実施 
 

第１節 復興に関する調査 
 

主管課：経済観光課・環境管理課・まちづくり課・緑政課・都市整備課・ 

消防予防課 

関係課：関係各課 
 

復興に関する調査に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第２章第１節を参照。 

 

第２節 復興計画の策定 

 

主管課：企画課・財政課・基地対策課・防災課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 

 

復興計画の策定に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第２章第２節を参照。 

 

第３章 復興財源の確保 
 

第１節 財政方針の策定 

 

主管課：財政課 

 

財政方針の策定に係る事項については、地震津波対策計画編第５部第３章第２節を

参照。 

 

第２節 財源確保対策 

 

主管課：財政課 

 

財源確保対策に係る事項については、地震津波対策計画編第５部第３章第２節を参

照 
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修正計画 現行計画 

 

第４章 市街地復興 
 

被災した市街地を迅速に復興するには、被災者が住んでいた地域にとどまって自ら

立ち上がっていくことが必要となります。 

市街地復興の決定に当たっては、まず、被災地区の被災状況、地域の従前の基盤施

設の整備状況、既存の長期計画、広域計画における位置付け、関係者の意向等をもと

に迅速な復旧を目指し、かつ、どのようにして災害に強いまちづくりといった中・長

期的な計画的市街地復興を図るかを検討します。 

さらに、市街地復興を行う基本方向が決定された地区については、市街地復興の方

針、目的、手法等を決定し、災害に強いまちの形成やより快適な都市環境の形成を図

ります。 

特に市街地の防災機能の向上や都市機能の更新が必要とされる地区等では、単なる

現状復旧ではなく、合理的かつ健全な市街地の形成や都市機能の更新を図っていきま

す。 

 

<市街地復興のフロー> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 都市復興方針の策定 

 

主管課：企画課、財政課、基地対策課、防災安全課、環境都市課  

関係課：関係各課 

 

都市復興方針の策定に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の１を参照。 

 

 

 

第４章 市街地復興 

 

被災した市街地を迅速に復興するには、被災者が住んでいた地域にとどまって自ら

立ち上がっていくことが必要となる。 

市街地復興の決定に当たっては、まず、被災地区の被災状況、地域の従前の基盤施

設の整備状況、既存の長期計画、広域計画における位置付け、関係者の意向等をもと

に迅速な復旧を目指し、かつ、どのようにして災害に強いまちづくりといった中・長

期的な計画的市街地復興を図るかを検討する。 

さらに、市街地復興を行う基本方向が決定された地区については、市街地復興の方

針、目的、手法等を決定し、災害に強いまちの形成やより快適な都市環境の形成を図

る。 

特に市街地の防災機能の向上や都市機能の更新が必要とされる地区等では、単なる

現状復旧ではなく、合理的かつ健全な市街地の形成や都市機能の更新を図っていく。 

 

 

<市街地復興のフロー> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節 都市復興方針の策定 

 

主管課：企画課・財政課・基地対策課・防災課  

関係課：関係各課 

 

都市復興方針の策定に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第１節を参照。 

 

 

１ 被災状況の調査 

２ 都市復興基本方針の策定及び復興整備条例の制

定 
３ 復興対象地区の設定・調整及び建築制限の実施 

４ 都市復興基本計画の策定 

市街地に係る復興事業の推進、住宅対策の推進 

１ 被災状況の調査 

２ 都市復興基本方針の策定及び復興整備条例の制

定 
３ 復興対象地区の設定・調整及び建築制限の実施 

４ 都市復興基本計画の策定 

市街地に係る復興事業の推進、住宅対策の推進 
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修正計画 現行計画 

 

第２節 復興整備条例の制定 

 

主管課：環境都市課  

関係課：関係各課 

 

復興整備条例の制定に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の２を参照。 

 

第３節 復興対象地区の設定 

 

主管課：環境都市課  

関係課：まちづくり景観課 

 

復興対象地区の設定に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の３を参照。 

 

第４節 建築制限の実施 

 

主管課：環境都市課、まちづくり景観課 

関係課：関係各課 

 

建築制限の実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の４を参照。 

 

第５節 都市復興基本計画の策定、事業実施 

 

主管課：企画課、環境都市課  

関係課：関係各課 

 

都市復興基本計画の策定、事業実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節

の５を参照。 

 

第６節 仮設市街地対策 

 

主管課：市民協働課、都市整備課 

 

仮設市街地対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の６を参照。 

 

第２節 復興整備条例の制定 

 

主管課：環境管理課  

関係課：関係各課 

 

復興整備条例の制定に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第２節を参照。 

 

第３節 復興対象地区の設定 

 

主管課：環境管理課  

関係課：まちづくり課 

 

復興対象地区の設定に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第３節を参照。 

 

第４節 建築制限の実施 

 

主管課：環境管理課・まちづくり課 

関係課：関係各課 

 

建築制限の実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第４節を参照。 

 

第５節 都市復興基本計画の策定、事業実施 

 

主管部：経営企画部  

関係課：関係各課 

 

都市復興基本計画の策定、事業実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章

第５節を参照。 

 

第６節 仮設市街地対策 

 

主管課：市民協働課・都市整備課 

 

仮設市街地対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第６節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第７節 住宅対策 

 

主管課：都市整備課、まちづくり景観課  

関係課：関係各課 

 

住宅対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第４節の７を参照。 

 

第７節 住宅対策 

 

主管課：都市整備課・まちづくり課  

関係課：関係各課 

 

住宅対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第４章第７節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第５章 都市基盤施設等の復興対策 
 

都市基盤施設の復興は、災害応急対策として行われる都市機能の回復を目的とした

応急復旧と施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいは、防災性を高めて計画的に

整備するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、それぞれの基本方向に沿っ

て施策を実施します。 

 

第１節 都市基盤施設の災害復旧 
 
主管課：企画課、財政課、基地対策課、防災安全課、都市整備課  

関係課：関係各課 
 

都市基盤施設の災害復旧に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第５節の１を参
照。 
 

 

第２節 応急復旧後の本格復旧・復興 
 
主管課：経済観光課、まちづくり景観課、緑政課、都市整備課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 
 
応急復旧後の本格復旧・復興に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第５節の２を

参照。 
 

 

第５章 都市基盤施設等の復興対策 
 

都市基盤施設の復興は、災害応急対策として行われる都市機能の回復を目的とした

応急復旧と施設自体を被災前の状況に戻す復旧、あるいは、防災性を高めて計画的に

整備するといった本格的な復興の３つの段階に分けられ、それぞれの基本方向に沿っ

て施策を実施する。 

 

第１節 都市基盤施設の災害復旧 
 
主管課：企画課・財政課・基地対策課・防災課・都市整備課  

関係課：関係各課 
 

都市基盤施設の災害復旧に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第５章第１節を参
照。 
 

 

第２節 応急復旧後の本格復旧・復興 
 
主管課：経済観光課・まちづくり課・緑政課・都市整備課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 
 
応急復旧後の本格復旧・復興に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第５章第２節

を参照。 
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修正計画 現行計画 

第６章 生活再建支援 

 

被災者の生活復興は、災害の前の状態に復元することが第一目標となりますが、心身

や財産、就業場所の被害が甚大なため、元の生活に戻ることが困難な場合があります。

そこで、新たな生活を再建するためには、市、市民、民間機関が連携し、協働すること

が大切です。 

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な

処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コ

ミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援を講じる必

要があります。 

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、従前の居住地であった地

方公共団体及び避難先の地方公共団体が協力することにより、必要な情報や支援・サー

ビスを提供できるよう努める必要があります。 

 

第１節 被災者の経済的再建支援 

 

主管課：企画課、課税課、納税課、社会福祉課  

関係部局：福祉部 

 
被災者の経済的再建支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の１を参

照。 
 

 

第２節 雇用対策 

 

主管課：経済観光課  

関係課：関係各課 

 
雇用対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の２を参照。 

 

第３節 精神的支援 

 

主管課：国保健康課、生活安全課、療育教育総合センター  

関係課：関係各課 

 
精神的支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の３を参照。 

第６章 生活再建支援 

 

被災者の生活復興は、災害の前の状態に復元することが第一目標となるが、心身や財

産、就業場所の被害が甚大なため、元の生活に戻ることが困難な場合がある。そこで、

新たな生活を再建するためには、市、市民、民間機関が連携し、協働することが大切で

ある。 

また、被災者等の生活再建に向けて、住まいの確保、生活資金等の支給やその迅速な

処理のための仕組みの構築に加え、生業や就労の回復による生活資金の継続的確保、コ

ミュニティの維持回復、心身のケア等生活全般にわたってきめ細かな支援を講じる必

要がある。 

さらに、居住地以外の市町村に避難した被災者に対しても、従前の居住地であった地

方公共団体及び避難先の地方公共団体が協力することにより、必要な情報や支援・サー

ビスを提供できるよう努める必要がある。 

 

第１節 被災者の経済的再建支援 

 

主管課：秘書広報課・課税課・納税課・社会福祉課  

関係部局：福祉部 

 
被災者の経済的再建支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第１節を参

照。 
 

 

第２節 雇用対策 

 

主管課：経済観光課  

関係課：関係各課 

 
雇用対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第２節を参照。 

 

第３節 精神的支援 

 

主管課：国保健康課・生活安全課・教育研究所  

関係課：関係各課 

 
精神的支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第３節を参照。 
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修正計画 現行計画 

 

第４節 災害時要配慮者対策 

 

主管課：社会福祉課、障がい福祉課、高齢介護課、保育課  

関係課：関係各課 

 
災害時要配慮者対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の４を参照。 

 

第５節 医療機関 

 

主管課：国保健康課  

関係機関：各関係機関 

 
医療機関に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の５を参照。 
 

 

第６節 社会福祉施設 
 
主管課：社会福祉課、高齢介護課、障がい福祉課、保育課 

関係機関：各関係機関 
 

社会福祉施設に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の６を参照。 

 

第７節 生活環境の確保 
 
主管課：経済観光課、国保健康課  

関係課：関係各課  

関係機関：県 
 

生活環境の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の７を参照。 

 

第８節 教育の再建 
 
主管課：教育総務課、学校教育課  

関係機関：各関係機関 
 

教育の再建に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の８を参照。 

 

第４節 災害時要援護者対策 

 

主管課：社会福祉課・障がい福祉課・介護保険課・保育課  

関係課：関係各課 

 
災害時要援護者対策に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第４節を参照。 

 

第５節 医療機関 

 

主管課：国保健康課  

関係機関：各関係機関 

 
医療機関に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第５節を参照。 
 

 

第６節 社会福祉施設 
 
主管課：社会福祉課・介護保険課・障がい福祉課・保育課 

関係機関：各関係機関 
 
社会福祉施設に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第６節を参照。 

 

第７節 生活環境の確保 
 
主管課：経済観光課・国保健康課  

関係課：関係各課  

関係機関：県 
 

生活環境の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第７節を参照。 

 

第８節 教育の再建 
 
主管課：教育総務課・学校教育課  

関係機関：各関係機関 
 

教育の再建に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第８節を参照。 
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第９節 社会教育施設、文化財等 
 
主管課：文化スポーツ課、社会教育課、図書館  

関係課：関係各課 
 

社会教育施設、文化財等に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の９を参照。 

 

 

第 10 節 災害救援ボランティアの活動支援 
 
主管課：社会福祉課   

関係課：関係各課 

関係機関：社会福祉協議会 
 

災害救援ボランティアの活動支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の 

10 を参照。 

 

 

第 11 節 情報提供、相談窓口 
 
 
 

削除（重複） 
 
 
 

第 11 節 男女共同参画の推進 
 
主管課：市民協働課  

関係課：関係各課 
 
男女共同参画の推進に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第６節の 11を参照。 

 

 

 

第９節 社会教育施設、文化財等 
 
主管課：文化振興課・社会教育課・図書館  

関係課：関係各課 
 

社会教育施設、文化財等に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第９節を参

照。 

 

第 10 節 災害救援ボランティアの活動支援 
 
主管課：社会福祉課   

関係課：関係各課 

関係機関：社会福祉協議会 
 

災害救援ボランティアの活動支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第

10節を参照。 

 

 

第 11 節 情報提供、相談窓口 
 
主管課：秘書広報課  

関係課：関係各課 
 

情報提供、相談窓口に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第 11節を参照。 

 

第 12 節 男女共同参画の推進 
 
主管課：生活安全課  

関係課：関係各課 
 
男女共同参画の推進に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第６章第 12節を参照。 
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第７章 地域経済復興支援 

 
地域経済の状況は、そこに住む市民にとって、雇用、収入、生活環境の確保の面に

おいて密接に係わってくるもので、被災した市民の生活再建にも大きな影響を与えま

す。また、財政面から見ると、地域経済が復興し、税収を維持できれば、自治体の復

興財源の確保にもつながります。地域経済を復興するには、元いた地域に人々がとど

まり、人々が戻ってくる中で経済活動が行われることが重要であり、市民の生活、住

宅、市街地の復興等との関係に留意した地域経済の復興を進めることが求められま

す。 

特に行政が行うべき地域経済の復興支援の柱としては、経済基盤が脆弱な中小企業

の自立支援、地域経済全体の活性化のための支援等があげられます。 

 

 

第１節 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施 
 
主管課：企画課、経済観光課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 
 

地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５章
第７節の１を参照。 

 

第２節 金融・税制面での支援 
 
主管課：経済観光課、課税課、納税課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 
 

金融・税制面での支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第７節の２を参
照。 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 地域経済復興支援 

 
地域経済の状況は、そこに住む市民にとって、雇用、収入、生活環境の確保の面に

おいて密接に係わってくるもので、被災した市民の生活再建にも大きな影響を与え

る。また、財政面から見ると、地域経済が復興し、税収を維持できれば、自治体の復

興財源の確保にもつながる。地域経済を復興するには、元いた地域に人々がとどま

り、人々が戻ってくる中で経済活動が行われることが重要であり、市民の生活、住

宅、市街地の復興等との関係に留意した地域経済の復興を進めることが求められる。 

特に行政が行うべき地域経済の復興支援の柱としては、経済基盤が脆弱な中小企業

の自立支援、地域経済全体の活性化のための支援等があげられる。 

 

 

 

第１節 地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施 
 
主管課：企画課・経済観光課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 
 

地域全体に波及効果を及ぼす施策の実施に係る事項は、地震津波対策計画編第５部
第７章第１節を参照。 

 

第２節 金融・税制面での支援 
 
主管課：課税課・納税課・経済観光課  

関係課：関係各課  

関係機関：各関係機関 
 

金融・税制面での支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第７章第２節を参
照。 
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第３節 事業の場の確保 

 

主管課：経済観光課  

関係課：まちづくり景観課、都市整備課 

関係機関：各関係機関 
 

事業の場の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第７節の３を参照。 
 

 

第４節 農林水産業者に対する支援 

 

主管課：経済観光課  

関係課：まちづくり景観課、都市整備課 

関係機関：各関係機関 

 
農林水産業者に対する支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５章第７節の４を

参照。 
 

 

 

第３節 事業の場の確保 

 

主管課：経済観光課  

関係課：まちづくり課・都市整備課 

関係機関：各関係機関 
 

事業の場の確保に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第７章第３節を参照。 
 

 

第４節 農林水産業者に対する支援 

 

主管課：経済観光課  

関係課：まちづくり課・都市整備課 

関係機関：各関係機関 

 
農林水産業者に対する支援に係る事項は、地震津波対策計画編第５部第７章第４節

を参照。 
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第５部 災害種別対策計画 

 

第３章 油流出等海上災害対策 
 

 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係課：企画課、防災安全課、関係各課 

関係機関：海上保安庁、海上災害防止センター、逗葉医師会、県、県警察 

 

海上等において船舶の座礁、衝突、火災、積載油の流出等により被害をおよぼすおそ

れのある災害が発生した場合の応急対策を迅速・的確に行います。 

また、流出油等の処理に当たっては、海洋環境の保全に配慮して行います。 

なお、海上事故により大量の油が流出した場合は、事故の原因者が防除措置を行いま

す。 

 

１ 想定する海上災害 

  船舶からの大規模な油等・危険物流出による著しい海洋汚染・大規模な火災等の発

生といった海上災害に対する対策について、必要事項を定めます。 

 

２ 本市周辺海域の状況 

伊豆半島、三浦半島、伊豆大島に囲まれた相模灘の中に、真鶴半島から三浦半島に 

かけての湾状部分を相模湾といいます。この相模湾の東部に位置するのが逗子海岸と

なっています。 

この相模湾には、水深 1,000m を超える相模トラフが存在します。トラフの斜面には、

相模海丘、三浦海丘等の海丘群があります。沿岸からは大磯海脚等が細長く張り出し、

トラフからは多数の海底谷が延びています。 

海岸付近で最も急峻なのは小田原から西の部分で、沖合 0.5-1km で水深 100m に達し

ます。大磯の海脚部より東では、隆起海岸段丘地形となり、段丘は陸上まで続きます。

水深 100m 地点は沖合約 2～3km にあります。この東、相模川の南側延長上には平塚海

底谷が存在し、谷の肩部は沖合約 2km で水深 100m に達します。これより長者ヶ崎沖合

にある葉山海底谷までの間、水深 100m の地点は沖合約 7-8km にあり、遠浅の地形を見

ます。三浦半島部分では、沖合約 4 - 5km で水深 100m に達します。 

 

第５部 災害種別対策計画 

 

第１章 海上災害対策 
 

 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係課：秘書広報課・防災課・関係各課 

関係機関：海上保安庁・海上災害防止センター・逗葉医師会・県・県警察 

 

海上等において船舶の座礁、衝突、火災、積載油の流出等により被害をおよぼすおそ

れのある災害が発生した場合の応急対策を迅速・的確に行う。 

また、流出油等の処理に当たっては、海洋環境の保全に配慮して行う。 

なお、海上事故により大量の油が流出した場合は、事故の原因者が防除措置を行う。 

 

１ 想定する海上災害 

  船舶からの大規模な油等・危険物流出による著しい海洋汚染・大規模な火災等の発

生といった海上災害に対する対策について、必要事項を定める。 

 

２ 本市周辺海域の状況 

伊豆半島、三浦半島、伊豆大島に囲まれた相模灘の中に、真鶴半島から三浦半島に 

かけての湾状部分を相模湾という。この相模湾の東部に位置するのが逗子海岸となっ 

ている。 

この相模湾には、水深 1,000m を超える相模トラフが存在する。トラフの斜面には、

相模海丘、三浦海丘等の海丘群がある。沿岸からは大磯海脚等が細長く張り出し、トラ

フからは多数の海底谷が延びる。 

海岸付近で最も急峻なのは小田原から西の部分で、沖合 0.5-1km で水深 100m に達す

る。大磯の海脚部より東では、隆起海岸段丘地形となり、段丘は陸上まで続く。水深

100m 地点は沖合約 2～3km にある。この東、相模川の南側延長上には平塚海底谷が存在

し、谷の肩部は沖合約 2km で水深 100m に達する。これより長者ヶ崎沖合にある葉山海

底谷までの間、水深 100m の地点は沖合約 7-8km にあり、遠浅の地形を見る。三浦半島

部分では、沖合約 4 - 5km で水深 100m に達する。 
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相模トラフでは北アメリカプレートとフィリピン海プレートがぶつかっているとさ

れています。湾内を震源とする 2回の関東地震（元禄関東地震、大正関東地震（関東大

震災））の震源もここです。最深部の水深は約 1,600m と近隣の駿河トラフ（最深部：約

2,500m）と並んで日本沿岸で最も深いトラフの 1つです（相模トラフ最深部は、相模湾

からは外れた部分にあります）。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

海上保安庁、県、県警察及び防災関係機関等と事故発生時に迅速かつ的確な対応が 

図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報 

連絡体制の確立に努めます。 

 

４ 災害用資機材の整備 

海上保安庁、防災関係事業者等は、次により災害用資機材の整備を図るとともに、関

係事業所や防災関係機関等の危険物等の種類に応じた防除用資機材の整備状況を把握

し、災害発生時には必要に応じて応援を求める体制を整備します。 

項  目 概     要 

消防用資機材 
消防及び海上保安庁は、消防車及び巡視艇を適正に配置すると

ともに、化学消火剤や消防用資機材の整備を図る。 

防除用資機材 

海上保安庁及び防災関係事業者等は、油等排出事故に備えて、

オイルフェンス、油処理剤、回収ポンプ等、防除用資機材の整

備を図る。 

救急救助用 

資機材 

消防及び防災関係事業者等は、船舶、救急車・照明車等の車両

及び応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備を図る。 

医療用資機材 
市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な

薬品や医療救護資機材の備蓄に努める。 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図ります。 

 

(2) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に 

相模トラフでは北アメリカプレートとフィリピン海プレートがぶつかっているとさ

れる。湾内を震源とする 2回の関東地震（元禄関東地震、大正関東地震（関東大震災））

の震源もここである。最深部の水深は約1,600mと近隣の駿河トラフ（最深部：約2,500m）

と並んで日本沿岸で最も深いトラフの 1つである（相模トラフ最深部は、相模湾からは

外れた部分にある）。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

海上保安庁、県、県警察及び防災関係機関等と事故発生時に迅速かつ的確な対応が 

図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報 

連絡体制の確立に努める。 

 

４ 災害用資機材の整備 

海上保安庁、防災関係事業者等は、次により災害用資機材の整備を図るとともに、関

係事業所や防災関係機関等の危険物等の種類に応じた防除用資機材の整備状況を把握

し、災害発生時には必要に応じて応援を求める体制を整備する。 

項  目 概     要 

消防用資機材 
消防及び海上保安庁は、消防車及び消防艇を適正に配置すると

ともに、化学消火剤や消防用資機材の整備を図る。 

防除用資機材 

海上保安庁及び防災関係事業者等は、油等排出事故に備えて、

オイルフェンス、油処理剤、回収ポンプ等、防除用資機材の整

備を図る。 

救急救助用 

資機材 

消防及び防災関係事業者等は、船舶、救急車・照明車等の車両

及び応急措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備を図る。 

医療用資機材 
市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な

薬品や医療救護資機材の備蓄に努める。 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図っておく。 

 

(2) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に 
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行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

(3) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努めます。 

 

(4) 避難対策 

市は、大規模な油等排出事故等に備えて、沿岸住民の避難誘導活動を行うための 

体制の整備に努めます。 

 

６ 関係機関との協力体制 

本市の領域に係る海上において災害が発生した場合は、市、海上保安庁、県及び県 

警察は、その役割分担のもと、情報の受伝達、人命の救助、消火活動、住民の避難等を 

関係機関の緊密な連携協力のもとに実施します。なお、排出油等事故が発生した場合、 

関係市町及び県とともに三浦半島・相模湾排出油等防除協議会に参画し、防除に協力 

します。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署 

関係課：防災安全課、経済観光課、国保健康課  

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

 

(3) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努める。 

 

(4) 避難対策 

市は、大規模な油等排出事故等に備えて、沿岸住民の避難誘導活動を行うための 

体制の整備に努める。 

 

６ 関係機関との協力体制 

本市の領域に係る海上において災害が発生した場合は、市、海上保安庁、県及び県 

警察は、その役割分担のもと、情報の受伝達、人命の救助、消火活動、住民の避難等を 

関係機関の緊密な連携協力のもとに実施する。なお、排出油等事故が発生した場合、 

関係市町及び県とともに三浦半島・相模湾排出油等防除協議会に参画し、防除に協力 

する。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署 

関係課：防災課・経済観光課  

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとする。 
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(2)情報収集項目 

市は、海上災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心に情報の収集を行 

い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に報告します。 

区  分 項    目 

災 害 の 概 要 
１ 災害の種類 

２ 発生日時・場所 

船 舶 の 項 目 

１ 船名    ２ 総トン数  ３ 船種   ４ 船籍   

５ 船舶電話  ６ 仕出港   ７ 仕向港  ８ 船長 

９ 所有者  10 運航者  11 代理店  

12 積載貨物品名 

被 害 の 状 況 
１ 人的被害 

２ 火災の発生状況 

気 象 の 状 況 
１ 気象情報 

２ 海象情報 

排出物質の状況 

１ 排出物質（品名、性状、数量等） 

２ 排出の状況 

３ 拡散の状況 

４ 沿岸の状況（気象状況等） 

今後の対応等 

１ 排出油等の想定量 

２ 排出油等の漂流予測 

３ 排出油等による被害、影響の程度 

４ 油等防除のために現在行われている措置又は講じよ

うとする措置 

５ 最も有効と考えられる防除活動（手段） 

６ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制の 

確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとります。 

 

 

 

(2)情報収集項目 

市は、海上災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心に情報の収集を行 

い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に報告する。 

区  分 項    目 

災 害 の 概 要 
１ 災害の種類 

２ 発生日時・場所 

船 舶 の 項 目 

１ 船名    ２ 総トン数  ３ 船種   ４ 船籍   

５ 船舶電話  ６ 仕出港   ７ 仕向港  ８ 船長 

９ 所有者  10 運航者  11 代理店  

12 積載貨物品名 

被 害 の 状 況 
１ 人的被害 

２ 火災の発生状況 

気 象 の 状 況 
１ 気象情報 

２ 海象情報 

排出物質の状況 

１ 排出物質（品名、性状、数量等） 

２ 排出の状況 

３ 拡散の状況 

４ 沿岸の状況（気象状況等） 

今後の対応等 

１ 排出油等の想定量 

２ 排出油等の漂流予測 

３ 排出油等による被害、影響の程度 

４ 油等防除のために現在行われている措置又は講じよ

うとする措置 

５ 最も有効と考えられる防除活動（手段） 

６ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制の 

確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとる。 
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(2) 職員派遣 

市は、横須賀海上保安部内に対策本部が設置された場合は、状況に応じて職員を 

対策本部へ派遣します。 

 

 

(3) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要が 

あると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、 

応援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

ア 事故を発生させた関係事業者は、救助・救急活動を行うほか、被災者の早急な 

把握に努めるとともに、救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努めま 

す。 

イ 第三管区海上保安本部は、被災者の救助・救急活動を行います。 

ウ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努めます。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 関係事業者等は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活 

動を行います。 

  イ 第三管区海上保安本部又は沿岸市町は、海上の火災を覚知した場合は、海上保

安庁と消防機関との業務協定に基づき、相互に直ちにその旨を通報し、海上部の

火災の場合は、海上保安庁の要請に基づき、沿岸部の火災の場合は、協力して機

能を発揮し、消火活動を最も効果的に行います。 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現 

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて 

搬送先を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

 

(2) 職員派遣 

市は、横須賀海上保安部内に対策本部が設置された場合は、状況に応じて職員を 

対策本部へ派遣する。 

 

 

(3) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請する。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

ア 事故を発生させた関係事業者は、救助・救急活動を行うほか、被災者の早急な 

把握に努めるとともに、救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努める。 

イ 第三管区海上保安本部は、被災者の救助・救急活動を行う。 

ウ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努める。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 関係事業者等は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活 

動を行う。 

  イ 第三管区海上保安本部又は沿岸市町は、海上の火災を覚知した場合は、海上保

安庁と消防機関との業務協定に基づき、相互に直ちにその旨を通報し、海上部の

火災の場合は、海上保安庁の要請に基づき、沿岸部の火災の場合は、協力して機

能を発揮し、消火活動を最も効果的に行う。 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現 

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて 

搬送先を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図る。 
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図ります。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会と協力

のもとにいます。 

 

４ 大規模な油等排出事故に対する応急措置 

 

(1) 原因者による措置 

大規模な油等排出事故が発生したときは、当該船舶所有者又は施設管理者等の原 

因者は、直ちに排除措置を講じます。 

 

(2) 市が行う防除活動 

市は、大規模な油等排出事故が発生したときは、東京湾排出油等防除協議会、海 

上災害等対策協議会、三浦半島・相模湾排出油等防除協議会等と密接な連携協力の 

下、直ちに防除活動を行います。 

 

(3) 被害状況の調査 

市は、海水浴場等、海岸部の市民利用施設における被害状況を把握するとともに、 

油等排出事故発生時の漂着油等による海岸部の水産物被害の状況を漁業協同組合及 

び民間施設から情報収集を行います。 

 

(4) 沿岸漂着油等の防除活動 

排出油等が本市沿岸に漂着した場合、市は、排出油等の防除に関する協議会、民 

間団体、ボランティア等の人員の協力を得つつ、回収活動を実施します。 

 

(5) 衛生監視等の実施 

市は、水産物保護、海水浴場の保全、環境保全のための水質検査等を行うととも 

に、汚染水産物の監視及び営業者への周知を行います。 

 

(6) 環境モニタリング等の実施 

市は、関係機関と協力の下、大気、水質等の環境モニタリング等必要な措置を講 

じます。 

 

 

 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）

等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会と協力

のもとに行う。 

 

４ 大規模な油等排出事故に対する応急措置 

 

(1) 原因者による措置 

大規模な油等排出事故が発生したときは、当該船舶所有者又は施設管理者等の原 

因者は、直ちに排除措置を講じる。 

 

(2) 市が行う防除活動 

市は、大規模な油等排出事故が発生したときは、東京湾排出油等防除協議会、海 

上災害等対策協議会、三浦半島・相模湾排出油等防除協議会等と密接な連携協力の 

下、直ちに防除活動を行う。 

 

(3) 被害状況の調査 

市は、海水浴場等、海岸部の市民利用施設における被害状況を把握するとともに、 

油等排出事故発生時の漂着油等による海岸部の水産物被害の状況を漁業協同組合及 

び民間施設から情報収集を行う。 

 

(4) 沿岸漂着油等の防除活動 

排出油等が本市沿岸に漂着した場合、市は、排出油等の防除に関する協議会、民 

間団体、ボランティア等の人員の協力を得つつ、回収活動を実施する。 

 

(5) 衛生監視等の実施 

市は、水産物保護、海水浴場の保全、環境保全のための水質検査等を行うととも 

に、汚染水産物の監視及び営業者への周知を行う。 

 

(6) 環境モニタリング等の実施 

市は、関係機関と協力の下、大気、水質等の環境モニタリング等必要な措置を講 

じる。 
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５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 船舶交通の制限等 

海上保安庁は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて、船舶交通を制限し、 

又は禁止します。 

 

(2) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため必要に応じて交通規制を実施します。 

 

(3) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、海上保安庁、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な 

連絡をとるものとします。 

 

６ 避難対策 

 

(1) 沿岸住民への避難指示等 

市及び防災関係機関は、大規模な油等排出事故により、二次災害の危険が生じた

場合、沿岸住民の安全を確保するため、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要

な措置を行います。 

 

(2) 船舶の避難 

海上保安庁、関係機関との緊密な連絡のもとに、港内の整頓、船舶に対する避難 

指示・避難誘導等を実施します。 

 

(3) 船舶乗客等の避難 

海上保安庁は、多数の人員を収容する客船などにおいて火災等の事故が発生した 

場合においては、必要に応じて市に協力を求め、船舶の乗客・乗員の避難場所を確 

保し、市、県警察等の関係機関と協力して避難場所への誘導を行い、乗員の責任者 

又は海運代理店等と協力して乗客・乗員名簿による安否確認をいます。 

 

７ 災害広報 

 

(1) 市民への情報提供 

市は、海上災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止します。 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 船舶交通の制限等 

海上保安庁は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて、船舶交通を制限し、 

又は禁止する。 

 

(2) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため必要に応じて交通規制を実施する。 

 

(3) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、海上保安庁、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な 

連絡をとるものとする。 

 

６ 避難対策 

 

(1) 沿岸住民への避難勧告等 

市及び防災関係機関は、大規模な油等排出事故により、二次災害の危険が生じた

場合、沿岸住民の安全を確保するため、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要

な措置を行う。 

 

(2) 船舶の避難 

海上保安庁、関係機関との緊密な連絡のもとに、港内の整頓、船舶に対する避難 

勧告・避難誘導等を実施する。 

 

(3) 船舶乗客等の避難 

海上保安庁は、多数の人員を収容する客船などにおいて火災等の事故が発生した 

場合においては、必要に応じて市に協力を求め、船舶の乗客・乗員の避難場所を確 

保し、市、県警察等の関係機関と協力して避難場所への誘導を行い、乗員の責任者 

又は海運代理店等と協力して乗客・乗員名簿による安否確認を行う。 

 

７ 災害広報 

 

(1) 市民への情報提供 

市は、海上災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止する。 
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修正計画 現行計画 

 

(2) 関係者等への情報提供 

市は、沿岸立地企業、漁業協同組合、海水浴場組合等に対して必要な情報提供を行

います。 

 

(3) 報道機関への協力要請 

市民への情報伝達に当たっては、その内容や必要性に応じて、放送事業者、通信 

社、新聞社等の報道機関の協力を求めつつ実施します。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：経済観光課、消防署  

関係課：防災安全課 

関係機関：海上保安庁、海上災害防止センター 

 

１ 回収油等の処分 

排出油等の防除に関する協議会及び市が回収した油等の処分は、油等排出事故の原 

因者の責任において実施することを原則とするが、原因者が特定されない場合等やむ 

を得ない場合は、海上保安部、排出油等の防除に関する協議会と協議のうえ、以下に 

より処分を行います。 

項  目 概    要 

回収油等の処分 

１ 情報収集による回収必要量の把握 

２ 回収油等の一時保管 

３ 回収油等の廃油処理施設、焼却施設の手配・確保 

４ 回収油等の輸送 

５ 回収油等の処分に関する（社）神奈川県産業廃棄物

協会横須賀三浦地区委員会等への協力要請 

 

２ 市民利用施設の復旧 

市は、海水浴場等、海岸部の市民利用施設での漂着油等、水質汚染等が確認された場

合は、必要に応じて次の対策を実施することにより、早急な復旧に努めます。 

項  目 概    要 

市民利用施設の

復旧 

１ 施設の閉鎖 

２ 利用者、関係者等に対する広報 

 

(2) 関係者等への情報提供 

市は、沿岸立地企業、漁業協同組合、海水浴場組合等に対して必要な情報提供を行

う。 

 

(3) 報道機関への協力要請 

市民への情報伝達に当たっては、その内容や必要性に応じて、放送事業者、通信 

社、新聞社等の報道機関の協力を求めつつ実施する。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：経済観光課・消防署  

関係課：防災課 

関係機関：海上保安庁・海上災害防止センター 

 

１ 回収油等の処分 

排出油等の防除に関する協議会及び市が回収した油等の処分は、油等排出事故の原 

因者の責任において実施することを原則とするが、原因者が特定されない場合等やむ 

を得ない場合は、海上保安部、排出油等の防除に関する協議会と協議のうえ、以下に 

より処分を行う。 

項  目 概    要 

回収油等の処分 

１ 情報収集による回収必要量の把握 

２ 回収油等の一時保管 

３ 回収油等の廃油処理施設、焼却施設の手配・確保 

４ 回収油等の輸送 

５ 回収油等の処分に関する（社）神奈川県産業廃棄物

協会横須賀三浦地区委員会等への協力要請 

 

２ 市民利用施設の復旧 

市は、海水浴場等、海岸部の市民利用施設での漂着油等、水質汚染等が確認された場

合は、必要に応じて次の対策を実施することにより、早急な復旧に努める。 

項  目 概    要 

市民利用施設の

復旧 

１ 施設の閉鎖 

２ 利用者、関係者等に対する広報 
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修正計画 現行計画 

３ 漂着油等の回収 

４ 水質浄化対策の実施 

 

３ 水産物対策 

市は、油等排出災害時の漂着油等による海岸部の水産物被害、漁港等の被害による水

産物被害が確認された場合は次の活動を実施し、早急な復旧に努めます。 

項  目 概    要 

水 産 物 対 策 

１ 汚染水産物の排除 

２ 漁業協同組合及び民間事業者からの相談対応 

３ 県への状況報告 
 

３ 漂着油等の回収 

４ 水質浄化対策の実施 

 

３ 水産物対策 

市は、油等排出災害時の漂着油等による海岸部の水産物被害、漁港等の被害による水

産物被害が確認された場合は次の活動を実施し、早急な復旧に努める。 

項  目 概    要 

水 産 物 対 策 

１ 汚染水産物の排除 

２ 漁業協同組合及び民間事業者からの相談対応 

３ 県への状況報告 
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修正計画 現行計画 

 

第５章 鉄道災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係課：福祉部、企画課、防災安全課 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)、日本貨物鉄道(株)、京浜急行電鉄(株) 

逗葉医師会、県、県警察 

 

１ 想定する鉄道災害 

  鉄道（軌道を含む。）における列車の衝突等による多数の死傷者等の発生といった鉄

道災害に対する対策について、必要事項を定めます。 

 

２ 本市における鉄道網の状況 

本市域における鉄道事業者は、東日本旅客鉄道、日本貨物鉄道及び京浜急行電鉄の 

３事業者で、本市域内には、JR東日本・JR 貨物の横須賀線、京浜急行電鉄の逗子線の 

２路線が営業しています。 

これらの路線は、市内の主な通勤・通学のための交通手段となるとともに、沿線行楽 

地への旅客の輸送手段となっています。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

鉄道事業者、市及び防災関係機関等は、事故発生時に迅速かつ的確な対応が図れる 

よう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体 

制の確立に努めます。 

 

４ 鉄道事業者の事前対策 

鉄道事業者は、平素から保線設備等の把握及び危険箇所に対する予防対策に努め、 

災害時に迅速かつ的確に対処し、被害を最小限に食い止められるよう万全な事前対策 

に努めます。 

 

(1) 保安対策 

大きな災害が予想される橋梁・高架橋・トンネル等の構造物においては、定期的 

に点検及び補修を行い、輸送の安全を図ります。また、自動列車停止装置（ＡＴＳ）・

 

第２章 鉄道災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)・日本貨物鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

逗葉医師会・県・県警察 

 

１ 想定する鉄道災害 

  鉄道（軌道を含む。）における列車の衝突等による多数の死傷者等の発生といった鉄

道災害に対する対策について、必要事項を定める。 

 

２ 本市における鉄道網の状況 

本市域における鉄道事業者は、東日本旅客鉄道、日本貨物鉄道及び京浜急行電鉄の 

３事業者で、本市域内には、JR東日本・JR 貨物の横須賀線、京浜急行電鉄の逗子線の 

２路線が営業している。 

これらの路線は、市内の主な通勤・通学のための交通手段となるとともに、沿線行楽 

地への旅客の輸送手段となっている。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

鉄道事業者、市及び防災関係機関等は、事故発生時に迅速かつ的確な対応が図れる 

よう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体 

制の確立に努める。 

 

４ 鉄道事業者の事前対策 

鉄道事業者は、平素から保線設備等の把握及び危険箇所に対する予防対策に努め、 

災害時に迅速かつ的確に対処し、被害を最小限に食い止められるよう万全な事前対策 

に努める。 

 

(1) 保安対策 

大きな災害が予想される橋梁・高架橋・トンネル等の構造物においては、定期的 

に点検及び補修を行い、輸送の安全を図る。また、自動列車停止装置（ＡＴＳ）・自
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自動列車制御装置（ＡＴＣ）等の保安装置や列車無線装置等を装備することにより

事故の未然防止に努めます。 

 

項  目 概    要 

自動列車停止装

置 （ Ａ Ｔ Ｓ ） 

信号機が停止信号の場合又は列車が制限速度を超えて信号機に接

近した場合に、接近する列車の運転台に警報を表示し、一定の条

件化において、自動的に列車を停止させる機能を持った装置 

自動列車制御装

置 （ Ａ Ｔ Ｃ ） 

先行列車の位置及び進路の条件によって、後続列車の運転台に許

容速度を示す信号を表示し、自動的に速度を制御する機能を持っ

た装置 

列 車 無 線 装 置 

列車と地上で運行管理をしている運輸指令所及び駅と無線で連絡

できるもので、列車の安全運行に必要な情報を相互に連絡・収集

できる。 

また、この装置とは別に、列車から非常発信信号を発信すること

ができ、発信した列車の前後１キロメートルの範囲内を走行中の

列車に「停止」の緊急通報をする機能を有する無線装置もある。 

障害物検知装置 
踏切内に列車の進行を妨げる障害物（自動車等）があると、発光

信号により、運転士に危険を知らせる装置 

 

(2) 事故発生時の体制整備 

鉄道事業者は、それぞれの計画に基づき、事故発生時の活動体制及び情報連絡体 

制を整備します。 

 

(3) 職員に対する教育及び訓練の実施 

鉄道事業者は、事故発生時に迅速かつ的確な対応が行えるよう職員に対し、平素 

より職場教育の一つとして防災教育を実施し、応急対策等の理解及び周知に努めま 

す。 

また、消防など関係機関と連携し、各種の鉄道災害を想定した実践的な合同訓練 

を適宜実施し対応手順等の徹底を図ります。 

 

(4) 利用者に対する広報の充実 

災害発生時の混乱を防止し輸送力を確保するため、駅及び車内放送・掲示板等を 

利用し、日頃から広報に努めます。 

 

 

動列車制御装置（ＡＴＣ）等の保安装置や列車無線装置等を装備することにより事

故の未然防止に努める。 

 

項  目 概    要 

自動列車停止装

置 （ Ａ Ｔ Ｓ ） 

信号機が停止信号の場合又は列車が制限速度を超えて信号機に接

近した場合に、接近する列車の運転台に警報を表示し、一定の条

件化において、自動的に列車を停止させる機能を持った装置 

自動列車制御装

置 （ Ａ Ｔ Ｃ ） 

先行列車の位置及び進路の条件によって、後続列車の運転台に許

容速度を示す信号を表示し、自動的に速度を制御する機能を持っ

た装置 

列 車 無 線 装 置 

列車と地上で運行管理をしている運輸指令所及び駅と無線で連絡

できるもので、列車の安全運行に必要な情報を相互に連絡・収集

できる。 

また、この装置とは別に、列車から非常発信信号を発信すること

ができ、発信した列車の前後１キロメートルの範囲内を走行中の

列車に「停止」の緊急通報をする機能を有する無線装置もある。 

障害物検知装置 
踏切内に列車の進行を妨げる障害物（自動車等）があると、発光

信号により、運転士に危険を知らせる装置 

 

(2) 事故発生時の体制整備 

鉄道事業者は、それぞれの計画に基づき、事故発生時の活動体制及び情報連絡体 

制を整備する。 

 

(3) 職員に対する教育及び訓練の実施 

鉄道事業者は、事故発生時に迅速かつ的確な対応が行えるよう職員に対し、平素 

より職場教育の一つとして防災教育を実施し、応急対策等の理解及び周知に努める。 

また、消防など関係機関と連携し、各種の鉄道災害を想定した実践的な合同訓練 

を適宜実施し対応手順等の徹底を図る。 

 

 

(4) 利用者に対する広報の充実 

災害発生時の混乱を防止し輸送力を確保するため、駅及び車内放送・掲示板等を 

利用し、日頃から広報に努める。 
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修正計画 現行計画 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図ります。 

 

(2) 消防対策 

消防は、鉄道事業者との合同訓練等を通じて相互情報交換に努めるとともに、災 

害における緊急連絡通報体制を明確にします。 

 

(3) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に 

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

(4) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努めます。 

 

(5) 防災関係機関との協力体制 

市は、大規模な災害に備え、重機その他必要な資機材については、事業者との協 

定等を締結するなど、緊急時に協力が得られる体制をあらかじめ整備します。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、防災安全課 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)、日本貨物鉄道(株)、京浜急行電鉄(株) 

逗葉医師会、県、県警察 

 

１ 情報の収集・連絡 

 

 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図る。 

 

(2) 消防対策 

消防は、鉄道事業者との合同訓練等を通じて相互情報交換に努めるとともに、災 

害における緊急連絡通報体制を明確にする。 

 

(3) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に 

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

 

(4) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努める。 

 

(5) 防災関係機関との協力体制 

市は、大規模な災害に備え、重機その他必要な資機材については、事業者との協 

定等を締結するなど、緊急時に協力が得られる体制をあらかじめ整備しておく。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)・日本貨物鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

逗葉医師会・県・県警察 

 

１ 情報の収集・連絡 
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修正計画 現行計画 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、鉄道災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心に情報の収集を行 

い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に報告しま 

す。 

区  分 項    目 

災 害 の 概 要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両の概要 

１ 鉄道事業者名   

２ 車両種類（旅客・貨物） 

３ 積載物の種類、形態 

４ 危険物の有無 

人的被害の状況 
１ 乗客・乗員数   

２ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

鉄道施設の状況 
１ 駅舎の状況 

２ 軌道、トンネル、高架橋等の状況 

気 象 の 状 況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、鉄道災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心に情報の収集を行 

い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県に報告する。 

 

区  分 項    目 

災 害 の 概 要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両の概要 

１ 鉄道事業者名   

２ 車両種類（旅客・貨物） 

３ 積載物の種類、形態 

４ 危険物の有無 

人的被害の状況 
１ 乗客・乗員数   

２ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

鉄道施設の状況 
１ 駅舎の状況 

２ 軌道、トンネル、高架橋等の状況 

気 象 の 状 況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

関
係
機
関 

鉄
道
事
業
者 

神奈川県警

本部 

周辺住民

等 

逗子警察

署 

逗子市 

消防本部・署 県 

関
東
運
輸
局 

関
係
機
関 

鉄
道
事
業
者 

神奈川県警

本部 

周辺住民

等 

逗子警察

署 

逗子市 

消防本部・署 県 

関
東
運
輸
局 
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修正計画 現行計画 

今後の対応等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 鉄道機関の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとします。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要が 

あると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、 

応援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

  

 (1) 救助・救急活動 

  ア 鉄道事業者は、事故災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を最優先と

し、続発事故の防止に万全の措置を講じるとともに、その救急措置及び復旧につ

いては、最も安全と認められる方法により、迅速・的確に行います。 

  イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努めます。 

  ウ 県警察は、鉄道災害が発生し、被害が拡大するおそれがある場合には、立入禁

止区域を設定するとともに、地域住民等に対する避難誘導を迅速に実施します。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 鉄道事業者は、事故災害発生直後における初期消火活動を行うよう努めるとと

もに、消火活動を実施する各機関に可能な限り協力するように努めます。 

  イ 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行いま

す。 

  ウ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町に消火活動の応援

要請を行います。 

今後の対応等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 鉄道機関の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請する。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

  

 (1) 救助・救急活動 

  ア 鉄道事業者は、事故災害発生直後における負傷者の救助・救急活動を最優先と

し、続発事故の防止に万全の措置を講じるとともに、その救急措置及び復旧につ

いては、最も安全と認められる方法により、迅速・的確に行う。 

  イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努める。 

  ウ 県警察は、鉄道災害が発生し、被害が拡大するおそれがある場合には、立入禁

止区域を設定するとともに、地域住民等に対する避難誘導を迅速に実施する。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 鉄道事業者は、事故災害発生直後における初期消火活動を行うよう努めるとと

もに、消火活動を実施する各機関に可能な限り協力するように努める。 

  イ 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行う。 

   

ウ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町に消火活動の応援

要請を行う。 
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修正計画 現行計画 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会の協力のもと、現地 

救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬 

送先を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図ります。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生 

が予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チ 

ーム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師 

会の協力のもとに行います。 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、当該施設付近の地域住民に被害のおよぶおそれのあると認 

められる場合は、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行います。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、市、県警察、道路管理者及び振替輸送実施事業者は、相互 

に密接な連絡をとるものとします。 

６ 災害広報の実施 

市は、鉄道災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適切に

提供し、社会的混乱を防止します。 

 

７ 鉄道事業者の対応 

列車の火災、衝突、脱線、危険物の流出等の事故が発生した場合は、負傷者の救護を

最優先とし、二次災害の防止に万全の措置を講じるとともに、その応急措置及び復旧に

ついては、最も安全と認められる方法により、迅速かつ的確にこれを行います。 

 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会の協力のもと、現地 

救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬 

送先を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図る。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生 

が予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チ 

ーム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師 

会の協力のもとに行う。 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、当該施設付近の地域住民に被害のおよぶおそれのあると認 

められる場合は、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行う。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、市、県警察、道路管理者及び振替輸送実施事業者は、相互 

に密接な連絡をとるものとする。 

６ 災害広報の実施 

市は、鉄道災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適切に

提供し、社会的混乱を防止する。 

 

７ 鉄道事業者の対応 

列車の火災、衝突、脱線、危険物の流出等の事故が発生した場合は、負傷者の救護を

最優先とし、二次災害の防止に万全の措置を講じるとともに、その応急措置及び復旧に

ついては、最も安全と認められる方法により、迅速かつ的確にこれを行う。 
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修正計画 現行計画 

(1) 災害対策本部等の設置・運営 

災害により、著しい支障又は社会的に甚だしい影響が発生した場合は、その状況 

に応じて災害対策本部等を設置し、応急措置又は応急復旧措置を講じ、被害を最小

限に防止します。 

 

(2) 応急措置 

項  目 概    要 

情報の収

集・通報活

動 

事故発生後、直ちに事故状況等について情報収集を行い、鉄道事業

法（昭和６１年法律第９２号）に基づき関東運輸局に事故の報告を

行うとともに関係機関に通報する。 

消防機関等

への通報 

災害を覚知したときは、速やかに消防機関等に対し、災害の態様等

を確認し、救急・救助・消火活動について出動要請を行う。 

乗客の安全 

確保 

災害が発生した場合は、負傷者を安全な場所に収容するなど負傷者

の救護を最優先する。また、二次的被害を防止するため、後続列車

等について適切な停止措置を行う。 

避難誘導・ 

広報活動 

乗客等に対し、事故の態様、被害の状況及び振替輸送等の広報を行

うとともに、必要に応じて、駅構内の旅客又は列車内の乗客を安全

な場所へ誘導する。特に、負傷者、高齢者、乳幼児等の要配慮者を

優先して誘導し、動揺、混乱を招かないようにする。 

報道機関へ

の通知 

事故が発生し、社会的に影響を及ぼすおそれのあるときは、報道機

関に通知する。 

 

(3) 代替交通手段の確保 

他の路線への振替輸送、バス代行輸送等、代替交通手段の確保に努めます。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)、日本貨物鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

 

１ 鉄道施設の復旧 

鉄道事業者は、災害等によって被害を受けた鉄道施設（駅舎、軌道、橋梁、トンネ 

ル、踏切道等）については、他の路線への振替輸送、バスによる代行輸送等の確保に 

努めつつ、速やかに施設の復旧を行い、早期の平常運行への回復を図ります。 

 

(1) 対策本部等の設置・運営 

災害により、著しい支障又は社会的に甚だしい影響が発生した場合は、その状況 

に応じて対策本部等を設置し、応急措置又は応急復旧措置を講じ、被害を最小限に

防止する。 

 

(2) 応急措置 

項  目 概    要 

情報の収

集・通報活

動 

事故発生後、直ちに事故状況等について情報収集を行い、鉄道事業

法（昭和６１年法律第９２号）に基づき関東運輸局に事故の報告を

行うとともに関係機関に通報する。 

消防機関等

への通報 

災害を覚知したときは、速やかに消防機関等に対し、災害の態様等

を確認し、救急・救助・消火活動について出動要請を行う。 

乗客の安全 

確保 

災害が発生した場合は、負傷者を安全な場所に収容するなど負傷者

の救護を最優先する。また、二次的被害を防止するため、後続列車

等について適切な停止措置を行う。 

避難誘導・ 

広報活動 

乗客等に対し、事故の態様、被害の状況及び振替輸送等の広報を行

うとともに、必要に応じて、駅構内の旅客又は列車内の乗客を安全

な場所へ誘導する。特に、負傷者、高齢者、乳幼児等の要援護者を

優先して誘導し、動揺、混乱を招かないようにする。 

報道機関へ

の通知 

事故が発生し、社会的に影響を及ぼすおそれのあるときは、報道機

関に通知する。 

 

(3) 代替交通手段の確保 

他の路線への振替輸送、バス代行輸送等、代替交通手段の確保に努める。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

関係機関：東日本旅客鉄道(株)・日本貨物鉄道(株)・京浜急行電鉄(株) 

 

１ 鉄道施設の復旧 

鉄道事業者は、災害等によって被害を受けた鉄道施設（駅舎、軌道、橋梁、トンネ 

ル、踏切道等）については、他の路線への振替輸送、バスによる代行輸送等の確保に 

努めつつ、速やかに施設の復旧を行い、早期の平常運行への回復を図る。 
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修正計画 現行計画 

 

第６章 道路災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：都市整備課、消防署  

関係課：企画課、防災安全課、国保健康課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 想定する道路災害 

  道路構造物の被災等による多数の死傷者等の発生といった道路災害に対する対策

について、必要な事項を定めます。 

 

２ 本市における道路の状況 

海岸沿いと谷筋に沿って幹線道路が延びています。他の自治体とは基本的にトンネ 

ルで連絡しますが、山上に住宅団地が造成されているため住宅地の区画道路が市境と 

なっている箇所も見られます。幹線道路を含め、大半の道路が 2車線以下である。自 

動車専用道路としては、横浜横須賀道路及び逗葉新道があります。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

道路管理者、県警察、市及び防災関係機関等は、事故発生時に迅速かつ的確な対応 

が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情 

報連絡体制の確立に努めます。 

 

４ 道路管理者の事前対策 

 

(1) 活動体制の整備 

道路管理者は、それぞれの計画に基づき、事故発生時の活動体制及び情報連絡体 

制を整備します。 

 

(2) 関係機関との事前協議 

災害発生時における、救助・救急、消火、医療救護、広報活動及び通行の禁止制 

限等の警備活動等の内容に関し、あらかじめ市、県警察、接続する道路の管理者及 

びその他関係機関と事前に協議を行います。 

 

第３章 道路災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：都市整備課・消防署  

関係課：秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 想定する道路災害 

  道路構造物の被災等による多数の死傷者等の発生といった道路災害に対する対策に

ついて、必要な事項を定める。 

 

２ 本市における道路の状況 

海岸沿いと谷筋に沿って幹線道路が延びている。他の自治体とは基本的にトンネル 

で連絡するが、山上に住宅団地が造成されているため住宅地の区画道路が市境となっ 

ている箇所も見られる。幹線道路を含め、大半の道路が 2車線以下である。自動車専 

用道路としては、横浜横須賀道路及び逗葉新道がある。 

 

３ 情報連絡体制の確立 

道路管理者、県警察、市及び防災関係機関等は、事故発生時に迅速かつ的確な対応 

が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情 

報連絡体制の確立に努める。 

 

４ 道路管理者の事前対策 

 

(1) 活動体制の整備 

道路管理者は、それぞれの計画に基づき、事故発生時の活動体制及び情報連絡体 

制を整備する。 

 

(2) 関係機関との事前協議 

災害発生時における、救急・救助、消火、医療救護、広報活動及び通行の禁止制 

限等の警備活動等の内容に関し、あらかじめ市、県警察、接続する道路の管理者及 

びその他関係機関と事前に協議を行う。 
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修正計画 現行計画 

 

(3) 走行用施設の保守・整備 

平常時から、トンネル、橋梁、高架橋等の道路施設の点検・補修を通じ、道路施

設等の現況把握に努めます。 

(4) 防災設備の保守・整備 

消火設備、警報表示設備等、防災設備の保守及び整備については、道路法等関係 

法規の定めるもののほか、内部規定による日常点検を行います。 

 

(5) 道路利用者への広報 

自動車専用道路の利用者（以下「利用者」という。）に対し、安全走行の意識啓発 

及び事故発生時の対応の周知を、日常的に放送や配布物により行います。 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、第３部第３章に定め 

るところにより、日頃から職員の配備体制の整備を図っておきます。 

(2) 出動計画の策定 

消防は、特に災害の状況、応急活動に関して特殊性の高い自動車専用道路の区間 

に関して、災害時の消防部隊、救助隊等の出動状況等を定めた大規模自動車事故応 

急対策を策定します。 

 

(3) 応援体制の確立 

消防は、自動車専用道路の一般的な特性であるインターチェンジ以外進入不可、 

一方通行等から、消防隊の現場到着の遅延により消防活動に支障を来すことが予測 

されることから、隣接市町と消防相互応援協定を結び、必要に応じて消防力を集結 

することで被害の軽減を図ります。 

 

(4) 警防査察及び訓練の実施 

消防は、道路施設の実態把握のため、必要に応じて、警防査察を実施するととも 

に、道路管理関係者及び県警察と連携して応急対策訓練の実施に努めます。 

 

(5) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

 

(3) 走行用施設の保守・整備 

平常時から、トンネル、橋梁、高架橋等の道路施設の点検・補修を通じ、道路施設

等の現況把握に努める。 

(4) 防災設備の保守・整備 

消火設備、警報表示設備等、防災設備の保守及び整備については、道路法等関係 

法規の定めるもののほか、内部規定による日常点検を行う。 

 

(5) 道路利用者への広報 

自動車専用道路の利用者（以下「利用者」という。）に対し、安全走行の意識啓発 

及び事故発生時の対応の周知を、日常的に放送や配布物により行う。 

 

５ 市の事前対策 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、第３部第３章に定め 

るところにより、日頃から職員の配備体制の整備を図っておく。 

(2) 出動計画の策定 

消防は、特に災害の状況、応急活動に関して特殊性の高い自動車専用道路の区間 

に関して、災害時の消防部隊、救助隊等の出動状況等を定めた大規模自動車事故応 

急対策を策定する。 

 

(3) 応援体制の確立 

消防は、自動車専用道路の一般的な特性である、インターチェンジ以外進入不可、 

一方通行等から、消防隊の現場到着の遅延により消防活動に支障を来すことが予測 

されることから、隣接市町と消防相互応援協定を結び、必要に応じて消防力を集結 

することで被害の軽減を図る。 

 

(4) 警防査察及び訓練の実施 

消防は、道路施設の実態把握のため、必要に応じて、警防査察を実施するととも 

に、道路管理関係者及び県警察と連携して応急対策訓練の実施に努める。 

 

(5) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 
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修正計画 現行計画 

整理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

(6) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会等と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護 

資機材の備蓄に努めます。 

 

第２節 災害応急対策                                 

 

主管課：消防署  

関係課：企画課、防災安全課、都市整備課、国保健康課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、自動車専用道路における大規模な事故の発生の通報を受けたときは、次の 

事項を中心に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた

範囲から直ちに県に報告します。 

 

整理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に行

えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

 

(6) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会等と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護 

資機材の備蓄に努める。 

 

第２節 災害応急対策                                 

 

主管課：消防署  

関係課：秘書広報課・防災課・都市整備課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、自動車専用道路における大規模な事故の発生の通報を受けたときは、次の 

事項を中心に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範

囲から直ちに県に報告する。 
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修正計画 現行計画 

 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両の

概要 

１ 車両種類（自家用、旅客、貨物等）と台数 

２ 積載物の種類、形態 

３ 危険物の有無 

人的被害の

状況 

１ 乗客・乗員数   

２ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

道路施設の

状況 

１ 道路施設の破損状況 

２ 発災周辺地域の状況 

気象の状況 気象情報（風速、風向、降雨など） 

今後の対応

等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 道路管理者の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとします。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要が

あると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、

応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

 

 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両の

概要 

１ 車両種類（自家用、旅客、貨物等）と台数 

２ 積載物の種類、形態 

３ 危険物の有無 

人的被害の

状況 

１ 乗客・乗員数   

２ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

道路施設の

状況 

１ 道路施設の破損状況 

２ 発災周辺地域の状況 

気象の状況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

今後の対応

等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 道路管理者の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請する。 
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３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

  ア 道路管理者は、市及び県警察と連携し、迅速・的確な救助・救急活動の初期活

動を行います。 

  イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努めます。 

  ウ 県警察は、道路災害が交通量の多い道路において発生した場合、その他被害が

拡大するおそれがある場合には、立入禁止区域を設定するとともに、通行者、通

行車両等に対する交通規制及び避難誘導を迅速に実施します。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 道路管理者は、市及び県警察と連携し、迅速・的確な初期消火活動を行います。 

  イ 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行いま

す。 

  ウ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町に消火活動の応援

要請を行います。 

 

(３) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて

搬送先を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換

を図ります。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会

と協力のもとに行います。 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、事故が発生した区間付近の地域住民に被害の及ぶおそれの 

あると認められる場合は、避難指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行います。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

  ア 道路管理者は、市及び県警察と連携し、迅速・的確な救助・救急活動の初期活動

を行う。 

  イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努める。 

  ウ 県警察は、道路災害が交通量の多い道路において発生した場合、その他被害が拡

大するおそれがある場合には、立入禁止区域を設定するとともに、通行者、通行車

両等に対する交通規制及び避難誘導を迅速に実施する。 

 

 (2) 消火活動 

  ア 道路管理者は、市及び県警察と連携し、迅速・的確な初期消火活動を行う。 

  イ 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行う。 

  ウ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町に消火活動の応援要

請を行う。 

 

 

(３) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現 

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて 

搬送先を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図る。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が 

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー 

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会 

と協力のもとに行う。 

 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、事故が発生した区間付近の地域住民に被害の及ぶおそれの 

あると認められる場合は、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行う。 
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修正計画 現行計画 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるも 

のとします。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、道路災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適切 

に提供し、社会的混乱を防止します。 

 

７ 道路管理者の対応 

道路管理者は、自動車専用道路における自動車の衝突、車両火災及び危険物の流出 

等により多数の死傷者が発生した場合又はそのおそれがある場合には、発災後速やか 

に職員の非常参集、情報収集、連絡体制を確立し、災害の拡大の防止のために必要な 

措置を講じます。 

 

(1) 初動体制の確立 

連絡を受けた事故について、被害の拡大を防ぎ、道路交通を確保するため、早急 

に初動体制（防災体制等）を確立します。 

また、あわせて協定会社等の体制についても確認し、応急活動の終了後、速やか 

に復旧作業に移行できるよう調整します。 

 

(2) 応急措置 

項  目 概    要 

情報の収集通報活動 
事故発生後、直ちに事故状況等について情報収集を行い、消

防、県警察等関係機関に通報する。 

初期消火活動 

各道路管理者は、防災用資機材を活用し、初期消火を実施す

る。ただし、消防機関の到着後は、消防機関と協力し、その指

示に従い消火活動に協力する。 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるも 

のとする。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、道路災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適切 

に提供し、社会的混乱を防止する。 

 

７ 道路管理者の対応 

道路管理者は、自動車専用道路における自動車の衝突、車両火災及び危険物の流出 

等により多数の死傷者が発生した場合又はそのおそれがある場合には、発災後速やか 

に職員の非常参集、情報収集、連絡体制を確立し、災害の拡大の防止のために必要な 

措置を講じる。 

 

(1) 初動体制の確立 

連絡を受けた事故について、被害の拡大を防ぎ、道路交通を確保するため、早急 

に初動体制（防災体制等）を確立する。 

また、あわせて協定会社等の体制についても確認し、応急活動の終了後、速やか 

に復旧作業に移行できるよう調整する。 

 

(2) 応急措置 

項  目 概    要 

情報の収集通報活動 
事故発生後、直ちに事故状況等について情報収集を行い、消防、

県警察等関係機関に通報する。 

初期消火活動 

各道路管理者は、防災用資機材を活用し、初期消火を実施する。

ただし、消防機関の到着後は、消防機関と協力し、その指示に従

い消火活動に協力する。 
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修正計画 現行計画 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：都市整備課、消防署  

関係課：防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 道路機能の復旧 

道路管理者は、迅速・的確な障害物の撤去、道路災害によって被害を受けた道路施 

 設の改修等の緊急措置を実施し、早期の道路交通確保に努めます。 

なお、道路施設の修復に当たっては、協定会社等の関係業者への出動を要請し、速

やかに復旧を図るものとします。 

 

２ 道路の緊急点検 

道路管理者は、被災箇所における道路施設の応急復旧活動を行うとともに、類似の

災害の再発防止のために、被災箇所以外の道路施設について緊急点検を行います。ま

た、結果として改修等の措置が必要な箇所については、早急に改修計画を作成し、必

要な措置を講じるものとします。 

 

負傷者の応急救護 
負傷者のあるときは、応急救護に努めるとともに、到着した

救急隊員に対し、負傷者の引継を行う。 

道路利用者への情報

提供 

得られた情報から危険情報、交通規制の内容を道路情報版等

で道路利用者へ周知する。 

交通規制の実施 

被害の状況により、県警察と協議し、必要な道路区間及び区

域について、通行を禁止し、又は制限する等の交通規制を実

施し、緊急車両の通行路及び通行車両の迂回路を迅速に確保

する。また、県警察と協力のもと、事故現場付近に滞留して

いる利用者車両の誘導を実施する。 

緊急措置の実施 
道路施設の損壊については、協定会社等と協力し、応急復旧

等の緊急措置を実施する。 

報道機関への通知 
事故が発生し、社会的に影響を及ぼすおそれのあるときは、

報道機関に通知する。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：都市整備課・消防署  

関係課：秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 道路機能の復旧 

道路管理者は、迅速・的確な障害物の撤去、道路災害によって被害を受けた道路施 

 設の改修等の緊急措置を実施し、早期の道路交通確保に努める。 

なお、道路施設の修復に当たっては、協定会社等の関係業者への出動を要請し、速や

かに復旧を図るものとする。 

 

２ 道路の緊急点検 

道路管理者は、被災箇所における道路施設の応急復旧活動を行うとともに、類似の災

害の再発防止のために、被災箇所以外の道路施設について緊急点検を行う。また、結果

として改修等の措置が必要な箇所については、早急に改修計画を作成し、必要な措置を

講じるものとする。 

負傷者の応急救護 
負傷者のあるときは、応急救護に努めるとともに、到着した救

急隊員に対し、負傷者の引継を行う。 

道路利用者への情報

提供 

得られた情報から危険情報、交通規制の内容を道路情報版等で

道路利用者へ周知する。 

交通規制の実施 

被害の状況により、県警察と協議し、必要な道路区間及び区域

について、通行を禁止し、又は制限する等の交通規制を実施し、

緊急車両の通行路及び通行車両の迂回路を迅速に確保する。ま

た、県警察と協力のもと、事故現場付近に滞留している利用者

車両の誘導を実施する。 

緊急措置の実施 
道路施設の損壊については、協定会社等と協力し、応急復旧等

の緊急措置を実施する。 

報道機関への通知 
事故が発生し、社会的に影響を及ぼすおそれのあるときは、報

道機関に通知する。 
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修正計画 現行計画 

 

第８章 危険物等災害対策 
 

第１節 災害予防                                   

 

主管課：消防予防課、消防署  

関係部課：福祉部、企画課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 想定する危険物等災害 

  危険物、高圧ガス及び都市ガスの火災、爆発、漏洩・流出による多数の死傷者等の

発生、毒物・劇物の飛散、漏洩、流出等による多数の死傷者等の発生、火薬類の火災、

爆発による多数の死傷者等の発生といった危険物等災害に対する対策について必要な

事項を定めます。 

 

２ 危険物等の定義 

本章の対象となる危険物等とは、次の法令、労働安全衛生法で定められるもので、 

災害等が発生した場合に、市民生活、経済活動及び環境等、社会的に大きな影響を与 

えるおそれがある物質とします 

種  類 定    義 

危 険 物 消防法（昭和 23年法律第 186 号）第 2条第 7号に定めるもの。 

高 圧 ガ ス 高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204 号）第２条に定めるもの。 

液化石油ガス 
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

42年法律第 149 号）第２条に定めるもの。 

都 市 ガ ス 
ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）第２条第 10 項に定めるも

の。 

火 薬 類 火薬類取締法（昭和 25年法律第 149 号）第２条に定めるもの。 

毒 ・ 劇 物 
毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）第２条に定める

もの。 

 

 

 

 

 

第４章 危険物等災害対策 
 

第１節 災害予防                                   

 

主管課：消防予防課・消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 想定する危険物等災害 

  危険物、高圧ガス及び都市ガスの火災、爆発、漏洩・流出による多数の死傷者等の

発生、毒物・劇物の飛散、漏洩、流出等による多数の死傷者等の発生、火薬類の火災、

爆発による多数の死傷者等の発生といった危険物等災害に対する対策について必要な

事項を定める。 

 

２ 危険物等の定義 

本章の対象となる危険物等とは、次の法令、労働安全衛生法で定められるもので、 

災害等が発生した場合に、市民生活、経済活動及び環境等、社会的に大きな影響を与 

えるおそれがある物質とする。 

種  類 定    義 

危 険 物 消防法（昭和 23年法律第 186 号）第 2条第 7号に定めるもの。 

高 圧 ガ ス 高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204 号）第２条に定めるもの。 

液化石油ガス 
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

42年法律第 149 号）第２条に定めるもの。 

都 市 ガ ス 
ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）第２条第 10 項に定めるも

の。 

火 薬 類 火薬類取締法（昭和 25年法律第 149 号）第２条に定めるもの。 

毒 ・ 劇 物 
毒物及び劇物取締法（昭和 25 年法律第 303 号）第２条に定める

もの。 
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修正計画 現行計画 

３ 本市における危険物等施設の状況 

令和３年４月現在における、本市の危険物等施設の状況は次のとおり。 

種  別 施 設 区 分 施設数 

危険物施設 

（第４類） 

危険物製造所 0 

危険物貯蔵所 ７ 

危険物取扱所 ８ 

 

４ 危険物等事業者の事前対策 

危険物等事業者は、関係法令で定める技術基準を遵守し、また、国、県及び市の指 

導等に基づき施設の安全確保、予防規定等の制定、自主保安体制の整備等、危険物等 

に関わる安全管理に最大の努力を払い、災害防止のために必要な措置を取るものとし 

ます。 

 

(1) 自主保安体制の整備 

危険物等事業者は、関係法令及びそれぞれの計画に基づき、災害発生時の活動体 

制及び情報連絡体制を整備します。 

 

(2) 設備の保守・整備 

危険物等を製造、貯蔵又は取り扱う設備の保守及び整備については、関係法令の 

定めるもののほか、内部規定による日常点検を行うものとします。 

 

(3) 保安講習等の受講 

危険物等施設の管理者及び危険物取扱者等の資格取得者は、保安教育の一環とし 

て行われる保安講習等を定期的に受講します。 

 

(4) 職員への防災教育及び訓練の実施 

防災に関する一般知識、関係機関等の防災計画及び緊急時の措置等について、所 

属職員を対象として防災教育を実施します。 

また、発災時における円滑な災害活動を実施するため、必要に応じて対応訓練を

行うものとします。 

 

５ 情報連絡体制の確立 

危険物等事業者、県警察、市及び防災関係機関等は、災害発生時に迅速かつ的確な対

応が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情

報連絡体制の確立に努めます。 

３ 本市における危険物等施設の状況 

平成 23 年 4月現在における、本市の危険物等施設の状況は次のとおり。 

種  別 施 設 区 分 施設数 

危険物施設 

（第４類） 

危険物製造所 0 

危険物貯蔵所 10 

危険物取扱所 13 

 

４ 危険物等事業者の事前対策 

危険物等事業者は、関係法令で定める技術基準を遵守し、また、国、県及び市の指導 

等に基づき施設の安全確保、予防規定等の制定、自主保安体制の整備等、危険物等に 

関わる安全管理に最大の努力を払い、災害防止のために必要な措置を取るものとする。 

 

(1) 自主保安体制の整備 

危険物等事業者は、関係法令及びそれぞれの計画に基づき、災害発生時の活動体 

制及び情報連絡体制を整備する。 

 

(2) 設備の保守・整備 

危険物等を製造、貯蔵又は取り扱う設備の保守及び整備については、関係法令の 

定めるもののほか、内部規定による日常点検を行うものとする。 

 

(3) 保安講習等の受講 

危険物等施設の管理者及び危険物取扱者等の資格取得者は、保安教育の一環とし 

て行われる保安講習等を定期的に受講する。 

 

(4) 職員への防災教育及び訓練の実施 

防災に関する一般知識、関係機関等の防災計画及び緊急時の措置等について、所 

属職員を対象として防災教育を実施する。 

また、発災時における円滑な災害活動を実施するため、必要に応じて対応訓練を

行うものとする。 

 

 

５ 情報連絡体制の確立 

危険物等事業者、県警察、市及び防災関係機関等は、災害発生時に迅速かつ的確な対

応が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情

報連絡体制の確立に努める。 
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修正計画 現行計画 

６ 危険物等事業者への指導 

市及び県は、危険物等に関わる安全管理の確保を図るため、危険物等事業所の把握 

を行い、これに基づき、平常時から、安全管理について次の内容を指導します。 

 

(1) 危険物施設 

危険物事等業者に対する指導は以下により実施します。 

項  目 概    要 

許可施設に対

する指導 

市は、貯蔵・取扱施設の設置又は変更の審査・検査に際しては、

消防法等の定める基準のほか、消防活動上有効な幅員の道路の確

保、消火資機材の整備等の指導を行い、安全確保を図る。 

また、万一災害が発生した場合に備えて、必要な措置、薬剤等を

記したマニュアルの作成について指導を行う。 

仮貯蔵・仮取

扱施設に対す

る指導 

市は、仮貯蔵・仮取扱承認申請審査時の指導のほか、検査時に危

険物の適正管理について指導を行う。 

指定数量未満

の危険物の取

扱いに 

対する指導 

市は、火災予防条例（昭和 37年逗子市条例第 14号）に基づき、

少量危険物の貯蔵取扱施設について、届出書類の審査及び現地の

立入検査において規制、指導を行う。 

少量危険物施設への主な指導事項は次のとおり。 

１ 消火器の未設置 

２ 失効消火器の交換 

３ 雑品の除去 

４ 収容容器に表示等の明記 

５ 掲示板・標識板の掲示 

６ 貯蔵量の厳守 

７ 少量危険物取扱従事者講習の受講 

８ 各届出提出指導 

 

７ 市の事前対策 

市は、危険物等事業者における火災等、緊急時において円滑に応急活動を実施する 

ため、以下により活動体制等の整備に努めるものとします。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、第３部第３章に定め 

るところにより、日頃から職員の配備体制の整備を図ります。 

６ 危険物等事業者への指導 

市及び県は、危険物等に関わる安全管理の確保を図るため、危険物等事業所の把握 

を行い、これに基づき、平常時から、安全管理について次の内容を指導する。 

 

(1) 危険物施設 

危険物事等業者に対する指導は以下により実施する。 

項  目 概    要 

許可施設に対

する指導 

市は、貯蔵・取扱施設の設置又は変更の審査・検査に際しては、

消防法等の定める基準のほか、消防活動上有効な幅員の道路の確

保、消火資機材の整備等の指導を行い、安全確保を図る。 

また、万一災害が発生した場合に備えて、必要な措置、薬剤等を

記したマニュアルの作成について指導を行う。 

仮貯蔵・仮取

扱施設に対す

る指導 

市は、仮貯蔵・仮取扱承認申請審査時の指導のほか、検査時に危

険物の適正管理について指導を行う。 

指定数量未満

の危険物の取

扱いに 

対する指導 

市は、火災予防条例（昭和 37年逗子市条例第 14号）に基づき、

少量危険物の貯蔵取扱施設について、届出書類の審査及び現地の

立入検査において規制、指導を行う。 

少量危険物施設への主な指導事項は次のとおり。 

１ 消火器の未設置 

２ 失効消火器の交換 

３ 雑品の除去 

４ 収容容器に表示等の明記 

５ 掲示板・標識板の掲示 

６ 貯蔵量の厳守 

７ 少量危険物取扱従事者講習の受講 

８ 各届出提出指導 

 

７ 市の事前対策 

市は、危険物等事業者における火災等、緊急時において円滑に応急活動を実施する 

ため、以下により活動体制等の整備に努めるものとする。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、第３部第３章に定め 

るところにより、日頃から職員の配備体制の整備を図っておく。 
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修正計画 現行計画 

 

(2) 各種計画等の作成 

消防は、危険物等関係施設の防災に関して、危険物・高圧ガス・毒劇物施設等応急

対策に基づき、消防計画を作成する他、危険物等事業者の協力を得つつ個別事業者

に対する活動計画の作成を進め、災害対策の強化に努めます。 

 

(3) 化学消防力の強化と化学消火薬剤の整備 

消防は、危険物等に起因する火災の特殊性から、化学消防自動車等の整備、化学

消防隊の充実及び化学消防力の強化を図るとともに、県と協力し化学消火薬剤の備

蓄及び維持管理に努めます。 

 

(4) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について

整理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

(5) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資機

材の備蓄に努めます。 

 

(6) 各種訓練の実施 

危険物等災害による被害拡大を防止するため、以下に注意して各種訓練を実施し

ます。 

 

 

 

 

 

 

(7) 防災知識の普及・啓発 

危険物災害の予防のため、危険物安全週間などを中心として防災知識の普及啓発 

を行います。 

 

 

 

項  目 概    要 

各種訓練の

実施 

１ 事業所における危険物等の火災、漏えいを想定した訓練

の徹底 

２ 移動途中での災害を想定した訓練の充実 

 

(2) 各種計画等の作成 

消防は、危険物等関係施設の防災に関して、危険物・高圧ガス・毒劇物施設等応急

対策に基づき、消防計画を作成する他、危険物等事業者の協力を得つつ個別事業者

に対する活動計画の作成を進め、災害対策の強化に努める。 

 

(3) 化学消防力の強化と化学消火薬剤の整備 

消防は、危険物等に起因する火災の特殊性から、化学消防自動車等の整備、化学

消防隊の充実及び化学消防力の強化を図るとともに、県と協力し化学消火薬剤の備

蓄及び維持管理に努める。 

 

(4) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について

整理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に

行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

 

(5) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資機

材の備蓄に努める。 

 

(6) 各種訓練の実施 

危険物等災害による被害拡大を防止するため、以下に注意して各種訓練を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

(7) 防災知識の普及・啓発 

危険物災害の予防のため、危険物安全週間などを中心として防災知識の普及啓発 

を行う。 

 

 

 

項  目 概    要 

各種訓練の

実施 

１ 事業所における危険物等の火災、漏えいを想定した訓練

の徹底 

２ 移動途中での災害を想定した訓練の充実 
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修正計画 現行計画 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、企画課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、危険物等施設における災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心

に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直

ちに県に報告します。 

 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 発災施設の破損状況 

５ 危険物等の種類とその特性 

６ 危険物等の周辺への拡散、漏えいの有無 

７ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

人的被害の状況 
１ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

２ 物質に応じた治療方法等の医療情報 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

 

(1) 連絡系統図 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 情報の収集 

市は、危険物等施設における災害の発生の通報を受けたときは、次の事項を中心

に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直

ちに県に報告する。 

 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 発災施設の破損状況 

５ 危険物等の種類とその特性 

６ 危険物等の周辺への拡散、漏えいの有無 

７ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

人的被害の状況 
１ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

２ 物質に応じた治療方法等の医療情報 

周辺住民等 

神奈川県警本部 

消
防 

県 

警察署 

国 ・消防庁 

関係機関 

逗子市 

発
災
事
業
者 

周辺住民等 

神奈川県警本部 

消
防 

県 

警察署 

国 ・消防庁 

関係機関 

逗子市 

目
撃
者 

発
災
事
業
者 
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修正計画 現行計画 

気 象 の 状 況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

今 後 の 対 応 等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 危険物等事業者の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制の

確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとします。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策を

実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要がある

と認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応援要

請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

 (1) 救助・救急活動 

市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努めます。 

 

 (2) 消火活動 

ア 市及び自主防災組織等は、速やかに火災の状況を把握するとともに、迅速に消火

活動を行います 

イ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町村に消火活動の応援

要請を行います。 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現 

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて 

搬送先を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

気 象 の 状 況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

今 後 の 対 応 等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 危険物等事業者の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制の

確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策を

実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があると

認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応援要請

又は災害応急対策の実施を要請する。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

 (1) 救助・救急活動 

市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努める。 

 

 (2) 消火活動 

ア 市及び自主防災組織等は、速やかに火災の状況を把握するとともに、迅速に消火

活動を行う 

イ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町村に消火活動の応援

要請を行う。 

 

(3) 医療救護対策 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力のもと、現 

地救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて 

搬送先を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 
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図ります。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会

と協力のもとに行います。 

 

４ 避難対策 

市は、当該施設付近の地域住民に被害の及ぶおそれのあると認められる場合は、避

難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行います。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるも 

のとします。 

 

６ 危険物等が下水道に流入した場合の対応 

市は、消防、県警察等と協力・連携し、情報収集、水質分析等による危険物等の流入 

の有無の特定及び下水道における二次災害の防止に努めます。 

さらに、流入物質の性状に合わせ、貯留、回収などの対応により浄水管理センター 

の処理機能を保全すると共に、河川等への流出防止等、環境への影響を最小限に抑制 

するよう努めます。また、危険物等により影響を受けた下水管を調査し、緊急性を要 

するものについては、補修等を実施します。 

 

７ 災害広報 

市は、危険物等災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に 

適切に提供し、社会的混乱を防止します。 

 

８ 危険物等事業者の対応 

施設（輸送）管理者は、危険物等施設又は輸送中に災害等が発生した場合には、以下

により応急対策を実施します。 

 

図る。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が予

想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー 

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会 

と協力のもとに行う。 

 

４ 避難対策 

市は、当該施設付近の地域住民に被害の及ぶおそれのあると認められる場合は、避

難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行う。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるも 

のとする。 

 

６ 危険物等が下水道に流入した場合の対応 

市は、消防、県警察等と協力・連携し、情報収集、水質分析等による危険物等の流入 

の有無の特定及び下水道における二次災害の防止に努める。 

さらに、流入物質の性状に合わせ、貯留、回収などの対応により浄水管理センター 

の処理機能を保全すると共に、河川等への流出防止等、環境への影響を最小限に抑制 

するよう努める。また、危険物等により影響を受けた下水管を調査し、緊急性を要す 

るものについては、補修等を実施する。 

 

７ 災害広報 

市は、危険物等災害の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に 

適切に提供し、社会的混乱を防止する。 

 

８ 危険物等事業者の対応 

施設（輸送）管理者は、危険物等施設又は輸送中に災害等が発生した場合には、以下

により応急対策を実施する。 
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修正計画 現行計画 

項  目 概    要 

関係機関への通報 
施設（輸送）管理者は、消防機関、県警察及び関係行政機関に

速やかに災害等の発生を通報する。 

災害対策組織の設

置 

施設管理者は、計画に基づき、発災後速やかに、職員の配備、

情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要な体制

をとる。 

初期消火活動等 
施設（輸送）管理者は、消防機関が災害等の現場に到着するま

で、初期消火、拡大防止又は人命救助活動を実施する。 

避難誘導 施設管理者は、安全な避難誘導を実施する。 

情報提供等 

施設（輸送）管理者又は防火管理者は、消防機関が現場に到着

した場合は、次の事項を積極的に提供する。 

・ 災害等発生場所等の状況 

・ 初期消火又は初期活動の状況 

・ 人命危険の状況 

・ 危険物等の状況 

・ その他消防活動上必要な事項 

被害拡大防止措置 

危険物の漏えい及び流出の防止、爆発のおそれのある作業及び

移送の停止、施設の応急点検、火災の防止措置等、施設の状況

に応じた被害拡大防止措置を実施する。 

 

第３節 復旧・復興対策                                

 

主管課：消防署  

関係課：企画課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 汚染物の除去及び施設の復旧 

災害の原因者は、関係機関及び市の指導・助言のもと、危険物等及び汚染物の除去及

び除洗作業を実施し、施設の復旧を図ります。 

 

２ 各種制限措置等の解除 

市及び県は、災害によって発出された各種指示及び制限措置を解除することが適当で

あると判断した場合には、必要に応じて専門家等の指導・助言を得て、各種指示及び制

限措置の解除を決定し、関係機関に通知します。また、各放送機関に対し緊急放送を要

請し、住民等に周知を図るものとします。 

項  目 概    要 

関係機関への通報 
施設（輸送）管理者は、消防機関、県警察及び関係行政機関に

速やかに災害等の発生を通報する。 

災害対策組織の設

置 

施設管理者は、計画に基づき、発災後速やかに、職員の配備、

情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要な体制

をとる。 

初期消火活動等 
施設（輸送）管理者は、消防機関が災害等の現場に到着するま

で、初期消火、拡大防止又は人命救助活動を実施する。 

避難誘導 施設管理者は、安全な避難誘導を実施する。 

情報提供等 

施設（輸送）管理者又は防火管理者は、消防機関が現場に到着

した場合は、次の事項を積極的に提供する。 

・ 災害等発生場所等の状況 

・ 初期消火又は初期活動の状況 

・ 人命危険の状況 

・ 危険物等の状況 

・ その他消防活動上必要な事項 

被害拡大防止措置 

危険物の漏えい及び流出の防止、爆発のおそれのある作業及び

移送の停止、施設の応急点検、火災の防止措置等、施設の状況

に応じた被害拡大防止措置を実施する。 

 

第３節 復旧・復興対策                                

 

主管課：消防署  

関係課：秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 汚染物の除去及び施設の復旧 

災害の原因者は、関係機関及び市の指導・助言のもと、危険物等及び汚染物の除去及

び除洗作業を実施し、施設の復旧を図る。 

 

２ 各種制限措置等の解除 

市及び県は、災害によって発出された各種指示及び制限措置を解除することが適当で

あると判断した場合には、必要に応じて専門家等の指導・助言を得て、各種指示及び制

限措置の解除を決定し、関係機関に通知する。また、各放送機関に対し緊急放送を要請

し、住民等に周知を図るものとする。 
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修正計画 現行計画 

 

第９章 大規模な火事災害対策 
 

第１節 災害予防                                   

 

主管課：消防予防課、消防署  

関係部課：福祉部、企画課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 想定する大規模火災 

  大規模な火事による多数の死傷者等の発生といった大規模な火事災害に対する対策

について、必要な事項を定めます。 

 

２ 本市における火災の発生状況 

令和２年中に発生した火災は 11件で、令和元年より３件増加しました。 

火災種別でみると、建物火災７件（前年比１件減）、その他の火災４件（昨年比４件 

増）で車両火災及び船舶火災はありませんでした。火災による死者が１名発生し、負 

傷者の発生はありませんでした。 

建物火災により焼損した 11棟の合計焼損床面積は 218ｍ２で、８世帯、19名が罹災 

しました。 

火災による合計損害額は 1,126 万 3千円で、内訳は建物の損害が 1,122 万 7千円、 

その他の損害が 3万 6千円でした。 

出火原因は、たばこが４件発生し第 1位となっており、次いで放火、（疑い含む） 

とローソクが２件ずつ発生しています。 

 

 

 

３ 防火対象物等の安全化の推進 

 

(1) 計画的な土地利用と市街地整備の推進 

市及び県は、火事災害による被害を防止・軽減するため、防火地域・準防火地域

の指定等による市街地整備の推進、土地利用の規制及び誘導、緑地や広幅員道路等オ

ープンスペースの整備拡充、建築物の不燃化等の施策を総合的に推進します。 

 

 

 

第５章 大規模火災対策 
 

第１節 災害予防                                   

 

主管課：消防予防課・消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 想定する大規模火災 

  大規模な課時による多数の死傷者等の発生といった大規模な火事災害に対する対策

について、必要な事項を定める。 

 

２ 本市における火災の発生状況 

平成２４年中に発生した火災は 12件で、平成 23 年より１件増加した。 

火災種別でみると、建物火災６件（前年比３件増）、車両火災 2件（同 1件減）、船舶 

火災 1件（同 1件増）、その他の火災 3件（同２件減）で、火災による死者が 1人、負 

傷者が 6人発生した。 

建物火災により焼損した 12棟の合計焼損床面積は 292ｍ２で、９世帯、21名がり災 

した。 

火災による合計損害額は 1,543 万 6千円で、内訳は建物の損害が 950 万 3千円、車 

両の損害が 31 万 2千円、船舶の損害が 13万９千円、その他の損害が 548 万２千円だ 

った。 

出火原因は、放火、配線器具、不明の 3つが 3件ずつ発生し、第１位となっている。 

当市と他都市の火災状況を比較すると、当市出火率（人口１万人当たりの火災件数）

1.99 件に対し、県平均 3.09 件、全国平均 3.94 件となっている。 

 

３ 防火対象物等の安全化の推進 

 

(1) 計画的な土地利用と市街地整備の推進 

市及び県は、火事による被害を防止・軽減するため、防火地域・準防火地域の指 

定等による市街地整備の推進、土地利用の規制及び誘導、緑地や広幅員道路等オー 

プンスペースの整備拡充、建築物の不燃化等の施策を総合的に推進する。 
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修正計画 現行計画 

(2) 火災に対する建築物の安全化 

市及び事業者等は、多数の人が出入する建築物について、法令に適合した消防用 

設備等の設置を指導しつつ、定期的な査察や防火管理制度の徹底により適正な維持 

管理を促進するとともに、防火管理者による消防計画の作成、当該消防計画に基づ 

く消火、通報及び避難訓練の実施等、自主防災体制の充実を図るものとします。 

また、消防は、消防同意制度を活用し、建築面からの建物の火災予防を促進しま 

す。 

(3) 林野火災の予防 

市、県及び関係機関等は、連携を図りながら総合的な林野火災対策を推進します。 

 

４ 情報連絡体制の確立 

多数の人が出入する建築物の防火管理者、市、県警察及び防災関係機関等は、大規 

模火災発生時に迅速かつ的確な対応が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段 

の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体制の確立に努めます。 

 

５ 市の事前対策 

市は、大規模火災の発生時において円滑に応急活動を実施するため、以下により活

動体制等の整備に努めるものとします。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図ります。 

 

(2) 各種計画等の作成 

消防は、多数の人が出入する建築物及び中高層建築物の防災に関して、中高層建 

物火災対策に基づき、防御計画を作成し、災害対策の強化に努めます。 

 

(3) 消防力の強化 

消防は、消防力の整備指針及び消防水利の基準に適合するよう、消防施設等の整 

備に努め、その強化を図るものとします。 

 

(4) 各種訓練の実施 

消防は、大規模火災による被害拡大を防止するため、建築物や密集市街地など 

の防御困難地域等において、火災により多数の要救助者が発生したことを想定した 

訓練を実施します。 

(2) 火災に対する建築物の安全化 

市及び事業者等は、多数の人が出入する建築物について、法令に適合した消防用 

設備等の設置を指導しつつ、定期的な査察や防火管理制度の徹底により適正な維持 

管理を促進するとともに、防火管理者による消防計画の作成、当該消防計画に基づ 

く消火、通報及び避難訓練の実施等、自主防災体制の充実を図るものとする。 

また、消防は、消防同意制度を活用し、建築面からの建物の火災予防を促進する。 

 

(3) 林野火災の予防 

市、県及び関係機関等は、連携を図りながら総合的な林野火災対策を推進する。 

 

４ 情報連絡体制の確立 

多数の人が出入する建築物の防火管理者、市、県警察及び防災関係機関等は、大規 

模火災発生時に迅速かつ的確な対応が図れるよう相互に連携するとともに、通信手段 

の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体制の確立に努める。 

 

５ 市の事前対策 

市は、大規模火災の発生時において円滑に応急活動を実施するため、以下により活

動体制等の整備に努めるものとする。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図っておく。 

 

(2) 各種計画等の作成 

消防は、多数の人が出入する建築物及び中高層建築物の防災に関して、中高層建 

物火災対策に基づき、防御計画を作成し、災害対策の強化に努める。 

 

(3) 消防力の強化 

消防は、消防力の整備指針及び消防水利の基準に適合するよう、消防施設等の整 

備に努め、その強化を図るものとする。 

 

(4) 各種訓練の実施 

消防は、大規模火災による被害拡大を防止するため、建築物や密集市街地など 

の防御困難地域等において、火災により多数の要救助者が発生したことを想定した 

訓練を実施する。 
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修正計画 現行計画 

(5) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

 理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に行 

えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

(6) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努めます。 

 

(7) 避難対策 

市は、大規模火災から逃れるための空地である指定緊急避難場所（大規模な火事） 

及び、一時的に避難生活を送る場所である指定避難所を指定し、市民への周知に努 

めるものとします。 

また、逗子市避難行動要支援者避難支援計画に基づき、高齢者及び障がい者等の

要配慮者の安全確保について、自主防災組織、近隣居住者との協力体制を構築しま

す。 

 

(8) 防災知識の普及・啓発 

消防は、火災の予防のため、春と秋の火災予防週間などにおけるイベント、幼児・ 

児童に対する防火教室、防災講話や地域における防災訓練等において、火災予防に 

関する知識の普及啓発を行います。 

 

 

第２節 災害応急対策                                 

 

主管課：消防総務課、消防署  

関係部課：福祉部、企画課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

市は、大規模火災の発生の通報を受けたときは、火災の発生状況、人的被害の状況等

の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から

直ちに県へ報告します。 

 

 

(5) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

 理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供が迅速かつ円滑に行 

えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

 

(6) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努める。 

 

(7) 避難対策 

市は、大規模火災から逃れるための空地である広域避難場所及び、一時的に避難 

生活を送る場所である風水害時避難所を指定し、市民への周知に努めるものとする。 

また、災害時要援護者支援計画に基づき、高齢者及び障がい者等の災害時要援護 

者の安全確保について、自主防災組織、近隣居住者との協力体制を構築する。 

 

 

 

 

(8) 防災知識の普及・啓発 

消防は、火災の予防のため、春と秋の火災予防週間などにおけるイベント、幼児・ 

児童に対する防火教室、防災講話や地域における防災訓練等において、火災予防に 

関する知識の普及啓発を行う。 

 

第２節 災害応急対策                                 

 

主管課：消防総務課・消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 情報の収集・連絡 

市は、大規模火災の発生の通報を受けたときは、火災の発生状況、人的被害の状況等

の情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から

直ちに県へ報告する。 
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２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとします。 

 

 (2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要が

あると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

消防は、多数の人が出入する建築物での火災が発生した場合には、人命救出・救 

助活動を最優先で実施し、被災者の早急な把握に努めます。 

 

(2) 消火活動 

消防は、大規模な火災の発生のおそれがあるとき、又は発生した場合は、その災 

害規模に応じて特別警戒態勢を発令し、消防部隊等を増強し災害活動組織の強化を 

図ります。 

出場後は、速やかに火災の状況を把握するとともに、特殊災害警防計画に基づき、 

迅速に消火活動を行います。 

なお、火災の規模など、必要に応じて、神奈川県下消防相互応援協定等に基づき、 

隣接市町に消火活動の応援要請を行います。 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力の下、現地 

救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬

送先を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図ります。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が 

２ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

 

 (2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請する。 

 

３ 救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 救助・救急活動 

消防は、多数の人が出入する建築物での火災が発生した場合には、人命救出・救 

助活動を最優先で実施し、被災者の早急な把握に努める。 

 

(2) 消火活動 

消防は、大規模な火災の発生のおそれがあるとき、又は発生した場合は、その災 

害規模に応じて特別警戒態勢を発令し、消防部隊等を増強し災害活動組織の強化を 

図る。 

出場後は、速やかに火災の状況を把握するとともに、特殊災害警防計画に基づき、 

迅速に消火活動を行う。 

なお、火災の規模など、必要に応じて、神奈川県下消防相互応援協定等に基づき、 

隣接市町に消火活動の応援要請を行う。 

 

(3) 医療救護対策 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会との協力の下、現地 

救護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬

送先を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急 

増等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を 

図る。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し又は発生が 



第５部 災害種別対策計画 

第５章 大規模火災対策 第９章 大規模な火事災害対策 

207 

 

修正計画 現行計画 

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー 

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会

と協力のもとに行います。 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、当該施設付近の地域住民に被害の及ぶおそれのあると認め 

られる場合は、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行います。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるもの 

とします。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、大規模火災の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止します。 

 

第３節 復旧・復興対策                                

 

主管課：企画課、財政課、基地対策課、災安全課  

関係課：関係各課 

 

 大規模火災後の復旧・復興対策 

大規模火災に対する復旧・復興対策としては、被害の規模に応じて、地震津波対策 

計画編第５章に準じて復旧・復興対策を講じるものとします。 

 

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チー 

ム）等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会

と協力のもとに行う。 

 

４ 避難対策 

市及び防災関係機関は、当該施設付近の地域住民に被害の及ぶおそれのあると認め 

られる場合は、避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行う。 

 

５ 交通の確保・緊急輸送活動 

 

(1) 県警察による交通確保 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

 

(2) 関係機関の連携 

交通規制に当たって、県警察、市及び道路管理者は、相互に密接な連絡をとるもの 

とする。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、大規模火災の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止する。 

 

第３節 復旧・復興対策                                

 

主管課：企画課・財政課・基地対策課・防災課  

関係課：関係各課 

 

 大規模火災後の復旧・復興対策 

大規模火災に対する復旧・復興対策としては、被害の規模に応じて、地震津波対策 

計画編第５部に準じて復旧・復興対策を講じるものとする 

 



第５部 災害種別対策計画 

第６章 放射性物質等災害対策 第７章 放射性物質等災害対策 

208 

 

修正計画 現行計画 

 

第７章 放射性物質等災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、企画課、基地対策課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、逗葉歯科医師会、逗葉薬剤師会、県、県警察・自衛隊 

 

  

１ 想定する放射性物質等災害 

原子力の利用、開発及び研究における指導及び監督は、防災対策を含めて原子力規制

委員会等の国の所管となっており、原子力基本法（昭和３０年法律第１８６号）をはじ

めとする原子力関係法令により、国、関係事業者等において対策が講じられています

が、核原料物質・核燃料物質・放射性同位元素等（以下「放射性物質等」という。）に

よる災害の特殊性を考慮し、不測の事態に備えて円滑な対策活動の実施が図られるよ

う、災害予防対策上及び災害応急対策上必要な事項を定めます。 

 

２ 放射性物質等取扱事業者等への指導 

 

(1) 市による指導 

市は、放射性物質等に係る安全管理の確保を図るため、放射性物質等取扱事業者 

及び運搬事業者（以下「放射性物質等取扱事業者等」という。）の把握を行い、これ 

に基づき、平常時から、安全管理について次の内容を指導します。 

項  目 概    要 

放射性物質等 

取扱事業者等 

への指導事項 

１ 消防用設備等の設置、施設・機械類の自主点検整備等、自主保

安体制の整備 

２ 従業員に対する防災教育及び操作員の教育訓練の実施 

３ 自衛防災組織の設置等、自主防災体制の強化 

４ 消防計画の整備及び事故発生時の応急措置訓練の実施 

５ その他必要な事項 

 

(2) 県警察の指示 

県警察は、放射性物質等取扱事業者等から放射性物質等の運搬の届出を受けた場合

 

第６章 放射性物質等災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・基地対策課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

 

１ 想定する放射性物質等災害 

原子力の利用、開発及び研究における指導及び監督は、防災対策を含めて原子力規制

委員会等の国の所管となっており、原子力基本法（昭和３０年法律第１８６号）をはじ

めとする原子力関係法令により、国、関係事業者等において対策が講じられているが、

核原料物質・核燃料物質・放射性同位元素等（以下「放射性物質等」という。）による

災害の特殊性を考慮し、不測の事態に備えて円滑な対策活動の実施が図られるよう、災

害予防対策上及び災害応急対策上必要な事項を定める。 

 

２ 放射性物質等取扱事業者等への指導 

 

(1) 市による指導 

市は、放射性物質等に係る安全管理の確保を図るため、放射性物質等取扱事業者 

及び運搬事業者（以下「放射性物質等取扱事業者等」という。）の把握を行い、これ 

に基づき、平常時から、安全管理について次の内容を指導する。 

項  目 概    要 

放射性物質等 

取扱事業者等 

への指導事項 

１ 消防用設備等の設置、施設・機械類の自主点検整備等、自主保

安体制の整備 

２ 従業員に対する防災教育及び操作員の教育訓練の実施 

３ 自衛防災組織の設置等、自主防災体制の強化 

４ 消防計画の整備及び事故発生時の応急措置訓練の実施 

５ その他必要な事項 

 

(2) 県警察の指示 

県警察は、放射性物質等取扱事業者等から放射性物質等の運搬の届出を受けた場合
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において、災害の防止及び公共の安全を図るため、必要があると認めるときは、運搬

の日時、経路その他必要な事項を指示します。 

 

３ 安全確保に関する協定等の締結 

市は、放射性物質等取扱事業者等と次の事項を盛り込んだ安全確保に関する協定等

を締結し、災害対策の万全を期するよう努めます。 

項  目 概    要 

安全確保に

関する協定

事項 

１ 放射性物質等に係る安全確保の計画に関する事項 

２ 事故発生時等の連絡通報体制に関する事項 

３ 事故発生時等の応急措置に関する事項 

４ その他必要な事項 

 

４ 放射性物質等取扱事業者等の事前対策 

 

(1) 災害予防措置等の実施 

放射性物質等取扱事業者等は、関係法令で定める基準を遵守し、放射性物質等に 

係る安全管理に最大の努力を払い、災害防止のために必要な措置を取るものとしま

す。 

また、職員への防災教育や訓練を行うとともに、市及び県との連携体制の確立を 

図り、平常時における放射線量等の把握に努め、放射性物質等防災体制の整備に万 

全を期すものとします。 

 

(2) 緊急時体制の整備 

放射性物質等取扱事業者等は、火災等により、周辺環境に影響を及ぼす放射性物 

質等の漏えい等の緊急時において、円滑・迅速な対応・措置が取れるよう、あらか 

じめ次の事項を含む体制の整備に努めるものとします。 

項  目 概    要 

緊急時体

制の整備 

項目 

１ 消防、県警察等への通報連絡体制 

２ 消火、延焼防止の措置 

３ 現場周辺への関係者以外の立入禁止措置 

４ 放射性物質等の汚染拡大の防止及び除染の体制 

５ 放射線防護資機材の整備 

６ その他放射線障害の防止のために必要な事項 

 

において、災害の防止及び公共の安全を図るため、必要があると認めるときは、運搬

の日時、経路その他必要な事項を指示する。 

 

３ 安全確保に関する協定等の締結 

市は、放射性物質等取扱事業者等と次の事項を盛り込んだ安全確保に関する協定等

を締結し、災害対策の万全を期するよう努める。 

項  目 概    要 

安全確保に

関する協定

事項 

１ 放射性物質等に係る安全確保の計画に関する事項 

２ 事故発生時等の連絡通報体制に関する事項 

３ 事故発生時等の応急措置に関する事項 

４ その他必要な事項 

 

４ 放射性物質等取扱事業者等の事前対策 

 

(1) 災害予防措置等の実施 

放射性物質等取扱事業者等は、関係法令で定める基準を遵守し、放射性物質等に 

係る安全管理に最大の努力を払い、災害防止のために必要な措置を取るものとする。 

また、職員への防災教育や訓練を行うとともに、市及び県との連携体制の確立を 

図り、平常時における放射線量等の把握に努め、放射性物質等防災体制の整備に万 

全を期すものとする。 

 

 

(2) 緊急時体制の整備 

放射性物質等取扱事業者等は、火災等により、周辺環境に影響を及ぼす放射性物 

質等の漏えい等の緊急時において、円滑・迅速な対応・措置が取れるよう、あらか 

じめ次の事項を含む体制の整備に努めるものとする。 

項  目 概    要 

緊急時体

制の整備 

項目 

１ 消防、県警察等への通報連絡体制 

２ 消火、延焼防止の措置 

３ 現場周辺への関係者以外の立入禁止措置 

４ 放射性物質等の汚染拡大の防止及び除染の体制 

５ 放射線防護資機材の整備 

６ その他放射線障害の防止のために必要な事項 
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５ 情報連絡体制の確立 

市は、放射性物質等災害発生時等、緊急時に必要な情報を迅速に受伝達できるよう、 

平常時から県及び防災関係機関を含めた相互の情報伝達体制の充実強化に努めるとと 

もに、災害発生時に備え、通信設備等の充実確保に努めます。 

 

６ 市の事前対策 

市は、放射性物質等取扱事業者等における災害発生時において、円滑に応急活動を 

実施するため、以下により活動体制等の整備に努めるものとします。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう日頃から職員の配備体 

制の整備を図ります。 

 

(2) 消防活動体制の整備 

消防は、放射性物質等に係る輸送、火災、爆発、漏えい、流出事故対策等、緊急時 

において円滑に消防活動を実施するため、放射線防護資機材や救急・救助資機材の  

整備を図り、消防活動体制の整備に努めます。 

また、放射性物質等取扱事業者等の防災に関して、原子力施設等における消防活 

動対策ハンドブックに基づき、警防計画を作成する他、事業者の協力を得た個別事 

業者に対する活動計画の作成を進め、災害対策の強化に努めます。 

 

(3) 広報体制の整備 

ア 広報手段の整備 

市は、放射性物質等災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報 

の項目について整理するとともに、災害時要配慮者に対しても、災害情報の提供 

が迅速かつ円滑に行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

主な広報方法・手段は、次のとおりとします。 

・ 放送機関への放送要請による広報 

・ 報道機関を通じての広報 

・ 防災行政無線の同報無線による広報 

・ 市ホームページ及び広報車等による広報 

・ 防災・防犯メールによる広報 

イ 広報の内容 

市、県等が放射性物質等災害発生時に行う広報の内容は、次のとおりとしま 

す。 

５ 情報連絡体制の確立 

市は、放射性物質等災害発生時等、緊急時に必要な情報を迅速に受伝達できるよう、 

平常時から県及び防災関係機関を含めた相互の情報伝達体制の充実強化に努めるとと 

もに、災害発生時に備え、通信設備等の充実確保に努める。 

 

６ 市の事前対策 

市は、放射性物質等取扱事業者等における災害発生時において、円滑に応急活動を 

実施するため、以下により活動体制等の整備に努めるものとする。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう日頃から職員の配備体 

制の整備を図っておく。 

 

(2) 消防活動体制の整備 

消防は、放射性物質等に係る輸送、火災、爆発、漏えい、流出事故対策等、緊急時 

において円滑に消防活動を実施するため、放射線防護資機材や救急・救助資機材の  

整備を図り、消防活動体制の整備に努める。 

また、放射性物質等取扱事業者等の防災に関して、原子力施設等における消防活 

動対策ハンドブックに基づき、警防計画を作成する他、事業者の協力を得た個別事 

業者に対する活動計画の作成を進め、災害対策の強化に努める。 

 

(3) 広報体制の整備 

ア 広報手段の整備 

市は、放射性物質等災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報 

の項目について整理するとともに、災害時要援護者に対しても、災害情報の提供 

が迅速かつ円滑に行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 

主な広報方法・手段は、次のとおりとする。 

・ 放送機関への放送要請による広報 

・ 報道機関を通じての広報 

・ 防災行政無線の同報無線による広報 

・ 広報車等による広報 

イ 広報の内容 

市、県等が放射性物質等災害発生時に行う広報の内容は、次のとおりとする。 
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・ 災害等の状況及び今後の予測 

・ 被害状況と応急対策の実施状況 

・ 避難場所、避難方法 

・ 市民のとるべき措置及び注意事項 

・ その他必要な事項 

 

(4) 放射能観測の実施 

市は、県及び関係機関と連携して、緊急時に備え、モニタリングのための要員 

及び機器の確保に努めます。 

  

(5) 医療救護対策 

市、逗葉医師会と連携し、救助・救急、医療活動に必要な、体表面汚染を防ぐ放 

射線防護資機材、内部被ばくを防ぐ放射線防護資機材、救急救助用資機材、医療資 

機材等の把握・整備に努めます。 

 

(6) 避難対策 

市は、避難場所・避難経路をあらかじめ指定し、日頃から住民への周知徹底に努 

めます。 

また、高齢者、障がい者等の災害時要配慮者の安全確保について、自主防災組織、 

近隣居住者との協力体制を構築します。 

 

(7) 訓練の実施 

市、県、県警察及び関係機関は、連携しながら放射性物質等に係る事故を想定し 

た訓練の実施を検討します。 

 

(8) 放射性物質等に関する教育及び知識の普及 

ア 市職員の教育 

市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県及び国その他関係機 

関と連携して、市関係職員に対し次の事項について教育を実施する。 

・ 放射性物質等及び放射線の特性に関すること。 

・ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること。 

・ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること。 

・ その他必要と認める事項に関すること。 

イ 市民に対する知識の普及・啓発 

・ 市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県及び国その他関係 

・ 災害等の状況及び今後の予測 

・ 被害状況と応急対策の実施状況 

・ 避難場所、避難方法 

・ 市民のとるべき措置及び注意事項 

・ その他必要な事項 

 

(4) 放射能観測の実施 

市は、県及び関係機関と連携して、緊急時に備え、モニタリングのための要員 

及び機器の確保に努める。 

  

(5) 医療救護対策 

市、逗葉医師会と連携し、救助・救急、医療活動に必要な、体表面汚染を防ぐ放 

射線防護資機材、内部被ばくを防ぐ放射線防護資機材、救急救助用資機材、医療資 

機材等の把握・整備に努める。 

 

(6) 避難対策 

市は、避難場所・避難経路をあらかじめ指定し、日頃から住民への周知徹底に努 

める。 

また、高齢者、障がい者等の災害時要援護者の安全確保について、自主防災組織、 

近隣居住者との協力体制を構築する。 

 

(7) 訓練の実施 

市、県、県警察及び関係機関は、連携しながら放射性物質等に係る事故を想定し 

た訓練の実施を検討する。 

 

(8) 放射性物質等に関する教育及び知識の普及 

ア 市職員の教育 

市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県及び国その他関係機 

関と連携して、市関係職員に対し次の事項について教育を実施する。 

・ 放射性物質等及び放射線の特性に関すること。 

・ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること。 

・ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること。 

・ その他必要と認める事項に関すること。 

イ 市民に対する知識の普及・啓発 

・ 市は、応急対策の円滑な実施を図るため、必要に応じ、県及び国その他関係 
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機関と協力して、市民に対し、放射性物質等に関する知識の普及・啓発に努め 

る。 

・ 教育機関においては、防災に関する教育の充実に努める。 

・ 防災知識の普及・啓発に際しては、災害時要配慮者に十分配慮し、地域にお 

いて災害時要配慮者を支援する体制が整備されるよう努める。 

ウ 普及・啓発の内容 

・ 放射性物質等及び放射線の特性に関すること。 

・ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること。 

・ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること。 

・ その他必要と認める事項に関すること。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、企画課、基地対策課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 発災直後の情報の収集・連絡 

放射性物質等取扱事業者等は、事故が発生した場合、速やかに原子力規制委員会、

国土交通省、消防機関及び県警察へ連絡します。なお、工場又は事業所の外における

運搬（船舶又は航空機による運搬を含む。）において事故が発生した場合は、上記の

防災関係機関のほか、国土交通省に連絡します。 

県は、市町村及び県警察から受けた情報を消防庁及び関係機関へ連絡し、原子力規

制委員会、消防庁又は国土交通省からの情報を関係市町及び関係機関に連絡します。 

市は、被害状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する情報を含め、把握

できた範囲から直ちに県に報告します。 

 

２ 放射性物質等取扱事業所等の事故発生による被害状況の連絡・報告 

 

(1) 被害状況の連絡 

放射性物質等取扱事業者等は、被害状況を消防機関、県警察及び原子力規制委員

会に連絡する。なお、工場又は事業所の外における運搬（船舶又は航空機による運

搬を含む。）における事故の場合は、国土交通省に連絡します。 

 

 

機関と協力して、市民に対し、放射性物質等に関する知識の普及・啓発に努め 

る。 

・ 教育機関においては、防災に関する教育の充実に努める。 

・ 防災知識の普及・啓発に際しては、災害時要援護者に十分配慮し、地域にお 

いて災害時要援護者を支援する体制が整備されるよう努める。 

ウ 普及・啓発の内容 

・ 放射性物質等及び放射線の特性に関すること。 

・ 放射線による健康への影響及び放射線防護に関すること。 

・ 緊急時に市民等がとるべき行動及び留意事項に関すること。 

・ その他必要と認める事項に関すること。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・基地対策課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 発災直後の情報の収集・連絡 

放射性物質等取扱事業者等は、事故が発生した場合、速やかに原子力規制委員会、

国土交通省、消防機関及び県警察へ連絡する。なお、工場又は事業所の外における運

搬（船舶又は航空機による運搬を含む。）において事故が発生した場合は、上記の防

災関係機関のほか、国土交通省に連絡する。 

県は、市町村及び県警察から受けた情報を消防庁及び関係機関へ連絡し、原子力規

制委員会、消防庁又は国土交通省からの情報を関係市町及び関係機関に連絡する。 

市は、被害状況等の情報を収集するとともに、被害規模に関する情報を含め、把握

できた範囲から直ちに県に報告する。 

 

２ 放射性物質等取扱事業所等の事故発生による被害状況の連絡・報告 

 

(1) 被害状況の連絡 

放射性物質等取扱事業者等は、被害状況を消防機関、県警察及び原子力規制委員

会に連絡する。なお、工場又は事業所の外における運搬（船舶又は航空機による運

搬を含む。）における事故の場合は、国土交通省に連絡する。 
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(2) 被害状況の収集及び報告 

市は、放射性物質等取扱施設等における災害の発生の通報を受けたときは、次の事

項を中心に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲

から直ちに県に報告します。 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 発災施設の破損状況 

５ 放射線測定の結果 

６ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両・船舶の

概要（輸送時の事

故の場合） 

１ 車両・船舶の諸元と状態 

２ 積載物の種類、形態 

人的被害の状況 
１ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

２ 要救助者の被ばく程度 

気象の状況 気象情報（風速、風向、降雨など） 

今後の対応等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 放射性物質等取扱施設等の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

３ 応急対策活動情報の連絡 

 

(1) 放射性物質等取扱事業者等の措置 

放射性物質等取扱事業者等は、原子力規制委員会及び関係市町村（工場又は事業

所の外において事故が発生した場合は、国土交通省）に応急対策等の活動状況、被

害状況等を定期的に文書により連絡します。 

 

(2) 市の措置 

市は、県に応急対策等の活動状況を報告するとともに、応援の必要性等を連絡し 

ます。 

 

 

(2) 被害状況の収集及び報告 

市は、放射性物質等取扱施設等における災害の発生の通報を受けたときは、次の事

項を中心に情報の収集を行い、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲

から直ちに県に報告する。 

区  分 項    目 

災害の概要 

１ 発生日時・場所 

２ 事故の概要 

３ 火災発生の有無 

４ 発災施設の破損状況 

５ 放射線測定の結果 

６ 延焼及び汚染区域の範囲及び拡大の有無 

事故車両・船舶の

概要（輸送時の事

故の場合） 

１ 車両・船舶の諸元と状態 

２ 積載物の種類、形態 

人的被害の状況 
１ 要救助者及び傷病者の有無と状況 

２ 要救助者の被ばく程度 

気象の状況  気象情報（風速、風向、降雨など） 

今後の対応等 

１ 地域住民の避難の必要性、避難状況 

２ 放射性物質等取扱施設等の措置状況 

３ 国、県、その他の機関の措置状況 

４ 各機関の状況、活動方針 

 

３ 応急対策活動情報の連絡 

 

(1) 放射性物質等取扱事業者等の措置 

放射性物質等取扱事業者等は、原子力規制委員会及び関係市町村（工場又は事業

所の外において事故が発生した場合は、国土交通省）に応急対策等の活動状況、被

害状況等を定期的に文書により連絡する。 

 

(2) 市の措置 

市は、県に応急対策等の活動状況を報告するとともに、応援の必要性等を連絡す 

る。 
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<災害情報の連絡系統図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 活動体制の確立 

 

(1) 配備体制 

市は、放射性物質等災害の状況に応じて速やかに警戒体制に入り、被害情報等の

収集活動を行い、その情報により動員体制の見直しや災害応急対策等を検討

し、必要な措置を講じるものとします。 

 

(2) 市の活動体制及び応急活動 

市長は、放射性物質等による災害が発生し、災害応急対策を実施するため必要と

認めるときは、災害対策基本法第23条の２第１項に基づき、災害対策本部を設置す

るとともに、県に対して災害対策本部の設置状況等を報告します。 

また、市は、国・県と十分連携し、その指導・助言・協力を受けるとともに、必

要に応じ、次の応急対策を実施します。 

 

 

 

 

<災害情報の連絡系統図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 活動体制の確立 

 

(1) 配備体制 

市は、放射性物質等災害の状況に応じて速やかに警戒体制に入り、被害情報等の

収集活動を行い、その情報により動員体制の見直しや災害応急対策等を検討し、必

要な措置を講じるものとする。 

 

(2) 市の活動体制及び応急活動 

市長は、放射性物質等による災害が発生し、災害応急対策を実施するため必要と

認めるときは、災害対策基本法第23条の２第１項に基づき、災害対策本部を設置す

るとともに、県に対して災害対策本部の設置状況等を報告する。 

また、市は、国・県と十分連携し、その指導・助言・協力を受けるとともに、必

要に応じ、次の応急対策を実施する。 
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項  目 概    要 

応 急 対 策 の 

実 施 事 項 

１ 救出救助・救急活動 

２ 消火活動 

３ 医療救護活動 

４ 周辺住民等に対する災害広報 

５ 警戒区域の設定 

６ 周辺住民等に対する屋内退避又は避難の勧告、指示、

避難誘導 

７ 避難所の開設、運営管理 

８ その他必要な措置 

 

５ 県警察の活動体制 

県警察は、放射性物質等の漏えいの事故が発生した場合、直ちに県警察本部に神奈 

川県警察災害警備本部を設置するとともに、必要に応じて、発生地に現地警備本部又 

は現地指揮所を、関係警察署に警察署災害警備本部を設置して指揮体制を確立します。 

市は、県警察が行う次の応急対策について、必要に応じて協力します。 

項  目 概    要 

応 急 対 策 の 

実 施 事 項 

１ 周辺住民等への情報伝達 

２ 避難の誘導及び屋内退避の呼び掛け 

３ 交通の規制及び緊急輸送の支援 

４ 犯罪の予防等被災地における社会秩序の維持 

５ その他必要な措置 

 

 

６ 広域的な応援体制 

市長は、必要があると認めるときは、県知事に対して広域応援の要請を行います。 

 

７ 放射線測定体制の強化 

市は、県及び関係機関との連携のもと、モニタリング活動を行い、放射性物質等に 

よる環境への影響について把握し、必要に応じて国の専門家の助言を踏まえつつ、各 

種応急対策の方針を決定するとともに、その結果を速やかに公表します。 

 

 

 

項  目 概    要 

応 急 対 策 の 

実 施 事 項 

１ 救出救助・救急活動 

２ 消火活動 

３ 医療救護活動 

４ 周辺住民等に対する災害広報 

５ 警戒区域の設定 

６ 周辺住民等に対する屋内退避又は避難の勧告、指示、

避難誘導 

７ 避難所の開設、運営管理 

８ その他必要な措置 

 

５ 県警察の活動体制 

県警察は、放射性物質等の漏えいの事故が発生した場合、直ちに県警察本部に神奈 

川県警察災害警備本部を設置するとともに、必要に応じて、発生地に現地警備本部又 

は現地指揮所を、関係警察署に警察署災害警備本部を設置して指揮体制を確立する。 

市は、県警察が行う次の応急対策について、必要に応じて協力する。 

項  目 概    要 

応 急 対 策 の 

実 施 事 項 

１ 周辺住民等の屋内退避、避難誘導その他の防護活動 

２ 犯罪の予防等社会秩序の維持活動 

３ 緊急輸送のための交通の確保 

４ 周辺住民等への情報伝達 

５ 搬送中の事故時における負傷者の救出救助活動 

６ その他必要な措置  

 

６ 広域的な応援体制 

市長は、必要があると認めるときは、県知事に対して広域応援の要請を行う。 

 

７ 放射線測定体制の強化 

市は、県及び関係機関との連携のもと、モニタリング活動を行い、放射性物質等に 

よる環境への影響について把握し、必要に応じて国の専門家の助言を踏まえつつ、各 

種応急対策の方針を決定するとともに、その結果を速やかに公表する。 
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修正計画 現行計画 

８ 放射性物質等取扱施設等の対応 

施設（輸送）管理者は、放射性物質等取扱施設等又は輸送中に災害等が発生した場合

には、以下により応急対策を実施します。 

項  目 概    要 

関係機関への通報 
施設（輸送）管理者は、消防機関、県警察及び関係行政機

関に速やかに災害等の発生を通報する。 

災害対策組織の設

置 

施設管理者は、計画に基づき、発災後速やかに、職員の配

備、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要

な体制をとる。 

初 期 消 火 活 動 等 
施設（輸送）管理者は、消防隊等が災害等の現場に到着す

るまで、初期消火、拡大防止又は人命救助活動を実施する。 

避 難 誘 導 

施設管理者は、非常放送設備等を活用し、施設内の従業員

等に対して災害等の状況を放送し、安全な避難誘導を実施

する。 

情 報 提 供 等 

施設（輸送）管理者又は防火管理者は、消防機関が現場に

到着した場合は、次の事項を積極的に提供する。 

・ 災害等発生場所等の状況 

・ 取り扱っている放射性物質等の種類と性状 

・ 緊急モニタリングの状況 

・ 初期消火又は初期活動の状況 

・ 人命危険の状況 

・ その他消防活動上必要な事項 

被害拡大防止措置 

放射性物質等の漏えい及び流出の防止、爆発のおそれのあ

る作業及び移送の停止、施設の応急点検、火災の防止措置

等、施設の状況に応じた被害拡大防止措置を実施する。 

 

９ 災害時広報等 

市は、防災行政無線等の情報伝達手段によるほか、自主防災組織等と連携し、市民 

等に対して、次の事項に対して迅速に広報するとともに、必要な指示を行います。 

・ 災害状況及び今後の予測 

・ 被害状況と応急対策の実施状況 

・ 避難場所、避難方法 

・ 市民のとるべき措置及び注意事項 

・ その他必要な事項 

８ 放射性物質等取扱施設等の対応 

施設（輸送）管理者は、放射性物質等取扱施設等又は輸送中に災害等が発生した場合

には、以下により応急対策を実施する。 

項  目 概    要 

関係機関への通報 
施設（輸送）管理者は、消防機関、県警察及び関係行政機

関に速やかに災害等の発生を通報する。 

災害対策組織の設

置 

施設管理者は、計画に基づき、発災後速やかに、職員の配

備、情報収集連絡体制の確立及び災害対策本部設置等必要

な体制をとる。 

初 期 消 火 活 動 等 
施設（輸送）管理者は、消防隊等が災害等の現場に到着す

るまで、初期消火、拡大防止又は人命救助活動を実施する。 

避 難 誘 導 

施設管理者は、非常放送設備等を活用し、施設内の従業員

等に対して災害等の状況を放送し、安全な避難誘導を実施

する。 

情 報 提 供 等 

施設（輸送）管理者又は防火管理者は、消防機関が現場に

到着した場合は、次の事項を積極的に提供する。 

・ 災害等発生場所等の状況 

・ 取り扱っている放射性物質等の種類と性状 

・ 緊急モニタリングの状況 

・ 初期消火又は初期活動の状況 

・ 人命危険の状況 

・ その他消防活動上必要な事項 

被害拡大防止措置 

放射性物質等の漏えい及び流出の防止、爆発のおそれのあ

る作業及び移送の停止、施設の応急点検、火災の防止措置

等、施設の状況に応じた被害拡大防止措置を実施する。 

 

９ 災害時広報等 

市は、防災行政無線等の情報伝達手段によるほか、自主防災組織等と連携し、市民 

等に対して、次の事項に対して迅速に広報するとともに、必要な指示を行う。 

・ 災害状況及び今後の予測 

・ 被害状況と応急対策の実施状況 

・ 避難場所、避難方法 

・ 市民のとるべき措置及び注意事項 

・ その他必要な事項 
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修正計画 現行計画 

 

10 市民等からの問い合わせに対する対応 

市は、県及び関係機関と連携して、必要に応じ、速やかに市民等からの問い合わせ 

に対応するため、専用電話を備えた窓口の設置、人員の配置等の体制を確立します。 

 

11 避難活動 

市長は、放射性物質等災害の発生時には、人命の安全を第一に、必要に応じて避難 

準備情報の発表、避難指示を行います。 

 

12 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施します。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：防災安全課 

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 汚染物の除去及び施設の復旧 

事故の原因者は、関係機関及び市の指導・助言のもと、汚染物の除去を実施し、施 

設の復旧を図ります。 

 

２ 各種制限措置等の解除 

市、県及びその他関係機関は、環境放射線モニタリング等による地域の汚染状況の 

調査等の措置が行われたのち、国の専門家の助言を踏まえ、各種制限措置の解除を行 

います。 

 

３ 安全の確認 

市は、国の専門家の安全確認を待って、事故対策を終息させます。 

 

 

10 市民等からの問い合わせに対する対応 

市は、県及び関係機関と連携して、必要に応じ、速やかに市民等からの問い合わせ 

に対応するため、専用電話を備えた窓口の設置、人員の配置等の体制を確立する。 

 

11 避難活動 

市長は、放射性物質等災害の発生時には、人命の安全を第一に、必要に応じて避難 

準備情報の発表、避難勧告又は指示を行う。 

 

12 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

県警察は、危険防止及び応急対策のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

主管課：防災課 

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 汚染物の除去及び施設の復旧 

事故の原因者は、関係機関及び市の指導・助言のもと、汚染物の除去を実施し、施設 

の復旧を図る。 

 

２ 各種制限措置等の解除 

市、県及びその他関係機関は、環境放射線モニタリング等による地域の汚染状況の 

調査等の措置が行われたのち、国の専門家の助言を踏まえ、各種制限措置の解除を行 

う。 

 

３ 安全の確認 

市は、国の専門家の安全確認を待って、事故対策を終息させる。 
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修正計画 現行計画 

 

第４章 航空災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、企画課、基地対策課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 

 

１ 想定する大規模火災 

  航空運送事業者の運航する航空機、米軍機及び自衛隊機の墜落等の大規模な航空事

故による多数の死傷者等の発生といった航空災害に対する対策について、必要な事項

を定めます。 

 

２ 情報連絡体制の確立 

航空災害発生時に迅速かつ的確な対応が図れるよう相互に連携するとともに、通信 

手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体制の確立に努めます。 

 

３ 市の事前対策 

市は、航空災害発生時において円滑に応急活動を実施するため、以下により活動体 

制等の整備に努めるものとします。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図ります。 

 

(2) 消防力の強化 

消防は、消防力の整備指針（平成 12年消防庁告示第 1号）及び消防水利の基準 

（昭和 39 年消防庁告示第７号）に適合するよう、消防施設等の整備に努め、その 

強化を図るものとします。 

 

(3) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、高齢者、障がい者等の災害時要配慮者に対しても、災害情報の 

提供が迅速かつ円滑に行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努めます。 

 

第７章 航空災害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：消防本部  

関係部課：福祉部・秘書広報課・基地対策課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 

 

１ 想定する大規模火災 

  航空運送事業者の運航する航空機、米軍機及び自衛隊機の墜落等の大規模な航空事

故による多数の死傷者等の発生といった航空災害に対する対策について、必要な事項

を定める。 

 

２ 情報連絡体制の確立 

航空災害発生時に迅速かつ的確な対応が図れるよう相互に連携するとともに、通信 

手段の確保及び取扱いの習熟を図り、情報連絡体制の確立に努める。 

 

３ 市の事前対策 

市は、航空災害発生時において円滑に応急活動を実施するため、以下により活動体 

制等の整備に努めるものとする。 

 

(1) 職員の配備体制 

市は、災害時の初動対応が迅速かつ的確に実施できるよう、日頃から職員の配備 

体制の整備を図っておく。 

 

(2) 消防力の強化 

消防は、消防力の整備指針（平成 12年消防庁告示第 1号）及び消防水利の基準 

（昭和 39 年消防庁告示第７号）に適合するよう、消防施設等の整備に努め、その 

強化を図るものとする。 

 

(3) 広報体制の整備 

市は、災害発生後の経過に応じて、周辺住民等に提供すべき情報の項目について 

整理するとともに、高齢者、障がい者等の災害時要援護者に対しても、災害情報の 

提供が迅速かつ円滑に行えるよう配慮しつつ、広報手段の整備に努める。 
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修正計画 現行計画 

(4) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努めます。 

 

(5) 避難対策 

市は、一時的に避難生活を送る場所である指定避難所を指定し、市民への周知に

努めるものとします。 

また、高齢者及び障がい者等の災害時要配慮者の安全確保について、自主防災組 

織、近隣居住者との協力体制を構築します。 

 

第２節 災害応急対策 
 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部、企画課、地対策課、防災安全課 

関係機関：逗葉医師会、県、県警察、自衛隊 
 
１ 災害発生時の連絡体制 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとします。 
 
(1) 民間航空機の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

(4) 医療救護対策 

市は、逗葉医師会と連携し、災害時における救護活動に必要な薬品や医療救護資 

機材の備蓄に努める。 

 

(5) 避難対策 

市は、一時的に避難生活を送る場所である避難所を指定し、市民への周知に努め

るものとする。 

また、高齢者及び障がい者等の災害時要援護者の安全確保について、自主防災組 

織、近隣居住者との協力体制を構築する。 

 

第２節 災害応急対策 
 

主管課：消防署  

関係部課：福祉部・秘書広報課・基地対策課・防災課 

関係機関：逗葉医師会・県・県警察・自衛隊 
 
１ 災害発生時の連絡体制 

災害情報の連絡系統は概ね次のとおりとする 
 
(1) 民間航空機の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

運輸安全委員会 運輸安全委員会 第三管区海上保安本部 
第三管区海上保安部 
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修正計画 現行計画 

(2) 米軍機又は自衛隊機の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 情報の収集・連絡 

市は、航空災害発生の通報を受けたときは、火災の発生状況、人的被害の状況等の 

情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から 

直ちに県へ報告します。 

 

３ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制 

の確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとします。 

 

(2) 米軍機又は自衛隊機の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 情報の収集・連絡 

市は、航空災害発生の通報を受けたときは、火災の発生状況、人的被害の状況等の 

情報を収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から 

直ちに県へ報告する。 

 

３ 活動体制の確立 

 

(1) 災害対策本部等の設置 

市は、収集した情報を集約し、発災後速やかに、職員の配備、情報収集連絡体制の 

確立及び災害対策本部設置等必要な体制をとるものとする。 

 

(危機管理対策課) 

 

南関東防衛局 

（横須賀・座間防衛事務

所を含む。） 

防 衛 省 

(危機管理対策課) 

 

南関東防衛局 

（横須賀・座間防衛事務

所を含む。） 

防 衛 省 

海 上 保 安 本 部 

（救難課運用司令部） 

(海上保安本部 

海 上 保 安 部 

（救難課運用司令部） 
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修正計画 現行計画 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施します。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要が 

あると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、 

応援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

４ 捜索、救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 捜索、救助・救急活動 

  ア 県警察及び消防機関は、ヘリコプターなどの多様な手段を活用し、相互に連携 

して捜索を行います。 

 イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努めます。 

 

(2) 消火活動 

 ア 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行いま 

す。 

 イ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町村に消火活動の応 

援要請を行います。 

 

(3) 医療救護活動 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会の協力のもと、現地救 

護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬送先 

を選定します。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急増

等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を図り

ます。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害医療派遣チーム）

等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会の協力

のもとに行います。 

 

(4) 米軍機の場合 

米軍機が墜落し又は着陸を余儀なくされた際の各種活動は、「日本国内における合 

衆国軍隊の使用する施設・区域外での合衆国軍用航空機事故に関するガイドライン」 

が適用されます。 

(2) 広域的な応援体制 

市は、市域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施する。その際、その被害状況によって、災害応急対策を行うために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請する。 

 

４ 捜索、救助・救急、消火及び医療救護活動 

 

(1) 捜索、救助・救急活動 

  ア 県警察及び消防機関は、ヘリコプターなどの多様な手段を活用し、相互に連携 

して捜索を行う。 

 イ 市及び県警察は、救出救助活動を行うほか、被災者の早急な把握に努める。 

 

(2) 消火活動 

 ア 市は、速やかに火災の発生状況を把握するとともに、迅速に消火活動を行う。 

 イ 市は、必要に応じて消防相互応援協定等に基づき、他の市町村に消火活動の応 

援要請を行う。 

 

 

(3) 医療救護対策 

災害により多数の負傷者が発生した場合、市は、逗葉医師会の協力のもと、現地救 

護所を災害現場付近に設置し、負傷者のトリアージを実施し、重傷度に応じて搬送先 

を選定する。 

逗葉医師会は、市からの出動要請に基づき、医療活動を行うとともに、患者の急増

等に迅速に対応するため、市災害対策本部及び医療機関相互の密接な情報交換を図

る。 

なお、被害が甚大な場合や、災害現場において多数の重傷者が発生し、又は発生が

予想され、緊急の医療活動が必要と判断した場合は、ＤＭＡＴ（災害医療派遣チーム）

等、救護班の派遣要請を県に対して行う他、救護班等の配置調整を逗葉医師会の協力

のもとに行う。 

 

(4) 米軍機の場合 

米軍機が墜落し又は着陸を余儀なくされた際の各種活動は、「日本国内における合 

衆国軍隊の使用する施設・区域外での合衆国軍用航空機事故に関するガイドライン」 

が適用される。 
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修正計画 現行計画 

 

５ 避難対策 

市及び防災関係機関は、地域住民に被害のおよぶおそれのあると認められる場合は、 

避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行います。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、大規模火災の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止します。 

 

 

５ 避難対策 

市及び防災関係機関は、地域住民に被害のおよぶおそれのあると認められる場合は、 

避難勧告・指示及び警戒区域の設定等、必要な措置を行う。 

 

６ 災害広報の実施 

市は、大規模火災の状況、二次災害の危険性に関する情報、安否情報等を市民に適 

切に提供し、社会的混乱を防止する。 
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修正計画 現行計画 

 

第１章 火山灰対策 
第１節 災害予防 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 想定する火山噴火 

(１) 噴火による影響範囲（ゾーン区分） 

   国は、噴火の状況等に関する専門的な判断に基づき、周辺地域を以下のゾーンに

区分し、県、市町村に伝達します。（神奈川県は第１次ゾーンから第４次ゾーンに

は該当しません。） 

ゾーン 範囲の考え方 

第１次ゾーン 
天候にかかわらず、瞬時に降下物・流下物による危険の及

ぶ可能性がある。 

第２次ゾーン 
天候・風向にかかわらず、短時間（３時間以内）で降下物・

流下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第３次ゾーン 
天候・風向にかかわらず、やや時間をおいて（３時間以上）

流下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第４次ゾーン 
現状で想定される最大規模の噴火であれば、最終的に流下

物による危険の及ぶ可能性がある。 

第５次ゾーン 

現状で想定される最大規模の噴火でも、流下物による危険

のおそれはないが、降下物による影響の及ぶ可能性がある。  

降 下 物

危 険 ゾ

ーン 

大量の火山灰等の堆積により、堅固でない建物

が崩壊する可能性がある範囲（30ｃｍ以上の火

山灰、火山れき等が降下する領域） 

降 下 物

注 意 ゾ

ーン 

火山れき等により屋外の人に危険が及ぶ可能

性がある範囲（火山灰とともに直径数ｃｍの火

山れき等が降下する領域） 
 

 

(2) 被害想定 

神奈川県内は、富士山噴火時における避難対策の第５次ゾーンに位置付けられて 

おり、風向きによっては 2ｃｍ以上の降灰が予想されています。 

 

第８章 火山灰対策 
第１節 災害予防 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 想定する火山噴火 

(１) 噴火による影響範囲（ゾーン区分） 

   国は、噴火の状況等に関する専門的な判断に基づき、周辺地域を以下のゾーンに

区分し、県、市町村に伝達する。（神奈川県は第１次ゾーンから第４次ゾーンには

該当しない。） 

ゾーン 範囲の考え方 

第１次ゾーン 
天候にかかわらず、瞬時に降下物・流下物による危険の及

ぶ可能性がある。 

第２次ゾーン 
天候・風向にかかわらず、短時間（３時間以内）で降下物・

流下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第３次ゾーン 
天候・風向にかかわらず、やや時間をおいて（３時間以上）

流下物による危険の及ぶ可能性がある。 

第４次ゾーン 
現状で想定される最大規模の噴火であれば、最終的に流下

物による危険の及ぶ可能性がある。 

第５次ゾーン 

現状で想定される最大規模の噴火でも、流下物による危険

のおそれはないが、降下物による影響の及ぶ可能性がある。  

降 下 物

危 険 ゾ

ーン 

大量の火山灰等の堆積により、堅固でない建物

が崩壊する可能性がある範囲（30ｃｍ以上の火

山灰、火山れき等が降下する領域） 

降 下 物

注 意 ゾ

ーン 

火山れき等により屋外の人に危険が及ぶ可能

性がある範囲（火山灰とともに直径数ｃｍの火

山れき等が降下する領域） 
 

 

(2) 被害想定 

神奈川県内は、富士山噴火時における避難対策の第 5次ゾーンに位置付けられて 

おり、風向きによっては 2ｃｍ以上の降灰が予想されている。 
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修正計画 現行計画 

 

２ 防災知識の普及 

  市は、市民に対して降灰による影響などに関する知識の普及に努めます。 

 〈降灰による影響〉 

  ・火山灰を吸い込むと、ただちに生命に危険を及ぼすことはないが、呼吸器系の疾 

患にかかりやすくなるなど、健康被害の恐れがあります。 

  ・屋根に堆積した火山灰の重みにより、木造建築物等が倒壊する可能性があるため、 

徐灰するか堅牢な建物への避難が必要になる。特に、降雨により水分を含んだ場合

は倒壊の可能性が高まります。 

・堆積した火山灰や空気中の火山灰は、道路、鉄道、航空などの交通機関に影響を及 

ぼすことが考えられ、状況によってはその影響が広い範囲に及びます。 

    ・降灰後の降雨により、土石流の発生の可能性が高まります。 

  ・河川の上流域で多量の降灰があった場合、支流や渓流からの土砂の流入により本

川河道の河床が上昇するため、洪水の危険性が高まります。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 情報収集及び伝達 

  市は、富士山の噴火が確認された場合、県、横浜地方気象台、警察署及び防災関係

機関との情報収集・伝達を密に行い、降灰に備えます。 

 

２ 噴火警報等の種類と発表基準 

 (1) 噴火警報・予報 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 内    容 

噴 火 警 報 

居住地域や火口周辺に重大な影響をおよぼす噴火の発生が予想される場

合に、予想される影響範囲を付した名称で発表される。 

なお、活動火山対策特別措置法第 21 条第 1項に規定される火山現象に関

する情報は、噴火警報として取り扱う。 

噴 火 予 報 
火山活動が静穏（平常）な状態が予想される場合に発表される。また、

噴火警報の解除は、噴火予報で発表される。 

 

２ 防災知識の普及 

  市は、市民に対して降灰による影響などに関する知識の普及に努める。 

 〈降灰による影響〉 

  ・火山灰を吸い込むと、ただちに生命に危険を及ぼすことはないが、呼吸器系の疾 

患にかかりやすくなるなど、健康被害の恐れがある。 

  ・屋根に堆積した火山灰の重みにより、木造建築物等が倒壊する可能性があるため、 

徐灰するか堅牢な建物への避難が必要になる。特に、降雨により水分を含んだ場合

は倒壊の可能性が高まる。 

・堆積した火山灰や空気中の火山灰は、道路、鉄道、航空などの交通機関に影響を及 

ぼすことが考えられ、状況によってはその影響が広い範囲に及ぶ。 

    ・降灰後の降雨により、土石流の発生の可能性が高まる。 

  ・河川の上流域で多量の降灰があった場合、支流や渓流からの土砂の流入により本

川河道の河床が上昇するため、洪水の危険性が高まる。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：防災課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 情報収集及び伝達 

  市は、富士山の噴火が確認された場合、県、横浜地方気象台、警察署及び防災関係

機関との情報収集・伝達を密に行い、降灰に備える。 

 

 

 

（第３部 第４章 第３節から移動） 
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修正計画 現行計画 

(2) 噴火警戒レベル 

火山活動の状況を噴火時等の危険範囲や市民のとるべき防災行動を踏まえて、５ 

段階に区分されます。 

 

名称 対象範囲 警戒レベル 火山活動の状況 

噴火警報（居住地

域） 

または噴火警報 

住居地域及び

それより火口

側 

レベル５ 

（避難） 

居住地域に重大な被害を及

ぼす噴火が発生、あるいは

切迫している状態と予想さ

れる。 

レベル４ 

（避難準備） 

居住地域に重大な被害を及

ぼす噴火が発生する可能性

が高まってきていると予想

される。 

噴火警報（火口周

辺） 

または火口周辺警

報 

火口から住居

地域近くまで 

レベル３ 

（入山規制） 

居住地域の近くまで重大な

影響を及ぼす（この範囲に

入った場合には生命に危険

が及ぶ）噴火が発生、ある

いは発生すると予想され

る。 

火口周辺 
レベル２ 

（火口周辺規制） 

火口周辺に影響を及ぼす

（この範囲に入った場合に

は生命に危険が及ぶ）噴火

が発生、あるいは発生する

と予想される。 

噴火予報 火口内等 
レベル１ 

（平常） 

火山活動は静穏。火山活動

の状態によって、火口内で

火山灰の噴出等がみられる

（この範囲に入った場合に

は生命に危険が及ぶ）。 

 

(3) 降灰予報 

 ① 発表基準 

   噴煙の高さがおおむね火口上 3,000ｍ以上、あるいは噴火警報レベル 3相当以上

の噴火等、一定規模以上の噴火が発生した場合 

 ② 内容 

   噴火発生からおおむね 6時間後までに火山灰が降ると予想される地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第３部 第４章 第３節から移動） 
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修正計画 現行計画 

３ 避難対策 

  市は、国から伝達されるゾーンの区分に基づき、噴火時の避難、警戒範囲を設定し

ます。 

  また、降灰とともに大雨警報が発表された場合には、土石流が発生するおそれのあ

る危険区域の住民等に対して、避難の指示を行います。 

 

避難等の範囲 噴火の状況 ゾーンの区分 避難の考え方 

降下物 

危険範囲 

大量の降灰、火

山れき等の降下 

降下物危険ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域の住民等

に対して、堅牢な建物等へ

の屋内避難の呼び掛け 

降下物 

注意範囲 

比較的多くの降

灰、火山れき等の

降下 

降下物注意ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域の住民等

に対して、屋内避難の呼び

掛け 

土石流 

警戒範囲 
火山灰堆積時 土石流危険ゾーン 

危険区域の住民等に対する

避難の指示 

 

４ 応援要請 

  市は、降灰による被害が発生し、人命または財産の保護のため必要であると認めた

場合は、他の市町村長に対し応援要請を行い、若しくは県に対し、自衛隊の災害派遣

を要求します。 

 

５ 災害広報 

  市は、関係機関と協力し、噴火警戒レベルに応じた安全情報の提供、降灰による健

康被害防止、その他必要な事項について広報を実施します。 

 

６ 健康相談 

   市は、県及び関係機関から火山灰による健康への影響等に関する情報を収集し、状 

況に応じて健康相談窓口を開設するなど、市民からの健康に関する相談を受け付けま 

す。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

２ 避難対策 

  市は、国から伝達されるゾーンの区分に基づき、噴火時の避難、警戒範囲を設定す

る。 

  また、降灰とともに大雨警報が発表された場合には、土石流が発生するおそれのあ

る危険区域の住民等に対して、避難の指示を行う。 

 

避難等の範囲 噴火の状況 ゾーンの区分 避難の考え方 

降下物 

危険範囲 

大量の降灰、火

山れき等の降下 

降下物危険ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域の住民等

に対して、堅牢な建物等へ

の屋内避難の呼び掛け 

降下物 

注意範囲 

比較的多くの降

灰、火山れき等の

降下 

降下物注意ゾーン 

（第５次ゾーン） 

風下にあたる地域の住民等

に対して、屋内避難の呼び

掛け 

土石流 

警戒範囲 
火山灰堆積時 土石流危険ゾーン 

危険区域の住民等に対する

避難の指示 

 

３ 応援要請 

  市は、降灰による被害が発生し、人命または財産の保護のため必要であると認めた

場合は、他の市町村長に対し応援要請を行い、若しくは県に対し、自衛隊の災害派遣

を要求する。 

 

４ 災害広報 

  市は、関係機関と協力し、噴火警戒レベルに応じた安全情報の提供、降灰による健

康被害防止、その他必要な事項について広報を実施する。 

 

５ 健康相談 

  市は、県及び関係機関から火山灰による健康への影響等に関する情報を収集し、状 

況に応じて健康相談窓口を開設するなど、市民からの健康に関する相談を受け付け 

る。 

 

第３節 復旧・復興対策 

 

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 
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１ 上下水道施設の点検 

  市は、火山灰による施設への影響について調査・点検し、必要な対策を実施します。 

 

２ 交通・ライフライン対策 

 

(1) 交通対策 

道路管理者は、降灰による交通事故防止のため、必要に応じて交通規制を実施しま 

す。 

   なお、降灰により、道路、その他の道路施設が被害を受けた場合には、速やかに被

害を調査し、関係機関に周知するとともに、応急復旧対策を講じます。 

 

(2) 鉄道対策 

   鉄道事業者は、降灰により鉄道施設が被害を受けた場合は、速やかに応急復旧対 

策を講じます。 

 

(3) 電気・通信施設等の対策 

電気・通信事業者は、各施設の機能維持を図るとともに、降灰により障害が発生 

した場合は、速やかに応急対策を講じます。 

 

１ 上下水道施設の点検 

  市は、火山灰による施設への影響について調査・点検し、必要な対策を実施する。 

 

２ 交通・ライフライン対策 

 

(1) 交通対策 

道路管理者は、降灰による交通事故防止のため、必要に応じて交通規制を実施する。 

   なお、降灰により、道路、その他の道路施設が被害を受けた場合には、速やかに被

害を調査し、関係機関に周知するとともに、応急復旧対策を講ずる。 

 

 

(2) 鉄道対策 

   鉄道事業者は、降灰により鉄道施設が被害を受けた場合は、速やかに応急復旧対 

策を講ずる。 

 

(3) 電気・通信施設等の対策 

電気・通信事業者は、各施設の機能維持を図るとともに、降灰により障害が発生 

した場合は、速やかに応急対策を講ずる。 
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第２章 雪害対策 
 

第１節 災害予防 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 想定する雪害 

大雪等に伴う都市機能の阻害及び交通の途絶による孤立などの雪害対策について、 

必要な事項を定めます。 

 

２ 災害応急対策への備え 

 

(1) ライフライン施設等の機能の確保 

市､県及びライフライン事業者は、上下水道、電気、ガス、電話等のライフライ 

ン関連施設や廃棄物処理施設について、雪害に対する安全性の確保を図ります。 

 

(2) 災害情報の収集・伝達体制の充実 

ア 市は、関係機関との情報収集・連絡体制の整備を図ります。 

イ 市は、発災時の円滑な情報の受伝達を図るために、災害情報に関するシステム 

や資機材を適切に管理するとともに、これらの運用に関する職員研修や実践的 

な訓練を継続的に実施するなど、機器操作の習熟に努めます。 

ウ 市は、平常時から、高齢者等の要配慮者の住居その他関連施設について状況の 

把握に努め、除雪が困難であったり、危険な場合においては、必要に応じて、消 

防機関・自主防災組織・近隣居住者等との連携協力により除雪支援や避難誘導を 

行う体制の整備・再点検を行うよう努めます。 

エ 市は、さまざまな環境下にある住民等に対して警報等が確実に伝わるよう、関 

係事業者の協力を得つつ、防災行政無線、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲ 

Ｔ）、Ｌアラート（災害情報共有システム）、防災・防犯メール、テレビ、ラジ 

オ（湘南ビーチＦＭを含む。）、携帯電話等を用いた伝達手段の多重化、多様化 

を図るよう努めます。 

 

 

 

（新規） 
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(3) 救助・救急活動 

 

市は、救急車等の車両及び応急措置の実施に必要な救急・救助用資機材の整備に 

努めます。 

 

第２節 災害応急対策 

 

主管課：防災安全課  

関係課：関係各課 

関係機関：各関係機関 

 

１ 災害発生直前の対策 

 

(1) 横浜地方気象台は、大雪の現象に伴う災害及び被害の発生するおそれのある場 

合、警報または注意報を発表し、市民や防災関係機関に警戒または注意を喚起しま 

す。また、24時間体制をとっている消防本部へは、県の防災行政通信網を通じて伝 

達されます。 

 

(2) 市は、伝達を受けた警報等を防災行政無線等により住民等への伝達に努めます。 

なお、大雪、暴風雪特別警報の伝達を受けた場合は、これを直ちに住民等に伝達 

します。また、配備計画に基づき災害注意体制に入り、被害状況等の収集活動を行 

い、その情報により災害応急対策を検討し、必要な措置を決定します。 

 

２ 災害直後の情報の収集・連絡及び通信の確保 

災害が発生した場合、発災直後の応急活動対策を適切に実施するため、被害規模等 

の概括的な情報をいち早く把握することが、その後の応急対策を効果的に実施するた 

めには不可欠です。 

 

(1) 災害情報の収集・連絡 

ア 被害規模の早期把握のための活動 

市は、災害発生直後において、概括的被害情報、ライフライン被害の範囲等、 

被害の規模を推定するための関連情報の収集にあたります。 

イ 災害発生による被害情報の収集・連絡 

市は、人的被害の状況、建築物の被害等の情報を収集するとともに、被害規模 
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に関する概括的情報を含め、把握できた範囲から直ちに県へ報告します。 

ウ 応急対策活動情報の連絡 

市は、県に応急対策等の活動状況を報告し、応援の必要性等を連絡します。 

(2) 通信手段の確保 

市は、災害発生時において、災害情報の連絡通信手段を確保するために、各種の 

情報通信手段の機能確認を行うとともに、障害が発生したときには、必要な要員を 

直ちに現場に配置して、速やかな通信の復旧を図ります。 

 

３ 活動体制の確立 

 

(1) 活動体制 

ア 市は、災害の状況に応じて速やかに事前配備体制に入り、被害状況等の収集活 

動を行い、その情報により災害応急対策を検討し、必要な措置を講じます。 

イ 市長は、大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害応急対 

策を実施するため必要と認めるときは、災害対策基本法第23条の２に基づき、災 

害対策本部を庁議室に設置します。 

ウ 市は、県に災害対策本部の設置状況等を報告します。 

 

(2) 広域的な応援体制 

本市の地域に係る災害が発生し、又は発生するおそれがあるときは災害応急対策 

を実施しますが、その被害状況によって、災害応急対策を実施するために必要があ 

ると認めるときには、他市町村長に対し応援要請を行い、若しくは知事に対し、応 

援要請又は災害応急対策の実施を要請します。 

 

(3) 自衛隊の災害派遣 

市長は、知事への自衛隊派遣要請の要求が連絡不能で要求できない場合には、直 

接防衛大臣、地域担任部隊等の長（陸自東部方面混成団長）に被害の状況などを通 

知します。 

なお、この通知をしたときは、速やかに、その旨を知事に通知します。 

 

４ 除雪の実施 

市及び道路管理者は、災害を防止するため、除雪を実施するものとします。 

 

５ 災害の拡大防止及び二次災害の防止 

(1) 市は、災害発生中にその拡大を防止することが可能な災害については、その拡大 
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を防止するため、必要な対策を講じるものとします。 

 

(2) 市は、専門技術者を活用して二次災害の危険性を見極めつつ、必要に応じ、市民 

の避難、応急活動を行うものとします。 

 

６ 救助・救急活動 

 

(1) 市民及び自主防災組織等は、自発的に被災者の救助・救急活動を行うとともに、 

救助・救急活動を実施する各機関に協力するよう努めます。 

 

(2) 市は、本市の区域内における救助・救急活動を行うほか、被災者の早急な把握に 

努め、必要に応じ、県又は他の市町村に応援を要請します。 

 

７ 避難対策 

 

(1) 避難誘導の実施 

ア 市長は、災害の状況に応じて、人命の安全を第一に、必要に応じて避難情報 

の発令を行うとともに、積雪、融雪等の状況を勘案した適切な避難誘導を実施し 

ます。 

イ 市は、避難誘導にあたって、指定緊急避難場所及び避難路や災害危険箇所等の 

所在、災害の概要その他の避難に資する情報の提供に努めます。 

ウ 市は、情報の伝達、避難誘導の実施に当たって、要配慮者に十分配慮するよう 

努めます。 

エ 市は、被災者に対する救援措置を行うため、必要に応じて指定避難所を開設し 

ます。 

 

(2) 帰宅困難者への対応 

ア 市は、必要に応じて帰宅困難者用の一時滞在施設を開設し、円滑な管理運営を 

行うとともに、帰宅困難者への開設状況の広報、鉄道事業者への情報伝達等を行 

います。また、帰宅困難者に対して必要に応じて飲料水等を提供します。 

イ 企業・事業所は、災害関連の情報を収集し、組織内に的確に伝達する建物内に 

留めるよう努めます。 

ウ 宿泊施設及び商業施設等の不特定多数の者が利用する施設の管理者は、発災後 

の施設利用者の混乱を防止するため、自らの施設機能を十分活用するとともに、 

必要に応じあらかじめ定められた地域の避難所に誘導するものとします。 
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エ 鉄道機関等の関係各機関は、それぞれの機関の施設に加えて駅周辺の民間施 

設が有する機能を十分活用するとともに、必要に応じて県及び市の情報伝達等 

に基づき地域の避難所等を案内するものとします。 

 

８ 緊急輸送のための交通の確保、緊急輸送活動 

 

(1) 交通の確保 

ア 交通規制が実施された場合、市は直ちに市民等への周知に努めます。 

イ 道路管理者は、その管理する道路について、早急に被害状況を把握し、国土 

交通省関東地方整備局、県災害対策本部等に報告するほか、障害物の除去、除雪 

の実施、応急復旧等を行い道路の機能の確保に努めます。 

ウ 道路管理者は、災害対策基本法第76条の６第1項により、災害が発生した場所 

において、緊急通行車両の通行の妨げになる車両等を、区間を指定して道路外の 

場所へ移動すること等の措置を命じる事になります。 

エ 市は、地域の現況に即した車両等の調達を行い、必要な車両等の確保が困難な 

ときは、県に対して要請及び調達・あっ旋を依頼します。 

 

９ 被災者への的確な情報伝達活動 

 

(1) 市は、被災者のニーズを十分把握し、気象、被害の状況、二次災害の危険性に関 

する情報、安否情報、ライフラインや交通施設等公共施設等の復旧状況、医療機関 

などの生活関連情報、それぞれの機関が講じている施策に関する情報、交通規制等 

被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな情報を適切に提供します。なお、その際、 

高齢者、障がい者、観光客、外国人等に配慮した伝達を行います。 

 

(2) 情報伝達にあたっては、被災者が必要とする情報を十分把握し、防災行政無線、 

掲示板、広報紙、広報車等によるほか、放送事業者等の報道機関の協力を得て的確 

に提供するよう努めます。 
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あ行 

 エコノミークラス症候群 
長時間同じ姿勢で座ったままでいることで、血栓ができる病

気である。血行障害による呼吸困難に陥ることもある。 

 ＭＣＡ（エムシーエー）無線 

「Multi Channel Access」の略で、複数の周波数を多数の

利用者が効率よく使える業務用無線通信方式の一つ。混信に

強く、無線従事者の資格が必要ないなどの特徴がある。 

 
か行 

 外国人 

計画中では単に日本国籍を持たない者を指すのではなく、日

本語が堪能ではない者、日本の文化に不慣れな者も意味す

る。 

 帰宅困難者 

大規模災害が発生した場合、公共交通機関の運行停止等によ

り、自宅に帰ることが困難になった者のことをいう。内閣府

中央防災会議では、統計上のおおまかな定義として、帰宅距

離 10 ㎞以内は全員「帰宅可能」、20 ㎞以上は全員「帰宅困

難」としている。 

 緊急安全確保 

災害が発生又は切迫している状況、即ち居住者等が身の安全 

を確保するために立退き避難することがかえって危険である

と考えられる状況において、いまだ危険な場所にいる居住者

等に対し、指定緊急避難場所等への「立退き避難」を中心と

した避難行動から、「緊急安全確保」を中心とした行動へと

行動変容するよう市町村長が特に促したい場合に、必要と認

める地域の必要と認める居住者等に対し発令される情報をい

う。 

 検案（けんあん） 監察医（医師）が死亡原因を調べることをいう。 

 検視（けんし） 
検視官（警察官）が犯罪性の有無の視点から死亡の状況や死

因調査を行うことをいう。 

 高齢者等避難 

災害が発生するおそれがある状況、即ち災害リスクのある区 

域等の高齢者等が危険な場所から避難するべき状況におい

て、市町村長から必要な地域の居住者等に対し発令される情

報をいう。 

 

 

 

 

 

あ行 

 
一時避難場所（いっときひな

んばしょ） 

地震の発生後、まだ広域避難所に行くほどでもないが、一応

避難して火災の状況や風向などの周辺の様子を見るための場

所で、自宅付近の空地・学校・寺院・公園等が想定される。

また、一時避難場所は市が指定するものではなく、あらかじ

め家族で話し合って決めておく。 

 エコノミークラス症候群 
長時間同じ姿勢で座ったままでいることで、血栓ができる病

気である。血行障害による呼吸困難に陥ることもある。 

 ＭＣＡ（エムシーエー）無線 

「Multi Channel Access」の略で、複数の周波数を多数の

利用者が効率よく使える業務用無線通信方式の一つ。混信に

強く、無線従事者の資格が必要ないなどの特徴がある。 

 
か行 

 外国人 

計画中では単に日本国籍を持たない者を指すのではなく、日

本語が堪能ではない者、日本の文化に不慣れな者も意味す

る。 

 帰宅困難者 

大規模災害が発生した場合、公共交通機関の運行停止等によ

り、自宅に帰ることが困難になった者のことをいう。内閣府

中央防災会議では、統計上のおおまかな定義として、帰宅距

離 10 ㎞以内は全員「帰宅可能」、20 ㎞以上は全員「帰宅困

難」としている。 

 検案（けんあん） 監察医（医師）が死亡原因を調べることをいう。 

 検視（けんし） 
検視官（警察官）が犯罪性の有無の視点から死亡の状況や死

因調査を行うことをいう。 
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さ行 

 災害拠点病院 

後方医療機関として、地域の医療機関を支援する機能を有

し、重症・危篤な傷病者を受入れるなど、災害時の医療救護

活動において中心的な役割を担う病院として位置づけられて

いる。横須賀三浦地域では横須賀共済病院と横須賀市立市民

病院が指定されている。 

 災害時要配慮者 

災害時に必要な情報を迅速かつ的確に把握し、安全な場所に

避難する等の行動をとる際に、支援を必要とする者を意味す

る。計画中では、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、さら

には外国人、観光客、一人暮らし老人、寝たきり老人等を総

称して「災害時要配慮者」と表している。 

 災害対策本部 

市内に大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合に臨時に設置される組織のことをいう。市災害対策本部設

置後は被害規模等の情報収集・連絡を行い、その情報に基づ

き事態の推移に合わせた災害応急活動を実施する。 

 自主防災組織 

地域住民相互による「共助」の精神のもとに、地震その他の

災害時に避難誘導、救出・救助、応急救護活動、初期消火、

情報の収集・伝達等、地域の防災活動を担う組織のことをい

う。 

 指定緊急避難場所 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険

から逃れるための避難場所として、洪水や津波など異常な現

象の種類ごとに市町村長が指定した安全性等の一定の基準を

満たす施設又は場所であり、避難所のように、避難生活を送る

場所としての位置付けはない。 

 指定避難所 

災害の危険性があり避難した住民等を災害の危険性がなく

なるまでに必要な間滞在させ、または災害により家に戻れな

くなった住民等を一時的に滞在させるための施設として市町

村長が指定したものをいう。主に小・中学校や公民館、その他

の建物を指定している。 

 障害物除去 

災害時には、道路損壊、崩土、道路上への落下倒壊物、放置

された車両等の交通障害物により通行不可能となる道路が発

生する。それらの障害物を除去、簡易な応急復旧作業をし、

避難・救護・救急対策等のための初期の緊急輸送機能の回復

を図ることをいう。道路啓開ともいう。 

 水防活動 

洪水または高潮により、堤防等に漏水、浸食または越水等が

発生するおそれがある場合、その被害を最小限に食い止めよ

うとする活動のことをいう。 

 水防対策計画 

水防法第７条の規定に基づき、水防上必要な監視、警戒、通

信、連絡、輸送および水門・排水機場の操作、関係団体との

協力および応援、水防に必要な器具、資材、設備の整備およ

び運用に関する計画をいう。 

 

さ行 

 災害拠点病院 

後方医療機関として、地域の医療機関を支援する機能を有

し、重症・危篤な傷病者を受入れるなど、災害時の医療救護

活動において中心的な役割を担う病院として位置づけられて

いる。横須賀三浦地域では横須賀共済病院と横須賀市立市民

病院が指定されている。 

 災害時要援護者 

災害時に必要な情報を迅速かつ的確に把握し、安全な場所に

避難する等の行動をとる際に、支援を必要とする者を意味す

る。計画中では、高齢者、障がい者、乳幼児、妊産婦、さら

には外国人、観光客、一人暮らし老人、寝たきり老人等を総

称して「災害時要援護者」と表している。 

 災害対策本部 

市内に大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合に臨時に設置される組織のことをいう。市災害対策本部設

置後は被害規模等の情報収集・連絡を行い、その情報に基づ

き事態の推移に合わせた災害応急活動を実施する。 

 自主防災組織 

地域住民相互による「共助」の精神のもとに、地震その他の

災害時に避難誘導、救出・救助、応急救護活動、初期消火、

情報の収集・伝達等、地域の防災活動を担う組織のことをい

う。 

 障害物除去 

災害時には、道路損壊、崩土、道路上への落下倒壊物、放置

された車両等の交通障害物により通行不可能となる道路が発

生する。それらの障害物を除去、簡易な応急復旧作業をし、

避難・救護・救急対策等のための初期の緊急輸送機能の回復

を図ることをいう。道路啓開ともいう。 

 水防活動 

洪水または高潮により、堤防等に漏水、浸食または越水等が

発生するおそれがある場合、その被害を最小限に食い止めよ

うとする活動のことをいう。 

 水防対策計画 

水防法第７条の規定に基づき、水防上必要な監視、警戒、通

信、連絡、輸送および水門・排水機場の操作、関係団体との

協力および応援、水防に必要な器具、資材、設備の整備およ

び運用に関する計画をいう。 

 図上訓練 

防災訓練のうち、現場での実動訓練を行わず、地図を用い

て、ロールプレイング方式等により行う訓練をいう。訓練者

は与えられた被害状況を解決することで、応急対策業務の判

断調整力を高めることができる。 
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修正計画 現行計画 

 早期避難所 

災害が発生するおそれがある状況において、高齢者、障

がい者等の要配慮者が災害が発生する前に立ち退き避難

を完了でするため及び災害リスクがある地域等の居住者

が自主的に避難ができるように開設する指定避難所をい

う。 

 図上訓練 

防災訓練のうち、現場での実動訓練を行わず、地図を用い

て、ロールプレイング方式等により行う訓練をいう。訓練者

は与えられた被害状況を解決することで、応急対策業務の判

断調整力を高めることができる。 

 

た行 

 大規模災害 

災害により、ライフラインや鉄道機関等に多大な影響を及ぼ

し、住民に大きな被害を与える危険性をはらんでいる災害を

いう。 

 ＤＭＡＴ（ディーマット） 

災害急性期（おおむね 48 時間以内）に活動できる機動性を

持った専門的な訓練を受けた医療チームのことをいい、

「Disaster Medical Assistance Team（災害派遣医療チ

ーム）」を略してＤＭＡＴと呼ばれている。医師、看護師、

業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構

成されている。 

 トリアージ 

災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合に、傷病

者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うための

治療優先順位を決定することをいう。 

 
な行 

 
内水はん濫（ないすいはんら

ん） 

大雨等により排水が追いつかず、用・排水路などがあふれて氾

濫したり、本流の増水や高潮によって、支流の排水が阻まれた

りして起こる災害のことをいう。 

 
は行 

 ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの

をいう。予測される災害の発生地点、被害の拡大範囲および被

害程度、さらには避難経路や避難場所などの情報が地図上に示

されている。 

 避難路 
震災時に、避難場所まで遠距離避難が必要となる地域などに住

む人が、指定避難場所へ安全に避難するための道路をいう。 

 

 

 

 

 

た行 

 大規模災害 

災害により、ライフラインや鉄道機関等に多大な影響を及ぼ

し、住民に大きな被害を与える危険性をはらんでいる災害を

いう。 

 ＤＭＡＴ（ディーマット） 

災害急性期（おおむね 48 時間以内）に活動できる機動性を

持った専門的な訓練を受けた医療チームのことをいい、

「Disaster Medical Assistance Team（災害派遣医療チ

ーム）」を略してＤＭＡＴと呼ばれている。医師、看護師、

業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で構

成されている。 

 トリアージ 

災害発生時等に多数の傷病者が同時に発生した場合に、傷病

者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行うための

治療優先順位を決定することをいう。 

 
な行 

 
内水はん濫（ないすいはんら

ん） 

大雨等により排水が追いつかず、用・排水路などがあふれて氾

濫したり、本流の増水や高潮によって、支流の排水が阻まれた

りして起こる災害のことをいう。 

 
は行 

 風水害時避難所 

風水害等により災害の範囲が限定される場合の避難所で、小・

中学校及び公共施設等の中から選定する。短期的に開設する避

難所である。 

 ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を地図化したもの

をいう。予測される災害の発生地点、被害の拡大範囲および被

害程度、さらには避難経路や避難場所などの情報が地図上に示

されている。 

 避難勧告 

災害が発生し、かつ、被害の拡大が予想されるとき、当該被災

地域又は被災するおそれがある区域の住民等に対し、あらかじ

め指定した避難場所又は避難所への避難を促すために通知する

情報のことをいう。 
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修正計画 現行計画 

 避難指示 

災害が発生するおそれが高い状況、即ち災害リスクのある区域

等の居住者等が危険な場所から避難するべき状況において、市

町村長から必要と認める地域の必要と認める居住者等に対し発

令される情報をいう。 

 避難所 

地震や風水害により住宅が被害を受け、住居の場所が無

くなった場合や居住することが危険な場合に避難者を一

時的に収容、保護する場所で主に小・中学校や公民館、

その他の建物を指定している。また、屋内施設が指定さ

れているため、降雨などの心配が無いように考えられて

いる。 

 福祉避難所 

主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要

する者を滞在させることを想定し、要配慮者が相談又は

助言その他の支援を受けることができる体制が整備され

た指定避難所をいう。 

 復興計画 
災害により重大な被害を受けた場合に、都市の復興ならびに市

民生活の再建および安定を図るために策定する計画をいう。 

 
ら行 

 ライフライン 
電気・ガス・水道・下水道・通信等、生活に不可欠な物資や情

報等の補給機能を総称していう。 

 

 

 

 
 

 

 

 避難指示 

被害の状況が「避難勧告」の通知時より悪化したとき、又は、

危険が切迫しているとき、「避難勧告」より避難の拘束力が強

い「避難指示」に切り替えて通知する情報のことをいう。 

 避難準備情報 

「避難勧告」又は「避難指示」の決定・通知に先立ち、一般住

民に対して避難準備を呼びかけるとともに、災害時要援護者等

特に避難行動に時間を要する者に対して、早めの段階で避難行

動を開始することを求める情報のことをいう。「災害時要援護

者情報」ともいう。 

 避難所 

地震や風水害により住宅が被害を受け、住居の場所が無くなっ

た場合や居住することが危険な場合に避難者を一時的に収容、

保護する場所で主に小・中学校や公民館、その他の建物を指定

している。また、屋内施設が指定されているため、降雨などの

心配が無いように考えられている。 

 避難路 
震災時に、避難場所まで遠距離避難が必要となる地域などに住

む人が、指定避難場所へ安全に避難するための道路をいう。 

 避難場所 

避難場所としては、一時避難場所、広域避難場所とがあるが、

一時避難場所は、災害時の危険を回避するために一時的に避難

する場所、または帰宅困難者が公共交通機関が回復するまで待

機する場所のことで、公園等の敷地内に建造物が無い場所をい

う。また、広域避難場所とは地震発生に伴い火災が発生し、延

焼拡大のおそれがある場合に、輻射熱や煙から身体の安全を確

保するための避難場所として、建ぺい率、周辺の空地等の状況

を考慮して、あらかじめ対象地区を定めた場所が広域避難場所

であり、避難所のように、避難生活を送る場所としての位置づ

けはない。 

 復興計画 
災害により重大な被害を受けた場合に、都市の復興ならびに市

民生活の再建および安定を図るために策定する計画をいう。 

 
ら行 

 ライフライン 
電気・ガス・水道・下水道・通信等、生活に不可欠な物資や情

報等の補給機能を総称していう。 
 

 


